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１．積雪期における堤防変状の検知に向けた取組 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 ○吉田  智

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 山﨑 貴志

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 飯田 美喜

１．はじめに 

昨今，日本国内では大規模な地震が発生し，こ

れらの災害により家屋への被災だけではなく，道

路の陥没や河川堤防（以降、「堤防」という。）の

天端にクラックが生じるなど，土木施設において

も多大な被害を受けている。また，近年，気候変

動が懸念される中，2024 年 2 月に北海道の上空

1,500m には，5 月中旬並みの暖かい空気が流れ込

み 2 月の最高気温を更新 1)した。そのため北海道

のような積雪寒冷地においても，冬期の降雨によ

り河川水位の上昇が懸念される。国土の約 6 割以

上が積雪寒冷地域に指定されている日本 2）におい

て冬期に大規模な地震災害が発生した場合，積雪

により河川敷地に立ち入っての目視点検は困難と

なるため，広範囲にわたる堤防の被害状況を効率

的かつ迅速に検知する手法の構築は重要となる。

本稿では，積雪下の堤防変状を検知するための

センサ機器を調査したほか，UAV を用いて広範囲

にわたる堤防を調査する手法について検討を行っ

た。また，市販の UAV に搭載されている光学カメ

ラと LiDAR を用い，雪で作製した試験体の変状を

認識できるか検証するための模擬試験を行った。

２．堤防変状検知手法の調査検討 

2.1 堤防変状検知センサ機器調査 

積雪下の堤防の変状を検知するためには，積雪

を透過して堤防の状態を計測できるセンサ機器が

適するが，そのようなセンサ機器は一般的ではな

く，その存在の有無についても不明である。その

ため，積雪を透過して計測できる可能性のあるセ

ンサ機器について調査を行い，それぞれの概要を

整理した（表-1）。調査の結果，積雪を透過して積

雪下の堤防の変状を計測できるセンサ機器につい

ては確認できなかった。なお，傾斜センサやケー

ブルセンサなどの機器を堤防に直接設置して変状

を検知することも考えられたが，機器を設置した

表-1 積雪下の堤防変状を検知するためのセンサ機器の概要

- 1 -



地点の変状しか検知できず，広範囲にわたる堤防

すべてを検知できるようにセンサ機器を設置する

ことは現実的ではない。 

2.2 UAV における調査手法の検討 

積雪下の堤防変状を把握するには，広範囲にわ

たる堤防の調査を行う必要があるため，センサ機

器を搭載して広範囲を飛行できる無人航空機（以

後，「UAV」という。）が有用である。なお，UAV
の機体形状には，回転翼型，固定翼型，VTOL
（Vertical Take-Off and Landing，垂直離着陸）型に

分類される。回転翼型は，狭い場所で離着陸が可

能で，空中に静止できるという特性を生かして，

可視光や赤外線カメラを搭載し，写真や動画を撮

影する用途に多く用いられている。また，固定翼

型は，回転翼型に比べ速く飛べるほか，エネルギ

ー効率の面でも回転翼型に比べ優れている。その

ため長距離の飛行や，長時間滞空することができ

ることから広範囲の測量や調査といった用途に使

用されている。しかし，離着陸には回転翼型に比

べ広いスペースが必要となる。近年では，長距離・

長時間の飛行が可能な固定翼型と，狭い場所で離

着陸が可能で，空中に静止できる回転翼型の良さ

を合わせ持った VTOL 型も登場している。 

UAV の飛行形態にはレベル 1～4 の飛行形態が

あり，レベル 1 は目視内での操縦飛行，レベル 2
は目視内での自動・自律飛行，レベル 3 は無人地

帯における目視外飛行，及びレベル 4 は有人地帯

における目視外飛行となっている。積雪状態にあ

る堤防上の移動は容易ではないため，変状を調査

するには，地上の 1 地点から操作できることが重

要である。そのため広範囲にわたる堤防を調査す

るには，目視外飛行（レベル 3 以上）が必要であ

る。一般的に UAV の遠隔制御は送信機と機体の間

での直接通信を行うものであり，その通信可能距

離は長くても数キロメートル程度であることから，

広範囲に及ぶ堤防の調査には，レベル 3 で操作地

点を随時移動しての多地点操作が考えられる（図

-1）。モバイル機器用の通信規格である LTE を利用

した制御方式の UAV もあり，LTE 通信網の範囲内

であれば，飛行距離の制限がほぼなくなり一地点

からの操作が可能となるが（図-2），バッテリー容

量などによる飛行距離の制限が生じる。 

2.3 堤防変状要因の検討 

堤防に変状を生じさせる要因の一つとして地震

災害が考えられたことから，過去の地震による堤

防の被害状況について文献調査を行った。しかし，

地震による積雪下での堤防変状を記録した文献や

資料を確認することはできなかった。そこで堤防

の被害 31 件が一覧表としてまとめられていた

1983 年日本海中部地震震害調査報告書 3）を参考と

して整理したところ，全 31 件の被害において堤防

に縦断亀裂が発生し，22 件（71％）で堤防天端の

沈下が発生していた。なお，沈下が発生した 22 件

の最大沈下量の平均値は 0.49 m であった。 

このような変状が堤防に発生した場合，積雪量

や雪質にもよるが，堤防に亀裂が発生すれば堤防

の積雪にも同様の亀裂が発生するほか，堤防天端

が数十センチメートル沈下すれば，積雪の表面も

同様に沈下することが想定される。しかし，どの

程度の堤防変状であれば積雪表面に影響が表れる

かの知見がないため，今後，積雪表面に影響が出

る条件（変状規模，積雪量，雪質など）について

検討が必要である。 

2.4 堤防変状検知センサ機器検討 

2.1 で堤防の変状を計測するためのセンサ機器

について調査したが，堤防の亀裂や沈下などの変

状を上空から俯瞰的に計測でき，UAV に搭載可能

なセンサ機器として光学カメラ，LiDAR，ミリ波

レーダ，レーザ距離計，超音波距離計などが挙げ

られる。これらのセンサ機器においてレーザ距離

計と超音波距離計については，UAV への搭載実績

を確認できなかったため，UAV への搭載可否や方

法の検討が必要である。また，ミリ波レーダは，

UAV の障害物回避を目的としたものであるため，

積雪表面計測への適用性の検討が必要である。よ

って，UAV への搭載実績があり，面的に地形を把

握することができる光学カメラとLiDARを用いて

図-1 レベル 3飛行（LTE なし）のイメージ 

 

図-2 レベル 3飛行（LTE あり）のイメージ 
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模擬試験を行った。 

 

３．堤防変状検知手法の検証 

3.1 堤防変状検知手法の模擬試験 

地震災害発生後，広範囲におよぶ河川堤防を迅

速に点検するには，UAV で上空から俯瞰的に点検

するのが効率的である。そこで長距離を高速で飛

行でき，狭い場所でも離着陸が可能な VTOL 型の

UAV（Trinity F90+，Quantum-Systems 社）に搭載

されている光学カメラ（RX1 RII，SONY 社）や

LiDAR（Qube240）が，積雪上に発生する変状を認

識できるか検証する模擬試験を行った。模擬試験

は，寒地土木研究所構内の実験棟横に堤防を模し

た試験体を雪で作製し，その表面に大きさの異な 

る 3 種類の変状を作り，台座の上に固定した UAV
を実験棟の窓から屋外に張り出して模擬試験を実

施した（図-3，4）。使用した UAV 及び計測機器の

仕様を表-2～4に示す。なお，河川堤防を模した試 

験体に変状を作る際，変状の大きさや方向を判別 

するため試験体を図-5のようにエリア分けした。 

3.2 堤防変状検知手法の模擬試験結果 

光学カメラは，どのエリアにおいても変状の有

無をおおよそ認識することができたが，エリア C
は他のエリアと比較して変状の視認性が低かった

（写真-1）。これは，斜面の角度と太陽光の入射の

関係で，変状の陰影ができなかったことが要因と

考えられる。 

LiDAR は，機器の計測範囲（スキャナー視野角

70°）の影響で取得できた点群データは計測位置

の真下に位置する A，C，D-1，D-2 に限られた（図

-6）。 3 種類の変状において，小さな変状

（10mm×60mm）を LiDAR で認識することは困難

であった。しかし，中程度（50mm×120mm）及び

図-5 試験体のエリアについて 
（試験体の上から撮影） 

実 験 棟 

⇒ 

項　　目 仕　　様

 最大離陸重量  5.0kg

 寸法（翼幅）  2.394m

 最適巡航速度  17m/s

 最大飛行高度  4,500m

 最大飛行時間  90分

 コントロール距離  5～7.5km

 最大ペイロード  700g

 動作温度範囲  -12℃～50℃

表-2 VTOL 型 UAV の仕様 

項　　目 仕　　様

 波長 905nm

 最大飛行高度 140m AGL

 推奨飛行高度 100m AGL

 精度 1.8-2.5cm

 正確度 <3cm

 スキャナ視野角 70°

 点密度(飛行高度100m) 50～100点/m²

 動作温度 -20℃～40℃

表-4 LiDAR の仕様 

表-3 光学カメラの仕様 

項　　目 仕　　様

 有効画素数  約4,240万画素(7,952×5,304px)

 F値  F2～F22

 焦点距離  35㎜

 画角(35㎜判相当)  63ﾟ

図-4 模擬試験イメージ 

実験棟 
計測位置 
(実験棟 3F) 

台座 

図-3 模擬試験で使用した試験体 
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大きい（100mm×180mm）変状については，試験

体の上から計測した点群からも変状の有無の判別

は可能であった（図-7，8）。なお，積雪面の変状

を明瞭にするため，これらの図に示している点群

の各点の表示は大きく設定している。また，大き 

い変状の深さについて点群処理ソフトの Cloud 

Compare で計測したところ，約 180mm という値で

あった（図-8）。LiDAR は，光学カメラの撮影で視

認性が低かったエリア C でも，他のエリアと変わ

らずに認識できていたことから，斜面の角度や太

陽光の入射角の影響を受けにくいことを確認した。 

今回の模擬試験は，実験棟 3 階の窓より UAV を

外に張り出し，静止した状態で試験体を LiDAR 計

測したが，実際の VTOL 型の UAV における LiDAR
計測は，一定の速度で飛行した状態で積雪表面の

点群を取得するため，今回の模擬試験のように

UAV を静止した状態での計測は，点群に厚みが発

生し，本来の精度で計測ができていない可能性が

ある。そのため，今後は積雪に覆われた雪面上を

実際に飛行させ，光学カメラや LiDAR を用いて変

状を計測する必要がある。 

 

４．まとめ 

積雪下の堤防の変状を検知する手法として、市

販の UAV に搭載されている光学カメラと LiDAR
を用い、雪で作製した試験体の変状を認識できる

か検証を行った。その結果、光学カメラで変状を

認識することは可能であったが、太陽光の入射角

の関係で場所により視認性が低いところもあった。

また、LiDAR では中程度（50mm×120mm）以上

の変状でなければ認識できなかったが、太陽光等

の影響を受けないことを確認した。 

今後は，積雪に覆われた雪面上を実際に飛行さ

せ，光学カメラや LiDAR を用いて変状を計測する

予定である。 

 

参考文献 

1) 日本気象協会（tenki.jp）：北海道の記録室2024年2月編

2月統計史上1位を更新する最高気温,  
https://tenki.jp/forecaster/kamanyan/2024/02/27/27668.htm
l（2024.7.12確認） 

2) 日本建設機械化協会：2005除雪・防雪ハンドブック 
（除雪偏），p.112，2004. 

3) 土木学会日本海中部地震震害調査委員会：1983年日本

海中部地震震害調査報告書，pp.538-542，1986. 

実 験 棟 

⇒ 

写真-5 光学カメラによる変状の撮影状況 
（試験体の上から撮影） 

⇒ 

実 験 棟 

図-6 LiDAR で計測できたエリア 
（黄色破線で囲った部分） 

図-7 LiDAR での計測結果 

⇒ 

実 験 棟 

約 180 ㎜ 

図-8 LiDAR での計測結果（断面方向） 

⇒ 

実 験 棟 
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２．郊外部の無電柱化施工のためのトレンチャーによる 

掘削試験とその評価 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 〇 永長 哲也 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所   中島 淳一 

１．はじめに 

無電柱化は，防災対策・交通安全・景観改善など

を目的に進められ，推進に向けては低コスト技術

の普及が重要である。寒地土木研究所では，電線類

地中化における機械施工技術の確立に向けてトレ

ンチャーによる掘削施工試験を行っている。これ

までに郊外部の道路など電力・通信の需要密度が

低く整備延長の長い区間では，トレンチャー活用

の有効性を確認しており，近年では，直轄国道 1)や

高速道路 2）（写真-1）など実現場への導入もなされ

ている。今回，掘削深さは 1200 ㎜，掘削幅は進行

方向に対し，左右 2 回に分けて 1000 ㎜の掘削によ

り，従来より掘削深さ，掘削幅を拡大し，試験施工

を行った。また，埋戻しなど後工程を効率的に行う

ために，浅層埋設方式や管路の余幅を極力減らし，

コンパクトな掘削断面による複数管路敷設試験を

行った。これら試験施工によるトレンチャーの掘

削速度，掘削精度，及び管路敷設の作業性について

評価したので報告する。

２．トレンチャーの概要 

トレンチャーとは一定の幅と深さで高速で連続

掘削が可能な機械の総称である 3）。今回，施工試験

に使用した機械は,掘削幅は掘削刃の取付位置の

変更により,200 ㎜から最大 610 ㎜まで可変可能で

あるが,進行方向に重複して掘削が可能なＷカッ

ティング（2 回掘削）ができる機種であり，最大

1000 ㎜幅の掘削が可能である。また，掘削深さは，

チェーンブームの交換により最大1200㎜までの掘

削が可能である。なお，チェーンブームには，掘削

深さにより，標準掘削深さ用の 1000 ㎜，浅い溝用

の 700 ㎜，深い溝用の 1200 ㎜の 3 種類が用意され

ている。機械の諸元を表-1 に示す。 
トレンチャーの掘削チェーンには，路盤材など

固い地盤の掘削に適した超硬ビット型と比較的柔

らかい地盤用の土砂排出性の高いカップ型があり，

現場条件に併せて掘削刃を選定することが可能で

ある。トレンチャーには，掘削土砂を排出するため

のベルトコンベヤが付いており，掘削作業と同時

に 4t または 10t ダンプトラックへの積込作業が可

能である。更に後方には掘削した底面の整地を行

うためのブレード状のトレンチクリーナーを 2 枚

装備しており，それぞれをボルトで連結すること

でＷカッティングに対応する。チェーンの外側に

は，舗装上にこぼれた土砂を掘削溝へ誘導するド

ラッグプレートを装備している。写真-2 に機械外

観，写真-3 に 700 ㎜用ブーム及び掘削刃を示す。

なお，トレンチャーは施工範囲内に支障物がな

く，施工作業幅が十分で，沿道利用が少ない，連続

掘削が可能な郊外部での施工に適している。 

写真-1 掘削状況（高速道路での施工） 

表-1 機械主要諸元

機械名 トレンチャー（専用タイプ）
機関出力（本体用） 55.2kW（74PS）軽油
機関出力（コンベヤ用） 19.8kW（26.5PS）ガソリン

掘削機構 チェーン式
全長 10,600mm
全幅 2,520mm
全高 2,470mm

車両総質量 7,400kg
最大掘削深 700/1000/1200mm
最大掘削幅 200(最小)∼610+390mm

掘削機オフセット量 400mm
その他 排出コンベヤ付き
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写真-2 機械外観（1200 ㎜用ブーム装着） 

写真-3 700 ㎜用ブーム及び掘削刃 

３．施工試験 

試験は北海道石狩市の寒地土木研究所石狩吹雪

実験場構内で令和 6 年 6 月に行った。図-1 に試験

箇所を示す。 

掘削試験は，新たに掘削幅 610 ㎜，掘削深 1200
㎜で行い，限られた断面で，管路敷設が可能か試験

を行った。また，複数管路条数に対応するため，掘

削幅を拡大した 1000 ㎜，掘削深さ 1000 ㎜につい

て，掘削試験を行った。表-2 に試験概要を示す。

3.1 掘削幅 610 ㎜×掘削深 1200 ㎜の掘削試験及

び管路敷設試験 

トレンチャーの掘削幅は 610 ㎜，掘削深が従来

より深い 1200 ㎜で掘削試験を行った。また，その

掘削断面において，作業時に敷設管と掘削壁面の

余裕幅がない条件で施工が可能か管路敷設試験を

行った。施工断面を図-2 に示す。

試験の結果，トレンチャーの施工速度は図-3 に

示すとおり，掘削のみで約 56.4m/h であった。掘削

土砂の運搬に 10ｔダンプトラックを使用した場合

（土砂の比重 2.1，積込み量 4.7m3 程度），断面積か

ら（掘削延長が 6.9m 毎）ダンプトラックの入替も

含めると，入替に約 1 分 30 秒として，約 46.8m/h

図-1 試験箇所 

表-2 試験概要 

図-2 掘削深さ 1200 ㎜施工断面 

図-3 施工速度（掘削深さ 1200 ㎜） 

試験項目 試験条件
掘削試験 W＝610㎜，DP＝1200㎜

管路敷設試験

W＝610㎜，DP＝1200㎜
角型FEP管φ130×4条
角型FEP管φ100×4条
RR-VE管φ54×8条

掘削試験
（広幅員）

Ｗ=1000㎜（610+390㎜）
DP=1000㎜

〔従来施工〕
バックホウ

〔新工法〕
トレンチャー

※R6試験値（掘削幅61cm、掘削深さ120cm※舗装8cm控除）
10tダンプトラック積込、バックホウによる補助掘削含む

約9.5ｍ/h

約56.4m/h
※掘削のみ

約46.8m/h
※掘削土積込有

※土木工事標準積算基準書による試算値
（掘削幅61cm、掘削深さ120cm※舗装8cm控除）
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の施工速度となるが，従来のバックホウ掘削約

9.5m/h（土木工事標準積算基準書による試算値）と

比較しても十分な施工速度であることを確認した。 

次に,掘削幅 610 ㎜，掘削深さが 1200 ㎜と狭く

て深い中で，管路敷設が可能か試験を行った。深さ

はこの管路条数であれば，浅層埋設の土被りを考

慮しても掘削深さは 1000 ㎜程度だが，狭くて深い

状態でも作業が可能か確認するため，トレンチャ

ーの最大掘削深さで管路敷設試験を行った。 

管種は電力用として角型多条電線管（以下「角型

FEP 管」という）φ130 を 4 条，電力引込用として

角型 FEP 管φ100 を 4 条，通信用として RR-VE 管

φ54 を 8 条と，郊外部を想定して敷設した。

施工手順として，基礎砂を敷設した後，角型 FEP
管φ130，RR-VE 管，最後に角型 FEP 管φ100 を施

工した。 

掘削幅 610 ㎜の掘削断面は作業員が入って作業

するには十分な幅である。今回，掘削深さは 1200
㎜と深いが掘削溝内で作業することは可能であっ

た。しかし，管と掘削壁の余幅が片側 48 ㎜程度と

小さく，厳しい施工条件ではあったが，使用した管

が角型 FEP 管と RR-VE 管もφ54 とそれぞれ軽量

で可撓性があったため，狭隘な断面下でも管路敷

設は可能であった。また，角型 FEP 管の敷設状況

を写真-4 に，敷設後を写真-5 に示す。

3.2 広幅員断面の掘削試験 

トレンチャーは標準仕様の掘削幅（最大610㎜）

内で，掘削するのが効率的であるが，管路条数の多

条化に対応するため，2 回掘り工法（Ｗカッティン

グ 4））で施工試験を行った。 

Ｗカッティングは図-4 に示すとおり，初めに掘

削断面の右側（掘削機の刃幅分 610 ㎜）の掘削を

行い，その後，トレンチャーを掘削開始箇所まで引

き戻して掘削機を左側にスライドさせ，残り390㎜
を掘削する工法である。 

試験の結果，図-5 のとおり，掘削のみの施工速

度は約 36.6m/h，先ほどと同じく入替時間，更に機

械引き戻し，トレンチクリーナーの接続などを考

慮すると約 26.1m/h となるが，バックホウ掘削約

7.1m/h よりも早い施工が可能であることが確認で

きた。 

ただし，写真-6 のように舗装にクラックがある

ような地盤の弱い箇所においては，トレンチャー

の自重による掘削肩部での車輪のスタックが見ら

れるため（写真-7），施工箇所の選定に当たっては，

十分な検討が必要である。 

写真-4 敷設状況（角型 FEP 管の接続） 

写真-5 敷設状況 

図-4 広幅員掘削の施工断面 

図-5 掘削速度 

〔従来施工〕
バックホウ

〔新工法〕
トレンチャー

※土木工事標準積算基準書による試算値
（掘削幅100cm、掘削深さ100cm※舗装8cm控除）

※R6試験値（掘削幅100cm、掘削深さ100cm※舗装8cm控除）
トレンチクリーナー接続有り、
10tダンプトラック積込、バックホウによる補助掘削含む

約7.1m/h

約36.6m/h
※掘削のみ

約26.1m/h
※掘削土積込有
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写真-6 舗装上のクラック 

写真-7 掘削肩部での車輪のスタック 

４.まとめ

郊外部におけるトレンチャー施工による電線類

地中化を推進するために，新たな施工断面での掘

削試験，また狭隘断面下での管路敷設試験を行い，

その評価を行った。 

その結果，掘削幅 610mm，掘削深さ 1200 ㎜の掘

削試験は，掘削のみで約 56.4m/h，ダンプトラック

への積込，入替を含めた場合でも約 46.8m/h とな

り,従来のバックホウ掘削（約 9.5m/h）と比較して

も，効率的であり，掘削深さが深くなっても，掘削

作業の時間短縮に寄与していることを確認した。 

また，同じ断面での管路敷設も，1200 ㎜と深く,

管と掘削壁の余幅が小さい狭隘な断面でも，角型

FEP 管およびRR-VE管が軽量で可撓性があるため

施工が可能であった。 

写真-8 掘削状況 

広幅員掘削においては，掘削のみの施工速度は

約 36.6m/h，ダンプトラックの入替時間を考慮して

も約 26.1m/h となり，従来のバックホウ掘削（約

7.1m/h）と比較して，圧倒的に効率的な施工が可能

であった。標準仕様の掘削幅 610 ㎜以上にも対応

可能なため管路の多条化にも適応できる。 

しかし，舗装にクラックがあるなど，地盤が弱い

箇所ではトレンチャーの自重により車輪のスタッ

クが発生するリスクが確認された。施工に当たっ

ては，十分な検討が必要である。

今回，従来の機種より,広くて,浅い断面に対応

可能なトレンチャーについて試験を行ったが，施

工断面に関しては，今後も,極力浅く，狭くコンパ

クトにしていくことが効率化の上では重要である。 

今回も含めてこれらの試験結果が，今後のトレ

ンチャー施工の導入に向けての参考になれば幸い

である。

今後は，更に全体工程の短縮を目指して，関連作

業の効率化について検討していく。 

参考文献 

1) 国土交通省道路局：令和4年度第1回無電柱化推進のあ
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2) 永長哲也，大部裕次，飯塚大起：道央自動車道通信管路
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海道開発局技術研究発表会，2024.2
3) 国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所寒地機械

技術チーム：ケーブル埋設用掘削機械（トレンチャー）

を活用した施工の手引き（案），2021.2
4) 永長哲也,中島淳一：トレンチャーを活用した電線類地

中化施工,寒地土木研究所月報，No835，pp.41-46，2022.9
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３．建設プロジェクトにおけるボクセルモデルの 

適用可能性に関する一考察 

前田建設工業株式会社 ○ 長田 將吾

前田建設工業株式会社 川西 敦士 

大阪経済大学 中村 健二 

流通科学大学 寺口 敏生 

法政大学 今井 龍一 

１．はじめに 

建設の公共事業では，令和 6 年度より受発注者

間が一連の建設生産・管理システムの効率化・高

度化を図るため，BIM/CIM の原則適用 1)が本格的

に開始された。令和 5 年度に改正された国土形成

計画 2)においても，産業界の力を最大限発揮でき

るデジタルの徹底活用が掲げられており，民間企

業の活躍がより一層期待されている。 

日本の人口減少は他国に比べて顕著であり，

2070 年には 8,700 万人になると推計されている 3)。

将来，経済力を保持できる中心的な都市へ人口が

流出することを見据えると，サービスの提供や範

囲に格差が広がり，地方の社会インフラが一層弱

体化することは明らかである。この課題を解決す

るため，オムロン社の SINIC 理論 4)が提唱する自

律社会の実現を視野に入れ，人と調和するデジタ

ル環境への再編を図ることで，どの地域でも同水

準のサービスを受けられるようにすべきである。

そのために，実社会を克明に表現したデジタルツ

インを用いて多様なユースケースを創出していく

ことが，喫緊に解決すべき足許の課題と言える。

その一策として著者らは，デジタルツイン環境

の構築にボクセルモデルを活用することに着目し

た。ボクセルモデルは，図-1 に示すとおり，実空

間を立体的に分割して表現するため，形状表現の

柔軟性や拡張性が高い特長を持つ。 

図-1 ボクセルモデルの概略図 

さらに，ボクセルモデルに一意の空間 ID 5)を割

り当てることで，地理的座標情報に加えて，静

的・動的情報を付加することが可能である。空間

ID とは，ドローン運航のナビゲーションや自動運

転などの実現を加速させる，三次元空間の標準規

格として注目されている。この技術を踏まえ，建

設プロジェクトの調査，設計，施工に対応した形

状表現や，三次元空間の統一規格化を見据えたデ

ータ管理および情報連携が期待される。建設プロ

ジェクトの各段階で生成されるデータがボクセル

モデルを通じて維持管理に活用できることが明ら

かになれば，実空間を写像したデジタルツインの

構築に可能性を見出すことができるだろう。

本論文では，既存の 3DCAD とボクセルモデルの

形状表現やデータ構造等の特長を比較し，ボクセ

ルモデルの具体的なユースケースを考察する。そ

して，施工段階を含む建設プロジェクト全体への

ボクセルモデルの適用可能性を明らかにすること

を目的とする。

２．3DCADとボクセルモデル 

2.1 ボクセルモデルの特長と 3DCADとの違い 

3DCAD は，建設業界において広く利用されてい

るツールであり，詳細な形状や構造を三次元空間

で精密に表現することができる。一方，ボクセル

モデルは，立方体単位のボクセルの集合で空間を

構成し，形状や情報を三次元的に表現することが

できる。以下に，ボクセルモデルの特長を詳述す

る。

(1) 柔軟性

ボクセルモデルは，空間を細かく分割して

一意の ID を割り当てることで，詳細な形状

や構造を表現できる。リアルタイムでのデー

タの追加，削除，変更にも適しており，迅速

な変更管理に対応できる。さらに，付加した

属性情報を基に統合することも容易であるた

め，異種データ形式の管理にも適用しやすい。

(2) 拡張性

ボクセルモデルは，その構造をモジュール
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化できるため，部分的に他のプロジェクトに

再利用できる。再利用の際には，空間の分割

規模を自由に変更できるため，大規模都市モ

デルなど幅広く対応できる。多様な分野への

応用を前提とした多目的利用も可能だ。

2.2 3DCADとボクセルモデルの比較 

3DCAD でよく使われるソリッドモデルとサーフ

ェスモデル，そしてボクセルモデルの特徴を整理

した結果を表-1 に示す。ボクセルモデルは，

3DCAD で一般的なソリッドモデルやサーフェスモ

デルと異なり，立方体の集合による形状や必要な

データ粒度に対応した内部構造を，柔軟に表現す

ることができる。さらに，品質管理や出来形管理

などの異なる内容を各管理レベルに合わせて解像

度を調整できるため，効率的な運用が期待できる。

表-1 モデルの特徴別比較表 

特徴 
ソリッドモ

デル

サーフェス

モデル

ボクセルモ

デル 

形状表現 高精度な形

状表現

高精度な

表面表現

柔軟な

構造表現

データ量 多い 多い 少ない

管理の

容易さ

煩雑 煩雑 容易

即時性 困難 困難 容易

内部構造

表現

困難 不可能 可能

異種デー

タ統合

困難 困難 容易

モジュー

ル化と再

利用

可能 可能 容易

多目的利

用

建設，自動

車等の製造

デザイン，

可視化

都市計画

等，多目的

３．建設プロジェクトとボクセルモデル 

建設プロジェクトは，計画段階から設計，施

工，そして維持管理までの一連のプロセスを経て

進行する。本稿は，現場施工段階のユースケース

を考察しながら業務プロセスを整理する。そして，

施工段階におけるデータ管理と利活用が，維持管

理段階の活用に寄与するかを考察する。

3.1 建設プロジェクトのフロー 

本稿では道路工を対象とした。その理由は，

維持管理データベースの中でも比較的整備されて

いる道路台帳との親和性が高く，ユースケースの

検討が容易であると判断したためである。 

(1) 事前調査

建設プロジェクトが着工する前に，事前調

査として，地盤調査や埋設物調査，近隣家屋

調査を実施する。 

(2) 起工測量

工事施工前に行う測量で，工事現場形状や

工事施工量を確認する。 

(3) 施工計画の立案と施工計画書の提出

建設プロジェクトの全体計画を示す書類で，

発注者に提出し承認を得る必要がある。 

(4) 大工程，中工程レベルの工程表作成

建設プロジェクトの工程管理書類で，大工

程では着工から竣工までの見通しを立て，中

工程では人的・物的管理に利用される。 

(5) 施工

施工計画に基づき，安全を最優先しながら

計画通りに作業を進める。都度，工程管理の

見直しを図り，工期に間に合わせる。 

(6) 工事帳票の作成と提出

設計図書で指定された材料の使用承諾願い

の作成と提出，そして設計図書に示された施

工段階又は監督職員の指示した施工途中段階

において，監督職員に出来形，品質，規格，

数値等を確認してもらう。 

(7) 工事打合せ簿の作成と提出

品質管理書類，出来形管理書類の作成と提

出，そして工事履行報告書を提出する。 

(8) 工事完成図の作成と提出

工事完成図（竣工図）を作成して，納める。 

3.2 ボクセルモデルの考察対象範囲の整理 

施工段階の各段階でボクセルモデルがどのよう

に活用できるか，表-2に整理した。 

表-2 要素別ボクセルモデルの検討対象項目 

施工段階の 

各要素 

ボクセルモデルの 

活用想定 

地盤調査 ボーリング箇所の明示とデータ

登録

埋設物調査 埋設位置の可視部と不可視部の

明示と健全度データ登録

起工測量 設計図に起工測量結果を反映さ

せた 3Dモデルを作成後，ボク

セルに変換

大工程 工種情報を抽出 

中工程 工種・細別情報を抽出 

使用材料 使用材料情報を登録 

品質管理 検査位置に品質管理情報を登録 

出来形管理 出来形検査情報を登録 

履行報告書 履行完了を可視化してボクセル

をロックする 

工事完成図 竣工図の 3Dモデルを作成後，

ボクセルに変換 

まずは，検討対象項目が，維持管理段階に寄

与すると判断した理由について説明する。 

地盤調査や埋設物調査では，空間内の詳細な

位置情報や地質・地盤特性の把握が重要である。

ボーリング調査では，地質情報が深さによって変

わることをボクセルモデルで表現しなければなら
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ない。同様に，埋設物調査でも，地中に埋設され

た構造物や配管の位置を把握し，可視化すること

で，施工の安全性と効率の向上が期待できる。 

起工測量は，工事の進行に先立ち，現場の形

状や施工量を正確に把握するために必要なプロセ

スである。起工測量のデータを用いてボクセルモ

デルを更新することで，より精度の高い施工計画

を策定できる。精度面に関しては，例えば，路体

部は層厚 30 ㎝毎，路床部は層厚 20cm 毎の盛土品

質管理が要求される。また，舗装は基層と表層で

約 5cm のコア厚の検測が求められる。他に，要求

基準がない空間は，50 ㎝程度の精度でも充足する。

従って，モジュール別に 5cm～50 ㎝の範囲で形状

表現できればよい。さらに，更新したボクセルモ

デルにプロジェクト進行管理の要素となる大工程

と中工程の工種情報を登録することで，データ管

理も容易になるメリットがある。

工事竣工時には，工事完成図を基にボクセル

モデルを更新することで，最終的な形状と情報を

維持管理に引き渡すことが可能となる。

次に，検討対象項目の対象外とした項目と，

その理由を説明する。 

近隣家屋調査は，家屋の現状や影響範囲を把

握するために実施するが，プライバシー情報の取

扱いが発生することから，ボクセルモデルの適用

対象から除外した。また，施工計画書は，緻密な

空間データより，安全を最優先にした工法選択の

妥当性が重視されるため，維持管理段階に寄与す

る価値は低い情報と判断した。 

４．ボクセルモデルの活用の考察 

本章では，前章で対象とした要素に対して，

ボクセルモデルをどのように生成して，データを

入力するか。そして，必要に応じて形状を変更し

て，その後データを共有するかを論じる。その結

果，ボクセルモデルが施工段階のデータ管理と活

用にどのように寄与するかを具体的に示す。 

4.1 ボクセルの生成 

ボクセルモデルは，施工段階で得られた初期

データを基に生成する。この初期生成段階では，

以下の手順が重要である。 

(1) 設計図データの3DCAD化

最初のステップは，従来の二次元設計図を

三次元データに変換する。設計図には，線形

や構造物の形状，配置，寸法などが含まれて

いるが，これらを 3DCAD にすることで，高精

度に形状を表現する。 

(2) 起工測量データの3DCAD化

次に，起工測量データを三次元化する。起

工測量では，現場の地形や地盤状態を把握す

るため，ドローン測量技術等も併用すること

が多い。取得した点群データ等を処理して

3DCAD化することで，設計図データに不足し

ている情報を付加し，更新する。 

(3) ボクセルモデルの変換

3DCADを細かい立方体のボクセルに分割する

。ボクセルの大きさや分割数は，建設プロジ

ェクトに求められる精度要件に応じて調整す

る。例えば，ICTによる出来形管理は10cmグ

リッドで管理することが標準 6)とされていた

り，路体部の盛土は30cm巻き出しで管理され

ていたり，工種によって管理要件が多様であ

る。ここでは，各精度要件の担保を前提に，

できる限り抽象化して取扱いの容易さやデー

タ量の最小化を図ることが重要である。

(4) 一意のID付与

各ボクセルに一意の空間IDを付与する。開

発企業によって仕様・規格が異なると，活用

・普及が進まない恐れがあるため，著者らも

空間IDの活用に統一することとしている。

図-2 空間 ID の活用概要（引用:経済産業省掲出資料 5)） 

4.2 ボクセルへのデータ入力 

ボクセルモデルの生成が完了したら，次は各

ボクセルに必要なデータを入力していく。このプ

ロセスを経て，単なる形状表現から統合管理でき

るデジタル環境に進化する。

(1) 地盤・埋設物調査データの入力

ボーリング調査で得られた地質情報を各ボ

クセルに入力することで，地盤の詳細な状態

を三次元空間で管理できる。地盤の深度別に

土質や岩質，N値等の情報を格納する。

埋設物調査で得られた配管や構造物の位置

や材質に関する情報をボクセルに格納する。

これらのデータの格納は，内部構造表現が可

能なボクセルモデルなので実現できる。性質

別の色分けや断面表示により施工効率化も期

待できる。 

(2) 大工程・中工程の工種情報の入力

大工程および中工程の工種情報は，プロジ

ェクト管理において重要な識別データである

。しかし，ここでは進行管理に着目するので

はなく，あくまで施工中に管理して維持管理

に引き渡していくことを前提に，品質管理・

出来形管理・材料管理に関連する工種のみを

抽出すべきである。なぜなら，工種によるモ

ジュール化が実現できると，ボクセルモデル
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の再利用につながるため，より幅広いユーザ

ーに適用できる可能性がある。 

(3) 使用材料

各工事に使用される材料（鉄筋，コンクリ

ートなど）の属性情報をボクセルに入力する

。ここでは，材料の種類，製造日，使用日，

製造会社を取り扱うことで，トレーサビリテ

ィの確保と予防保全の強化が期待できる。 

(4) 品質管理

施工中に実施される様々な試験結果や解析

結果が含まれる。例えば，コンクリート圧縮

強度試験や平板載荷試験の結果，さらにコン

クリート温度応力ひび割れ解析結果と実際の

温度測定結果の比較データ等，多岐にわたる

。これらの品質管理データをボクセルモデル

に統合することで，異常が発生した場合の迅

速かつ的確な保全活動につながるため，長期

的な品質管理が期待できる。

(5) 出来形管理

出来形管理とは，実際の設計どおりに施工

されているかを確認する行為である。従来の

出来形管理は，一定数量毎に数カ所の抜取検

査を行い，それがどの地点のものか，写真を

添付して保存する。これが，ボクセルモデル

で実現できるようになれば，検査結果のみを

ボクセルモデルに格納するだけで，工種情報

と位置情報の識別も可能になるため，生産性

向上効果もありながら，不具合の早期発見も

期待できる。 

4.3 ボクセルの形状変更 

ボクセルモデルの形状変更は，施工中に設計

変更事案が発生した場合を想定する。設計変更が

発生する理由は，設計図書に示された条件と異な

るためであり，計画どおりに施工を進めることが

困難になる。このような場合，発注者と協議を行

い，設計変更が必要と判断された場合，正式な指

示書を受領する。受け取った指示書に基づき，ボ

クセルモデルの形状を変更する。

ボクセルの形状変更が完了したら，一意の ID

を更新することで，最新の設計に適応したモデル

を構築する。 

4.4 ボクセルデータの受発注者間共有 

ボクセルモデルによるデータ共有は，建設プ

ロジェクトの全体的な効率化と情報の透明性向上

に不可欠である。

(1) 多目的利用による利便性の向上

ボクセルモデルは，都市計画，インフラ管

理，設計など，多様な目的に利用できる汎用

性を持つ。施工段階で作成されたボクセルモ

デルは，完成後の維持管理や将来の改修計画

にも利用可能であり，計画変更に対応しやす

い。また，ボクセルモデルを基に環境やイン

フラの影響を評価することで，発注者の効率

的な維持管理方針に沿った判断も可能となる。

(2) 異種データ統合による一元管理

ボクセルモデルは，異なるデータ形式や異

種データを統合し，ひとつのモデル内で管理

することが可能である。空間IDを基にしたプ

ロジェクト横断の管理を徹底できれば，プロ

ジェクト別の情報の断片化を防ぐことが期待

できる。

(3) 管理の容易さとリアルタイム更新

ボクセルモデルの管理は，従来の3DCADに

比べてシンプルであり，各ボクセルに付与さ

れた一意のIDから，データの検索や更新，変

更が容易である。受発注者間の連携が確立す

ると，余計な書類の授受が不要であることに

加えて，意思決定速度の向上も期待できる。 

５．おわりに 

本論文では，建設プロセスにおけるボクセル

モデルのユースケースを具体的に考察し，その適

用可能性を明らかにした。施工段階でのデータ管

理から形状変更，データの共有に至るまで，ボク

セルモデルがどのように効果的に活用できるかを

示した結果，著者らは，ボクセルモデルは建設プ

ロジェクトのデータを高精度かつ一元的に管理で

きる非常に強力なデジタル環境になり得ると結論

づけた。

さらに加えると，ボクセルモデルは，従来の

電子納品の仕組みを変える可能性があるだろう。

従来の断片的なデータ提出や管理の方式を刷新し，

より柔軟かつ効率的な電子納品を実現することで，

人口減少の影響を受ける建設業界の先進的なイン

フラ整備・管理の実現が期待できる。

本論文の考察が今後のボクセルモデルの実用

化と，進歩したデジタルツインの構築の一助とな

れば幸いである。 

参考文献 

1) 国土交通省大臣官房・技術調査課：直轄土木業務・工

事におけるBIM/CIM適用に関する実施方針，2024.3
2) 国土交通省：国土形成計画（全国計画） 閣議決定，

pp.2，2023.7
3) 国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口

令和5年推計，人口問題研究資料，第347号，2023.8
4) オムロン社，立石一真ら：未来接近へのSINIC理論、

UDC 001.89:65.012.1/2，pp.5-6，1970
5) 経済産業省／デジタルアーキテクチャ・デザインセン

ター：3次元空間情報基盤アーキテクチャ設計報告書，

pp.12～14，2022.7
6) 国土交通省：3次元計測技術を用いた出来形管理要領（

案），pp.13-18～13-20，2024.3
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４．３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）における 

計測技術の整理 

国土交通省国土技術政策総合研究所  ○池田 誠
国土交通省国土技術政策総合研究所  杉谷 康弘

1. 背景

国土交通省の i-Construction において，ICT の全

面的な活用を推進するため，3 次元計測技術に対

応した各種要領が整備されている。「３次元計測

技術を用いた出来形管理要領（案）1)」（以下，出

来形管理要領）では， TS 等光波方式をはじめ，

地上型レーザースキャナー（以下，TLS）や，

GNSS 等の多くの計測技術が定められている。ま

た，国土交通省では令和元年度より新たな ICT 計

測技術の活用範囲を拡大するため，民間からの提

案を出来形管理要領に反映する取り組み（以下，

民間提案）を実施しており，これにより適用可能

な工種及び計測技術が年々増加している。近年で

は，一般的に TLS よりも事前準備が簡易なことや

器械本体が小さいといったことから手軽に点群取

得できる技術として，地上移動体搭載型レーザー

スキャナーの出来形管理機器の構成例の一つであ

るバックパック型レーザースキャナーといった技

術も民間提案を通じて要領化されている。

2. 研究目的

バックパック型レーザースキャナーと機器構成

が同一であるハンディ型レーザースキャナー（以

下，ハンディ型 LS）には，GNSS 等のセンサによ

り，本体のみで座標の標定が可能な機種と，

GNSS を搭載せずに周辺環境の情報から自己位置

を推定する SLAM(Simultaneous Localization and 
Mapping) 2)処理のみで点群生成が可能な機種があ

る。後者のような機種では，さらに安価かつ手軽

に計測ができるため，3 次元点群データの計測技

術として要領化を期待する声が挙がっているが，

SLAM 処理による点群生成は，現行の出来形管理

要領において定められていない。 

そこで本研究では，SLAM 処理により点群を生

成する GNSS 非搭載ハンディ型 LS と，現行の出

来形管理要領において定められた計測技術である

TLS との比較検証を通じて，SLAM 処理による点

群生成における今後の出来形管理要領への導入可

能性を検討した。 

3. 研究方法

本研究の検証方法は次の通りである。

まず，現場に設置した 6 点の白黒チェッカータ

ーゲットの中心座標を TS のノンプリズム計測機

能にて計測し，本検証における真値座標とした。

次に，ハンディ型 LS 及び TLS で現場の点群計測

を実施した。6 点の白黒チェッカーターゲットの

中心座標のうち 4 点の座標を標定点とし，各レー

ザースキャナー観測座標を TS 観測座標へと座標

標定した。残る 2 点の座標を検証点とし，検証点

における真値となる TS 観測座標と各レーザース

キャナー観測座標の座標較差を検証結果とした。

なお，本研究は特定の機器の性能を検証するも

のではないため，検証に使用したハンディ型 LS
及び TLS の機種については示さないこととする。 
その他の条件は以下の通りである。

 座標取得及び点群操作：

ハンディ型 LS 及び TLS の計測点群における白

黒チェッカーターゲットの中心座標の検出及び取

得は，点群処理ソフトウェアの自動検出機能を使

用した。また，点群データの表示及び座標変換等

の操作には，点群処理ソフトウェアの Cloud 
Compare3) (Open-source) を使用した。 
 現場環境：

実際の使用環境を想定して，二つのパターンの

現場環境で検証を実施し，それぞれ図- 1，図- 2
のように配置した白黒チェッカーターゲットを標

定点及び検証点とした。パターン A では，法面を

含む高低差のある現場環境とし，パターン B では，

平面地形で背の高い草木に囲まれた現場環境とし

た。
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図- 1 現場環境（パターン A） 

図- 2 現場環境（パターン B） 

4. 結果と考察

検証結果を図- 3，図- 4 に示す。TLS の検証結

果から，現場環境パターン A，B ともに座標精度

が 4mm 以下という結果となった。ハンディ型 LS
の検証結果から，パターン A では，座標精度が最

大 30mm 程度であり，出来形管理要領中で定める

土工の出来形管理の要求精度 50mm 以内を満たし

たのに対して，パターン B では，座標精度が最大

300mm 程度となり，この要求精度を大幅に超過し

た。パターン A においては，法面の地形形状が

SLAM 処理による点群生成に有利であった一方で，

パターン B のように平面かつ背の高い草木に囲ま

れた現場環境では，SLAM 処理による点群生成に

不利であったと考えられる。これは周囲の特徴的

な箇所を参考に点群生成する SLAM 処理のような

技術の特性が現れた結果といえる。このことから

SLAM 処理による点群生成では，計測する現場の

形状や周囲環境によって測定精度の変動があると

いうことが明らかとなった。 

また本検証での計測の際には，点群生成に十分

な点群密度を確保するために，計測中の歩行速度

や方向転換時の計測に配慮する必要があった。こ

のことから作業者や歩行ルートによっても得られ

る結果が変動する可能性を示した。

図- 3 検証結果（パターン A） 

図- 4 検証結果（パターン B） 

5. 結論

本研究では，SLAM 処理による点群生成につい

て，計測する現場の形状や周囲環境によって測定

精度の変動があるということが明らかになり，今

後の出来形管理要領への導入可能性を検討するこ

とができた。

今後の展望として， 実際の使用環境を想定した

他のパターンについての検証及び，計測における

歩行速度や経路についての検証を行い，さらに特

徴を洗い出すことで，SLAM 処理により点群を生

成する計測機器の活用ケースが拡大することを期

待する。

参考文献 
1) 国土交通省: ３次元計測技術を用いた出来形管理要領（

案），令和6年3月
2) Takafumi Taketomi, Hideaki Uchiyama and Sei Ikeda :

“Visual SLAM algorithms: a survey from 2010 to 2016“
3) Cloud Compare : https://www.danielgm.net/cc/
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５．国土交通省による官民連携した 

長時間飛行ドローンの実証試験について 

国土交通省 大臣官房 参事官（イノベーション）グループ 施工企画室 遠藤 天生 

１．はじめに 

現在，国土交通省の現場では，災害時の被災状況

調査，建設現場での測量，インフラ施設の点検等で

ドローンを利活用している。その中で，飛行時間・

耐候性・高重量の輸送・通信環境等，行政ニーズに

対する課題もある。このうち飛行時間は，作業の効

率化・生産性の向上に広く影響する要素であると

考える。

国土交通省では，「行政ニーズに対応した汎用性

の高いドローンの利活用等に係る技術検討会」で

の議論を踏まえ，官民で連携しながら，耐候性・長

時間飛行等にも対応した汎用性の高いドローンの

現場実装に向けた取り組みを進めている。令和5年
度には，国土交通省所管施設の点検・測量に利活用

できる長時間飛行ドローンの実装化を目的に，参

画する企業を公募した上で 2 度の実証試験を行っ

た。

２．主な要求技術仕様 

公募で要求した主な技術仕様は，下記のとおり

である。

・映像を通信装置で伝送／画像を撮影しデータを

記録しながら（以下、軽ペイロード），連続 6 時間

以上の自律飛行が可能であること。

・レーザー測量しながら（以下、高ペイロード），

連続 2 時間以上の自律飛行が可能であること。

・IMU/GNSS 等による自動自律飛行が可能である

こと。

・FPV（First Person View）に対応したカメラが搭載

されていること。

・エンジン停止時の安全性が保たれていること。

・セキュリティリスクやサプライチェーンリスク

がクリアできていること。

・その他

本稿では，作業の効率化・生産性の向上に広く影

響する要素である連続飛行時間に焦点を当て，実

証試験の内容と結果を紹介する。

３．第 1 回実証試験 

3.1 試験内容 

(1)実施年月日

令和5年5月20～21日
(2)参加企業

株式会社アミューズワンセルフ，小川精機株式

会社，ソフトバンク株式会社，株式会社パスコ

，株式会社フジタ，岡山大学，岐阜大学JV（以

下，アミューズワンセルフJV）

図-1 実施機体（第 1 回実証試験） 

図-2 実施場所（荒川第二調整池予定地工事エリア） 
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(3)実施機体

マルチコプター型ドローン

(4)実施場所

国土交通省 関東地方整備局 荒川調整池工

事事務所管内 荒川第二調整池予定地（埼玉県

埼玉市桜区下大久保地先）工事エリア内

3.2 軽ペイロード 

機体に搭載されている標準カメラで，撮影デー

タのリアルタイム伝送を行いながら4時間程度の

連続飛行を実施する。着陸後の燃料タンクに残っ

た燃料から推定飛行可能時間を算出することで，6
時間以上の連続飛行が可能であるかを判断する。

なお，当日の条件から，連続飛行時間を約3時間に

短縮した。

(1) 飛行速度

3m/s
(2) 飛行コース

約70m四方の周回（飛行予定時間内に強風の

予報が出ていたため，安全を考慮して飛行ル

ートを片道約2.4kmの周回から，離発着場所近

傍約70m四方の周回に変更した。）

(3) 飛行距離

約33km
(4) 天候

晴れ

(5) 気温

平均28.7℃
(6) 風速

平均1.3m/s（最小0.0～最大4.6m/s）

図-3 軽ペイロードの状態（第 1 回実証試験） 

結果，自律飛行，撮影データのリアルタイム伝送

の安定性を確認できた。当日の条件から，連続飛行

時間を3時間に短縮し，実連続飛行時間は182分を

記録した。着陸後の燃料タンクに残った燃料から

推定飛行可能時間を算出したところ，目標として

いた6時間以上の連続飛行が可能であると判断で

きた。

3.3 高ペイロード 

機体にレーザー測量機器を搭載し，レーザー測

量を行いながら1時間以上の連続飛行を実施する。

着陸後の燃料タンクに残った燃料から推定飛行可

能時間を算出することで，2時間以上の連続飛行が

可能であるかを判断する。

(1)飛行速度

3m/s
(2)飛行コース

片道約2.4kmを周回

(3)飛行距離

約9.6km
(4)点群

点密度100点/m2以上

(5)天候

晴れ

(6)気温

平均22.8℃
(7)風速

平均1.3m/s（最小0.0～最大2.8m/s）

図-4 高ペイロードの状態（第 1 回実証試験） 

結果，自律飛行，取得点群データのリアルタイム

伝送の安定性，十分な測量精度を確認できた。実連

続飛行時間は63分を記録した。着陸後の燃料タン

クに残った燃料から推定飛行可能時間を算出した

ところ，目標としていた2時間以上の連続飛行が可

能であると判断できた。

４．第 2 回実証試験 

4.1 試験内容 

(1)実施年月日

令和6年2月28～29日
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(2)参加企業

株式会社エアロジーラボ

(3)実施機体

マルチコプター型ドローン

(4)実施場所

福島県ロボットテストフィールド浪江町滑走

路（福島県双葉郡浪江町大字棚塩字東赤坂89番
浪江町棚塩産業団地内）周辺地域

図-5 実施機体（第 2 回実証試験） 

図-6 実施場所（福島県ロボットテストフィールド） 

4.2 軽ペイロード 

機体に搭載されている標準カメラで，撮影デー

タのリアルタイム伝送を行いながら4時間程度の

連続飛行を実施する。着陸後の燃料タンクに残っ

た燃料から推定飛行可能時間を算出することで，6
時間以上の連続飛行が可能であるかを判断する。

(1) 飛行速度

12.5m/s
(2) 飛行コース

片道約2kmの海岸線を周回＋滑走路内を周回

(3) 飛行距離

約69.5km
(4) 天候

晴れ

(5) 気温

海岸線 平均9.6℃ 
滑走路 平均11.9℃ 

(6) 風速

海岸線 平均5.0m/s（最小4.0～最大5.8m/s） 
滑走路 平均3.0m/s（最小1.2～最大4.0m/s）

図-7 軽ペイロードの状態（第 2 回実証試験） 

結果，自律飛行，リアルタイム伝送の安定性を確

認できた。当日，機体トラブルにより，実連続飛行

時間は105分の記録に留まった。そのため，目標と

していた6時間以上の連続飛行が可能であるかを

判断することはできなかった。

4.3 高ペイロード 

当日の測量機器については，使用を予定してい

たレーザー測量機器が調達できなかったため，よ

り重量が重い代替レーザー測量機器を機体に搭載

した上で，滑走路（5分程度で測量可能）のレーザ

ー測量を行いながら連続飛行し，取得点群データ

のリアルタイム伝送の安定性，測量精度が十分で

あるかを確認する。併せて，当初使用を予定してい

たレーザー測量機器と同重量のウェイトを機体に

搭載し，2時間以上の連続飛行が可能であるかを確

認する。

(1)飛行速度

3.5m/s
(2)飛行コース

滑走路内を周回

(3)飛行距離

約21.5km
(4)点群

点密度100点/m2以上

(5)天候

晴れ
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(6)気温

平均8.2℃
(7)風速

平均4.2m/s（最小1.5～最大9.0m/s）

図-8 高ペイロードの状態（第 2 回実証試験） 

結果，滑走路でのレーザー測量において，取得点

群データのリアルタイム伝送の安定性，十分な測

量精度を確認できた。併せて，当初使用を予定して

いた測量機器と同重量のウェイトを機体に搭載し

た連続飛行において，安定した自律飛行で，実連続

飛行時間は約121分を記録した。これらの結果から

，レーザー測量を実施しながら，連続2時間以上の

自律飛行が可能であると判断できた。

５．おわりに 

本実証試験の公募開始時点（令和 4 年 12 月）で

は，要求技術仕様を満たす水準の連続飛行が可能

な日本製ドローンは市場に流通しておらず，本実

証試験を実施したことで，前述した実施機体 2 機

種の社会実装を支援できたと考える。

国土交通省では，ドローンに関する取り組みを

複数進めており，一例としては，中小企業イノベー

ション創出推進事業（SBIR フェーズ 3 基金事業）

に係る補助対象事業の 1 つとして，ドローンに関

する技術の社会実装化に取り組んでいる。これら

の取り組みにより，作業の効率化・生産性の向上を

図り，行政ニーズに対応したドローンの社会実装

の支援を引き続き進めていく。

参考文献 

1) 林朋幸：国土交通省初となるドローンの長時間連続飛行

の実証実験について，建設機械（2024年6月1日発行）第

60巻第6号（通巻712号）
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６．AI 技術を含む先進技術を活用したコンクリート打設管理の 

システム開発と現場検証報告

西尾レントオール株式会社 ○ 片山 伸也

橋本 明広

川崎 浩人

１．はじめに 

建設業界において,コンクリート打設は建物や

構造物の品質と耐久性を左右する極めて重要なプ

ロセスである。しかし,従来のコンクリート打設管

理は,経験に基づく判断や人力による監視に依存

しており,コンクリート打設プロセスにおいて,ミ

キサー車の車両番号,配送時間,現場入退場時間,

打設開始・終了時間を記録する作業に作業員がか

かりきりで対応している。今の労働事情を踏まえ

ればこの作業に人員を配分するのは厳しい状況と

考えられ,コンクリートの品質管理作業の生産性

向上が望まれている。また,現場作業終了後,納品

書情報を含めた打設管理表の作成作業は,手入力

で行われており時間的負担や入力ミスなどの課題

についても効率化が求められている。これらの課

題を解決するため,エッジ AI カメラを活用し,打

設の開始・終了時間や運搬車番号を自動でリアル

タイムに認識しクラウドサーバーと連携させて打

設管理表の作成を支援する打設管理アプリを開発

した。（以下本開発）

本論文では,先進技術を活用したコンクリート

打設管理システム（以下本システム）の概要と構成

を説明し,現場での実証結果を基に得られたデー

タからシステムの有効性と課題を考察した結果を

報告する。最後に,今後の展望とさらなる改良点に

ついて述べ結論とする。

２．活用した先進技術について 

本システムは図-1 のように,「エッジ AI カメ

ラ」「クラウドサーバー」「WEB アプリケーション」

「OCR 技術」「データ閲覧用端末」から構成されて

いる。検知プロセスとして,カメラにフレームイン

した「コンクリートミキサー車」「ナンバープレー

ト」「車両番号」「シューター部」を AI で画像解析

を行い,エッジ処理された各情報がリアルタイムに

クラウドサーバーにアップロードされる。そのア

ップロードされたデータは WEB アプリケーショ

ンでリアルタイムに確認することが可能である。

図-1 システムの構成図 

2.1 エッジ AIカメラについて 

 図-2 のフロー図のように,カメラからの画像を

グリッドに分割することにより画像内のオブジェ

クトを検出する。次にグリッドの各セクションは,

それが検出したオブジェクトを検出する。各ボッ

クスには,その位置,サイズ及びオブジェクトが含

まれている可能性についての情報が含まれている。

また,各ボックスの中に入っている物体の種類（人,

車,犬など）も予測し,今回対象となる物体である

ミキサー車が入っている可能性が最も高いボック

スだけを残し,他を破棄する。最後に検出された物

体の周りにフレームを描き,検出された物体の種

類をラベル付けする。（図-3）これらの工程におい

てエッジ処理を行い結果だけをクラウドサーバー

へリアルタイムにアップロードしている。

図-2 AI システムのフロー図 

- 19 -



図-3 ラベル付けされた AI 検知画面 

エッジデータを活用するメリットは,遅延が少な

くリアルタイムでの応答が可能になり,ネットワ

ーク負荷の軽減が見込める。

2.2 クラウド技術について 

 本システムでは,カメラからの画像をエッジ AI

にてリアルタイムに処理・解析データがクラウド

サーバーへアップロードされる。パブリッククラ

ウドを活用しており,運用管理面でも負担が軽減

される。

2.3 WEB アプリケーションについて 

専用の WEB アプリケーションを独自で構築し

た。 

管理者サイドでは,端末稼働状況を含めた全ての 

情報を管理できる。 

一方ユーザーサイドでは,ユーザーの工事名や 

打設箇所の入力,稼働状況の確認などが操作可能

で打設開始から終了までの詳細な履歴などがリア

ルタイムに確認可能である。

2.4 OCR 技術について 

 OCR（Optical Character Recognition,光学文字認識）

技術は,画像や書類に含まれる文字をデジタルデ

ータに変換する技術で,基本的な仕組みとしてス

キャナーやカメラで取り込んだ画像から文字を認

識し,編集可能なテキストデータに変換する。本シ

ステムではミキサー車のオペレーターが持参する

納品書を打設作業終了後,事務所にて PDF などへ

のデータに変換し,WEB アプリケーションで取り

込みを行う。WEB アプリケーションではプログラ

ムにて予め設定した文字領域である「出発時間」

「運搬車番号」「納入容積」のデータを取り込み,打

設管理表へ自動転記を可能とした。地域により納

入書のフォーマットが異なるので,随時フォーマ

ットを登録することで対応と可能となる。

2.5 オリジナルハードウエアの構成について 

 本開発でのオリジナルハードウエアは「カメラ

BOX」「主装置 BOX」「設置用三脚及び電動雲台付

きアーム」から構成されている。各コンポーネント

についての詳細を以下で説明する。 

（1） カメラ BOX

カメラ BOX はミキサー車がポンプ車の

後部に到着してからコンクリート打設が

終了して,ポンプ車後部を退場するまでの

状況をリアルタイムで監視するために,高

解像度カメラを AI 検知用と録画用で 2 台

を内蔵している。この BOX は防水・防塵

仕様となっており,過酷な現場環境でも問

題なく使用可能である。 

（2） 主装置 BOX

主装置 BOX はカメラ BOX から送信さ

れる映像 データを受信し,AI 解析を行う

ためのコンピューターユニットと LTE 回

線の SIM カードが入った無線ルーター,カ

メラ映像を確認できるモニターを組み込

んでおり,リアルタイムにデータの処理を

行い,そのデータをクラウドサーバーへア

ップロードする。ミキサー車の位置や検知

状況を目視で確認することが可能である。 

（3） 設置用三脚及び電動雲台付き張出アーム

設置用三脚および電動雲台付き張出ア

ームはカメラ BOX と主装置 BOX を適切

な位置に固定するための装置である。 

３．設置について 

 本開発はカメラ画像がいかにミキサー車を画角

に収めるかがポイントとなる。その設置方法につ

いて具体的に説明する。 

3.1 設置位置について 

（1） 機材の設置

三脚はポンプ車の運転席側に設置し, 

主装置 BOX を付属させる。次にカメラ

BOX を電動雲台付き張出アーム先端に取

り付け,ミキサー車の全体像を画角に収め

る高さである約 3ｍまで上昇させる。カメ

ラ BOX をポンプ車の中央部からややポン

プ車の運転席よりカメラ BOX を張出す。

最後に初めのポンプ車到着時に電動雲台
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を地上からリモコンで操作することでカ

メラ BOX の角度調整することが可能であ

る。これにより,最適なカメラ視点でコン

クリート打設の状況を監視することが可

能となる。

（2） 接続と電源

カメラ BOX と主装置 BOX は LAN ケー

ブルで接続される。LAN ケーブルは AI 検
知用と録画用の2本を接続する必要がある。

LAN ケーブルでの接続で安定したデータ

通信を実現ができる。また,システム全体

の電源供給には AC100V が必要で,現場の

電源環境に応じて適切な電源ケーブルや

延長コードを使用して接続する必要があ

る。 

４．現場検証とその結果 

 すさみ串本道路田子川橋P2橋脚工事現場におい

て,これら先進技術を活用したコンクリート打設

管理システムの現場検証を実施した。具体的に

は,P2 橋脚工事において開発した機材を設置し,コ

ンクリート打設の時間管理の検証を行った。検証

方法としては,以下の手順で行った。

4.1 検証方法

（1） 機材の設置

「カメラ BOX」「主装置 BOX」「設置用

三脚及び電動雲台付きアーム」をポンプ車の

運転席側後方（図-4）に設置し,カメラの画

角がミキサー車の全体像を捉え到着,打設開

始,打設終了,退場の各時間やその車両のナ

ンバープレート 4 桁,運搬車番号がリアルタ

イムに監視できる位置,角度を主装置 BOX
のモニターを確認しながら調整し設置した。 

（2） データの収集・解析

ミキサー車の到着,打設開始,打設終了,退

場の各時間やその車両のナンバープレート4

桁,運搬車番号は自動的に記録され,且つ同

時にクラウドにアップロードされる。そのデ

ータは WEB アプリケーションから確認でき,

正常に AI が起動しているかを確認すること

で評価を行った。 

（3） 結果の比較

本開発で得られた結果と作業者によるチ

ェック結果と比較し,精度や効率を評価する。 

4.2 検証結果 

現場検証の結果,AI 技術を活用したコンクリー

ト打設管理システムは,作業者によるチェックと

比較しても大差なく,良好な結果が得られた。具体

的には,以下の点で優れた成果が確認できた。

図-4 現場検証時設置状況 

（1） 精度について

最も重要視される練混ぜ開始時間（プラ

ント出発時間）から打設終了時間までに要

した時間について,作業者によるチェック

と比較した。21 台中 5 台が誤差なし,10 台

が 1分の誤差,3台が 2分の誤差,1台が 3分

の誤差,1台が4分の誤差,1台が 8分の誤差

となった。8分誤差の車両について，WEB ア

プリから退出時画像と記録された時間を確

認し,相違ないことを確認した。作業者によ

るチェックは,他の作業が時折発生してい

た経緯から時間チェックに誤差が生じた事

も推察される。この結果から本システムで

作成された打設管理表の精度は評価できる。 

図-5 作業者によるチェックで作成した記録表 
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図-6 本システムで作成した記録表 

（2） 効率について

現状,作業員が打設作業中かかりきりで

ミキサー車の各時間を記録している。この

労力は昨今の労働環境において効率化する

べき作業である。また,打設作業終了後の

事務所での記録表作成作業も手入力で行わ

れており時間的負担や入力ミスなども課題

となっている。それに対して,上段の結果

から本システムを使用することで,打設作

業時間約 3時間/日は人による介在が不要

となり,労働力削減,コスト削減に繋がるも

のと考えられる。

 また,撮影している動画は主装置 BOX 内

に保存しており,検知結果の根拠としても

確実なデータを得ることができる。 

５．まとめ 

本論文では AI 技術を含む先進技術を活用した

コンクリート打設管理システムの開発プロセス

と,その現場での実証結果について報告とし,以下

に,本開発の主要な成果と今後の展望についてま

とめるものとする。

5.1 主要な成果

（1） システムの有効性

・「エッジ AI カメラ」「クラウドサーバ

ー」「WEB アプリケーション」「OCR 技

術」「データ閲覧用端末」を組み合わせた

本システムにより,コンクリート打設の各

プロセスをリアルタイムで監視・管理する

ことが可能となった。 

・現場検証の結果,本システムは作業者に

よるチェックと比較しても大差なく,精度

と効率の両面で優れた成果を示すことがで

きた。 

（2） 効率の向上

・打設作業中の作業員の負担を軽減し,記

録作業の自動化により,作業効率が向上で

きた。

・打設作業終了後の記録表作成作業も自

動化され,時間的負担や入力ミスを削減で

きた。

5.2 今後の展望 

 本システムの現場検証により,その有効性が確

認されたが,更なる改良点も確認でき,今後の展望

として,以下の点が挙げられる。 

（1） システムの拡張とハード面の改良

・追加の機能として,納入書のリアルタイ

ム検知を導入することにより,コンクリー

トの品質管理へのアプローチを視野に改良

を検討する。

・AI 検知用と録画用の 2 つのカメラがあ

るが,これにより LAN ケーブルも 2 本必要

となる。設置時の煩雑さ解消を目的にカメ

ラの統一化を図る。LAN ケーブルも 1本に

し,よりシンプルなハードウエア構築を目

指す。

（2） ユーザーフィードバックの活用

・スランプ値の入力により作業者の経験則

から判断している部分を数値化し品質管理

に活かせるよう改良を検討する。

（3） AI アルゴリズムの改善

・AI アルゴリズムの精度向上を図り,特に

打設開始の検知について,更に高精度な検

知能力向上の実現を目指す。 

・継続的な学習とデータの蓄積により,シ

ステムの向上を目指す。

5.3 結論 

 本研究を通じて,AI 技術を含む先進技術を活用

したコンクリート打設管理システムが,コンクリ

ート打設現場における時間管理と作業効率の向上

に大きく貢献することを示すことができた。今後

もレンタル会社の立場から建設業界の生産性向上

に寄与することを目指し,改善改良に注力する。 
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７．人工知能技術による土質推定に基づく埋立管理システム

五洋建設(株) ○ 熊谷 隆宏

五洋建設(株) 白 可

１．はじめに 

海域の埋立により港湾や空港を建設する場合，

材料として一般に砂が用いられるが，社会の持続

的発展の観点からは，航路や泊地の維持浚渫で発

生する粘性土や建設発生土を有効利用することが

望ましい。一方，軟弱な粘性土を用いて埋立を行う

場合，建設中のすべり破壊に対する安定性や将来

の圧密沈下が懸念される。これらを検討するため

には，用いた粘性土の圧密特性や強度特性を把握

する必要があるが，埋立によって形成された地盤

に対する詳細な原位置調査や，投入前の土に対す

る各種土質試験を実施することは現実的でない。 

近年，判断や評価の高度化や迅速化，また作業の

省力化や自動化を目的として，様々な分野で人工

知能（AI）技術の活用が図られている。本研究で

は，画像認識分野で広く適用されている畳み込み

ニューラルネットワーク（Convolutional Neural

Network: CNN）1)の手法を用いて，土源情報，湿潤

密度，撮影画像等の情報に基づき，埋立を行う土運

船上の粘性土の土質定数を効率的に推定する AI

モデルを構築した。この土質推定 AI モデルと，土

運船から投入した粘性土の堆積形状解析技術およ

び圧密沈下解析技術を統合し，将来沈下の予測が

可能な埋立管理システムを提案する。埋立の最適

な設計・施工管理の実現に資する管理システムに

ついて，実工事への適用結果を含めて報告する。

２．埋立管理システムの概要 

浚渫粘土や建設発生土等の粘性土の埋立方法と

して，図-1 に示すような土運船と押船（または引

船）を用いて海中に投入する方法が一般的である。

船倉に土を積み込み，目標地点まで運搬した後，船

倉底部を開いて海中に土を投入する手順となる。 

提案する埋立管理システムは，土運船上の粘性

土の土質定数を AI で推定した上で，粘性土の投入

によって形成された地盤の堆積形状および地盤内

部の層構成を解析し，埋立地盤の将来の圧密沈下

を解析する予測機能を有している。図-2 は，管理

システムにおける一連の解析のフローチャートで

ある。第 1 ステップとして，土運船から投入され

る粘性土の圧密定数や非排水せん断強度などの土

質特性を AI モデルにより推定する。次に，推定さ

図-1 土運船による埋立方法の概念図 

れた土のせん断強度を用いて，海底面での土の堆

積形状と内部の層構成を解析し，最終ステップで，

推定された土質定数や，堆積形状，地盤内部の層構

成に基づいて圧密沈下予測解析を行う。 

2.1 土質推定 AI モデル 

CNN の手法を用いた AI モデルの構造の概念を

図-3 に示す。用いる粘性土の土源情報，湿潤密度，

撮影画像および触感による硬軟情報を入力データ

（説明変数）とし，圧縮指数，膨潤指数，圧密係数，

液性限界等の土質定数を出力データ（目的変数）と

して，入出力の相関を機械学習させたモデルであ

る。前半部の処理として，画像データから特徴量を

抽出し，その他のスカラー情報と結合した後，後半

部では，ディープラーニングにより目的変数の推

定を行うフローとしている。前半部の画像データ

の処理に関しては，画像から有効な特徴量を抽出

する処理が重要であり，本研究では，巨大なデータ

セットを用いて学習済みの既存の VGG16 モデル 2)

を導入する転移学習 1)の手法を用いた。

AI モデルは，教師データを用いて，推定誤差を

最小化するように各パラメータ値を最適化して構

築される。構築したモデルに，対象とする粘土の画

像や湿潤密度等の情報を入力すると，土質定数の

推定値が目的変数として出力される。 

堆積形状 

土運船 
押船（または，引船） 

500m

土の投入 

図-2 埋立管理システムにおける解析のフロー 

③準3次元圧密沈下解析
推定された堆積形状と土層構成，

および推定されている各層の圧密

定数に基づき，将来沈下解析

②土層構成を含む堆積形状解析
土の投入位置と推定された土の

非排水せん断強さに基づき，

投入した土の堆積形状および

土層構成を推定

推定された 

非排水せん断強さ 

推定された 

圧密定数 

①AIモデルによる土質推定（土運船毎に実施）
土源情報，湿潤密度，撮影画像等の情報から土質定数を推定

推定された 

堆積形状と土層構成 
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(1) 各区画から投入された土の堆積形状イメージ

(2) 投入土の層構成と全体堆積形状のイメージ

図-4 堆積形状解析の概念図 

2.2 堆積形状解析モデル 

投入された粘性土の堆積形状の解析については，

投入した土が正規確率分布に従って広がることを

仮定する松見・岸口 3)の手法を導入する。この手法

では，土運船の船倉を小区画に分割した後，式(1)

の確率密度関数 f (x,y)を用いて，各区画から投入さ

れた土の分布（堆積形状）を評価する。そして，投

入された土の全体堆積形状は，各区画から投入さ

れた土の堆積形状の総和で表現される（図-4）。 

f(x,y) = exp [-(x2 + y2) / (2σ2)] / (2πσ2) (1) 

ここに，�は標準偏差（拡散係数）である。 

砂質土や石材に適用されていた従来の手法に関

し，分布形状を規定する標準偏差が粘性土の非排

水せん断強さに依存する考え方を新たに導入し，

粘性土にも適用できるよう拡張させた。すなわち，

AI により推定された非排水せん断強さの値から，

入力パラメータである標準偏差（拡散係数）を評価

し，堆積形状解析を実施する流れとなる。 

 

 

2.3 準 3 次元圧密沈下解析モデル 

図-5 のように地盤を 3 次元要素に分割した後，

Boussinesq の弾性理論式を用いて各要素に作用す

る応力を求め，設計で用いられる計算手法（cc法）

に基づく準三次元解析手法を提案する。 

以下の方法により，圧密沈下挙動を解析する。 

① 地盤を 3 次元要素に分割した後，要素ごとに

独立に沈下量を計算する。地表面の沈下量は，

各要素の沈下量の総和により評価される。

② 各要素に作用する応力は，地盤を弾性体と仮

定した Boussinesq 式を用いて求め，各要素の

最終沈下量は，cc法により計算する。

③ 多層地盤における圧密度は，ドレーンが無い

場合は換算層厚法，ドレーンが打設されてい

る場合は Barron の近似式を用いて評価する。

堆積形状解析によって埋立地盤内部の層構成を

含む堆積形状を解析した後，原地盤と埋立地盤を 3

次元要素に分割し，前記の AI により推定されてい

る各要素の圧密定数を入力することにより，圧密

沈下解析を実施する流れとなる。 

３．各構成モデルの構築 

3.1 土質推定 AI モデル 

AI モデルの構築に際し，機械学習用の教師デー

タを取得するために各種土質試験（標準圧密試験

40 ケース，液性限界・塑性限界試験 60 ケース，ま

た，液性限界・塑性限界試験のケースに対応して強

度の情報を得るためのベーンせん断試験）を実施

した。なお，対象の港湾建設の埋立工事では浚渫

図-3 土質推定 AI のモデル構造 

土画像ファイル 

土情報ファイル 

特徴量の抽出 
（画像認識モデル 

：VGG16 の適用） 

特徴ベクトル 

説明変数 
・土源情報

・湿潤密度

・硬軟情報

結合データ 
ディープラーニング

（多層ニューラル 

ネットワーク）

入力 

・圧縮指数 

・膨潤指数 

・圧密係数 

・液性限界 

・非排水 

せん断強さ 

出力 

目的変数 

畳み込みニューラルネットワーク（CNN） 

土源情報 

湿潤密度 

硬軟情報 

入力 

入力 

船倉 

海底地盤 

a 
b 

c 

x 

y 

第 4 層： 

4 回目の投入土 

第 3 層：3 回目の投入土 

第 1 層： 

1 回目の投入土 

第 2 層：2 回目の投入土 

全体堆積形状 

区画 

図-5 沈下解析における地盤の3次元要素分割イメージ 

埋立部 

原地盤部 
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(1) 液性限界

(2) 圧縮係数

(3) 圧密係数（拘束圧 150kN/m2時）

図-6 試験で得られた土質定数の度数分布 

図-7 正規化含水比と非排水せん断強さの関係 

粘土と陸上の掘削粘土が用いられるため，試験の

試料として，浚渫粘土，陸上掘削粘土の 2 種類を

選定している。 

図-6 は，各試験で得られたコンシステンシーと

圧密に関する土質定数の度数分布を示す。また，図

-7 は，含水比 w を液性限界 wL で除した正規化含

水比 w/ wLと，ベーンせん断試験で得られた非排水

せん断強さ cu の関係を示す。これらの定数の間に

は式(2)のような相関が得られており，粘性土の液

性限界の値が得られれば，湿潤密度から含水比を

算出し，正規化含水比を用いて非排水せん断強さ

を評価することが可能である。

cu = 1.039 (w/wL) - 4.228 (2) 

(1) 浚渫粘土

(2) 陸上掘削粘土

図-8 機械学習に用いた粘土の画像データの例 

 

また，機械学習の画像データとして，1,000 万画

素数程度の一般的なデジタルカメラにより 50 cm

程度の距離から撮影した画像を用いた（図-8）。 

AI の構築に向けて機械学習を行うにあたって

は，教師データ数の確保が重要であるため，デー

タ数の拡張を図った。画像に関しては，トリミン

グ箇所の複数化，回転，上下・左右反転，彩度・明

度調整，コントラスト調整，ぼかし，シャープ化

等により画像数を増加させた。また，画像に紐付

けられる湿潤密度や土質試験結果の数値データに

対しては，ノイズを加えることによりデータ数の

増加を図った。数値データに対するノイズの加え

方として，試験で得られた真値を平均値に設定し，

変動係数を 0.1 に設定した正規分布に従うように，

ばらつきを与える手法を用いた。

上記の加工処理によりデータ数を 400 倍の

16,000 に増加させた後，土源情報，湿潤密度，画

像，および触感による硬軟情報を入力データに設

定し，圧縮指数，膨潤指数，圧密係数，液性限界を

出力データに設定して，機械学習を行った。 

最適値として決定したニューラルネットワーク

のハイパーパラメータの一覧を表-1に示す。機械

学習にあたっては，教師データのうちのランダム

に抽出した80 %をパラメータ最適化のための学習

用，残りの20 %をモデルの検証用に用いた。 

代表的な土質定数として圧縮指数と液性限界に

着目したAIの推定結果と真値の比較を図-9に示す

ように，AIが高い精度で土質定数を推定できるこ

とが分かる。図中，RMSEは二乗平均平方根誤差で 

y = 1.0388x-4.228
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表-1 ニューラルネットワークのハイパーパラメータ 

パラメータ名 設定値 

データのスケール変換手法1) 最大・最小値による正規化 

中間層の階層数 4 

中間層のニューロン数 200 

活性化関数1) ReLU 関数 

最適化問題の解法1) Adam 

Dropout 率1) 0.1 
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あり，推定誤差の大きさの指標である。また，画像

を使用せず，土源情報や湿潤密度等の変数のみで

学習したモデルの推定結果例を図-10 に示す。画像

を使用しないモデルでは推定精度は低く，画像情

報が推定精度に大きく影響することが分かる。 

3.2 堆積形状解析モデル 

堆積形状解析モデルの構築のために，土運船か

ら投入した粘性土の堆積形状を調べる遠心模型実

験を実施した。実験の実施状況を図-11 に示す。積

載量 1,500 m3を想定した土運船の 1/90 模型に 90G

の遠心加速度を与えることにより，実施工を模擬

した実験である。また，粘性土の投入を模擬する

ため，土運船の底部を開閉できる装置を用いた。 

実験条件として，浚渫粘土 2 種類，陸上掘削粘

土 2 種類の計 4 種類の粘土を用い，3 ケースの含

水比条件と 2 ケースの投入高さ条件を与えた。 

 

 

 

(1)試料 A（陸上掘削粘土）

 

 

 

(2)試料 B（浚渫粘土）

図-12 実験で得られた堆積形状に対する再現解析結果 

図-13 非排水せん断強さと標準偏差の関係 

実験後，レーザー変位計を使用して土運船の横

断方向及び縦断方向の堆積高さを計測することに

より，粘土の堆積形状を評価した。実験の結果，

堆積形状は，粘土の含水比（非排水せん断強さ）

に大きく依存するが，投入高さはほとんど依存し

ないことが分かった。すなわち，粘土を投入した

場合，海底での堆積形状は，自重による土圧と粘

土の強度により概ね定まることを明らかにした。 

解析において，堆積の広がり程度を規定する標

準偏差がパラメータであるため，実験で得られた

堆積形状を解析で再現できる標準偏差の値を検討

した。標準偏差を適切に設定することにより，図-

12のように実験で得られた堆積形状を解析で再現

できることが分かった。また，標準偏差の値は，

図-13 から得られる式(3)により，非排水せん断強

さから推定可能であることが分かった。 

σ = -2.189 cu+12.16 (3) 

含水比と液性限界の比に基づき粘土の非排水せ

ん断強さを推定した後に，標準偏差の値を評価し

て，堆積形状解析を実施することができる。 

図-10 画像を使用しないモデルの推定結果と真値の比較

(2) 液性限界(1) 圧縮指数

図-9 土質推定 AI による推定結果と真値の比較例 

(2) 液性限界(1) 圧縮指数
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(2) 粘土投入後の堆積状況

図-11 遠心模型実験実施状況 

(1) 使用した土運船模型
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４．埋立管理システムの現場適用性の検証 

提案するシステムを港湾建設の埋立工事に導入

し，工事で得られる深浅測量結果（粘性土の堆積

形状），地盤調査結果，沈下計測結果を検証データ

として，システムの妥当性を検証する。浚渫や陸

上での掘削に由来する様々な粘性土が用いられ，

工事を再現する解析の結果と現地調査結果の比較

により，各構成モデルの精度を評価する。 

4.1 堆積形状 

浚渫粘土 50 万 m3 と陸上掘削粘土 75 万 m3 の計

125 万 m3を用いた埋立を再現する堆積形状解析を

行う。埋立においては，積載量 1,000m3と 1,500m3

の土運船による 1,000 回の土の投入が行われた。

投入管理として，投入時の船の位置座標と船首方

向，土源，土の画像，計測された湿潤密度，触感に

よる硬軟の情報が記録される。これらの情報に基

づき，用いる粘性土の液性限界の値が AI により推

定され，得られた正規化含水比より非排水せん断

強さが評価される。解析の入力パラメータである

標準偏差を式(3)により設定し，解析を行う。 

埋立開始後 6 ヶ月経過した時点の測量結果と解

析結果の比較を図-14 に示す。図-15は，最大堆積

高さ位置での分布を示す。解析により，実際の堆積

形状を精度良く再現できることが分かる。 

4.2 土質定数および圧密沈下挙動 

堆積形状解析は，土運船からの土の投入毎に行 

図-16 埋立および地盤改良の施工手順 

 

図-17 載荷盛土完成時の土層断面 

われ，それぞれに ID 番号が付与されるため，図-

4(2)に示すような層構成を把握できる。また，各

投入土に関して，AI によって推定された含水比，

液性限界，圧縮・膨潤指数，圧密係数，非排水せん

断強さの属性情報が堆積形状解析結果に紐付けら

れ，3 次元座標で記録される。その後，図-5 のよ

うに地盤を 3 次元要素に分割し，想定荷重に対し

て準 3 次元圧密沈下解析を行うことができる。 

図-16 に埋立および地盤改良の施工手順，図-17

に載荷盛土完成時の土層断面をそれぞれ示す。約

10,000m2 のモニタリング区画において，埋立完了

後の圧密沈下を計測するために SP-01～SP-06の6 

箇所に沈下板を設置した。また，地盤改良前の埋

立地盤内の土質定数を調べるために，SP-03 の位置

で，ボーリング調査，および深度 5m 間隔で試料

をサンプリングして標準圧密試験を実施した。 

図-18 は，解析結果とサンプリング試料の試験

結果の比較例を示す。圧縮指数と圧密係数に代表

される圧密定数について，解析結果は試験結果に

概ね一致することが確認され，AI による土質推定

と堆積形状解析の妥当性が検証された。 

なお，埋立地盤における圧密降伏応力は，自重

圧密の影響を受ける。地盤改良前のサンプリング

試料の圧密試験結果より，埋立地盤は自重圧密に

より正規圧密状態になっていることが確認された

ため，圧密沈下解析の入力パラメータである圧密

降伏応力は，正規圧密状態の値を設定した。 

図-15 堆積高さに関する解析結果と実測値の比較 
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図-18 土質定数に関する試験結果と解析結果の比較例 

最終沈下量の平面分布の解析結果を図-19に示

すように，様々な粘性土が投入された埋立地盤で

は沈下量のばらつきが大きいことが分かる。ま

た，土質定数に関して試験結果と解析結果を比較

したSP-03地点を含め，実測と解析の沈下曲線の

比較例を図-20に示す。実測に比べて解析は圧密

の進行が若干遅い傾向があるが，これはAIによる

圧密係数の推定値が若干小さいことが原因と考え

られる。ただし，実測と解析結果は概ね一致して

おり，一連の解析の妥当性が確認された。 

５．おわりに 

 社会の持続的発展の観点から，港湾建設のため

に粘性土を有効利用して埋立を行うことを想定

し，用いる粘性土の土質定数を迅速に推定する人

工知能技術を導入するとともに，投入された粘性

土の堆積形状解析と準3次元圧密沈下解析を統合

した埋立管理システムを構築した。港湾建設の埋

立工事に本システムを適用し，実測データと各構

成モデルの解析結果を比較することにより，解析

の精度と妥当性を検証した。 

 従来の原位置地盤調査方法としてはコーン貫入

試験（CPT）が一般的であるが，調査に要する日

数やコストのため，特定の箇所での離散的調査に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なる点や，先端抵抗値や周面摩擦値等から土質定

数に換算する経験式の精度に依存する点で課題が

ある。特に，調査速度は日あたり深度30～45m程度
4)であり，調査箇所数に応じて日数がかかる。

構築した本システムにより，詳細な原位置地盤

調査や室内土質試験を行うことなく，施工と並行

して迅速かつ高精度に土質定数の3次元分布を密

に評価できるため，埋立品質および生産性の向上

を期待できる。特に，任意のタイミングで圧密沈下

解析を実施できるため，地盤調査結果を待たずに，

投入する粘土の適地選定，最適な埋立仕上げ高や

地盤改良等の検討を行うことができる。今後は，建

設中のすべり破壊に関する安定解析もシステムに

統合して，より高度な設計・施工管理を実現できる

よう，システムの改良を図る所存である。 
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８．AI 画像認識技術による船舶航行監視システムの開発

東亜建設工業株式会社 ○ 宮 本 憲都

東亜建設工業株式会社 藤 山 映 

東亜建設工業株式会社 那須野 陽平 

東亜建設工業株式会社 水 木 啓陽 

１．開発背景

多くの一般船舶が行き交う海上で工事を行う際

には，工事用船舶の運航状況や周辺を航行する一

般船舶の動静を注視し，安全航行に努めることが

重要である。当社は操船者の安全確認の補助や周

辺船舶の見落とし防止を目的として，GNSS により

自船の位置情報，AIS により大型船の位置情報，船

舶レーダーにより小型船の位置情報を取得し，自

船および他船の動静確認を補助する船舶航行監視

システムを独自に開発，運用してきた。しかし，船

舶レーダーは航行安全上，特に必要な５００m 以内

の近距離における船舶を検知しにくく，波や構造

物と船舶の区別ができないことや，船舶を検知し

たとしても，追尾が外れてしまうことなどの課題

があった。これらの課題を解決するため，カメラ映

像上の船舶を AI 画像認識技術により検知し、位置

推定を行うことで、近距離における周辺船舶監視

の強化を図った。図-1 に AI 画像認識技術による

船舶検知領域を示す。

図-1 AI 画像認識技術による船舶検知領域 

２．システム開発 

(1)開発のコンセプト

本システムの開発においては，「カメラで取得し

た映像から AI によって船舶を検知し，その位置

情報をシステム画面に表示させることにより，操

船者による一般船舶の見落としを予防し，安全な

航行支援を行うこと」を基本コンセプトとした。特

に，船舶レーダーの苦手分野である近距離の船舶

検知を実現するため，国際海上交通ルールにおけ

る『安全航行が可能な距離の目安』1)に基づき，船

舶の最低限必要な検知距離を 300m と設定した。

針路方向における安全航行可能距離のイメージを

図-2 に示す。 

図-2 安全航行可能距離イメージ 

(2)システム概要

本システムは，GNSS や AIS，船舶レーダーに加

え，カメラで撮影した映像から，AI 画像認識技

術によって船舶を自動検知するとともに，検知し

た船舶を自動追尾し，その位置座標をリアルタイ

ムに取得することで，近距離の監視を強化したシ

ステムである。システム画面には，自船を中心と

して AIS 船や工事用船舶に加え，カメラ映像から

AI が検知した船舶が表示される。これらの情報

は，クラウドサーバーで管理され，事務所や遠隔

端末等に配信することにより，工事関係者間で情

報を共有することが可能である。取得した船舶の

位置や動静情報をシステム画面上にリアルタイム

に表示することで，操船者は他船舶の動向を正確

に把握することが可能となる。また，教師データ

には実際の港湾工事で撮影した船舶の映像を用い

ているため，高い検知率で船舶を識別することも

可能である。さらに，使用するカメラを光学カメ

ラから赤外線カメラに変更することにより，夜間

でも船舶を検知し，位置情報を取得することもで

きる。従来と比較して，近距離における船舶の検

知精度が向上したため，本技術を活用することに

より，操船者による船舶の見落としを予防し，海
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上作業時の運航管理の安全性向上および監視業務

の省力化が期待できる。システム構成イメージを 

図-3，システム画面イメージを図-4 に示す。 

図-3 システム構成イメージ 

図-4 システム画面イメージ 

(3)検知した船舶の位置検出技術

一般的に，カメラ等の映像は手前にあるほど大

きく映り，遠くなるほど小さく映る。本システム

では，カメラの映像に座標を持たせるため，「透

視投影法」という手法を用いている。本手法の概

念図を図-5 に示す。 

図-5 位置検出概念図 

水面からカメラまでの高さと設置位置，カメラ

の角度を計測したうえで，座標が分かっている任

意の 2 点の情報をシステムに与える「キャリブレ

ーション」を行うことにより，カメラの位置と実

際の位置との距離感を認識させることができ，カ

メラ映像上に位置情報を持たせることができる

（写真-1）。

写真-1 キャリブレーション状況 

３．実証試験 

本システムの性能を検証するため，現場海域に

おいて実証試験を実施した。本試験では，一般 

航行船舶および現場に就役している交通船を対象

とし，船舶の検知率を確認すると共に，２章で述

べた安全航行可能な距離が確保できるだけの検知

距離および精度であるかを確認した。 

(1)一般航行船舶を対象とした検知率の検証

土運船を運搬する押船に GNSS，カメラ，AIS を

設置し，現場周辺海域を航行している一般船舶を

撮影した（図-6，写真-2）。撮影した映像を基

に，AI 画像認識技術を用いて船舶を検知させ，

AI 制御用 PC に表示させるとともに，船舶を検知

している状況を動画として保存した。この動画を

解析することにより，船舶の検知率を確認した。

本試験における検知率の定義は，以下のとおりで

ある。 

試験結果を表-1 に示す。映像中の全 172 隻の

うち，本システムが検知した隻数は 156 隻であ

り，90.7%という高い検知率を示した。しかし，

船舶を検知しないケースや，船舶ではないものを

船舶と認識してしまうケースが一定数あることも

確認できた。これは，船舶の向きや形状，背景と

の同化，日照条件など，様々な要因によって非検

知や誤検知が発生したものと推察される。条件を

変えて撮影した教師データを用い，追加学習を重

ねることにより，検知率を向上させることができ

ると考えられる。 
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図-6 押船への機材設置状況 

写真-2 押船への機材設置状況 

表-1 試験結果（一般航行船舶の検知率） 

(2)交通船を対象とした検知率および検知距離・

精度の検証

クレーン船に GNSS，カメラ，AIS を設置し，現

場に就役している交通船に RTK-GNSS を設置した

状態で，交通船をカメラの向きに任意航行させて

映像を撮影した。撮影した映像を基に，AI 画像

認識技術を用いて船舶を検知させ，AI 制御用 PC 

に表示させるとともに，船舶を検知している状況

を動画として保存した。この動画を解析すること

により，船舶の検知率を確認した。また，交通船

に搭載した RTK-GNSS の位置座標を基準とし，AI 

で検知した位置座標と比較することで，検知精度

の検証も併せて行った。本試験における検知率の

定義は，以下のとおりである。 

試験結果を表-2 に示す。本試験で交通船が検

知できた距離は 500m 程度までであり，本システ

ムの開発目標として設定した最低検知距離

（300m）を満足することが示された。この範囲内

で撮影された映像から切り出した全 264 サンプル

のうち，本システムが交通船を検知した数は 240

サンプルであり，90.9%という高い検知率を示し

た。なお，本試験においても，一般航行船舶を対

象として実施した検証試験と同様，非検知となる

ケースが一定数あることも確認された。

船舶の最低検知距離である 300m 地点におい

て，RTK-GNSS を正とした AI による船舶検知位置

は，約 12m の誤差を有することが確認できた。こ

の誤差を考慮すると，実際には 300m－12m=288m 

地点にいた可能性が示唆されるが，安全航行が可

能な距離の目安である 276m と比較した場合，10m 

強の安全マージンを確保できていることから，操

船者に対する注意喚起は可能であり，本システム

の運用に支障を来すことはないと言える。 

実証試験における交通船の検知状況を写真-3 

に，検知距離に対する誤差の推移を図-7 に示

す。 

表-2 試験結果（交通船の検知率） 

写真-3 交通船の検知状況 

図-7 検知距離に対する誤差の推移 

項目
総船舶数

[隻]
検知数
[隻]

非検知数
[隻]

誤検知数
[隻]

検知率
[%]

結果 172 156 14 2 90.7

項目
総船舶数

[隻]
検知数
[隻]

非検知数
[隻]

誤検知数
[隻]

検知率
[%]

結果 264 240 24 0 90.9
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(3)夜間の船舶検知検証

本試験では，光学カメラから赤外線カメラに変

更することにより，夜間でも船舶を検知し，位置

情報を取得することができるか検証を行った。岸

壁上に赤外線カメラを設置し，その直上に GNSS 

を取り付けることで，赤外線カメラの位置と方位

を検出できるようにした。使用機材の設置状況を

写真-4 に示す。 

試験の結果，赤外線カメラを使用することで，

夜間でも船舶を AI で検知することが可能である

ことが確認できた（写真-5）。また，GNSS で取得

した船舶の位置情報を基に，本システムの画面に

表示できることも確認できた（図-8）。その一方

で，赤外線カメラで撮影した教師データは，光学

カメラで撮影した教師データの数と比較して少な

く，検知率および位置誤差の検証については実施

に至っていない。今後，赤外線カメラの教師デー

タで追加学習を重ね，検証を行っていく予定であ

る。

写真-4 機材設置状況 

本試験を通じ，赤外線カメラは通常の光学カメ

ラと比較して，画角が非常に狭いという点が顕在

化した。夜間航行時，操船者の目の代わりとして

機能する赤外線カメラについて，その画角の狭さ

は，一般航行船舶の早期発見・検知に影響を及ぼ

す要因となり得る。現場で運用する際には，赤外

線カメラを複数台設置する，あるいは，旋回機能

付きの回転台に赤外線カメラを設置するなど，画

角を確保する対策が必要である。

写真-5 赤外線映像での検知状況 

図-8 船舶位置の取り込み 

４．おわりに 

本稿では，AI による画像認識技術を用いて，

カメラの映像から船舶を自動検知するとともに，

検知した船舶を自動追尾し，その位置座標をリア

ルタイムに取得する船舶航行監視システムについ

て紹介した。船舶レーダーの代わりにカメラを使

用することにより，従来と比較して，近距離にお

ける船舶の検知率が向上し，船舶レーダーの苦手

領域を補完することが可能となった。また，本シ

ステムの性能を検証する実証試験を現場海域で実

施し，自船から 500m 以内の近距離において，90%

を超える高い検知率で船舶が検知可能であること

を確認した。検知距離が遠くなるほど，AI が船

舶を検知する位置誤差は増大する傾向にあるが，

安全航行が可能な距離の目安から 10m 程度，安全

マージンを確保できることも確認されており，現

場で支障なく運用することができる。本システム

の活用により，操船者による船舶の見落としの予

防と，海上作業時の運航管理の安全性・生産性の

向上が期待できる。

本システムは，2024 年 6 月に NETIS に登録さ

れた（登録番号：KTK-240003-A）。また，2023 年

11 月には特許も出願済みである。今後は，港湾

工事を中心に様々な現場への導入を通じて追加学

習を行い，夜間を含めた船舶検知率を向上させる

とともに，高性能なカメラを使用して画質を高め

ることで，検知距離の向上を図っていきたい。ま

た，船舶の動揺補正やスタビライザーの活用によ

り，検知精度の向上にも取り組んでいく予定であ

る。 

参考文献 

1) 藤本昌志：図解 海上衝突予防法，p.23-26，

成山堂，2008.
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９．排水機場ポンプ設備の電動化に向けた検討 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 ○ 中島 淳一 

 永長 哲也 

 岸  寛人 

１．はじめに 

河川用排水機場ポンプ設備は，内水被害から国

民の生命と財産を守る重要な社会基盤設備である。

本設備は豪雨等による出水時には確実な運転が求

められるため，昨今の設備老朽化の進行による故

障懸念や線状降水帯など降雨の激化による運転機

会の増加により，施設管理者，点検技術者等は設備

の維持管理に多くの労力と時間を要しており，そ

の負担は大きい。一方，設備の管理を担う技術者，

担い手不足への対応が喫緊の課題となっており，

本設備の維持管理の省力化，効率化による生産性

向上が求められている。 

以上の背景から，本報告では排水機場ポンプ設

備の主原動機をディーゼル機関から電動機に構造

転換することで，点検の省力化と故障の低減効果

が期待できること，及び停電時でもポンプ運転が

可能な電動機への電源確保技術を選定，評価した

上で，電源確保技術を構成する電源設備の 1 台当

たりの電源容量と設置台数バリエーション案から，

ポンプ運転の信頼性，冗長性を評価できることを

提言する。 

２．排水機場ポンプ設備構造と維持管理の概要 

本設備の主要機器は，ポンプを駆動するための

主原動機（ディーゼル機関，ガスタービン機関等），

動力を適正なトルクと回転数でポンプに伝達する

減速機（平歯車又は遊星歯車減速機等），羽根構造

で回転力により吸水を行う主ポンプ（横軸斜流又

は立軸斜流等）で構成され，その他の機器は，原動

機の運転に必要な系統機器やポンプの運転停止を

指令する操作制御設備，停電時でも運転に必要な

設備内電源を確保できる自家発電設備などで構成

される（図-1）。ポンプ型式や性能，規模は現場条

件等により様々である。ポンプは通常，冗長性の観

点から複数台設置されており，大雨等により内水

氾濫の恐れがある場合に運転（本運転）される。一

方，緊急時の確実な運転に万全を期するため，施設

管理者は常日頃からポンプ設備の運転状態及び機

器の調子を確認する必要があるが，その一環とし

て操作員や点検技術者に管理運転による月点検や

年点検を委託している。なお，故障の際には，速や

かな復旧対応が求められる。 

３．主原動機の維持管理性に関する分析評価 
3.1  国土交通省における主原動機の設置状況 
国土交通省における昭和 57年から令和 2年にお

ける排水機場ポンプ設備の装置別故障割合は図-

21)のとおりであり，主原動機の故障割合が最も高

いことから，この装置に着目した改善検討が維持

管理性のレベルアップに大いに貢献できると考え

られる。

また，国土交通省における主原動機の機関別設

置割合は図-3 に示すとおりであり，ディーゼル機 

図-1 排水機場ポンプ設備の機器構成事例 

図-2 排水機場ポンプ設備の装置別故障割合（S57～R2） 
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関が 74.4%と大半を占めるほか，ガスタービンが

21.9%，電動機はわずか 3.7%となっている。一方，

図-4 に示すとおり排水量別での機関別設置割合で

は，いずれの排水量もディーゼル機関が大半を占

めているほか，5m3/s・台以上の大規模機場ではガ

スタービンの割合が高くなっている。    

3.2主原動機の年点検に関する維持管理性の分析

ディーゼル機関と電動機の点検項目数を比較す

るため，河川ポンプ設備点検・整備標準要領（案）

（H28.3版）2)に基づき集計した結果を図-5に示す。

集計の結果，電動機はディーゼル機関に比較し，点

検項目数を 83%低減できる。その理由として電動機

はディーゼル機関に比較し，構造がシンプルなの

に対し，ディーゼル機関は構造が複雑かつ始動，冷

却，潤滑など補機類の装備が影響していることに

よる。また，主原動機の年点検における標準工数に

占める割合は国土交通省機械設備工事積算基準

（令和 5 年度版）3)によると，ディーゼル機関では                        

全体工数の約 3 割なのに対し，電動機では約 1 割

に収まることから維持管理性の向上への貢献が期

待できる 
3.3  主原動機の故障に関する分析 

図-2 の排水機場ポンプ設備の装置別故障割合に

おいて，主原動機の故障割合が約 43%を占めること

は前述のとおりであるが，その内訳はディーゼル

機関が 21.6%，ガスタービン機関が 20.4%，電動機

が 0.6%となっている。この割合を図-3 に示す設置

台数当たりに換算すると図-6 に示すようにディー

ゼル機関が 12.4%，ガスタービン機関が 39.8%，電

動機は 6.9%となり，ガスタービンの故障率が最も

高く，電動機はディーゼルに比較し，半分程度の故

障率となっている。 

 

 

 

3.4  主原動機の維持管理性に関する評価 
これまでの分析結果も踏まえ，既設の主流であ

るディーゼル機関，ガスタービン機関，電動機につ

いて，維持管理性の観点からの評価結果を図-7 に

示す。評価は◎，〇，△での 3 段階相対評価とし，

8 つの評価項目をレーダーチャート化したが，3 種 

図-3 主原動機の機関別設置割合 

図-4 主原動機の排水量別設置台数 

図-5 主原動機の年点検項目数の比較 

図-6 主原動機故障率の比較（件数／総台数） 
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の原動機のうち，電動機の維持管理性が総合的に 
最も優れていると言える。主な評価項目として，点

検環境では運転騒音や熱の発生の少ない電動機が

最も優れているほか，状態監視性では電動機は，最

近の電流情報診断技術の進歩により電動機の負荷

電流のみの計測で，本体及びポンプ等接続機器の

異常が一定程度把握できるようになっている。消

耗品管理性では，消耗品点数や交換頻度の面で，電

動機の消耗品は軸受程度であり，運転も非常時の

みであることから，損耗もあまり生じない。 

４．主原動機電動化に伴う電源設備の評価 

主原動機をディーゼル機関から電動機とするこ

とで，多くの点で維持管理性が向上することは前

述したとおりである。そのためには停電時におい

ても確実な電源確保が必要なことから，本章では

他分野の電源確保技術なども参考に既に実用レベ

ルのもののみならず，将来性も含め幅広く調査し，

総合的に評価した上で，相応しい電源確保技術を

提案するものである。

電動化機場の条件を，電動化が進めやすくかつ

コスト的にも有利で実運用の支障が少ない総排水

量 5m3/s 以下で 48 時間連続運転が可能な小規模排

水機場とすると，既設機場規模としては 2.5m3/s ポ
ンプ 2 台，200kW 動力用ディーゼル 2 台，100kW
自家発電用ディーゼル 1 台，同様の予備自家発電

用ディーゼル 1 台となる。電池方式の場合，動作

の確実性の観点から予備用の自家発電機 1 台分は

省略可能であるとして，燃料電池方式での電源換

算で 500kW，蓄電池方式では 24MWh の電力量相

当の確保が必要となる。

4.1 電源確保技術の導入評価

有力な電源確保候補技術として定置式ディーゼ

ル発電機，定置式燃料電池，リチウムイオン蓄電池

を抽出し，導入に当たっての総合評価をした上で，

採用すべき電源確保技術の選定を行った。上述の 3

技術に関しての導入評価結果を図－8 に示す。評価 
は◎，〇，△での 3 段階相互相対評価とし，8 つの

評価項目をレーダーチャート化しているが，3 技術

のうち，ディーゼル発電機が導入技術として最も

優れていると言える。 
主な評価項目として，導入コストについてはデ

ィーゼル発電機が概算で 1.6 億円，燃料電池が 5 億

円，リチウムイオン電池が 24 億円であり電池方式

は現時点においては膨大なコスト増が見込まれる。 

一方，点検容易性の観点では，ディーゼル発電が

135 項目の年点検と月点検が必要であるのに対し，

燃料電池では液化水素が高圧ガス保安法による年

1 回の法定点検のみであり，圧縮水素なら不要とな

る。リチウムイオン蓄電池は 50 項目程度の年点検

と半年に 1 回の機器点検が必要となる。 
保守性は主に消耗品管理の観点に着目しており，

ディーゼル発電機では定期整備時の対象交換消耗

品点数は 24 点ほどであり，1，5，10 年毎に状況に

応じた交換が必要になるのに対し，燃料電池は常

用の場合，フィルターや水処理樹脂の年 1 回の交

換が必要となるが，非常用の場合は，点検による都

度判断となる。リチウムイオン蓄電池は基本的に

メンテナンスフリーである。

燃料・充電補給はディーゼル発電機ではポンプ

運転後は，タンクローリーによる重油の補給で済

み，燃料電池も蓄圧器への水素充填が可能である。

但し，現時点では水素供給インフラが普及してお

らず，排水機場が設置されている地方部では特に

厳しい状況となっている。リチウムイオン蓄電池

では，充電のため 500kW 規模の商用電源契約と 2
日間の充電時間が必要となり，非常用設備として

の再運転におけるタイムラグは致命的となる。 
耐用年数ではディーゼル発電機が約 33 年，燃料

電池が約 10 年，リチウムイオン蓄電池は約 15 年

と言われている。 
故障率・故障リスクについては，ディーゼル発電

図-7 主原動機の維持管理性評価 図-8 電源確保技術に関する導入評価 
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機は前述の図-2 で示したようにポンプ駆動用ディ

ーゼルに比較し，約 65%の故障率となっており，同

じディーゼル機関でも負荷特性などの違いからデ

ィーゼル発電機の故障リスクは低い状況となって

いる。蓄電池に関しては長期使用のデータが少な

いことから十分な評価は難しいが，燃料電池に関

しての一例として鉄道総合研究所における10年間

の高サイクル試験 4)（起動停止の反復使用）におい

て列車が走行不可となる状況は生じていないとい

う実績がある。また，リチウムイオン蓄電池は発熱，

発火のリスクはあるものの，BMS（バッテリーマ

ネジメントシステム）と言われる安全制御システ

ムが設置されており，その安全性は高まっている。 

冗長性については，ポンプの機能停止を回避で

きる可能性を指標としており，ディーゼル機関で

はコスト面の影響を考慮する必要はあるものの，

所要の電力確保を条件とした小規模分散型や大規

模集約型等のバリエーションを検討することで，

発電機の故障によるポンプ運転への影響を少なく

できる可能性がある。燃料電池はユニット化され

ており，100kW 単位での予備の増設は十分可能で

あるが 1 億円規模のコスト増が課題となる。リチ

ウムイオン蓄電池も更なるコスト増となる他，大

規模な敷地の確保（東芝西仙台変電所の事例 5）を

参考にすると 20MWh で約 6,000m2  であり，

300m2/MWh）が必要となる。

代替性については，既設の主流である駆動用デ

ィーゼル機関の更新導入を想定した場合，ディー

ゼル発電では，駆動用ディーゼルの一連の補機を

含む撤去スペースに電動機並びにディーゼル発電

機を設置することとなるが，電動機はコンパクト

かつディーゼル発電機はレイアウトの自由度が高

いので，撤去空きスペース内に設置できる可能性

は十分あり，設置が難しい場合でもディーゼル発

電機は屋外の敷地内への設置が可能と思われる。

一方，燃料電池については 500kW 級の燃料セルユ

ニット並びに蓄圧器を含め約 400m2 程度のまとま

った設置スペースが必要となるため，敷地の確保

や機場外の設置となる場合は，機場までの送電設

備が必要となる。

4.2 既設機場の電動化に伴うディーゼル発電機設

置の検討

電源確保技術の導入評価の結果，3 つの候補技術

のうちディーゼル発電機の評価が最も高かったこ

とから，本技術を既設機場に設置する方法につい

て検討した。検討に先立ち，対象とする既設機場の

基本となる機器設置の概略平面図事例を図-9 に示

す。本概略図は主要機器のみを反映している。対象

機場は 2.5m3/s ポンプ 2 基で，200kW 級の駆動用

ディーゼルにより運転され，停電時でもポンプの

運転に必要な機場内の電源を確保できる 100kW級

ディーゼル発電機が予備を含め 2 基設置される。 

駆動用のディーゼル発電機の始動には始動機（エ

アーモーター方式）が必要となり，圧縮機 2 基と

空気を貯める空気槽が予備を含め各 2 基構成とな

る。また，駆動用，発電用ディーゼルの燃料は重油

が一般的であり，敷地内の燃料貯油槽から 2 対の

燃料移送ポンプにより燃料小出槽に燃料が送られ，

各機関に供給される。

一方，前述の対象既設機場を電動化した場合の

機器設置概略平面図事例を図-10 に示す。駆動用デ

ィーゼル機関を電動機に転換することで，本体の

コンパクト化と始動機（圧縮機，空気槽，配管等）

が不要となり，多くの空きスペースが生まれる。そ

の空きスペース等を利用し，300kW 級のディーゼ

ル発電機 2 基の設置が可能となる。非常用ディー

ゼル発電機はパッケージ内に始動用バッテリーを

装備しており，始動機は不要である。なお，電動機

の場合，所要のポンプ回転数と整合が図れるケー

スでは減速機の設置が不要となり，その場合には

図-9 既設機場の機器設置概略平面図事例 

図-10 電動化機場の機器設置概略平面図事例 
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その分の空きスペースが生まれる他，コスト面や

維持管理面の負担が軽減できる。 
4.3 ディーゼル発電機の設置バリエーション案評

価法の検討 

排水機場ポンプ設備は非常用設備であり，停電

時においても確実な運転を確保する必要があるこ

とから，ポンプの電動化に向けては商用電源に依

らない自家用電源設備として，これまでの導入評

価の結果からディーゼル発電機を選定している。

排水機場ポンプ設備に求められる最重要な機能は

確実な運転確保であり，そのためにはポンプ運転

の信頼性，冗長性（以下，「信頼性等」という。）を

より高める必要がある。そこで，まず，信頼性等を

検討するに当たり，設備を構成する主要機器の故

障件数を推定総運転時間で除した値を％指標に換

算した，故障割合の試算例を図-11 に示す。なお，

本故障割合は国土交通省の直轄排水機場のデータ

に基づき試算しており，後述するポンプ運転にお

ける信頼性等評価のベースとなる指標として使用

する。揚排水ポンプ設備技術基準では自家用発電

設備 6)は，機場が停電となった場合の非常用電源と

して主に機場内のポンプ設備補機類の動作や場内

換気，照明など運転時の維持管理に供する設備で

あることから，予備機を設置することとなってお

り，この発電容量も踏まえた自家用発電機の各種

設置バリエーションについて，ポンプ運転におけ

る信頼性等の評価を実施した。 
対象とする電動化機場想定規模を電動機出力

200kW 級，2 基，機場内非常用電源設備 200kVA(う 

 

ち予備機 100kVA を含む)とした場合の自家用ディ

ーゼル発電機の信頼性等検討ケースを表-1 に示す。 
表中の従来案は，電動化との比較のため同規模の

ディーゼル駆動による標準例であり，略称を従来

型としている。電動化案として，案 1 は従来のデ

ィーゼル駆動を踏襲した標準型，案 2 は案 1 の自

家用発電機を各 1 台にまとめた 2 台集約型，案 3
は 1 台の自家用発電機で主ポンプ 2 台運転を可能

とした 2 台余裕型，案 4 は案 3 を 1 台とした 1 台

完結型，案 5 は案 4 を分散した 3 台分散型，案 6
は案 5 を更に大幅に分散した 6 台分散型としてい

る。 
ポンプ運転における信頼性等評価は，前述の故

障割合と逆の概念となる信頼率（＝1－故障割合）

という指標により実施する。ポンプ運転のトータ

ルの信頼率はポンプ運転に係る個別機器の各信頼

率の積であり，従来型のポンプ駆動系（自家用発電

設備を除く）の一部算定事例を表-2 に示す。表-2
に示すように故障等により，各機器が作動しない

ケース毎の信頼率を算定し，2 台運転，1 台運転，

0 台運転（停止）の条件別に集計することで，各条

件におけるポンプ運転の信頼率が算定できる。ま

た，1 台片側運転の信頼率の算定は，表-2 に示す 2
号機の故障ケースを 1 号機にも適用する必要があ

るため，表-2 の１台分の信頼率の全ての和の 2 乗

となる。なお，0 台運転の信頼率は 1 から 1 台運転

と 2 台運転の信頼率を除いた値となる。以上の考

え方を前述の自家用発電機設置信頼性等検討案に

適用した結果を図-12 に示す。図-12 から，ポンプ

2 台運転の信頼性は 2 台余裕型が最も高く，0 台運

転（運転停止）となるリスクは 6 台分散型が最も

低い。自家用発電機信頼性等設置検討案について
表-2 ポンプ駆動系信頼率算定事例（従来型） 

図-11 主要機器故障割合の試算例 

検討案
電源容量
（kVA）

台数 略　称

従来案 100 2 従来型

案１
200
100

2
2

標準型

案２ 300 2 ２台集約型

案３ 600 2 ２台余裕型

案４ 600 1 １台完結型

案５ 300 3 ３台分散型

案６ 100 6 ６台分散型
案１の上段はポンプ駆動用、下段は維持管理用

表-1 自家用ディーゼル発電機設置信頼性等検討ケース 

図-12 ポンプ運転の信頼率 
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表-2 ポンプ駆動系信頼率算定事例（従来型） 
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ポンプ運転の信頼率による比較評価を行い，ポン

プ運転の信頼性等に関する設置バリエーション案

の優劣の判定が可能である。 

以降では更に，実用性の観点から信頼率をベー

スとする費用対効果の評価を実施した。評価に当

たっては，機器導入費を主体に行うものとし，現場

条件により異なる現場据付費は対象外とする。主

要機器の概算導入費事例を表-3に示す。表-3より，

導入費の比較ではディーゼル駆動である従来型に

比較し，電動化により 2 台余裕型を除きコストメ

リットが見込まれる。

次に，ポンプ運転の信頼性等に関する費用対効

果の評価として，先に算定した各案の信頼率を機

器費で割り戻すことにより各案における費用対効

果の相対的な評価が可能となるが，算定に当たっ

ては 2 台運転を 100%効果，1 台運転を 50%効果，0
台運転を 0%効果として計上している。以上の考え

方に基づき得られる数値を便益信頼率とし，その

算定結果を図-13 に示す。図-13 より費用対効果を

踏まえたポンプ運転の信頼性等が最も高いのは 2
台集約型で，次いで 6 台分散型や標準型が追随し

ている。また，電動化の何れの案も 2 台余裕型を

除き従来型を上回る結果となっている。 

５．まとめ 

 本報告では主原動機の電動化による維持管理性

の評価分析並びにポンプ運転の信頼性等に着目し

た電源設備設置の評価法についての検討を実施し

た。維持管理性の評価分析では電動化により，従来

のディーゼル機関に比較し，年点検項目数を 83%，
故障率を 50%近く低減できる可能性があることを

提示した。また，非常用設備である排水機場の電動

化には停電時でもポンプ運転が可能な自家用電源

設備の確保が重要であることから，リチウムイオ

ン蓄電池や水素型燃料電池を有力候補として検討

したが，実用化に向けてはコスト面，電源設備設置

敷地の確保面，再運転時の再充電や最充填に時間

を要するなど現時点では多くの課題があり，時期

尚早となった。そこで，当面はわずかであるが現行

排水機場での実績もある定置式ディーゼル発電が

実用として現実的であるとの判断に至った。また，

ディーゼル発電機による電動化は，機器導入費と

しては従来のディーゼル駆動に比較し，コストメ

リットが見込める他，ディーゼル発電機は駆動用

ディーゼルの 65%の故障率とのデータもあり，維持

管理面での効果も期待できる。更に，ポンプ運転の

信頼性，冗長性を優先した電源設備配置の在り方

として，費用対効果も踏まえたディーゼル発電機

の１台当たりの発電容量と設置台数のバリエーシ

ョン案を示した上で，ポンプ運転の信頼性等の優

劣評価法を新たに提案した。

本報告のベースとなっている研究は，排水機場

の将来ビジョンを示す側面もあることから，電動

化機場の標準化に向けた揚排水ポンプ設備技術基

準への反映のほか将来的なカーボンニュートラル

をも見据えた水素型燃料電池などによる電源確保

技術は有望かつ日進月歩であり，近い将来，実用化

導入の可能性も十分考えられることから，引き続

き，この分野の技術の進展にも絶えず注視しなが

ら研究を進めていく所存である。 
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３台
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ポンプ 2.5m3/s 80 2 2 2 2 2 2 2

減速機 200kW 40 2 2 2 2 2 2 2

駆動用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 200kW 100 2

電動機 200kW 16 2 2 2 2 2 2

100kW 20 2 2 6

200kW 40 2

300kW 50 2 3
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表-3 主要機器の概算導入費事例 

図-13 ポンプ運転の便益信頼率 
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10．トンネル覆工コンクリートの全自動打設システムの開発

鹿島建設株式会社 ○ 松本 修治

手塚 康成

坂井 吾郎

１.はじめに

近年，我が国では少子高齢化に伴う技能者不足

が深刻化している。特に，建設業界においては，他

産業と比べ若年入職者の減少や熟練技能者の高齢

化が進んでおり，より技能者不足の問題が顕在化

している。さらに，2024 年から適用されている時

間外労働時間の上限規制も相まって，省人化，省力

化などによる生産性の向上が求められている。こ

れらに対応するためには，専門スキルのない新規

入職者などがすぐに活躍できるように，誰でも品

質を確保しつつ少人数で効率的に施工ができる技

術を開発する必要がある。

国 土 交 通 省 で は ， そ れ ら を 目 指 し て i-
Construction1）の取り組みなど，多方面で生産性向

上技術や機械化，自動化技術の開発が進められて

いる。山岳トンネルの分野においても，各作業工程

の自動化が進められており，筆者らは，トンネル覆

工コンクリートの施工の自動化技術の開発を進め

ている。 

従来からトンネル覆工コンクリートの施工は，

スランプ 15cm 程度のコンクリートを検査窓から

自由落下させながら打ち込み，移動式型枠内の狭

隘な空間において入念な締固めや配管の切替えを

行うなど苦渋を伴う人力作業が多い。それゆえに，

良好とは言い難い作業環境の下，品質は技能者の

技量に依存しており，美観不良および品質不良を

生じるリスクが高い。そのため，近年では，型枠面

板に取り付けた型枠バイブレ－タのみで締固めを

行える充塡性の高い中流動覆工コンクリート 2）が

普及している。これにより，窮屈な姿勢での苦渋と

なる入念な締固め作業は必要なくなり，省力化さ

れるとともに美観向上および品質向上が図られて

いる。しかしながら，箱抜き部においては，下面な

どに未充塡が生じやすい問題があるため，中流動

覆工コンクリートにおいても型枠バイブレータの

手動操作に加え，棒状バイブレータによる人力で

の締固め補助が必須となっている。さらに，図-1に

示す従来工法の打設配管を有する移動式型枠では，

打設口を切り替えるごとに配管の取り外しから配

管内に残ったコンクリートの廃棄，管内清掃など

の苦渋作業が必要であることから，生産性向上の

観点では課題が残されていた。そこで，筆者らは，

省人化および省力化を実現するために，締固めを

不要とする高流動覆工コンクリートの技術と全自

動打設システムを開発した。 

本稿では，覆工用高流動コンクリートの技術と

全自動打設システムの概要，開発時の課題と対策

および開発成果と実績について述べる。 

２.全自動打設システム

図-2 に示す全自動打設システムは，新しい打設

配管装置を主とした各種装置を備えた移動式型枠

を用いるものである。このシステムにより，高流動

覆工コンクリート 3）を用いて，ポンプによる圧送，

打設口の切替え，型枠バイブレータの操作，打ち込

みまでを自動制御で行うことができる。以降に，高

流動覆工コンクリートの技術と各種装置について

詳述する。

図-1 従来工法の打設配管 

図-2 全自動打設システム 
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2.1 高流動覆工コンクリートの技術 

山岳トンネルの覆工は，地山と型枠に閉鎖され

た空間に限られた打設口からスランプ 15cm 程度

の覆工コンクリートを流し込みながら打ち込むも

のである。また，2 日に 1 回のサイクルで打設する

ために材齢 18 時間程度で脱型されている。 
高流動覆工コンクリートは，山岳トンネルの覆

工コンクリートを対象として，スランプフロー500
～600mm で締固め不要を実現する流動性の高いコ

ンクリートである。

前述のような覆工特有の施工条件を踏まえて新

規の増粘剤含有高性能 AE 減水剤 4）を適用してお

り，ブリーディング量を一般的な覆工コンクリー

トの半分程度にまで低減しつつ，高流動覆工コン

クリートの適切なフレッシュ性状の確保を実現し

ている。また，一般的な覆工コンクリートと同様に，

材齢 18 時間で脱型に必要な強度を確保できる 4）。 
2.2 各種装置 

(1) 新しい打設配管装置（回転式打設口）

図-3 に示す新しい打設配管装置は，打設口およ

び圧送配管と移動式型枠とが一体になり，写真-1

に示す回転式打設口を主部材とするものである。

圧送配管は，回転式打設口を介して左右それぞれ

で連続的に接続されている。回転式打設口は，後述

する打設制御装置と連動しており，打込み時には

打設口が型枠内部に突出し，当該打設口の打込み

完了を検知すると，回転して型枠表面で接続口の

蓋が閉まる。それと同時に，次の打設口への配管ル

ートが形成される構造となっている。これらによ

り，次の打設口への切替えを容易かつ即座に完了

させることができる。さらに，打設完了した打設口

への配管ルート内に残留するコンクリートの発生

を防ぎ，打設中における人力による回収や配管清

掃が不要となる。また，回転式打設口からの打込み

は，吹上げとすることで，自由落下を防ぎ，品質確

保にも配慮した。 

(2) 型枠バイブレータの完全自動制御装置

高流動覆工コンクリートは，締固めが不要であ

るものの，天端部の美観向上を目的として，事前に

面板に取り付けた型枠バイブレータを使用してい

る。その型枠バイブレータの稼働においても人に

よる操作をなくすために，型枠バイブレータの完

全自動制御装置を実装している。本装置は，後述す

る打設制御装置の表示画面内で稼働のタイミング

や振動時間をパターン化して設定することで，コ

ンクリートの打上がり高さに応じて自動で型枠バ

イブレータを稼働させることができる。

(3) 打設制御装置

高流動覆工コンクリートは普通コンクリートに

比べて流動性が高く型枠に作用する圧力が大きく

なるため，左右の打上がり高さを均等にして打ち

込むことが重要な管理項目となる。そこで，型枠表

面に設置した複数の高さ検知センサでコンクリー

トの打上がり高さを検知し，図-4 に示すようなシ

ステム画面で打設状況を見える化しつつ，各ポン

プの吐出量を自動で調整し，左右の打上がり高さ

を制御することができる装置を実装している。な

お，システム画面には，トンネル覆工断面と移動式

型枠の展開図を表示させており打設口の切替えタ

イミング，打設速度および天端圧力制御値を入力

して打設を開始すると自動で打設が進捗し打設完

了箇所を順次青色に表示することができる。

また，本装置は，打設履歴データを記憶媒体に自

動で記録し，打設状況の画面をネットワークで配

信することができる。これにより，CIM との連携，

遠隔地での打設監視や遠隔臨場が可能で，覆工コ

ンクリートの仕上がり改善活動等にも活用できる。 

３.要素技術の開発経緯

本章では，前述の高流動覆工コンクリートと全

図-3 新しい打設配管装置  

a)打設中 b）打設完了 c）装置全景

写真-1 回転式打設口 

図-4 打設制御装置のシステム画面 

型枠内 型枠内 セントル

内側
回転 

- 40 -



自動打設システムの各種要素技術を開発するにあ

たり解決した技術的課題やその解決経緯について

紹介する。 

3.1 高流動覆工コンクリートの技術 

高流動覆工コンクリートの技術的課題は，前述

の覆工特有の施工条件を踏まえた配合設計技術 5）

6）に加え，所定の流動性を確保した上で，ひび割れ

や局所的な強度低下などの原因となるブリーディ

ングや材料分離を抑制すること，可使時間の確保

と所定の強度発現性を両立することであった。そ

こで，これらを実現するため，新しい混和剤の開発

を開始した。室内試し練りから覆工側壁を模擬し

た打込み実験を行い，改良を重ねることで，新規の

増粘剤含有高性能 AE 減水剤 4）の開発に至った。 
3.2 各種装置 

(1) 新しい打設配管装置（回転式打設口）

新しい打設配管装置の技術的課題は，打設口を

切り替えるごとに配管の取外しから配管内に残っ

たコンクリートの廃棄を不要化することであった。

移動式型枠のメーカとブレーンストーミングを行

い，従来の打設配管を刷新させた図—3 に示す新し

い打設配管装置を考案し，要素毎に問題点を洗い

出し，検証しながら導入を図った。 

まずは，考案した装置の主要部材である回転式

打設口の試設計から製作を行い，稼働を確認する

ために簡易実験を実施し，必要となる油圧ジャッ

キの仕様や回転部分のクリアランスを確認しつつ

改良を行った。次に，移動式型枠と一体化した回転

式打設口による装置仕様および美観向上が図れる

ような打込み方法の検討などを行うために写真—2

に示すような高さ 4.25m，覆工厚 0.3m，延長 5.5m
の覆工側壁を模擬した中規模の打込み実験を8回，

写真—3 に示すトンネル断面が内空幅 10m，内空高

8m，覆工厚 0.3m，1BL の延長 10.5m となる実規模

の打込み実験 3）を 4 回実施する過程で，回転式打

設口を 3cm 吐出するような形とし，コンクリート

の吹上げ高さを 1m 程度に抑えることで美観向上

が図れること，回転式打設口の内部に残存したコ

ンクリートの固着が稼働の問題になることが明ら

かになった。これは，打込み実験で用いた回転式打

設口が写真—4 に示すように完全クローズタイプで

装置が鋼板同士で溶接加工され一部のみボルトで

密閉されており，容易に清掃といったメンテナン

スが行えなかったことが原因であった。そこで，回

転式打設口の清掃をしやすくするために写真—5 に

示すような開閉式とし，装置のクリアランスにペ

ーストが漏れて固着しないように給脂配管の増設

を行うといった改良を行った。また，玉送り清掃時

に型枠内へのエアブローアウトが懸念されたので，

シール性能試験も実施して 1MPa 以上の気密性が

確保されていることを確認した。それらの改良は，

最終の実規模の打込み実験に導入し，実現性を確

認した。その後，回転式打設口の回転部の稼働に対

する耐久性試験を実施した結果，実施工より厳し

写真-2 中規模の打込み実験 

写真-3 実規模の打込み実験 

写真-4 回転式打設口の構造 

写真-5 改良版の回転式打設口 

溶接接合
ボルト止め

ボルト接合
給脂配管

延長 5.5m 覆工厚
0.3m 

高さ
4.25m 

延長 10.5m/BL 

内空高 8ｍ 
内空幅 10ｍ 
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い条件となるコンクリートが満管の状態で 454 回

稼働させることで，回転部と面板が接触する部分

で面板がめくり上がり，回転軸の部材が曲がる現

象が生じた。1 回の打設で 2 回稼働させるものと

して，227 回の打設分となり，スパン長 10.5m とす

ると，耐久打設施工距離として 2km 相当が確認で

きた。さらなる性能向上を目指して，油圧ジャッキ

を適切なものに変えるとともに，回転部と面板と

の離隔を大きく調整した。さらには回転時の負荷

を小さくするために，回転軸をボールベアリング

機構とし，油圧ジャッキの稼働時の反力を受ける

構造の改良を行った。

(2) 型枠バイブレータの完全自動制御装置

高流動覆工コンクリートは締固め不要であるた

め，コンクリートを締め固める目的での型枠バイ

ブレータは不要であったものの，実規模の打込み

実験を行う中で，天端部の美観向上策が必要であ

った。そこで，型枠バイブレータを用いることとし，

その自動制御装置の開発を行った。

(3) 打設制御装置

実規模の打込み実験では，コンクリートポンプ 1
台までを新しい打設配管装置および各種センサを

連携して自動制御するものであった。打設制御装

置の技術的課題は，コンクリートポンプ 2 台の同

時制御機能の構築であり，これにより大断面トン

ネルへの適用および高速かつ大量打設を図る必要

があった。その他，コンクリートポンプにレーザ検

知計を取り付け，それによるトラックミキサの台

数管理機能，型枠バイブレータの完全自動制御装

置の設定機能を付与する形で各種実験的検討を進

めることで完成に至った。

４.開発成果と実績

4.1 適用現場の概要

 新名神高速道路宇治田原トンネル西工事に全自

動打設システムを導入した。導入現場は，3車線道

路の大断面トンネル（内空幅約15m，内空高約9m）

である。施工開始時から中流動覆工コンクリート

を用いた全自動打設システムによる施工を行って

おり，スランプ15cm程度のコンクリートを人力で

打ち込み，締固めを行う従来工法と比べ，生産性の

向上が確認されていた。

道路トンネルでは，非常用電話機などを設置す

るスペースとして，トンネル延長50〜200mごとに

箱抜きを設ける必要があり，本トンネルにも，大型

の箱抜きが存在する。箱抜き箇所では，中流動覆工

コンクリートは棒状バイブレータによる人力での

締固めや型枠バイブレータの手動操作が必要であ

った。そこで，更なる生産性向上策として，箱抜き

箇所の締固め作業を不要とするため，高流動覆工

コンクリートを用いた全自動打設システムを適用

した。

4.2 高流動覆工コンクリートの配合

表-1 に高流動覆工コンクリートの配合を示す。

高流動覆工コンクリートは，剥落防止を目的とし

た繊維（ポリプロピレン製，長さ 47mm）を混入す

る仕様であり，繊維混入後の目標スランプフロー

を 600±50mm，空気量を 4.5±1.5%とした。その配

合は，土木学会「高流動コンクリートの配合設計・

施工指針」8）を参考にすると，繊維に対する材料分

離抵抗性を確保するうえでも，単位セメント量が

450kg/m3 以上になることが想定された。しかし，

前述した覆工コンクリートの施工条件に適するよ

うに開発した増粘剤含有高性能 AE 減水剤によっ

て想定よりも 30 kg/m3少ない 420kg/m3 で材料分離

抵抗性を確保することができた。自己充塡性のラ

ンクの設定は，高流動コンクリートの配合設計・施

工指針に則った場合，本工事の覆工厚 500mm，単

鉄筋（主筋 D19@300mm，配力筋 D16@200mm）の

条件から，ランク 3 に相当する。これは，図-5 a)

に示す U 形容器を用いた高流動コンクリートの充

塡試験方法（案）では流動障害なしでの評価となる。

ただし，繊維を混入することから，鉄筋と繊維の干

渉による充塡性の低下に対して，安全側の評価を

行うため，本トンネルの配筋条件を模擬した新た

表-1 高流動覆工コンクリートの配合 

種類
SF 

(mm) 
Air 
(%) 

W/C 
(%) 

s/a 
(%) 

Gvol 
(L/m3) 

単位量（kg/m3） PP 
Vol.% W C S G VSP 

高流動覆工

コンクリート
600±50 4.5 41.7 50.0 323 175 420 836 872 6.30 0.3 

W:地下水, C:普通ポルトランドセメント 密度 3.16 g/cm3, S:砕砂・海砂の混合砂 表乾密度 2.58g/cm3, G:砕石 2005 表乾

密度 2.66g/cm3,VSP:特殊高性能 AE 減水剤, PP:ポリプロピレン繊維 密度 0.91 g/cm3 繊維長 47mm, SF:スランプフロー 

a) U 形容器    b）流動障害（障害 R2.75） 
図-5 充塡装置の形状および流動障害 
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な充塡性の指標である鉄筋あき 92mm のランク

2.75 を考案し，図-5 b）に示す障害 R2.75 を配し

た U 形容器を用いた高流動コンクリートの充塡試

験方法（案）で評価するものとした。

4.3 施工実績  

(1) 施工方法

一般的な覆工コンクリートの打込み実績である

時間当りの打上がり速度 1.5〜2.0m/h 程度となる

ように，打込み速度は，ポンプ 1 台あたり 15〜
25m3/h に設定した。また，高流動覆工コンクリー

トは締固めが不要であるものの，天端の美観向上

を目的として，予め天端の型枠にトンネル軸方向

1.5m，周方向 1m 程度の間隔で全 28 台設置した型

枠バイブレータを，打込み完了後に自動制御で合

計 20 秒間稼働させた。 
(2) フレッシュコンクリートの品質

高流動覆工コンクリートのスランプフローおよ

び空気量は，安定しており，全てのコンクリートが

目標とするフレッシュ性状に対する管理範囲内で

あった。

写真-6 に高流動覆工コンクリートの充塡状況を

示す。材料分離することなく妻板まで流動し，人力

による流動補助を一切必要とせず隅々までほぼ水

平に充塡されていく状況が確認された。 

図-6 に覆工コンクリートの側圧を示す。高流動

覆工コンクリートの側圧実績に加え，比較として，

同材料で製造した中流動覆工コンクリートの側圧

を青色，トンネルの内空高さ 9m における中流動

覆工コンクリートの施工実績における液圧を破線

で示した。いずれも打上がり開始から 1 時間程度

までは液圧になっているものの，2 時間以降の時点

では液圧以下に減少した。しかし，中流動覆工コン

クリートの側圧は，変動が大きく，瞬間的に液圧相

当に上昇する時点が存在している。これは，型枠バ

イブレータの稼働等により，中流動覆工コンクリ

ートが瞬間的に液状化しているためと考えられる。

一方，高流動覆工コンクリートは，変動が小さく最

大 68 kPa（約 3m 相当の自重）と想定より小さい結

果であった。これは，型枠バイブレータによる振動

を与えないことが影響したものと考えられる。 

(3)硬化コンクリートの品質

写真-7 に高流動覆工コンクリートの仕上がりを

示す。全区画において，SL 下部に発生しやすい表

面気泡や天端部に発生しやすいコンクリートの流

動跡などは少なく綺麗な仕上がりとなった。表面

気泡の減少は，吹上げ打設を行ったことで，打込み

時のエントラップトエアが低減されるとともに，

できる限り連続的に打込んでいることの効果によ

るものと考えられた。また，天端部の流動跡の低減

は，天端部全面が平坦に打ち上がるため，吹上げ口

の圧力が上がらず分離しにくくなったためと考え

られる。

写真-8 に箱抜き箇所を示す。高流動覆工コンク

リートと全自動打設システムを用いることで，締

固め作業を行わずに自動で隅々まで充塡されるこ

とが確認された。この仕上がりは，中流動覆工コン

クリートを用いて棒状バイブレータを使った人力

による締固めを行った場合と同等以上であること

を確認した。

(4) 生産性向上効果

図-7に歩掛りの比較を示す。従来工法では，ポン

プ操作員2人，締固め作業を主とする打設作業員が

4人，妻枠監視・清掃として2人，配管清掃に1人の

写真-6 高流動覆工コンクリートの充塡状況

図-6 覆工コンクリートの側圧

写真-7 高流動覆工コンクリートの仕上がり 
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合計9人必要であることが想定された。一方，全自

動打設システムでは，ポンプ操作員および打設作

業員が0人，妻枠監視2人で，全自動打設システムの

制御盤操作が1人，打設完了後の配管清掃が1人の

合計4人に低減できることが分かった。特に，狭隘

な作業環境下での人力作業を完全に排除でき省力

化および省人化を実現できた。それに加え，回転式

打設口によって即座に打設口を切り替えることが

できたことなどで従来工法に比べ打設時間を2時
間短縮できた。その他，打設履歴は記憶媒体に記録

されるため，脱型後の表面の仕上がりとの関連付

け，現場での覆工コンクリートの品質向上に向け

たPDCA活動を容易にした。さらに，写真-9に示す

イメージで打設状況をネットワーク配信しており，

遠隔地での打設監視としても活用している。これ

らのことから，本全自動打設システムの有効性を

確認できた。

５.おわりに

高流動覆工コンクリートを用いた全自動打設シ

ステムを開発し実現場に初導入した。実現場への

導入前に数多くの実験的検討を繰り返すことで多

く課題を事前に抽出し改善を図ることで，全ての

装置がトラブルなく順調に稼働することができ，

省人化，省力化および施工時間の短縮による生産

性向上を図ることができた。深刻化している技能

者不足への対応や働き方改革の残業規制に関する

法律にも対応できるほか，人の手をかけずに1日の

打設量を増やすことが可能となるため，1ブロック

割りのスパン長を長くすることで覆工工事の工程

短縮を図ることもできる。今後，他のトンネル工事

においても高流動覆工コンクリートを用いた全自

動打設システムの導入を推進し，さらなる合理化

施工を検証していく。

[謝辞] 岐阜工業株式会社の方々には，本開発に関して，多

大なご協力を頂きました。ここに，感謝の意を表します。
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写真-8 箱抜き箇所の充塡状態 

図-7 歩掛比較 

写真-9 打設状況のネットワーク配信 
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11．山岳トンネルのインバート掘削に関する 

出来形管理システムと現場検証結果 

株式会社奥村組 ○ 藤沼 花奈

松田 顕伍

川澄 悠馬

１．はじめに 

我が国は，高齢者の大量退職や，少子化による

若年層の減少によって，就労人口が減少すること

が想定されている。 

特に，建設業は全産業と比較して，就労人口にお

ける 55 歳以上の人口割合が高い実態がある。労

働人口不足が見込まれることから，生産性向上へ

の対策として，ICT やロボット化の開発や現場導

入を積極的に実施している。 

 山岳トンネル工事の出来形管理においては，

ICT 施工の導入は増加傾向であるが，従来手法に

おける管理が一般的である。インバート工の掘削

工においては，掘削作業を中断してスタッフ等の

測定器具を用いて，基準線からの下がりを都度確

認している。そのため，計測箇所が限定的となり，

20 分程度の作業中断と計測人員が必要とされてい

る。また，計測結果をエクセル等で取り纏める作

業が別途発生するため，多くの時間を要している。 

 そこで計測時間の軽減，計測人員削減を目的と

した「差分計測システム」(以下，本システム)を

開発した。本稿では，本システムの概要と，上信

越道高岩山トンネル(下り線)補強工事において，

性能を検証するために，インバート掘削出来形管

理に試験導入した結果を報告する。 

２．システム概要 

2.1 システム概要 

本システムは，上下に首振りを行う回転機構を

有した 2D-LiDAR により得られる，3 次元計測デ

ータ(以下，計測データ)と出来形設計データ(以下，

設計データ)の差分を算出し，モニタ画面に図示

するシステムである。 
本システムを油圧ショベルに取り付けた場合の

機器構成を写真-1 に示す。油圧ショベルのキャビ

ンの上に 2D-LiDAR を設置した。油圧ショベルの

振動を軽減するため，回転装置の下部にショック

アブソーバを実装している。また，キャビン内部

に，計測機器を制御する PC(以下，制御 PC)と計

測結果評価画面を表示するモニタを設置した。制

御 PC 内部は，本システムのソフトウエアや計測

記録を保存するためのストレージを装備している。

これらの電源は油圧ショベルより給電する。

写真- 1 機器構成 

計測データはローカルな 2D-LiDAR 座標系での

値であるため，設計データのワールド座標系に変

換する必要がある。そのため，両者の座標を関連

付ける基準としてリフレクタを使用する。リフレ

クタとは，2D-LiDAR のレーザーを反射するため

の反射板(□200 ㎜)を取り付けたものである。

リフレクタと設置イメージを図-1 に示す。

図- 1 リフレクタと設置イメージ 

2.2 システムフロー 

本システムのフロー図を図-1 に示す。 
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図- 2 システムフロー図 

事前準備として，ワールド座標系における，施工

断面の形状を入力した設計データをシステムに取

り込む。次に計測範囲の周辺を囲うようにリフレ

クタを設置する。ワールド座標系におけるリフレ

クタ中心の座標値をトータルステーション(以下，

ＴＳ)で測量し，座標値をシステムへ入力する。

 掘削作業は従来通り行い，出来高を確認する任

意のタイミングで，本システムによる計測を開始

する。計測では 2D-LiDAR により計測範囲のリフ

レクタが自動で認識される。認識したリフレクタ

のローカル座標値と，事前に入力したワールド座

標値が自動で関連付けされる。関連付けた座標値

から，座標変換を行い設計データと計測データの

差分値を計算して，評価画面をモニタに表示する。

評価画面は 2D-LiDAR で取得した点群データと設

計データの差分がヒートマップとして表示される。

図-3 に計測時のヒートマップの表示例を示す。画

面はカラーで表示され，①暖色範囲（赤・桃色）

は設計値未満，②中間色範囲(黄色，緑)は設計許

容値内，③寒色範囲(水色，青)範囲は設計超過を

意味する。何らかの原因で点群データを取得でき

なかった部分に関しては，黒色で表示される。施

工条件に合わせ，メッシュサイズや，掘削深さを

表す色の種類やスケールも変更することが可能で

ある。

図- 3 計測後の評価画面 

３．システムの事前実験 

3.1 事前実験概要 

現場での試験導入前に事前実験として，本シス

テムの動作確認および，3D スキャナ測量との精

度比較を行った。掘削範囲は，写真-2 に示す，岩

盤を模擬した無筋コンクリートの試験体（W4.0m
×L4.5m×H1.0m）を設定した。掘削作業には

0.45m3 油圧ショベル(キャタピラー製，型式：

CAT315)を使用し，多軸継手であるチルトローテ

ータおよびドラムカッターを装備した。予めイン

バート形状を設計データとして，システムに取り

込み，本システムを用いて掘削の出来形管理を行

った。今回は，3D スキャナ測量結果を真値とし

た。 

写真- 2 予備実験試験体 

3.1 事前実験結果 

 写真-3 に予備実験状況を，図-4 に，予備実験の

結果の評価画面を示す。 

写真- 3 事前実験状況 

図-5 に本システムの結果と 3D スキャナ測量と

の比較を示す。縦軸に高さ(Z 軸)，横軸に X 軸方

向のメッシュ番号とした。なお，メッシュ間距離

は 0.1m，Z 座標は点群 50 点を単純平均した。図-

5 より，3D スキャナ測量に対して，平均で約 60
㎜高くなった。原因としては，設計データとの位

置合わせを行う際に，測定したリフレクタの位置

に誤差が生じ，全体的に高くなったと考えられる。 

 また、一部点群データが取れていない箇所があ

った。データが取れなかった原因としては，掘削

端部であったため，日陰になり照度が足りなかっ

たと思われる。 
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図- 4 予備実験評価画面 

図- 5 ３D スキャナ測量との比較 

 以上の予備実験の結果より，本システムが正常

に動くことを確認することができた。現場検証実

験では，リフレクタの測量誤差に注意することと，

十分な照度を確保することが課題である。 

４．本システムの現場検証概要 

4.1 現場の概要 
本システムを検証する上信越道高岩山トンネル

(下り線)は，トンネルの盤ぶくれの影響により路

面の隆起が発生している箇所において，インバー

トを構築する工事である。すでに供用されている

区間であるため，2 車線のうち 1 車線を規制しな

がら施工を行うため，車両の入替も容易ではない。

また，週末には規制を解除する必要があり，イン

バートコンクリート打設から舗装復旧を考えると，

インバート掘削に要する時間は 20 時間に限定さ

れるため，出来形管理だけでなく，都度発生する

機械配置など，効率的な施工管理が求められる。 
現場のインバート出来形管理値として，覆工受

台端部からの床付け面までの深さを設計値として

管理している。現場での出来形管理方法は，桟木

に床付け面までの深さをチェーンで示し，覆工受

台端部に桟木を合わせて，設計値以上であるかを

事前に確認してから，レベル測量にて出来形を管

理している。通常の測量状況を写真-4 に示す。

写真- 4 通常の出来形管理状況 

4.2 現場検証実験の概要 

本検証の目的として，本システムの出来形の計

測精度の確認と現場での有用性を確認することを

目的とした。 
今回の検証実験において，インバート掘削出来

形は TS による測定結果を真値とし，TS 測点近傍

における点群データの平均を本システムの測定結

果とし，計測精度の比較を行った。 
掘削作業には 0.45m3 油圧ショベル(キャタピラ

ー製，型式：CAT315)を使用し，多軸継手である

チルトローテータおよびドラムカッターを装備し

た。また，ドラムカッターの駆動用として，

0.25m3 油圧ブレーカー(ヤンマーホールディング

ス製，型式：ViO10-2D)を使用した。現場検証実

験の位置図を図-6 に示す。

図- 6 検証実験位置図 

4.2 計測精度の比較結果 

現場検証状況を写真‐5 に示す。 

写真- 5 現場検証状況 
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出来形測量の TS の測量点を図-5 に示す。油圧

ショベルから見て，横断方向を X 軸，縦断方向を

Y 軸，掘削深さを Z 軸とした。TS の測量結果と

本システムの測量結果の Z 軸の絶対値の差分比較

を表１に示す。

図-5 TS 測量点 

表 1 測量結果比較 

結果としては今回の検証実験では約 0.4m の差が

出た。比較した測点が少なく，ドラムカッターでの掘削

を行ったため仕上げ面が局所的に凹凸であることが

影響したと思われる。しかし，局所的な凹凸があったと

思われる測定位置①を除くと，差分の平均値は 0.085
ｍとなった。この結果より，評価画面でのスケールを

0.1m 以下の小さい値に設定することで，評価画面に

て設計値以下で掘削するようにオペレータが管理を

行えば，誤差範囲 0.085ｍ内で掘削できるので，現場

管理値の条件を満たした出来形でインバート掘削を

することができる。しかし設計値以下 0.1ｍで管理する

と，余掘り量が増え，掘削土およびコンクリート打設量

が増加する。今後，本システムをより合理的なシステム

にすることが求められる。 

 また，通常の施工では，途中で掘削深さを確かめる

ために，人員を用いて深さを確認する必要があるが，

本システムでは，途中の掘削深さの確認をオペレータ

1 名で行うことができた。そのため，施工時の出来形

管理要員を少なくすることができ，人員削減に有効で

あるといえる。 

５．まとめ 

 開発した本システムについて，まだ課題は残る

が，今回の実証実験で現場での有用性を確認する

ことができた。 

今後の展望として，計測精度を向上させて掘削

余掘り量を少なくできるよう改善していく。 

さらに，計測結果の帳票化や，立ち合い検査時へ

の出来形確認時にも使用できるよう，現場での有

用性を高めるよう取り組んでいきたいと考える。 

参考文献 
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差分 LID測定値Z TS測定値Z

(m) (m) (m)

① 3.997 749.12 745.12

② 0.053 745.26 745.21

③ 0.074 745.39 745.32

④ 0.038 745.61 745.58

⑤ 0.058 745.27 745.22

⑥ 0.083 745.35 745.26

⑦ 0.055 745.43 745.38

⑧ 0.081 745.62 745.54

⑨ 0.100 745.33 745.23

⑩ 0.034 745.30 745.27

⑪ 0.212 745.53 745.31

⑫ 0.152 745.72 745.57

平均 0.411

平均 0.085

測定①～⑫平均

測定②～⑫平均

測定位置
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12．特殊機械設備を駆使した長大ア－チ橋の合理化施工 

新東名高速道路 河内川橋（仮称） 

鹿島建設株式会社 石松 大輔 

鹿島建設株式会社 横山 由宏 

鹿島建設株式会社 〇金丸 拓樹 

１．はじめに 

 河内川（こうちがわ）橋工事は，新東名高速道

路の未開通区間である新秦野 IC～新御殿場 IC 間

に位置する大規模橋梁工事である。本工事では作

業安全性や生産性の向上を目的として，数々の機

械設備を活用した合理化施工を進めている。 

 本稿では，過去に前例のない規模かつ難度の高

いアーチリブ構築において，超大型可変式アーチ

リブ移動作業車と斜吊材緊張ジャッキ運搬台車に

よる張出し施工の合理化を図ったので，その計画

と実績を報告する。

２．工事概要 

本工事は，河内川及び県道 76 号線の上空を横断

する急峻地形に計画した橋梁を上下部一体詳細設

計付きで施工する工事である。橋梁構造は，鋼・コ

ンクリート複合バランスドアーチ橋であり，最大

支間長 220m，河内川水位からの最大高低差 120m
を誇る新東名のなかでも最もシンボリックかつ大

規模なものである。

主要工事数量を表-1，橋梁一般図を図-1 に示す。 

３．機械設備概要 

本橋は P1～P4 間がアーチ部となっており，最大

傾斜は P2 上り線で 38°である。P2，P3 上下線の

橋脚を起点として計 8 基の超大型可変式アーチリ

ブ移動作業車（以下，作業車）を新規製作し，アー

表-1 主要工事数量 

鋼・コンクリート

複合バランスドアーチ橋

（上り線 771ｍ, 下り線692ｍ）

ＰＲＣポータルラーメン橋

（橋長22.5ｍ）

橋　脚 13基（Ｈ=13.0～88.1ｍ）

橋　台 6基 （Ｈ=7.0～13.0ｍ）

基礎工 大口径深礎13本他

工事用

道路
インクライン１基（90t）, 工事用トンネル他

付帯工 調整池、管理用道路、町道拡幅

詳細設計 橋梁上下部の本体工の詳細設計一式

橋梁

上部工

図-1 橋梁一般図（下り線） 

写真-1 河内川橋工事状況（下流側から望む） 
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チリブを構築する。

P3 下り線中央径間側の拡大図を図-2 に示す。作

業車でアーチリブを先行して施工したのち，鉛直

材と補剛桁を架設，斜吊材を設置し，トラスを形成

しながら張出し施工を行う。斜吊材はアーチリブ

の箱桁内からセンターホールジャッキ（3,000kN）

を使用して緊張する（図-3）。クレーンが使用でき

ない狭隘かつ急傾斜の箱桁内で質量約 800kg の緊

張ジャッキを運搬し，上向きにセットするため，緊

張ジャッキ運搬台車を新たに開発，製作した。

４．アーチリブ移動作業車

アーチリブ構築の工程短縮を図るためには，張

出し施工 1 ブロックあたりの施工長の延長（大ブ

ロック化）により，施工ブロック数を削減すること

が最も効果的である。基本設計では，最大ブロック

長は 4.5m，ブロック数は 23 ブロックであったが，

詳細設計において最大ブロック長 6.5m，ブロック

数 16 ブロックに変更することを提案し，採用され

た 1)。当社の一般型移動作業車との比較図（図-4）

に示す通り，アーチリブの急傾斜に対応した特殊

な形状の上，躯体の大ブロック化に伴い超大型の

構造となった。

4.1 構造概要

図-5 に作業車の全体図，表-2 に主仕様を

それぞれ示す。主構トラスから作業足場を

設置する下段ステージ，型枠を保持する底

図-2 張出し部拡大，機械設備配置図（下り線 P3 中央径間） 

表-2 作業車主仕様 

図-4 当社一般型移動作業車と本橋の作業車の比較 

図-5 作業車の全体図 

図-3 斜吊材緊張位置
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版・上床版梁を吊り下げる基本構造は従来と

同様である。作業車の前後支点は，メインジ

ャッキ及びバックアンカーで既設躯体と緊結

される。メインジャッキ容量は 4,000kN であ

るが，打設荷重を受けるロックナット耐力は

不均等荷重等を考慮し 5,000kN とした。アー

チリブ特有の施工条件に対応するため，今回

の作業車は当社初の試みとなる，（1）台形台

座，（2）主構トラス引張りジャッキ，（3）片

持ち天井クレーンといった特徴的な設備を有

している。以下に，各設備の詳細を述べる。

(1) 台形台座

作業車の全荷重は，前方支点となるメインジャッ

キを介して鉛直下向きに作用する。このため，躯体

角度に応じて数パターンの台形台座とテーパプレ

ートを組み合わせることで，ジャッキの下面に水平

な面を形成した。台形台座は箱抜きした躯体にシア

ーピンを挿入することで固定する（図-6）。メイン

ジャッキにかかる荷重の角度分力をシアーピンの

せん断で受けるため，最大傾斜角度を再現した実物

大モックアップによる載荷試験（写真-2）にて，シ

アーピン及びコンクリートの健全性を確認した。 

(2) 主構トラス引張りジャッキ

本橋のアーチリブは，1ブロックごとに約2度の

角折れをすることで，近似的にアーチを形成する。

そのため，作業車が施工ブロックの躯体角度に追

従できるよう，主構トラスの後方斜材に引張りジ

ャッキ（2,300kN）を組み込み，次ブロックへの移

動時に容易に姿勢調整できる機構とした（図-7）。

引張りジャッキは移動後の角度調整のみに使用し，

それ以降は引張りジャッキ両脇に配置した固定鋼

棒（写真-3）で荷重を負担する。 

(3) 片持ち天井クレーン

通常の桁橋では作業車後方の既設橋面を資材ヤ

ードとして利用でき，桟橋上のクレーンで直接資

機材を施工ブロックへ投入できるケースが多い。

一方，アーチリブでは躯体が傾斜しているため，作

業車と一体にした後方ステージを設け，図-8 に示

すルートで鉄筋等の資材を供給する計画とした。

施工の進捗により，後方ステージにトラベラーク

レーン（能力 650t･m）が届かないタイミングが発

生するため，作業車のさらに後方に設けた仮設ス

テージからも資材を取り込めるよう，張出し長

13.8m の片持ちとした（写真-4）。写真-5 に移動作

図-6 台形台座 写真-2 載荷試験状況 

図-7 作業車の姿勢調整機構 

図-8 資材供給ルートと天井クレーンの関係 

写真-3 引張りジャッキと固定鋼棒 

写真-4 片持ち天井クレーン 
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業車とトラベラークレーンの位置関係を示す。

4.2 移動作業車前進移動 

(1) 移動手順

移動作業車は施工の進捗に合わせ，次ブロック

施工位置へ前進移動する。図-9 に作業車の移動手

順を示す。コンクリート打設後，前進移動の準備が

完了した後（①～④），容量 800kN，ストローク 
500mm の推進ジャッキ 4 台で反力ナットを盛り替

えながら最大 6.5m を移動する（⑤）。 
走行装置は，図-10 に示す略図のとおり，移動機

構に滑り板（ルーロン板）を採用し，レール上面に

ステンレスを貼った上，界面活性剤（液体洗剤）を

塗布して摩擦係数低減を図った。

次ブロックへの移動後，前述の引張りジャッキ

で，下弦材が既設ブロックと平行になるように姿

勢調整する（⑥～⑦）。バックアンカーの緊張時（⑧）

は，最も厳しい荷重条件での最大反力に対し 1.1 倍

以上の緊張力（片側 2,160kN（220tf））を導入する

ことで，打設荷重によるアンカーの伸びを抑える。 
(2) 移動実績

実績工程を表-3，移動状況を写真-6 に示す。推

進ジャッキの伸縮を繰り返し，1 ブロック(6.5m)の
前進移動と，作業車の姿勢調整までを約8時間（490

図-10 走行装置略図 

写真-5 移動作業車とトラベラークレーンの位置関係 

図-9 作業車移動手順 

表-3 作業車移動実績工程 
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分）で完了した。主構トラス引張りジャッキの採用

で姿勢調整が容易になったことに加え，繰り返し

の作業の中で作業手順を最適化したことで当初工

程では 2 日を想定していた移動作業を 1 日で完了

でき，サイクル工程短縮に大きく寄与した。

５．緊張ジャッキ運搬台車 

斜吊材の緊張作業では，緊張ジャッキを斜吊材

の引込み反力をとる定着突起に，精度よくセット

する必要がある。通常はチェーンブロック等によ

る人力でジャッキセットを行うが，本工事では質

量約 800kg の緊張ジャッキ（付属品含む）を急勾

配かつ狭隘な箱桁内で安全，効率的に運搬・セット

するため，3 次元的にハンドリングが可能な新型機

械を開発した。

5.1 構造概要 

緊張ジャッキ運搬台車は，図-11 に示すとおり，

①スライド台車及び固定架台，②モノレール台車

で構成される。スライド台車に固定された緊張ジ

ャッキは，モノレール台車に搭載され，桁内橋軸方

向を電動モノレールで運搬する。緊張箇所に到達

すると，予め設置した固定架台に，スライド台車を

横引きして乗り移らせ，スライド台車の油圧操作

で定着突起にセットする。

モノレール動線の最狭部である横桁の遊間は，わ

ずか 800mm しかないため，モノレール及び台車の

設計に苦慮した。以下に，各設備の詳細を示す。

(1) スライド台車及び固定架台

スライド台車及び固定架台は，動作ごとにモジ

ュール化された 5 階建てのフレームで構成される

（図-12）。各モジュールは，横引き→前後スライド

→ピッチ回転→上下スライドの動作を担い，斜吊

材の角度に容易に追従させることができる。横引

きは人力で無理なく動作し，ピッチ回転と前後・上

写真-6 移動作業車の移動状況 

図-12 スライド台車及び固定架台のモジュール構成

図-11 緊張ジャッキ運搬台車概要 
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下のスライドには油圧シリンダを用いている。

(2) モノレール台車

モノレール台車（写真-7）は，桁内空間で運行する

ため，電動モノレールを採用した。レールに沿って

配線したトロリー線から給電され，ラックピニオ

ンとモータ駆動により，最大傾斜 36°の桁内を走

行する。往復運搬できるよう，運転席を回転させて

バック走行も可能で，カメラとバックモニタで死

角をカバーする。その他，安全面に配慮し，人，モ

ノへの接触防止用光電センサや，駆動モータとは

別系統の非常ブレーキを装備した。

5.2 斜吊材緊張実績

(1) 斜吊材緊張手順

斜吊材の緊張状況を写真-8 に示す。手順は，①

モノレール台車で緊張箇所へ到着，②スライド台

車を固定架台位置まで横引き後，前後方向へスラ

イドし，③回転フレームで斜吊材と緊張ジャッキ

を平行に合わせ，上下スライドで定着突起へ近づ

け，緊張作業を行う。

(2) 斜吊材緊張実績

運搬・セット・緊張まで一連の作業における，緊

張ジャッキ運搬台車を導入したことによる省力化

の効果を表-4 に示す。チェーンブロック等を使用

して人力でジャッキを操作した過去の類似作業と

比較して所要時間を 30%，必要人工を 50%削減で

きた。また，人力作業を削減したことにより，作業

員が緊張ジャッキ周辺に立ち入る場面を減らすこ

とができ，安全性も向上した。

６．まとめ 

本稿では国内最大規模の鋼・コンクリートバラ

ンスドアーチ橋である河内川橋において，新規開

発した超大型可変式アーチリブ移動作業車と緊張

ジャッキ運搬台車の構造及び作業実績を報告した。

アーチリブの構築は順調に推移しており，大ブロ

ック化伴うメリットを最大限に生かした移動作業

車により施工の合理化を実現している。また，緊

張ジャッキ運搬台車の導入により重量物を扱う人

力作業を減らし，省力化と合わせて安全性の向上

にも貢献した。本稿が今後の同種工事を行う際の

一助になれば幸いである。

参考文献 

1) 山崎啓治ほか：鋼・コンクリート複合バランスドアーチ

橋の設計，プレストレストコンクリート，Vol.65，No.1
，p.9～16, 2023.1

写真-7 モノレール台車 

写真-8 斜吊材緊張状況 

表-4 緊張ジャッキ運搬台車導入による削減効果 

項目 人力による従来工法 * 緊張ジャッキ運搬台車 削減効果
所要時間 3日 2日 ▲30％
必要人工 8人 4人 ▲50％

*過去類似条件の緊張作業による実績ベース（チェンブロックによる吊上げセット）
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13．模擬地盤供試体を用いた切削実験による 

シールドマシン用カッタビットの材種選定に関する研究

呉工業高等専門学校 ○森田 和也，重松 尚久

大成建設株式会社   森田 泰司 

株式会社丸和技研  佐々木 誠，中濱 和久，嘉屋 文康 

１．はじめに 

シールド工法に使用されるシールドマシンには，

カッタビット（以後，ビットと呼ぶ）が前面部に配

置されており，それが地盤を掘削している。現在，

シールド工法は長距離掘削や転石・礫混じり地盤

および岩盤層での施工例が増大しており，そのよ

うな施工環境下においては，施工中に地盤内の礫

や転石との接触によって，ビット先端に付いてい

る超硬チップ（以後，チップと呼ぶ）が破損し，掘

削能力の低下を引き起こす 1)。シールド工法で主

に用いられているチップの材種は， JIS M3916
（2013 年廃止）の「鉱山工具用超硬チップ」の規

格で，主に E5（HRA  86.0・抗折力 2.0GPa）と呼

ばれる材種を使用している。しかし，このチップの

規格は削岩機に使用するチップの規格であり，チ

ップに作用する外力特性はシールドマシンのビッ

トと大きく異なる。そのため，転石等によってチッ

プに損傷が起こるメカニズムを解明し，新しいチ

ップの規格を定めていく必要がある。

本来，チップの硬さによる耐摩耗性と破壊靭性

は相反する関係にある。そこで，理想の材料として，

掘削による摩耗量が少なく，チップに割れや欠け

が起きづらいチップの材料選定を進めている。本

研究では，超硬メーカーが規定しているチップの

中から，硬さの値が異なる 5 つの材種を抽出し，

各種実験を行ってきた 2）,3）,4）。今回の実験ではト

ンネル掘削時の地盤内の状況を再現した供試体を

ビットによって切削し，その際に各ビットに作用

する垂直力・トルク・ひずみを測定し，欠損特性評

価を行った。

２．シールドマシン用ビットの問題点 

掘削中におけるビットの損傷には礫や転石との

接触によるチップの欠損と，掘削によるビットの

摩耗の 2 つがある。これらがビットの掘削能力の

低下を引き起こし，工期の長期化や工事費用の増

加につながることが問題となっている。 
写真-１に礫層地盤・砂層地盤掘削後のビットの

例を示す。礫層での掘削では，地盤内の転石などに

接触する回数が多く，チップの先が割れるように

して破損している。このように，チップに欠損が起

きると掘削能力が大きく低下し，掘削不能となる。

対して，砂層では礫層の掘削時と異なり，チップに

大きな欠損は見られないが，チップの中央部と母

材が摩耗し，削られている。これは，ビットが施工

中に砂層での掘削を行ったことで，掘削した直後

の砂がビット背面に接触し，すり減る背面摩耗と

呼ばれる現象が起き，チップと母材が摩耗してこ

のような状態となった。このようなチップの欠損

と摩耗はシールドマシンの掘削能力に大きく関与

するため，欠損と摩耗の両方に強いチップが求め

られている。 

３．実験詳細 

3.1 実験用ビット 

表-1に実験で用いた CASE ごとのチップの硬さを

示す。硬さの値が大きい CASE ほどチップは硬く，

表-１ 実験用チップの硬さ 

写真-１ 地盤掘削後のビット例 

礫層 砂層 
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掘削中の耐摩耗性に優れる。しかし，衝撃に弱くチ

ップに欠損が起きやすいと考えられている。実験

用ビットは硬さの異なる5種類のチップを用いた。

なお，CASE4 が E5，CASE3 が E3 規格の材種であ

る。実験数は各 6 個，そのうち 2 個ずつひずみ計

測を実施した。図-１に実験で使用したビットの形

状とひずみゲージ貼付位置を示す。SS400 を用い

た母材の先端にチップをろう付けしたビットを使

用した。ビットの形状は高さ 60 mm，幅 50 mm，

奥行き 65 mm であり，ビットに付けたチップの体

積は 24,293.7 mm3 である。また，切削実験中のビ

ットとチップ表面の挙動を測定するために，1 軸ひ

ずみゲージを母材下面に 1 枚貼付し，2 軸ひずみ

ゲージをチップ前面に 2 枚貼付した。 
3.2 実験装置と供試体 

図-２に実験装置概要図を示す。 実験装置の寸

法は高さ 1,750 mm，幅 700 mm，奥行き 700 mm で

ある。実験装置には直径 400 mm，厚さ 10 mm の

鋼製円盤のターンテーブルと回転を行うためのモ

ーター，垂直力とトルクを測定するロードセル（許

容垂直力 50 kN，許容トルク 2 kN・m）と荷重を制

御できる油圧シリンダが付いている。また，ビット

とロードセルの間にはビット取付治具を設置し，

ボルトによって固定した。 
供試体は，全体の 1/8 の大きさの花崗岩を入れた

型枠にモルタルを打設することで，礫を含む地盤

内を切削するビットに近い状況を再現した。モル

タルを同じ配合設計で 2 回に分けて打設し，4 週

間圧縮強度は 49.1N/mm2 と 43.2N/mm2 となった。

また，花崗岩の圧縮強度は 177.0N/mm2である。

3.3 実験方法

図-３に実験イメージ図を示す。実験では油圧シ

リンダによって荷重を 25.0kN に設定し，ターンテ

ーブルによって 2rpm の速度で回転させた供試体

にビット中心と供試体中心の距離が 50mm となる

位置のモルタル上にビットを押し付けた。切削範

囲はモルタル上から花崗岩へ乗り上げ，通過する

までとし，実験中に生じた垂直力・トルク・ひずみ

を測定した。また，今回の実験では，ビットの割れ

を再現するために花崗岩を供試体から取り外し，

花崗岩の下に鉄板を入れてモルタルに対し 5mm
の段差を作った状態で切削を行った。

４．結果と考察 

4.1 各 CASEの欠損 
表-２に各 CASE の欠損が起きたビットと起き

ていないビットの個数及び欠損の起きた確率を示

す。最も硬い CASE1，そして CASE3 は実験によっ

てチップに欠損が起きた回数が最も多く，欠損確

率は 80%を超えた。その他の CASE では CASE2，
CASE4，CASE5 の順に欠損が起こる確率が低くな

り，特に CASE5 は欠損が起きづらかった。このこ

とから，チップが軟らかいほど欠損の起こる確率

は低くなる傾向にあると言える。 

図-３ 実験イメージ図 

図-１ 実験用ビット寸法と 

ひずみゲージ貼付位置 

図-２ 実験装置概要図 

表-２ 各 CASEの欠損確率 
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表-3 にチップに起きた欠損が最大・最小となっ

たビットを CASE ごとに示す。なお，CASE5 は 1
体しか欠損が起きなかったため，欠損が最大のも

ののみとなっている。欠損が小さかったチップを

CASE ごとに比較すると，CASE1 はチップの割れ

が最も大きく，チップ右側（外側）が根元まで欠損

し，その他の CASE ではチップ右上のみが小さく

割れた。割れの大きかったチップを CASE ごとに

比較すると，CASE1 のビットはチップ前面のほと

んどが破損しており，他の CASE に比べてチップ

の欠損の度合が激しいことが分かる。 
図-４に欠損体積率と硬さの関係を各 CASE の

平均値で示す。なお，欠損体積率は欠損が起きたチ

ップの体積と元のチップの体積との比とする。 
CASE1 は欠損体積率の平均値が約 50%であり，他

のCASEに比べ 4倍以上の大きさであった。また，

チップ全体の 70%以上が欠けたビットもあった。

CASE2，CASE3，CASE4 の欠損体積率は CASE1 と
違い，どれも 10%前後であり，欠損体積率の差は

あまり見られなかった。CASE5 は 1 個のビットし

か欠損が起きていないが，その欠損体積率は他の

CASE の平均値を下回った。

これらの結果より，最も硬い CASE1 は欠損が起

きる確率が高く，欠損の度合も激しくなる傾向に

あり，対して最も軟らかい CASE5 は欠損が起きる

確率が低く，欠損の度合も小さい傾向にあること

が分かる。また，CASE2 ，CASE3，CASE4 は欠損

の起きる確率に多少の違いはあるが，欠損体積率

はほぼ同等なため，硬さの違いによる欠損体積率

の差は CASE2~CASE4 の間にほぼ無いと言える。 
4.2 時間ごとの垂直力・トルク 

一例として，図-５に CASE2 における時間と垂

直力の関係を欠損の有無で分けて示す。垂直力は

実験装置によって制御しており，常に一定の荷重

をかけているが，供試体上に作った段差によって

切削中にロードセルにかかる負担が増減し，値が

時間ごとに変化した。時間における垂直力の値は，

どの CASE も欠損の有無に関わらず同様の変化を

示した。まず，垂直力はビットを供試体へ押し付け

た瞬間に大きく増加したが，その後のモルタル上

での切削では 25kN 前後に収束した。ビットが花崗

岩を切削し，花崗岩上に乗り上げると垂直力は急

激に増加して実験中最大の値となり，その後の花

崗岩上の切削中に生じた垂直力はモルタル上より

も大きいものとなった。ビットが花崗岩に乗り上

げて垂直力が最大の値となった約 3 秒後に垂直力

は急激に減少しているが，これはビットが花崗岩

を通り過ぎてモルタル上に移った瞬間に計測され

た値であり，花崗岩とモルタルの間にある段差を

ビットが落ちる際にロードセルにかかる負荷が一

時的に消えたため，垂直力は一時的に大きく減少 図-５ 計測時間における垂直力値（CASE2） 

図-４ 各 CASEの欠損体積率 

表-３ 各 CASEの欠損の大きさの比較 
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したと考えられる。すべての CASE でモルタル上

での切削は垂直力が 25kN 前後に収束したため，実

験装置によって全てのビットに同等の荷重で実験

を行うことができていたと言える。 
図-６に CASE2 における時間とトルクの関係を

欠損の有無で分けて示す。トルクは花崗岩に接触

した瞬間から徐々に増加し，花崗岩切削時に最大

となった。トルクも垂直力と同様に，時間による値

の変化にビットの欠損の有無による差は見られず，

供試体上でのビットによる切削量によって変化し

た。また，花崗岩上ではモルタル上よりもトルクの

値が大きくなり，値の増減も激しくなる傾向があ

ったが，これは花崗岩上に乗り上げ垂直力が増加

したことによって，ビットによる花崗岩の切削量

が増えたからだと考えられる。 
4.3 各 CASEの最大トルク 

図-７に各CASEの最大トルクとその平均値を示

す。各 CASE の平均値を見ると，チップが軟らか

くなるにつれて最大トルクは増加傾向にあった。

また，CASE1 から CASE3 においては，最大トルク

が 2500N・m を超えると必ず欠損が起きたが，チ

ップの靭性が大きい CASE4 と CASE5 は最大トル

クが 2500N・m を超えても欠損が起きていないも

のが存在した。このことから，チップが軟らかいほ

どトルクによる負荷に耐えることができると考え

られる。

4.4チップに生じたひずみ

図-８に花崗岩切削時のチップ内側・外側におけ

る鉛直方向のひずみの増加率を示す。花崗岩切削

時にひずみは増加し，その増加率は欠損が起きた

チップ外側が大きくなる傾向にあったため，チッ

プの欠損はひずみの急激な増加によって起きたと

考えられる。また，他の CASE と違い，チップ前

面が大きく欠損した CASE1 は，内側のひずみの値

も大きく増加した。このことから，増加率が 200％
を超えると欠損が生じる可能性が高くなる傾向に

あると言える。

5．まとめ 

1)チップが軟らかいほど，欠損の起こる確率は低

くなる傾向にある。

2）CASE1 は欠損が起きた場合の欠損体積率が他の

CASE よりも 4 倍以上大きく，CASE5 は最も小

さくなった。しかし，CASE2 から CASE4 に欠損

体積率の違いがあまり見られなかった。 

3)軟らかいチップほど大きいトルクに耐えられる

傾向にある

4)ひずみの急増がチップの割れを引き起こした。

また，今回は実験数が各 6 個であったため，今

後追加実験を行い実験結果の精度を向上させる必

要がある。 
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14．鉄骨プラズマ切断装置を用いた環境配慮型超高層建物解体工法 

清水建設株式会社 ○ 谷 卓

清水建設株式会社 西村 淳

清水建設株式会社 佐藤 良史

１．はじめに 

近年，高度成長期後半から建造された超高層建

物が更新期を迎えており，超高層建物を解体する

事例が増えている．建物の解体方法は図-1 に示す

建物の最上階に解体重機を乗せて解体する階上解

体工法と，図-2 に示すブロック状に切断した躯体

をタワークレーンで吊り降ろすブロック解体工法

に大別される．階上解体工法は解体材の飛来・落下

リスクや，荷降ろしが煩雑になるなどの課題があ

るため，超高層建物の解体工事ではブロック解体

工法が主に採用される。超高層建物のブロック解

体工事では，柱や梁の鉄骨切断量が多く，図-3 や

図-4 に示す鉄骨のガス切断作業に時間を要するこ

とから，工事の長期化やコストの増加が課題であ

った．ガス切断工の逼迫もこの課題をより大きく

している．また，ガス切断は切断用ガスボンベを大

量に使用し，輸送や搬出入の作業が発生すること

も課題であった．更に，切断ガスボンベの輸送で

CO2を排出するだけでなく，アセチレンやプロパン

といった切断ガスの燃焼によって CO2 を排出する

ことも課題であった．この課題解決に対し，鉄骨を

プラズマ切断する方法が挙げられ，鉄骨切断の高

速化や CO2 排出量削減といったメリットがあり 1)，

ブロック解体工法の効率化や環境負荷低減が期待

できる．一方でプラズマ切断は，切断状況に合わせ

た切断速度の調整や，切断トーチと切断部材との

距離を一定に保つことが必要であることから，人

による切断作業では扱いづらいことが課題となっ

ている 2)．そのため人による作業割合が高い建設

現場では使用される事例が少ない．既往の文献に

おいて，ブロック解体工法の適用事例が報告され

ているが 3)4)，プラズマ切断による鉄骨切断の報告

はない．

本報では，超高層建物の解体工事の効率化に向

け，人による作業の割合が高い建設現場で使用し

やすい鉄骨プラズマ切断方法について検討し，従

来のブロック解体工法に対する生産性向上と環境

負荷低減の効果を検証した． 

２．鉄骨プラズマ切断方法の検討 

2.1 切断条件と切断方法の検討 

 プラズマ切断をブロック解体工事に適用する上

で，人による切断作業では扱いづらい特徴を鑑み

て，切断作業を自動化した装置として適用する方

法を採用した．機械装置をブロック解体に適用す

るには，他の作業との混在によって作業効率が低

下することが予想されたので，占用の作業階で切

断装置を使用するものとした．この作業階は，躯体

ブロックを吊り取る最上階は作業が混在するため，

下層階への設定を想定した．そのためこの鉄骨先

行切断では，作業階より上階の荷重を支えられる

だけ鉄骨を切り残すようにした． 

2.2 梁鉄骨の切断装置の検討 

上記条件を満たす梁鉄骨の切断装置として，図-

5 に示す切断ユニットを考案し，図-6 に示す装置

を設計製作して切断実験を実施した．機器構成を

図-7 に示す．装置は切断ユニットと制御ユニット

で構成し，切断ユニットは固定部と切断部から構

成した．切断ユニットはフォークリフトによるハ

図-1 階上解体工法 図-2 ブロック解体工法 

図-3 梁のガス切断 図-4 柱のガス切断 
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ンドリングが可能で，固定部に設置した空気式ク

ランプによって梁鉄骨の下フランジに固定できる．

切断部は 1 次元のレーザ距離センサによって梁鉄

骨の位置を認識し，3つのモータ駆動軸によってプ

ラズマ切断トーチを動作させ，下フランジとウェ

ブを切断する．切断トーチは鉄骨との距離を一定

に保つ必要があるため，トーチ部にガイドローラ

とバネ等の押し付け機構を搭載し，鉄骨から一定

の距離を保ってトーチを動作させた．切断トーチ

の動作は切断する梁鉄骨の形状によって変化させ

る必要があるため，鉄骨の形状毎に位置や速度の

動作パラメータ設定した．パラメータは代表的な

梁鉄骨の形状で実験を行い，近似することで決定

した．固定部と切断部は回転可能に結合し，梁鉄骨

の切断角度が手動で変更できる．制御ユニットに

は，制御装置，プラズマ切断機，プラズマ切断用の

エアコンプレッサを配置している．駆動部の制御

は制御装置によって行い，制御装置に Wi-Fi によ

って無線接続されたタブレット端末から操作でき

る．プラズマ切断機は Panasonic 製 YP080PF3，コ

ンプレッサはアネスト岩田製TFP22CF-10を採用し

た．

2.3 柱鉄骨の切断装置の検討 

鉄骨プラズマ切断装置は，切断ユニットを柱切

断架台に接続することで，柱の先行切断も可能と

した．柱切断時の切断ユニットを図-8 に，実際に

製作した装置を図-9 に示す．切断ユニットの切断

部を手動で直角に傾け，1 台の柱切断架台に 2 台

の切断ユニットを接続すると，切断トーチを柱全

周に移動できる．柱切断架台もフォークリフトに

よるハンドリングが可能で，柱に設置して切断を

行う．切断動作は，梁と同様に 1 次元のレーザセ

ンサによって柱鉄骨の位置を認識し，3つのモータ

駆動軸によってプラズマ切断トーチを動作させ，

ガイドローラとバネ等の押し付け機構によって鉄

骨から一定の距離を保ってトーチを動作させるこ

とで，鉄骨柱角部を L 字型に切断する．鉄骨の形

状毎に位置や速度の動作パラメータを持つことや， 

制御ユニットに無線接続されたタブレット端末か

図-7 機器構成 

図-6 プラズマ切断装置の切断実験(梁切断) 

図-5 プラズマ切断装置の切断ユニット概略図(梁切断) 

図-8 プラズマ切断装置の切断ユニット概略図(柱切断) 

図-9 プラズマ切断装置の切断実験(柱切断) 
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ら操作することも梁切断と同様である．各動作パ

ラメータも梁と同様に代表実験とその近似によっ

て決定した．

３．現場適用 

3.1 現場適用の目的と概要 

 鉄骨プラズマ切断装置の効果を検証するため，

高さ 142.2m の超高層建物の解体現場に適用した．

適用した建物の概要を表 1 の通りである．本建物

は都市部の人口密集地域にあり，大型幹線道路に

面することから，周辺環境への配慮と安全性の向

上を図る必要があった． 

そこで，ブロック解体工法を採用し，鉄骨プラズ

マ切断装置を使用することで，その生産性向上と

環境負荷低減の効果を検証した．各階の作業内容

を図-10 に示す．切断した躯体ブロックを吊り取る

最上階を N階とする．N-6階以下で，躯体切断位置

の墨出しを墨出しロボットによって行った．N-5階

は鉄骨プラズマ切断装置を適用し，柱や梁の鉄骨

先行切断を行った．前述の通り，他の作業と混在し

ないことで作業を効率化させた．切断位置の確認

はタブレット端末を用いて ARで実施した．N-4 階

では切断した躯体を支える支保工を設置した．N-3

階では外装のガラスとアルミカーテンウォールの

取り外しを行った．N-2 階はロードカッターで床の

切断を行った．またこの階には盛替可能な外周養

生の架台を設置した．N-1階は鉄骨の切り残しをガ

ス切断し，N階で躯体ブロックをタワークレーンで

吊り取った．500t・m タワークレーンを 2 機設置

し，20t弱の大型躯体ブロックの揚重を可能にした． 

3.2 現場適用効果 

プラズマ切断装置は，フォークリフトによるハ

ンドリングを考慮して，設置しにくい部材を除く

31階から 3階の梁 1,789箇所，柱 338箇所に適用

した．切断装置の適用状況を図-11と図-12に示す．

適用実積より，プラズマ切断装置による切断は，ガ

ス切断に比べて約 30%高速であることが分かった．

また，ガス切断する場合に使用予定だった 50kgプ

ロパンボンベを 23 本，40l 酸素ボンベを 869本削

減した．ガスボンベの削減は，その搬出入作業や盛

替作業を削減するため，作業の歩掛り向上にも寄

与した．さらに，タブレット端末を用いた ARで切

断位置を可視化して作業指示を行い，ペーパーレ

スで作業を完了した．AR による作業指示も，切断

位置の確認が効率化されるため，歩掛り向上に寄

与した．AR による切断箇所可視化状況を図-13 に

示す．これらの効果を合算した結果として，各階の

プラズマ切断に掛かった作業人工を図-14に，同じ

切断箇所をガス切断した場合に掛かる各階の作業

人工を図-15に示す．これはガスボンベの搬出入作

表-1 解体建物の概要 

竣工時期 1981年1月(解体着工時築41年)

用途 事務所，店舗，ホール，駐車場

最高高さ 142.2m

階数 地上32階，地下4階，塔屋2階

構造 地上S造，地下SRC造

延床面積 134,974㎡

図-10 各階の解体作業 

図-11 プラズマ切断装置の現場適用(梁切断) 

図-12 プラズマ切断装置の現場適用(柱切断) 
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業や盛替作業も含んでいる．プラズマ切断箇所を

ガス切断した場合に掛かった作業人工とプラズマ

切断に掛かった作業人工の差から，図-16に示すと

おり，プラズマ切断による省人化効果を算出し，

329 人工分のガス切断作業を 105 人工でプラズマ

切断して省人化率は 68%であった．更に，ガス切断

工の逼迫もあり，切断作業の高速化と省人化によ

って，21 日の工程短縮も実現した．これらの生産

性向上効果と工程短縮効果をコスト換算し，プラ

ズマ切断装置製造コストを差し引いた結果，対象

工事において約 30%のコスト削減効果があること

を確認した． 

CO2 排出量は，炭酸ガス燃焼削減によって 3.6t，

ガスボンベの搬出入作業削減によって1.9t減少し，

プラズマ切断の電気使用によって 1.4t 増加した．

合わせて 4.1t 削減となり，削減率は約 75%であっ

た． 

４．おわりに 

超高層建物解体工事の効率化と環境負荷低減に

向け，人による作業の割合が高い建設現場で使用

しやすい鉄骨プラズマ切断方法を確立することを

目的として，建設現場の鉄骨先行切断専用装置を

開発し，その仕様を示した．本装置を超高層建物解

体工事に適用し，鉄骨プラズマ切断装置を用いた

ブロック解体工法の有用性を確認し，従来のブロ

ック解体工法に対する生産性向上と環境負荷低減

の効果を検証した． 
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図-13 タブレット端末の AR による 
鉄骨先行切断位置の可視化

図-14 プラズマ切断の作業人工 

図-15 プラズマ切断箇所を 
ガス切断した場合の作業人工

図-16 プラズマ切断による省人化効果 
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15．施工のオートメーション化に向けた取り組み 

～建設機械施工の自動化・遠隔化技術の普及に向けて～ 

国土交通省大臣官房参事官（イノベーション）グループ施工企画室 ○ 大野 慎也 

 中根  亨 

１． はじめに 

国土交通省では、2016 年に建設現場の生産性向

上の取り組みとして、ICT 施工や、設計・施工にお

けるデジタル技術の積極的活用など、 1)i-

Construction を進めてきた。2024 年には 2)i-

Construction2.0 を掲げ、より少ない人数で、生産

性の高い建設現場を実現するべく、取組を一層推

進してい くことと している。（図 - １ ） i-

Construction2.0 の取組では、i-Construction の

取組を深化させ、「施工のオートメーション化」「デ

ータ連携のオートメーション化」「施工管理のオー

トメーション化」の３つを柱としている。中でも

「施工のオートメーション化」では、一人当たりの

生産能力を向上するため、各種センサにより現場

の情報を取得し、AI などを活用して自動的に作成

された施工計画に基づき、一人のオペレータが複

数の建設機械の動作を管理することを目指してい

る。「施工のオートメーション化」を推進するため

の最もコアな技術の一つとして、建設機械施工の

自動化・遠隔化技術が期待されている。この技術に

より、人が搭乗していない建設機械があらかじめ

最適化された施工計画に基づき自動的・自律的に

稼働することで、より安全に、少ない人数で工事を

進めることが可能となる。

図－１ i-Construction2.0 の全体像 

建設機械施工の自動化技術の現状として、自動化

施工の実施者が各々で検討したルールに基づいて

実施している。これらの新しい技術に対しては、安

全 や開発面での統一的な基準がなく、分野横断的

に検討すべき項目が多く存在するが、そのような

議論は従来ほとんど行われておらず、現場導入に

向けた環境も求められている。そこで、国土交通省

では令和３年度に「建設機械施工の自動化・自律化

協議会」（以下、「協議会」という）を設置し、関係

する業界、行政機関及び有識者の参画のもと、議論

を進めてきた。（図-２）本稿では、協議会における

自動施工の安全ルールの策定に加え、国土交通省

における建設機械施工の自動化・遠隔化技術の普

及についてこれまでの経過と今後の展望を述べる。 

図－３ 建設機械施工の自動化・自律化協議会の体制

２．自動施工における安全ルールの策定 

 自動施工の現場適用においては、現場毎にゼロ

から安全対策を検討する必要が生じており、どの

程度の水準の対策が必要であるか判断する基準が

ないため、関係者との調整に時間を要する他、現場

毎に安全対策の水準にばらつきが生じたりする等

の課題がある。また、有人の施工現場を前提とした

既存のルールを自動・遠隔施工の現場にそのまま
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準用すると、過剰な安全対策を講じなければなら

なくなる懸念がある。

上記を踏まえ、自動・遠隔施工の普及促進を図るた

めには、この特徴に即した標準的な安全ルールを

策定することが必要である。

安全ルールは、「自動・遠隔施工を実施する施工会

社が、安全対策を検討する上で参照する資料」とし

て位置づけられるものとしている。

また、あらゆる条件の現場で講じるべき全ての安

全対策を列挙することは事実上不可能であること

から、条件の異なる現場においても共通的に講じ

るべき安全対策を示す性質のものとして策定した。 
策定にあたっては、標準的な安全ルールや現場適

用に向けた効果と課題を検証するための現場検証

を実施した。

検証技術は、自動・遠隔施工に必要となる機能や性

能を追加装備する技術を対象としており、既存の

各種センサ類の組合せに加え、専用ソフトや制御

システム等、多種多様な要素技術を含む（例：安全

技術、動作・操作関連技術、周辺環境認知技術、通

信技術 等）。（図-３）

図－３ 自動施工における安全ルール Ver.1.0 

2.1 エリア分けについて 

安全ルールでは、自動施工を行う区域を「エリア」

とし、人や立ち入り制限を目的に「エリア」を次の

3 つの区域で構成されることとした。 
「無人エリア」：自動施工を行うため、原則とし

て作業員、建設機械オペレータ、有人建設機械など

が立ち入らないエリア

「立入制限エリア」：自動建設機械が予期しない

動作を行った場合においても、自動建設機械がそ

の範囲を逸脱せず、原則として人が立ち入らない

エリア

「有人エリア」：人が搭乗した建設機械が施工を

行い、原則として自動建設機械及び遠隔建設機械

が立ち入らない

有人ダンプトラックによる土砂の積み下ろしなど、

有人建設機械が一時的に立ち入ることを考慮し、

有人エリア、立入制限エリア、無人エリアの境界に

「中継区域」を設定する。本区域は、建設機械に登

場しない作業員は立ち入らないものとし、また、オ

ペレータは有人建設機械から降車しないものとす

る。

2.2 その他の安全ルール 

必要な保護方策の内容や担い手が従来の有人施

工と異なることから、自動・遠隔施工の担当者を

「製造者等」・「販売者等」・「施工者等」・「使用者等」

と定義し、それぞれがどのような保護方策を担う

かを整理している。

そして、自動・遠隔施工における安全方策を、自動

施工中の安全を確保するための安全方策（「自動施

工における安全方策」）と使用する自動建設機械や

設備に求める安全方策（「自動建設機械や設備に求

める安全方策に必要な機能」に分け示した。

「自動施工における安全方策」：施工者等は、「無人

エリア」「有人エリア」「立入制限エリア」 を必要

に応じて設定しなければならないとし、各エリア

内の安全管理と運用について示している。

「自動建設機械や設備に求める安全方策に必要な

機能」：主に自動施工実施者が、自動施工の実施に

あたり、使用する自動建設機械や設備に求める安

全方策に必要な機能を示している。

主に、非常停止システム・自動停止などのイレギュ

ラーな事態が発生した場合に停止する機能を自動

施工実施者は具備することとし、その他、表示灯等

で示す情報の具備や人・障害物検知機能の仕様、無

線通信網についても整理した。

2.3 「安全ルール」の改良と、「機能要件」の策定 

技術の発展に伴い安全ルールが陳腐化すること

を防ぐため、安全ルール策定後も安全・基本設定

WG にてフォローアップを継続していく。そのた

め、実際に適用している施工現場の調査・ヒアリン

グ等を行い、そこで得られた知見に基づき、安全ル

ールの改定や対象の拡大を図っていく。

安全ルールでは、「自動建設機械や設備に求める

安全方策に必要な機能」として、自動施工の実施に

あたり、使用する自動建設機械や設備に求める安

全方策に必要な機能を示している。これらの機能

を基準値的に詳細に既定するのが望ましいかの調

査・検討を含め、自動施工における機能要件のあり

方を議論していく。（図-４） 
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図－４ 自動施工の「安全ルール」と「機械の機能要件」 

2.4 自動化・遠隔化技術の現場検証の実施方針 

 令和６年度は、安全ルールの妥当性の確認と先

述の自動施工における機能要件策定についての検

討材料とするため「建設機械施工の自動化・遠隔化

技術の現場検証」を実施する。

検証の流れは下記のとおり規定している。

①検証の参加者は、事前に具体的な実施内容を記

載した検証計画書を作成。

②建設DX実験フィールド、参加者保有のヤード、

施工中の現場等で検証を実施。

③検証結果を報告書として参加者がとりまとめ、

WG に共有。

④解決が必要な課題については WG の知見を活用

し、議論を通じて安全ルールの形成。

⑤次のステップに進み、検証と解決をスパイラル

アップ。

３．自動施工コーディネーターの育成 

 自動化技術は、技術開発の途上にあり、中小建設

業者には技術そのものや導入のノウハウが無いこ

とから、国内外を含め実現場への適用事例はごく

限られている。一方、国内外の建設機械メーカ、大

手建設企業だけでなく、スタートアップを含むソ

フトウェアベンダーなど建設分野以外の企業が参

入するなど、新たな市場が形成され始めている。

 通常の施工では、施工に際して施工計画や資機

材手配などの調整・調達・監督・運用を工程に沿っ

てそれぞれの専門性を持った関係者と調整しなが

ら工事を進めることが一般的である。一方、自動施

工の導入においても基本的な工事の進め方は同様

であるが、自動施工においては自動化建機や自動

化システムに精通した専門家との調整も自動化施

工においては重要となる。これらの自動化技術に

ついて熟知し、さらに施工についても知識のある

人材は限られているのが現状である。自動化技術

の市場が形成されつつある現状において、自動化

技術およびその専門家と工事現場の橋渡し役を担

い、自動化技術による施工現場の生産性向上のキ

ーマンとなる人材を「自動施工コーディネーター」

とし、育成していく。（図-５）

図－５ 自動施工コーディネーターの育成

3.1 育成プログラムの検討 

 施工・自動建設機械・システム・通信設備等の知

識・情報を持ち、各関係者との調整を担うことが可

能な人材を「自動施工コーディネーター」として育

成し、これまで自動施工の導入に踏み切れなかっ

た中小の建設企業への普及促進を図る。

 具体的には、自動施工に必要な知識・技能を技術

の最新動向を踏まえながら網羅的に調査・整理す

るとともに、関係企業が社内で人材育成を可能と

するための講習等に使用する人材育成プログラム

を作成する

3.2 自動施工導入シミュレータの開発の検討 

自動施工の導入にあたっては、初期コストやシ

ステム等の運用コスト等の一時的な負担増が避け

られない一方、施工の効率化や現場の省人化等の

効果があるため、トータルで導入の要否を判断す

ることが必要であるが、自社で技術や機材を所有

していない中小建設会社にとってはハードルが高

い。

 自動施工を導入した場合のコストや効果を試算

可能な「自動施工導入シミュレータ」を開発し施工

業者に提供することにより、これまで自動施工の

導入に踏み切れなかった中小の建設企業への普及

促進を図る。

3.3 自動施工導入データベースの構築の検討 

自動施工の普及に向けた自動施工コーディネー

ターの育成や自動施工導入シミュレータの開発に

あたっては、自動建設機械やその管理・運用システ

ム、また自動施工を含む施工履歴データ等の情報

を集積・蓄積し、利用可能な環境が必要である。

 施工・自動建設機械・システム・通信設備等の情

報を一元的に集約し、施工者や開発者等、誰もが容

易に情報を取得可能なデータベースを構築する
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４．遠隔施工の取組 

 遠隔施工においては、i-Construction2.0 の中

の「施工のオートメーション化」において、短期

的には「砂防現場における活用拡大」をビジョン

として示している。これまで遠隔施工技術は災害

現場等の二次災害のリスクが懸念される現場にて

導入が進められてきており、災害現場での使用や、

一部の工事現場において個別かつ試験的な導入に

とどまっている。遠隔化技術は、安全で快適な場

所からの建設機械の操作を可能にすることから、

女性や高齢者でも働きやすい環境の整備が期待さ

れている。この遠隔施工技術を一般建設現場にお

ける実装を推進していく。基準類の策定や砂防現

場における試行等を実施していく。

５．今後の自動施工の進め方 

 自動施工においては、i-Construction2.0 の中

の「施工のオートメーション化」において大規模

現場での自動施工の実現を目指し、短期的には「安

全ルール、施工管理要領等の技術基準類の策定」

や「ダム施工現場等での導入拡大」をビジョンと

して示している。自動施工技術の普及については、

自社開発等により先進的な取組を実施し現場での

導入の拡大を目指す「リーダー」と技術面や開発

資金面に課題があるが、自動施工に関心があり現

場に導入したいと考えている「フォロワー」の対

応を検討している。「リーダー」向けでは、現状自

動施工における統一的な基準等がないことから各

施工者は手探り状態で現場での施工を進めている。

安全ルールや技術基準を整備し自動化技術を積極

的に導入する施工者の後押しをする。また「フォ

ロワー」向けでは、自動施工機器の普及によって、

自動化技術を現場に導入しやすくする。

これらの機器については市場が形成されつつある

が、これをさらに加速させるために建設機械の制

御信号を共通化し、これら機器の開発ハードルを

下げ、機器の市場導入が活性化されることを期待

している。

６．おわりに 

 本稿では、自動化施工の安全ルールの策定、自

動施工を担う人材育成、遠隔施工における取組に

ついて紹介した。自動化・遠隔化技術の普及は、

生産年齢人口減少下においても将来にわたって社

会資本の整備・維持管理を持続するために必要な

施工能力の確保に不可欠である。これらの技術は

建設業における諸問題を自動化・遠隔化技術よっ

て解決を目指し、先進的な取組を行う技術者によ

り「試行」段階から「実現場適用」への移行段階に

ある。これを建設生産プロセスの変革期と捉え、

自動施工における社会実装と技術開発を推進して

いく。今後も、i-Construction2.0 が目指す目標で

ある 2040 年までに、建設現場の省人化の省人化 3
割、すなわち生産性 1.5 倍向上を目指して、自動

化・遠隔化技術の普及を進めていく。

参考文献 

1)国土交通省： i-Construction～建設現場の生産性革命～
2016.
https://www.mlit.go.jp/common/001127288.pdf
2)国土交通省：i-Construction 2.0 ～建設現場のオー

トメーション化～2024.
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/00173824
0.pdf

業務委託先の開示 

本報文にて報告した検討を実施するにあたり、基礎的な情

報収集及び資料整理の一部を日本建設機械施工協会及び先

端建設技術センターに業務委託して行った。
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16．ICT 施工 stageⅡ 

ICT 施工 stageⅡの取組について 

国土交通省大臣官房参事官（イノベーション） 

 グループ施工企画室       ○  櫻木 翔平

１．はじめに 

人口減少社会を迎え、担い手不足が深刻化して

いる中で、2016 年９月に開催された未来投資会議

において建設現場の生産性を2025年度までに２割

向上することを目指して国土交通省では i-

Construction の取組を開始した。取組を進めるに

あたり３つの施策をトップランナー施策として推

進することとした。具体的には、「１．建設現場に

おける調査・測量、設計、施工、検査等の建設生産

プロセスにおいて ICT を活用」「２．一連の生産工

程や維持管理を含めたプロセスの全体の最適化が

図れるよう、全体最適の考え方を導入し、サプライ

チェーンの効率化を目指す」「３．年度末に集中す

る工事量を平準化する」という、建設現場の生産性

向上を目的としたトップランナー施策である。

i-Construction の取組以降、３次元データや

ICT 建設機械の活用などデジタル技術の活用が一

般化した。i-Construction の取組を加速させ、一

人あたりの労働生産性を高め、抜本的な省人化対

策を進めていくよう、i-Construction 委員会の提

言に掲げられた「建設現場を最先端の工場へ」、「建

設現場へ最先端のサプライチェーンマネジメント

を導入」及び「建設現場の２つの「キセイ」の打破

と継続的な「カイゼン」」の視点を踏まえ、「施工の

オートメーション化」、「データ連携のオートメー

ション化」、「施工管理のオートメーション化」を３

本の柱とし、少ない人数で、安全に、快適な環境で

働く生産性の高い建設現場の実現を目指す。

本文では、i-Construction のトップランナー施

策の一つ ICT 施工から、次の段階の ICT 施工 stage

Ⅱへの取組に着目し報告する。 

２．ICT 施工の取組について 

i-Construction のトップランナー施策の一つ

ICT 施工は、起工測量から設計データ作成、施工、

出来形管理、納品に至る５つのプロセスで３次元

データを活用し施工を行う取組になる。UAV を活用

し現場の測量を行い、発注図面から作成した３次

元設計データと重ね合わせることで、土量などの

施工数量を算出するとともに、設計データを建設

機械の取り込み、作業装置を自動または半自動的

に動かすマシンコントロールや、ナビゲーション

的に作業装置を誘導するマシンガイダンスといっ

た ICT 建設機械を活用することで、作業の目印と

なる丁張りをかける必要もなく、水糸を張り手元

作業員が確認していた作業も必要なくなり、施工

の効率化と併せて作業人員の削減を図ることがで

きた。 

直轄土木工事の ICT 施工の実施率は年々増加し

てきており、2023 年度は公告件数の 87％で実施し

ている。都道府県・政令市における ICT 土工の公

告件数・実施件数ともに増加している結果が得ら

れた（表－1）。 

また、国発注の土木工事における、労務費の割合

を調査した結果が、円グラフ（図－1）である。 

i-Construction の取組により土工や橋梁、舗装、

地盤改良工等多くの工種で ICT 施工を取組み、コ

図-1 土木工事における発注工事種別の割合 

表-1 土木工事における ICT 施工の実施状況 
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ンクリート工ではプレキャストの積極的活用等規

格の標準化の取組を進めてきており、直近では ICT

施工によるコンクリート堰堤工の基準類も整備

（����年４月）したところである。

ICT 施工を実施したことによる効果がどの程度

あったのかという調査を実施した（図－２）。延べ

作業時間の縮減について調査を行った結果、起工

測量から出来形管理に至るまでの一連のプロセス

で土工では約３割の縮減効果が見られた。しかし、

近年この縮減効果は毎年約３割程度と横ばいであ

り、大きな割合を占める施工の部分においては起

工測量など他の段階に比べ縮減効果が小さいとい

う調査結果が得られた。そのため、新たな取組によ

り施工の更なる効率化が必要となった。 

３．ICT 施工 stageⅡについて 
 今までの ICT 施工は、StageⅠに示すように、UAV

や ICT 建設機械・機器類を活用し、バックホウで

の掘削や法面成型であったり、ブルドーザーでの

敷ならしなど、部分毎の作業を効率化した取組で

あった。 

次の段階の ICT 施工 stageⅡでは、機械の位置情

報や稼働状況等の様々な施工データを分析し、機

械の台数や配置を換えるなど施工現場全体を効率

化する取組になる。ICT 施工の活用率が高くなった

とはいえ、あくまでも国発注工事の比較的規模が

大きい工事の割合であるため、中小建設業の普及

拡大のためにも StageⅠの取組は継続しつつ、すで

に先駆的に実施している企業は次の Stage の取組

を進めることでさらなる建設現場の効率化を図る

（図－３）。 

即ち、ICT 施工 stageⅡの施策とは、「作業の効

率化」から「施工現場全体の効率化」の取組を進め

ることである。例えば、建設機械の稼働データを基

に、ボトルネックとなっている作業を把握し、施工

計画を見直すことで全体の効率化を実現。作業を

ICT に単に置き換えるだけでなく、施工の最適化へ

の取組が重要となる。そして将来は、StageⅢ（最

適化された現場で施工の遠隔化・自動化）を目指し

ていく予定である。なお、ICT 施工 stageⅡの施策

は、i-Construction2.0 における建設現場のオート

メーション化に向けたトップランナー施策「１．施

工のオートメーション化」の「施工データ集約・活

用のための基盤整備」に該当しており、2024 年度

は、ICT 施工 stageⅡの取組の普及促進を目的に、

施工データ活用による作業待ち防止や工程調整、

最適な要員配置による効果の検証及び施工データ

プラットフォームの構築に向けた必要データ確認

のための試行工事として。まずは、国土交通省直轄

12 工事を対象として実施し、今後、試行工事の件

数を増やしていく（表－２）。

図-2 土木工事における ICT 施工の効果 

図-3 各 stage の取組内容 

表-2 国土交通省直轄 12 試行工事一覧（R6.7.31） 
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４．データ活用による現場マネジメントに関する 

実施要領（案）について 
ICT 施工 stageⅡの取組を進めるにあたり、実施

項目について例示したものを要領としてとりまと

めている。この要領では、大きく次の４項目に分類

し、各項目いくつかの事例を示しており、ICT 施工

stageⅡ相当工事については本要領を基本とする

こととしている。 

○要領：「データ活用による現場マネジメントに関

する 実施要領（案）」

①施工段取りの最適化

建設機械やダンプトラックの位置情報見える化

②ボトルネック把握・改善

建設機械やダンプトラックの日当り施工量・稼

働時間・稼働率・待機時間の見える化 

③ 進捗状況等把握による予実管理

建設機械やダンプトラックの運搬回数や日当り

施工量の見える化 

④ その他（注意喚起・教育等）

ダンプトラックの運行情報、現場状況の見える

化 

なお、この要領は完成ではなく、新たな技術や効

率的な手法などが生まれた場合は、項目を追加し

ていくことを考えている。更に、上記４項目の具体

な取組内容を次のとおり報告する。 

4.1 施工段取りの最適化 

ダンプトラックの位置情報を把握することによ

り施工段取りの最適化を目指す。これまでは、ダン

プの正確な到着時間がわからないため、ダンプの

到着待ちのための待ち時間や、ダンプが早期に到

着したことによるロス（準備が間に合わない）が生

じていた。 

そこで、建設機械やダンプトラックに位置情報

を取得するためのスマートフォン等のＧＮＳＳ端

末を設置し、ダンプトラックの位置情報やダンプ

トラックが接近してきたときに通知を行うアプリ

ケーションを重機に搭載することで、到着に合わ

せた準備をしたり、まだダンプトラックが遠くに

いるからその間に少し別の場所で敷ならしといっ

た別の作業を行おうという判断ができるようにな

る。これによって、待機時間を有効に活用すること

ができる（図－４）。

4.2 ボトルネック把握・改善化 

建設機械やダンプトラックの稼働時間、稼働率、

待機時間の見える化を図ることにより、掘削・積

込・運搬・敷均しの一連作業の工程上のボトルネッ

クの把握し、分析・改善することで 各機械が有す

る最大能力を発揮した作業を目指す。これまでは、

機械配置は現場労働者の経験に基づき行っている

ため、現場条件などによる変化に対応できず、掘削

進捗と盛土進捗が不整合であったり、ダンプトラ

ック台数が掘削作用の施工能力に不足し、掘削作

業に待ちが生じる場合があった。

そこで、建設機械やダンプトラックにＧＮＳＳ

端末や稼働時間、稼働率、待機時間などのデータを

収集・提示を行うアプリケーションを設置し、建機

毎の状況を見える化することより、ボトルネック

がどこにあるのかを把握し、改善につなげていく。

例えば掘削作業の待ち時間が多いのであれば、ダ

ンプトラック台数を増やしたり、敷ならしの能力

が不足している場合は、ブルドーザーの能力を７

ｔから 15ｔにあげるなどの対応により、工事全体

の施工効率を改善していく（図－５）。

4.3 進捗状況等把握による予実管理 

各作業の進捗を把握し、計画に対する実績の差

をリアルタイムで監視することにより、工程遅延

の早期発見と対策を実施する。これまでは、月間や

図-5 ボトルネック把握・改善化（資材調達等） 

図-4 施工段取りの最適化（隣接工程の見える化） 
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週間単位での工程把握を行っているため、工程遅

延の発見が遅れる場合があったり、実作業工程に

応じた必要最低限の資機材手配が困難なため資機

材に余裕を持たせる必要があった。 

そこで、ダンプトラックの運搬回数や、ICT 建設

機械の施工履歴データであったり、ドローン、モバ

イル端末などの３次元計測技術を活用して施工現

場の３次元点群データを日々取得するなどにより、

日当り施工量の把握を行い、予定に対して実績が

遅延している場合は原因を確認し対処することが

容易になる。

これは、施工業者の話だけではなく、複数の現場

を監督する発注者（監督職員）にも関連することで

あり、例えば複数の現場で掘削と盛土を実施する

場合、仮置き場に運搬してから掘削する場合も多

くあるが、これまでは仮置き場の土量をリアルタ

イムで把握することができなかった。施工量の見

える化を図ることにより、監督職員や施工業者は、

異なる別の現場に運搬を指示するなど土量配分計

画の見直しが可能となる。このように、施工者だけ

でなく発注者も一緒になって取り組むことで、綿

密な予実管理が可能となる（（図－６））。

4.4 その他（注意喚起・教育等） 

4.1～4.3 で活用してきた機器を安全教育や事実

確認に活用することを想定している。ダンプトラ

ックのリアルタイム位置情報により、予定してい

た運行経路との対比であったり、運行速度を把握

することで、法令順守を徹底する取組である。これ

までは、運転手からの聞き取りや申告等にて走行

経路、速度の確認を行っているため、問題発生時の

事実確認に時間を要するなど、対策の実施にも遅

延が生じていた。 

そこで、正確な位置情報をリアルタイムに把握

することで、運転手も見られているという意識が

働くため、安全運転に努めることになる。 

また、地域住民からの苦情に対して、これまでは、

運転手からの聞き取りや申告等にて走行経路、速

度の確認を行っていたため、事実確認に時間を要

していた。リアルタイムのデータを取得すること

で、問題発生要因の確認が容易となり、対応策も立

てやすくなる。 

また、工事事後が発生した場合、これまでは聞き

取りや図面による説明などを実施していたため、

事実確認に時間がかかったが、現場設置のＡＩカ

メラ等の状態を示す映像データ取得により、事故

発生要因が明確になり、対策を立てやすくなる（図

－７）。

他にも、工事現場内の建設機械やダンプトラッ

ク、作業員のリアルタイムな現場データにより、

作業内容や各種位置関係、状態を把握し、ヒヤリハ

ット情報の収集による事故リスク低減の措置の指

示や万が一の事故発生時の要因分析と再発防止策

検討が可能となる。

５．考察 

 現在、様々な建設機械から得られる施工データ

は、各社様々な状況であり、施工データを集約し、

共通データとして活用できる場の確立及び施工デ

ータを統一的に把握・活用するための共通ルール

が確立されていない。他にも、一つの現場で複数社

が施工する工事において、共通データを活用する

場が確立されていないことが課題である。 

そこで、2026 年度より共通データ環境（施工デ

ータ・プラットフォーム）を整備できるよう、まず

は、国土交通省直轄 12 工事において、試行工事を

実施し、施工データ活用による作業待ち防止や工

程調整、最適な要員配置による効果の検証及び施

工データプラットフォームの構築に向けた必要デ

ータ確認する。得られたデータを検証し、将来は自

動化施工につなげていく所存である。なお、試行工

事に関する詳細な検証等については、今後報告し

たい。 

参考文献 

なし 

図-6 予実管理（計画との乖離に対する対処） 

図-7 その他（事実確認や安全教育等） 
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17．舗装工事の品質管理高度化に資する転圧管理システムについて 

酒井重工業株式会社 ○ 内山 恵一

〃 眞壁 淳

１．はじめに 

現行の道路舗装における路盤工とアスファルト

舗装（以下，As 舗装）において，ローラ締固め後

の品質管理には，密度，プルーフローリング，平板

載荷試験，温度測定が適用されている 1)。これらの

試験方法は，施工現場の一部分を抽出して計測す

ることから，測定結果は現場の代表値として管理

される。しかし，この代表値管理は，現場全面の品

質を担保することはできないため，全面管理が可

能で，かつ現行の品質管理と相関性のある管理方

法が望まれている。

国土交通省では、ICT 導入による舗装の生産性

と信頼性向上を目的に「舗装工事の品質管理を高

度化する技術」について公募している。この公募に

対し，筆者らはローラ転圧作業中リアルタイムで

データを取得し、転圧面全面の管理が可能な転圧

管理システムが有効と考え応募した。この転圧管

理システムは、①GNSS 転圧回数，②加速度応答法

による地盤剛性値，③アスファルトの表面温度を

管理することができる。なお，加速度応答法は，振

動ローラに取り付けた加速度計を用いて転圧時の

地盤の剛性を評価する計測方法である 2)。 
筆者らが考える上記 3 つの管理項目と現行管理

方法との関係について述べる。現行の路盤・As 舗
装での密度管理に対しては，GNSS 転圧回数管理が

有効と考えている。GNSS 転圧回数管理は間接的に

密度管理を行う方法で，試験施工によって転圧回

数と密度の関係を明確化し、実施工では試験施工

で定めた転圧回数を確保することで，目標とする

密度を達成する方法である 3)。次に，路盤でのプル

ーフローリングと平板載荷試験管理に対しては，

加速度応答法による地盤剛性値管理が有効と考え

ている。過去の試験結果から，加速度応答法で計測

された結果は，プルーフローリング時に計測する

ベンケルマンビームでのたわみ量や，平板載荷試

験結果との間に相関関係があり 4) 5)，これを利用す

るものである。最後に As 舗装での温度管理に対し

ては，アスファルトの表面を赤外線式放射温度計

で計測する方法である。本来の温度管理は，As 舗
装の内部を計測すべきだが，ローラ転圧中に計測

可能な表面温度とした。

ここでは、上記の筆者らが提案する管理方法の

舗装現場への適用性を検討するために，実証試験

を行ったのでその結果について述べる。

２．転圧管理システム 

転圧管理システムは，計測データの記録・表示

用のディスプレイを中心に，GNSSアンテナ，加速

度応答法の機器（以下，CCV），温度計から構成さ

れる（図-1）。CCVセンサは振動ローラの振動輪に

固定され，ロールの加速度を計測し，CCVコント

ローラで周波数解析処理されCCV値を出力する。

As舗装時に使用する温度計は，ローラ前部のフレ

ームに固定し，転圧開始前のアスファルト表面温

度を計測する。オペレータへの結果表示と帳票化

のために，転圧回数，CCV値，温度データは，GNSS
で取得した位置情報と組み合わせて管理される。

また，位置情報とセットになった転圧管理データ

は，通信機器を通じてクラウドサーバへアップロ

ードされ，現場管理者のパソコンで品質確認や帳

票作成（図-2）ができる。 

図-1 転圧管理システムの構成

図-2 転圧管理システムから出力された帳票例
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３．実証試験

3.1 試験概要 

(1) 路盤工

試験ヤードの概観を図-3 に示す。十分に締め固

められた基盤の上に，下層路盤として切り込み砕

石 40（C-40）を築造し，この上に上層路盤として

粒調砕石 30（C-30）を築造した。試験エリアは，

転圧回数と各計測値との関係を捉えるため，転圧

回数が 2・4・8（P2，P4，P8）の 3 つのエリアを

設けた。また，人工的に不良箇所を設けるために，

試験エリア中央に位置する基盤部に，弱部として

15cm の深さで粘土を設置した（写真-1）。なお，

この基盤を小型 FWD で計測したところ，健全部

で 1027MN/m3（12 箇所平均），弱部で 17MN/m3

（6 箇所平均）であった。 

図-3 試験ヤード（路盤工） 

写真-1 基盤への弱部設置状況 

写真-2 7t 振動タンデムローラ

転圧には，運転質量 7t の振動タンデムローラを

使用し，約 4km/h の速度で振動転圧した（写真-
2）。 
計測は，転圧中に転圧管理システムでの転圧回

数と CCV，転圧後に砂置換法密度（文献 6, [4]-
265），ベンケルマンビームたわみ量（文献 6, [1]-
284），平板載荷試験（文献 6, [1]-266）を実施し

た。砂置換法での密度測定，ベンケルマンビーム

によるたわみ量の測定，平板載荷試験の状況をそ

れぞれ写真-3，4，5 に示す。 

写真-3 砂置換法での密度測定

写真-4 ベンケルマンビームたわみ量測定 

写真-5 平板載荷試験

(2) As 舗装工

As 舗装工では，転圧回数と密度の関係と，転圧

開始前 As表面温度と密度の関係を捉える必要が

ある。そこで，図-4 に示すように，転圧回数

P3・P5・P7 の試験エリア（以下，転圧回数レー

ン）と，As 温度が高温・中温・低温のレーン（以

下，温度レーン）を設けた。転圧回数レーンで

は，運転質量 10t マカダムローラと，7t 振動タン

デムローラの 2機種を使用し，約 4km/h の速度で
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転圧した。なお，振動タンデムローラでは，全て

の転圧回数において振動転圧した。温度レーンの

転圧は，振動タンデムで転圧され，Asの内部温度

を棒温度計で計測後，目標温度（140，110，

80℃）まで下がったことを確認し転圧を開始し

た。この温度レーンでの転圧回数は 5 回とした。

アスファルト混合物の敷き均し状況を写真-6 に示

す。

図-4 試験ヤード（As 舗装工） 

写真-6 アスファルト混合物の敷きならし 

使用したローラは，運転質量 7t の振動タンデ

ムローラと，10t のマカダムローラを使用した。

計測は，転圧中に転圧管理システムでの転圧回

数と As 表面温度，転圧後にコア密度を計測し

た。 

3.2 試験結果と考察 

(1) 路盤工

転圧回数と乾燥密度の関係を図-5に示す。下層・

上層路盤ともに，転圧回数の増加とともに乾燥密

度も増加している。このように，密度が増加傾向

であれば，転圧回数を管理しておけば，密度を間

接的に管理することが可能と考える。

CCVとたわみ量（ベンケルマンビーム計測）の

関係を図-6に示す。両者は，バラツキがあるもの右

下がりの相関関係にある。また，この図から，下

層・上層ともに2つのプロット領域に分かれており，

基盤に設けた健全部と弱部の影響を受けている。

このことから，CCVとたわみ量は，基盤の健全部

と弱部を検知していると言える。一方，図-6の健全

部領域に目を向けると，近似線から逸脱しており，

両者の傾向に違いがある。

CCVとK30（平板載荷試験）との関係を図-7に示

す。両者は，下層において相関係数が0.9以上と非

常に高く，上層においても近似線から離れている

1点を除けば，良好な相関関係にある。また，図-6
のたわみ量の結果と比較すると，両者の値は近似

線上に分布しており，相関性の高いことが分かる。 

図-5 転圧回数と乾燥密度の関係 

図-6 CCVとたわみ量の関係 

図-7 CCVとK30の関係 

(2) As 舗装工

転圧回数レーンにおける，転圧開始前のAs表面

温度を表-1に示す。全てのエリアにおいて，規定1)

の110℃以上で転圧が行われた。 
転圧回数とコア密度の関係を図-8に示す。上図

が基層，下図が表層の結果である。路盤工の結果

と同様に転圧回数の増加に伴い，コア密度も増加

していることから，転圧回数管理は，密度を間接

的に管理することが可能と考える。
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温度レーンにおける，転圧開始直前の初期As表
面温度（以下，初期温度）とコア密度の関係を図-
9に示す。この図から，初期温度とコア密度には良

好な相関関係にあり，初期温度管理は密度の間接

的管理に有効であることが分かる。また，初期温

度が高い状態で転圧を開始すれば高い密度が得ら

れ，As舗装での初期温度を管理する重要性が認め

られる。

表-1 転圧開始前のAs表面温度 

基層  （℃） 

P3エリア P5エリア P7エリア 

振動タンデム 123.9 122.0 126.3 

マカダム 124.7 127.0 132.5 

表層 （℃） 

P3エリア P5エリア P7エリア 

振動タンデム 128.1 119.4 133.8 

マカダム 124.7 128.1 135.6 

図-8 転圧回数とコア密度の関係 

（上：基層，下：表層）

図-9 As 表面初期温度とコア密度の関係

４．まとめ

(1) 転圧回数管理（路盤工，As舗装工）

路盤工，As舗装工ともに，転圧回数を管理すれ

ば，密度を間接的に管理することが可能であるこ

とが分かった。

(2) 加速度応答法 CCV管理（路盤工）

CCVとベンケルマンビーム測定でのたわみ量と

の間には，バラツキがあるもの相関関係にある。ま

た，平板載荷試験で得られるK30との間には良好な

相関関係にある。これらのことから，CCV管理は

路盤の剛性管理に有効と考える。

(3) As表面温度管理（As舗装）

転圧開始直前のAs表面温度と密度の間には，良

好な相関関係にあり，密度の間接的管理に有効と

考える。
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18．３次元点群データを活用した土工事における 

　　法面損傷リスクの予測と事前対策効果の実証 

上武建設株式会社 ○ 前田 真司

上武建設株式会社 山田 祐也 

株式会社 EARTHBRAIN 岩崎 智朗 

株式会社 EARTHBRAIN 谷口 亮 

株式会社 EARTHBRAIN 番上 勝久 

１．はじめに 

日本の建設業界では，人口減少と技能者の高齢

化に伴い，生産性向上が求められている。老朽化

したインフラの維持管理や新たな都市・地域開発

のニーズが高まる中，効率的な施工を実現するた

めには，より手戻りの少ない施工方法の立案が必

要である。国土交通省が推進する i-Construction

や BIM/CIMの原則適用により，3 次元データの活

用が進んでいる。 

土木工事の中でも，特に多量の土砂の移動を伴

う土工事では，地形が日々変化するため，施工土

量の進捗把握が重要である。近年，UAV（ドロー

ン）を用いた 3 次元測量で取得された点群データ

や 3 次元設計データを使用した土量算出技術の利

用が一般化している。

施工現場において，雨水の適切な排水管理は環

境事故防止，第三者公衆災害防止，さらには施工

品質の維持において重要な課題である。しかし実

際は，対策箇所や内容の判断は多くの場合，現場

担当者の経験に依存しており，想定外の豪雨や，

長期的な降雨により排水設備のオーバーフローや

施工現場外への雨水流出，完成地形の崩壊のリス

クが存在する。こうした被害が発生した際には，

復旧工事が必要となり，施工コストの増大（利益

減）に繋がる可能性がある。中でも一度完成した

法面が降雨により損傷することによる手直しは多

くの現場で発生していることから，法面損傷の恐

れがある箇所を事前に発見し対策することが望ま

しい。

そこで本研究では，施工進捗把握のために定期

的に取得される 3 次元点群データに着目し，筆者

らが従前に考案した雨水表層流解析を活用するこ

とで効率的かつ効果的な雨水対策が可能となるこ

とを示す。特に完成した法面の損傷リスクに注目

し，雨水表層流解析の予測精度を確認する。予測

結果に基づき当該箇所に事前対策を行い，法面損

傷が予防可能か検証する。 

２．本研究の位置づけ 

既往研究では，広域的な流域把握を基にした災

害対策が数多く提案されてきた一方で，施工現場

のような局所的な雨水対策に関する研究は限定的

である。例えば，大窪ほか（2013）や谷口ほか（2023）
の研究では，デジタル標高モデル（DEM）や 3 次

元点群データを用いて雨水の集水状況を可視化す

る手法が提案されている。 
大窪ほか（2013）は，デジタル標高モデル（DEM）

を用いて豪雨時の雨水の流れを解析し，高速道路

への集水状況を可視化する手法を提案している 1)。

本手法は，主に地表面の水流を追跡し，リスク箇所

の可視化に役立つものの，具体的な防災対策の立

案方法や効果については言及していない。解析結

果を使用した具体的な対策手段の提案やその効果

検証については，さらなる検証が必要であると考

えられる。 
谷口ほか（2023）の研究では，土木施工現場にお

ける 3 次元点群データを活用した雨水の集水状況

に関する地理情報解析手法が提示され，施工現場

の雨水管理の利便性向上を志向している 2)。具体的

には，3 次元点群データを DEM に変換し，現場内

の仮設排水地点も考慮した流向解析や累積流量解

析を行い，雨水の流路や集水域を解析する手法で

ある。しかし，これらの解析手法の精度検証や有効

性評価は行われていない。 
本研究は，谷口ほか（2023）の研究で提示された

解析手法を使用し，降雨前後の地形との比較を通

じて，法面損傷に関するリスク予測精度の確認を

行う。加えて，リスク予測箇所に対する事前対策の

効果についても検証し，その結果を現場作業者に

迅速かつ効率的に情報伝達する方法についても言

及する。 
本研究の成果は，施工現場での雨水管理の効率

化と安全性の向上に寄与し，土木施工における実

務的なリスク管理手法の改善とその普及を目指す。 
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３．解析の手順 

3.1 対象地 

検証を行った土木工事現場（図-1）は企業施設

用地(開発面積 48.7ha)であり，傾斜地にあるため

起伏にとんだ地形である。造成工事としては終盤

を迎えており，完成した法面が多数みられること

から，雨水が法面に及ぼす影響の把握や，対策し

た結果の検証が可能である。 

3.2 データ収集 

UAV（ドローン）を用いて，対象地の 3 次元点

群データを定期的に取得した。本解析で使用した

点群は水平，鉛直精度ともに±10cm を担保してお

り，点群密度は約 25cm 間隔の 16 point/㎡の密度

である。 
本点群データは高解像度であり，地形の詳細な

情報を提供し，3 次元点群ビュワー等による施工進

捗のモニタリングが可能となるほか，取得した地

形における雨水の流れの予測が可能となる。 

3.3 雨水表層流解析の方法 

Esri 製の ArcGIS Pro 3.1.2 と 3D Analyst を使用

し，取得した 3 次元点群データを TIN データに変

換したのち，20cm グリッドの DEM（ラスタ形式）

を生成した。続いて，Spatial Analyst を使用し雨水

の流路，集水域を解析し，可視化を行った（図-2）。 
なお，本解析は地表面の形状を解析対象として

おり，地下水等の影響や地下への浸透等の考慮は

していない。 

４．法面損傷の予測精度検証 

4.1 精度検証の方法 

降雨前の解析結果と，実際の降雨後の地形デー

タと比較することで，法面損傷の予測精度を確認

した。具体的には，降雨前の 2024 年 2 月 19 日に

計測した点群を解析し，リスク箇所を目視確認に

より特定した。法面部分の流路と集水域の形状に

着目し，法面法肩部分の集水域が平場の方まで延

伸しており，流路が法面上に可視化されているケ

ースを法面損傷リスクがある地点と判別した（図

-3）。場所によっては集水域の表示がないケース

もあるが，その場合は流路のみで判断した。その

後，降雨後に法面損傷箇所を調査し，解析結果と

損傷箇所の一致度を目視確認することで解析精度

の評価を行った。

降雨前に計測した 3 次元点群データ対して行っ

た雨水表層流解析の結果によると，法面損傷リス

ク箇所として 11 件抽出することができた（図-4）。
続いて，降雨後の 2 月 29 日に UAV を用いて計

測し，法面損傷のリスク箇所が実際に損傷を受け

たかどうかを確認した。 

図-1 検証現場の航空写真 

図-2 雨水表層流解析の結果（2024 年 2 月 19 日地形） 

図-3 法面損傷リスクの特徴 

- 76 -



図-4 法面損傷リスクと損傷箇所（2 月 29 日地形） 

図-5 モデルエリアの設定（2 月 29 日地形） 

4.2 精度検証の結果 

雨水表層流解析を行った地形で合計 7 日間（2 月

19～27 日），計 45 ㎜程度降雨を観測した。 
降雨後に補修が必要となる法面損傷は 7 件発生

していた。解析結果と比較したところ実際の損傷

箇所はすべて事前の解析結果に含まれていること

が確認できた（図-4）。なお，解析によって損傷リ

スクありと示された箇所のうち，4 箇所は降雨後に

損傷が生じなかった。

５．法面損傷の予防効果検証  
5.1 解析結果を活用した予防検証の方法 

 本検証では 2 月 29日に計測した点群データに対

して解析を行い，法面損傷リスク箇所の抽出を行

った。続いてリスク箇所が隣接するエリアをモデ

ルエリアとして設定し（図-5），その片方のみに対

して，法肩部分の法面方向の微小な傾斜部に対し

て盛土し，堰堤を施工した。これは法面への雨水流

出を防ぐことによる，法面損傷の予防が目的であ

る（図-6）。その後再度解析を行い，事前対策を実

施した箇所に法面損傷リスクの特徴が存在しない

ことを確認した（図-7）。対策効果を評価するため，

事前対策を講じた箇所と講じていない箇所を比較

し，法面損傷の有無を確認した。

図-6 法面損傷の事前対策方法 

図-7 モデルエリア事前対策後の解析結果 

（3 月 22 日地形） 

図-8 モデルエリア降雨後の法面損傷状況 

（4 月 22 日地形） 

5.2 予防検証の結果 

設定したモデルエリアに対して，降雨後の 4 月

22 日の地形を目視により対策の有無による法面の

状態を確認した。モデルエリアのうち，事前対策を

講じた箇所においては法面損傷が確認できなかっ

たが，事前対策を講じなかった箇所では法面の損

傷の確認ができた（図-8）。 
この結果から，法面損傷リスクを予測し，特定の

箇所に対して事前対策を講じることによる予防効

果を確認できた。さらに，雨水表層流解析による事

前対策が施工現場における損傷リスクの大幅な低

減に寄与することを示した。事前対策が行われた

エリアでは，損傷が一切発生しなかったことから，

データに基づいた対策の重要性が明確となった。
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６．データ解析による雨水対策の実践  
6.1 現場全体のリスク箇所の情報伝達の方法 

 (株)EARTHBRAIN の 3D ビュワーアプリケーシ

ョン内の注釈機能を活用し，法面損傷リスク箇所

に対してマーキングを行った。このマーキングを

基に，対策が必要となる可能性がある箇所のマッ

プ（図-9）を作成し作業員に渡すことで，迅速かつ

効率的に建設機械による対策作業が開始できるこ

とを確認した。この方法により，現場監督と作業員

の間でのコミュニケーションが円滑に行われ，リ

スク箇所への迅速な対応が可能となった。

従来の雨水対策としては現場監督と作業員が一

緒に現場巡回をくまなく行い，現地の目視判断に

よってリスクの評価を行っていた。雨水表層流解

析結果を活用し，リスク箇所をマーキングしたマ

ップを作業員に渡すことで，作業員のみで巡回作

業を開始することができた。雨水表層流解析によ

ってリスク箇所が可視化されたことで，監督の経

験のみに頼らず，現場関係者全員が共通認識を持

って対策要否の判断が可能となった。 
また仕上がり高さに近づくにつれて，現場の高

低差が小さくなり，目視では雨水の流下方向が把

握しづらくなったが，本解析により目視では気づ

かなかったリスク箇所の特定が可能となった。 
従来の紙ベースの管理方法と比較して，デジタ

ルツールの導入は作業効率の向上に大きく寄与し

ている。特に，確実な情報共有が可能となることで

ヒューマンエラーの減少が期待され，現場におけ

る手戻りの削減にもつながると考えられる。

さらに，リスク箇所をあらかじめ特定し，周知す

ることで，作業員のみでの降雨前の事前対策作業

開始が可能となり，現場監督の負担が軽減された。 

6.2 時間削減効果の試算 

事前対策による手戻り削減時間の推定において

は，令和 3 年度版 国土交通省土木標準積算基準書

＜共通編＞を基に算出した値を使用した。 
具体的には，法面損傷の補修作業には，法面整形

工の日当たり標準作業量を適用し 120 分/箇所（4
分/㎡，30 ㎡/箇所を想定）とした。再度法面損傷が

発生することを防ぐため，法肩に堰堤の構築を行

う必要があった。この作業時間を路体盛土工の日

当たり標準作業量を準用し 6.3 分/箇所（0.9 分/㎡，

7 ㎡/箇所を想定）とした。降雨後の 2 月 19 日時点

の地形においては 7 箇所法面損傷が発生したこと

から，計 884.1 分補修作業に要した。 
一方，降雨前にリスクの高い 11 箇所すべてに対

して法肩に堰堤を設ける事前対策を講じると，計

69.3 分となると推定された。このことから補修作

業に要する時間を事前対策に置き換えることで，

約 92.2%の時間削減が見込まれると分かった。 

図-9 デジタル上での作業指示 

７．まとめ 

本研究は，3次元点群データと地理情報解析を用

いた雨水リスクの予測および事前対策手法の有効

性を実証したものである。主な成果として，以下の

点が挙げられる。まず，雨水表層流解析により法面

損傷リスクのある個所を予測した結果，降雨後の

法面損傷箇所と多くが一致することを確認した。

これにより，解析手法の信頼性が実証され，施工現

場における法面損傷のリスク予測手法として有用

であることを示した。 
さらに，解析結果を基に当該箇所の法肩部分に

堰堤を設ける事前対策を講じた結果，法面損傷が

予防可能であることを実証し，事前対策により補

修作業時間が92.2%削減されることが推定できた。 
これは，3次元データにより適切に事前リスクを予

測し，予測結果に基づき予防保全的に対策する施

工管理手法の経済合理性を示すことができたと言

える。本研究の成果は，土木施工現場における雨水

リスク管理の根本的な改善に寄与するものであり，

法面を有する施工現場において，同様の効果が得

られるだろう。

今後は，モバイル端末を活用した情報伝達の迅

速化と精度向上，さらなるデジタルツールの導入，

他の現場での適用事例の蓄積を通じて，解析手法

と事前対策の精度と効率をさらに向上させること

が重要である。また，雨水管理だけでなく，他の

防災管理にも応用可能な技術として，広範な利用

が期待される。 
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19．土砂掘削で発生する粉じんの散水による抑制効果の構内試験 

(国研)土木研究所 ○ 山口 武志

(国研)土木研究所 吉永 弘志 

(現：国土交通省国土技術政策総合研究所) 

(国研)土木研究所 山口 崇 

１．はじめに 

自治体等によせられる大気環境（騒音，振動，排

出ガス，粉じん等）の苦情件数は，事業者別では建

設業がシェア 52%でワースト 1 位となっている 1)。

土砂掘削の粉じんについては，散水，防塵ネット等

で抑制できるが，環境影響評価において定量的な

予測ができないことが懸案となっている。 

土木研究所では，散水等の粉じん対策の効果の

定量的な評価を可能にすることで，定量的な環境

影響評価や適切な環境保全措置の検討に資するこ

とを目指して，土砂掘削で発生する粉じんの散水

による抑制効果について調査した 2),3)。 

本稿では既報 2),3)の抜粋と構内試験の詳細を報

告する。 

２．土砂掘削で発生する粉じんの散水による抑制

量の調査 

構内試験を実施する前に，予備調査として現地

調査や文献調査を行った。

2.1 予備調査 2),3) 

道路事業の環境影響評価において，降下ばいじ

ん量の予測には国土技術政策総合研究所資料 4)が

用いられている。具体的には，式(1)，式(2)を基本

式とし，発生源の形状，および風向頻度・風速から

降下ばいじん量を予測している。式(1)，式(2)では

微小領域 から発生した粉じんが風下方向に逆二

乗則で拡散する値を発生源の面積，工事日数等で

積算している。

𝑅ୢୱ ൌ 𝑁୳𝑁ୢ   𝐶ୢ
௫మ
௫భ

ഏ
భల

ି ഏ
భల

ሺ𝑥ሻ𝑥𝑑𝑥𝑑𝜃/𝐴 ･･･ 式(1) 

𝐶ୢሺ𝑥ሻ ൌ 𝑎ሺ𝑢ୱ/𝑢ሻିሺ𝑥/𝑥ሻି ･･･ 式(2) 

Rds :風向別降下ばいじん量（t/km2/月）. 添え字 s
は風向（16 方位）, Nu :ユニット*1 数, Nd :季節別の

平均月間工事日数（日/月）, x1 :予測地点から季節

別の施工範囲の手前側の敷地境界線までの距離

（m）, x2 :予測地点から季節別の施工範囲の奥側

の敷地境界線までの距離（m）（x1,x2 < 1m の場合

は x1, x2 = 1m とする.）, A:季節別の施工範囲の面

積（m2）, Cd（x）:1 ユニットから発生し拡散する

粉じん等のうち発生源からの距離 x m の地上

1.5m に堆積する 1 日当たりの降下ばいじん量 
（t/km2/日/ユニット）, a :基準降下ばいじん量

（t/km2/日/ユニット）, u :平均風速（m/s）, us :季
節別風向別平均風速（m/s）（us < 1m/s の場合は us 
= 1m/s とする.）, u0:基準風速（u0 = 1m/s）, b :風速

の影響を表す係数（b = 1）, x :風向に沿った風下

距離（m）, x0 :基準距離（m）（x0 = 1m）, c :降下ば

いじんの拡散を表す係数（c = 2）. 
*1: ユニットとは，工事の種別等での作業単位を

考慮した建設機械の組み合わせ

国土技術政策総合研究所資料 4)には，硬岩掘削に

おいて，散水を講じることで粉じんの発生量が約

27%（約 73%減）となる例が記載されている(表-1)。 

表-1 基準降下ばいじん量 a 及び降下ばいじんの拡

散を表す係数 c 

ユニット a c 備考

土砂掘削 17,000 2.0 文献 4) 

硬岩掘削 110,000 2.0 文献 4) 
硬岩掘削
（散水）

30,000 2.0 文献 4) 

予備調査では，現地調査として複数の現場を調

査した。土木工事とは異なり，常時粉じん対策を講

じている採石場での現地調査では，土砂はシルト

分が 27%程度と多い細粒分質砂であった。粉じん

発生量は多く，散水車で絶え間なく散水していた

(図-1)。また，構内の道路工事の現場においてヒア

リングを行ったところ，工事用に搬入した土砂に

よる粉じんの発生は，細粒分質砂(シルト分が 30%
程度)で多く，細粒分まじり砂（シルト分が 10%程

図-1 砕石場での散水による粉じん対策
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度）の改質土では少ないとのことであった。バイ

パスの道路工事において，粉じん測定を実施した

が，細粒分まじり砂（シルト分が 4~７%程度）の

土砂掘削（無散水）では，測定した３日間とも粉

じんの舞い上がり等はみうけられず，バットで捕

捉した降下ばいじんの質量は分析天秤の測定誤差

程度のごく微量（10mg 以下）であった。 
また，web site，過年度の調査，および有識者の

講演で得た知見も踏まえて，粒径分布と飛砂・粉じ

ん等の関係を俯瞰した（図-2）。粒径が大きいと固

結せず乾燥しやすいが飛びにくく，火山噴火や強

風時に飛来する。砂丘では 200~500μm で粒がそ

ろっているとよく飛ぶとの知見があり，地形・風等

の条件も影響するようである。粒径が小さいと国

境を超えて遠方まで飛来するが，粘土は乾燥しに

くく固結しやすい。土木工事の粉じんは，シルト分

と関連づけた論文が多かった（例 文献 5),6)）。 
降下ばいじん量の予測について，国内外の他の

文献も調査したが，環境影響評価の予測に参考と

なる文献は見当たらなかった。

図-2 土砂の粒径分布と飛砂・粉じん等 

2.2 構内試験 

降下ばいじんの測定値はばらつきが多いため，

散水による抑制効果については複数の測定の平均

的な値で示すこととし，測定回数を増やすことを

容易にするため，測定の簡素化を検討した。測定の

簡素化は，測定地点を減じる検討および風向風速

の測定高さを 1.5ｍとする検討を行った。 
現場での測定については，適する実工事現場に

おいて適する日に出向くこと，施工に影響しない

位置かつ風下で測定すること，散水を行うことの

全ての条件を満たす現場を選定することが困難で

あることを予備調査で把握したため，研究所の構

内で測定することとした。

2.2.1 測定地点を減じる検討 3) 

文献 7),8)の測定では，降下ばいじんの拡散を表

す係数 c を把握することを目的として測定点を多

数設置していたが，文献 8)では複数の工種を解析

して考察した結果に基づいて c = 2 に統一した。c 
= 2 は逆二乗則を意味し，結果的に点発生源の騒

音・振動と同程度の減衰となる。ここでは c = 2
として測定点数を減じて解析した a の影響を考察

した。文献 7)の中から粉じん発生量が多い土砂掘

削 1 回，軟岩掘削 2 回，路床安定処理 3 回，およ

び現場内運搬 2 回の合計 8 回の測定値を選択し，

測定地点を減じた場合の誤差を評価した。評価量

は，全測定点で解析した場合の解析した a を真値

T と見なし，発生源に近い測定点のみで解析した

場合の解析値 a を P とし誤差率𝑒 ൌ ⌈𝑃 െ 𝑇⌉ 𝑇⁄ ∙ 100 
とした（表-2）。誤差率 e の平均，標準偏差ともに

10%程度であった。降下ばいじんの測定値は桁違

いにばらついており，測定点を 3 点以下に減じる

ことによる 10%程度の誤差率は，相対的には精度

に支障はない値と考えた。

表-2 粉じんの原単位を解析する際に使用するデータ数
を減らした場合の誤差率 

平均 標準偏差

発生源に最も近い 1 点 10% 12%

発生源近傍の 3 点 16% 10%

2.2.2 風向風速の測定を高さ 1.5m とする検討 

気象庁の風向風速の測定方法に準じて文献 7),8) 
の原単位も高さ 10m の風向風速の測定値で解析し

ている。一方，実測定において高さ 10m での風向

風速の測定が制約になりうる場合もあるため，異

なる高さに変更する検討が行われたことがある 9)。

高さ 10m と 1.5m の風速比が 1.4 になるとの解析結

果や風向の一致の程度にかかる知見が得られてい

たが，解析値 a の評価は未着手であった。ここで

は解析値 a について試行的に土砂掘削 1 回，軟岩

掘削 1 回，路床安定処理 4 回，および現場内運搬

4 回の合計 10 回の測定値を選択し，高さ 10m の風

向風速での解析値 a10m と高さ 1.5m の風向風速で

の解析値 a1.5mを比較した。近似誤差（残差平方和）

の平均は表-3 に示すように大きく異なることはな

く，増加はሺ0.51 െ 0.44ሻ/ 0.44 ൌ  16%であった。a10m

と a1.5m の 比 の 平 均 が 1.2 と な っ た の で 
a10m=1.2a1.5mで換算することとした。 

表-3 粉じんの原単位を解析する際に使用する風向風
速の測定高さと近似誤差 

風向風速の測定高さ 10m 1.5m
10 回の測定の近似誤差*2

の平均
0.44 

ﾄﾝ/km2/8h
0.51 

ﾄﾝ/km2/8h
*2：解析したパラメータでの計算値と測定値の残差平方和

粘土 シルト 細砂 中砂 荒砂

0 5(2) 75(50) 250(100) 850(250) 2000(2000)

0.5 5 50
黄砂（中国）

0.2 1 5
黄砂（イラン）

5 30 100
花粉

50 100

火山灰（有珠山）

10000.5

200～500μmで粒が揃っていると

よく飛ぶ（砂丘の研究者）

シルト分が多いと良く飛ぶ（粉塵の文献）

10～100μｍ

火山灰（遠方）

2000μm
風速10m/s以下で発塵

1000～1000μｍ

火山灰（火口近く）

粒径μm. （ ）は砂漠系の論文.
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2.2.3 測定 

構内試験における測定の概要を表-4，図-3～7 に

示す。国土技術政策総合研究所の構内に 50m×50m
の作業エリアを設定し(図-3)，13.5t の油圧ショベル

を使用して山積みの搬入土を掘削し，90 度旋回し

て放土する模擬作業（図-4）を連続して行った。試

験は晴天が続いた乾燥した冬場に周囲が開けた場

所で行ったので，測定条件は良好であったと考え

ている。模擬作業は 3 種類（粘性土 1，粘性土 2，
砕石 C40）の土砂の無散水，および散水の 2 条件

で行った。降下ばいじんの測定点数は，風下側での

4 点とバックグランドの 1 点の合計 5 点とし，簡

素化した。また，風向風速の測定は高さ 1.5m での

み行い，高さ 10m での測定は省略した（図-5, 6）。
主な測定機器は微風風向風速計（気象検定付），デ

ジタル粉じん計，降下ばいじん測定用バット（幅

220mm×長さ 280mm×高さ 40mm）とした。降下

ばいじん測定用バットには蒸留水をはり，測定終

了時に回収して蒸留水を揮発させることで，降下

ばいじんの質量を測定した。構内試験における土

砂，模擬作業の状況を図-7 に示す。 

表-4 構内試験での測定概要 

日時と場所

2022 年 1 月 31 日~2 月 5 日の 9:00～16:00．
国土技術政策総合研究所構内（茨城県つくば

市）

気象条件 
全日晴れ。気温 2～12℃，風速 1～8m，湿度

20~60%（つくば市館野.気象庁公表値） 

主な測定機

器

微風風向風速計（気象検定付）1 台，デジタ

ル粉じん計 3 台，降下ばいじん測定用バット

（幅 220mm×長さ 280mm×高さ 40mm）5
個

土砂
3 種類（粘性土 1，粘性土 2，砕石 C40）の土

砂の無散水，および散水の 2 条件。 
施工機械 油圧ショベル（0.5m3，13.5ｔ） 

模擬作業

山積みの搬入土を油圧ショベルで掘削し，90
度旋回し放土の繰返し作業。作業時間は各 2
時間。散水は，作業前に実施。

図-3 測定箇所(50m×50m のエリア) 

図-4 模擬作業の概略図 

図-5 測定状況 

図-6 測定点の配置（模式図） 
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粘性土１ 粘性土２ 砕石 C40 

無散水

の土砂 

含水比 24.8% (2 月 1 日) 含水比 52% (2 月 2 日) 

（含水比が意外に大きい！） 

含水比 2.3%（2 月 4日） 

散水し

た土砂 

含水比 34.6% (2 月 1 日) 含水比 60%（2 月 2日） 含水比 5.2%（2 月 4日） 

（含水比が意外に小さい！） 

粒径分

布 

無散水

での模

擬掘削 

（放土の周囲に浮遊粉じん！） （放土の周囲に浮遊粉じん！） 

散水後

の模擬

掘削 

図-7 測定対象とした土砂と測定状況 

ここで，この実験について考察したことを図-7
で述べる。無散水の粘性土 1，粘性土 2 では油圧シ

ョベルのバケットから落下する土砂から粉じんが

舞っていることが写真で把握できる。一方，散水の

粘性土 1，粘性土 2 では浮遊粉じんが抑えられ，砕

石 C40 では，散水，無散水ともに写真で確認でき

る程度の粉じんが発生していない。油圧ショベル

のバケット近傍で粉じん計やカメラで粉じんを観

測してミスト散布すれば少ない水の量で効果的に

粉じんが抑制できると推測される。また，粘土・シ

ルト分の多い粘性土２では無散水でも含水比が高

く（例では 52%），粘土・シルト分が少ない砕石 C40

粘土・シルト(粒径0～75μm) 62%

細砂(粒径75～
250μm) 19.8%

中砂(粒径250～
850μm) 14.5%

荒砂(粒径850～
2000μm) 3.7%

粘土・シルト(粒径0～75μm) 87.5%

細砂(粒径75～
250μm) 6.9%

中砂(粒径250～
850μm) 5.2%

荒砂(粒径850～
2000μm) 0.4%

粘土・シルト(粒径0

～75μm) 2.9%

細砂(粒径75～
250μm) 4.4%

中砂(粒径250～
850μm) 7.2%

荒砂(粒径850～
2000μm) 6.6%

レキ(粒径2000～μm) 78.9%
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では散水していても含水比が低い(例では 5.2%)。
このことは，粉じん発生量を定量評価したり，粉じ

んを抑制するための散水量を管理するための指標

としては含水比に加え，土質も考慮する必要があ

ることがあらためて確認できた。

2.2.4 解析結果 

基準降下ばいじん量 a を解析した結果を図-8 に

示す。想定に反して散水で含水比を上げたにもか

かわらず，発生量が増える場合があった。散水した

粘性土で増えた原因として，無散水より散水の測

定時の方が強風であったため，あるいは空気の乾

燥と強風により構内試験での模擬工事のエリア外

で，粉じんが発生していたことが考えられる。また

砕石 C40 では図-7 に示すようにシルト分が少なく

粉じんがわずかしか発生しなかったため，測定の

バラツキの影響の方が散水の有無による影響より

大きかったと考えられる。よって，バックグランド

の測定値が 4.1 t/km2/8h となり，他の日（最大 0.9 
t/km2/8h，平均 0.5 t/km2/8h）を超えて特に大きかっ

た 1 月 31 日の測定値は除外することにした。基準

降下ばいじん量 a について，無散水での 5 回の測

定，および散水での 5 回の測定で平均した値を，

国土技術政策総合研究所資料 4)に記載されている

「硬岩掘削」と「コンクリート構造物取壊し」の無

散水・散水の値，および過年度に調査した現場測定

値の解析値 2)と併記して図-9 に示す。平均値では

散水により降下ばいじん量が1/10程度に抑制され

るとの結果となり，他の測定の中間程度の抑制効

果となった。今回の散水の条件での測定では模擬

作業中に散水しなかったが，粉じんが懸案となる

場合には施工中に追加で散水できるため1/10以下

に抑制できると考えられる。 

図-8 構内試験での測定値から求めた土砂掘削での散水・無散水の基準降下ばいじん量 a 

(注) 構内試験値は実工事の換算をしていない。（「硬岩掘削」と「コンクリー

ト構造物取壊し」は文献 4)から，「土砂掘削（現場測定値）」は文献 2）から）

図-9 構内試験での測定値(平均)と他の測定値 
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なお，一般的な土砂掘削では建設機械は移動や

待機をするが，ここでの構内試験は図-5，図-6，お

よび図-7 に示すように固定した位置で掘削作業を

連続させる条件としたため，粉じんの発生量の係

数 a が表-1 より大きめの値となっていた。構内試

験値を実工事に換算するためには建設機械の移動

や待機を考慮する必要がある。 

また，測定ではデジタル粉じん計でも参考まで

に計測したが，計測値と降下ばいじん量との相関

については，更なる検討が必要であると考えてい

る。 

３．まとめ 

土砂掘削で発生する粉じんの散水による抑制効

果を明らかにすることを目的とし，文献，ヒヤリン

グ等で予備調査を行ってから構内試験を行った。

本調査で明らかになったことをまとめると以下と

なる。 

・粉じんは土砂のシルト分（粒径 5～75 μm）が多

いと多く発生することを文献，現場のヒヤリン

グ，各種の現場測定，および構内試験で確認した。 

・土砂掘削に由来する降下ばいじんが散水で抑制

される割合は，構内試験で 1/10 となった。この

割合は硬岩掘削の 1/4，コンクリート構造物取壊

しの 1/8 より抑制効果があると解することがで

きる値であった。

本調査では散水による粉じんの抑制効果に関す

るおおむねの傾向を構内試験で把握した。しかし，

予測手法の確立には，より多くの測定を行い，粉じ

ん発生の要因を解明することが必要であると考え

ている。 

参考文献 

1) 令和3年度「公害苦情調査」: 総務省公害等調整委員会

2) 須山友貴，山内元貴，吉永弘志，大城温: 土砂掘削の粉

じんを散水で抑制する効果を予測する手法01，第48回土

木学会関東支部技術研究発表会，Ⅶ-13，2021.
3) 山口武志・山口崇：土砂掘削で発生する粉じんの散水に

よる抑制量の調査，土木技術資料，第65巻・第10号，pp.8
～11, 2023

4) 道路環境影響評価の技術手法（平成24年度版），国土技

術政策総合研究所資料第714号，2013.
5) Lee CH, Tang LW, Chang, CT: Modeling of Fugitive Dust

Emission for Construction Sand and Gravel Processing Plant,
Environ. Sci. Technol. Vol.35, pp.2073-2077, 2001.
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20．水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証事業 

水素専焼エンジン油圧ショベル及び水素供給事業実証プロジェクト（第２報） 

水素専焼エンジンの油圧ショベルへの適応性と交換式水素カードルを含めた機体の安全性の確認

株式会社フラットフィールド ○山浦 卓也

環 境 省  水 ・ 大 気 環 境 局 モ ビ リ テ ィ 環 境 対 策 課

脱炭素モビリティ事業室 須山 友貴 

１．背景と目的 

1.1課題と目的 

我が国では 2030 年度に 2013 年比 38%の CO2

排出量削減、2050 年にはゼロカーボンを達成する

ことを目標として掲げており、脱炭素化に向けた

取組の推進が喫緊の課題となっている。 我が国

の産業部門からの温室効果ガス排出量のうち、建

設機械からの CO2 排出量は 2.4%の割合を占め、

その大部分が化石燃料を使用して稼働する重機か

ら排出される。このような現状を受け、脱炭素社

会の実現に向けて、国内外における複数の自動

車・油圧ショベルメーカーでは重機の電動化や燃

料電池、 水素エンジン等の開発が進められてい

る。水素エンジンは、燃料電池等と比較してコス

ト優位性が高く、本実証の水素供給方式(カード

ル式)であれば燃料供給も容易で(高圧ガス保安法

を順守しつつも必要且つ大幅な設備投資をするこ

ともなく、十分な量の水素供給が可能である)あ

ることから、費用対効果及び導入可能性が高いと

考えられる。このことから、水素専焼エンジン重

機の技術開発をすることを目的とし、環境省の令

和４年度から水素内燃機関活用による重量車等脱

炭素化実証事業（水素専焼エンジン油圧ショベル

及び水素供給事業実証プロジェクト）として、

CO2を排出しない水素専焼エンジン油圧ショベル

の開発・製作し実証試験を開始したのでここに報

告する。

２．水素エンジンの出力特性を油圧ショベルに適

応させる為の制御方法の構築 

油圧ショベルに求められる出力特性に対応し、

目標値及び性能が妥当であるかを実証試験におい

て確認する。図 2-1 は開発した水素エンジン油圧

ショベルのレイアウトイメージである。

(1)出力・定格回転数の設定

目標定格出力は、操作に違和感を及ぼさないこ

とを目標としてベースエンジン出力の 90％の 108 
kW （ベースエンジン：119.3kW/1,800min-1) を目

標とした。図 2-2は開発した水素エンジンの外観

である。また定格回転数は増加したフライホイー

ルの慣性力を有効に活用する事と排気エネルギー

の確保の為、油圧ポンプの回転範囲を考慮した上

で標準機の 1,500-1,800rpm よりも高い 2,000rpm
としたが、微細な動作をさせたい時にポンプの油

量を下げたい場面もありアイドリングと定格以外

に 1,200rpm 位の中速運転のモードも設定する事

にした。

(2)水素エンジンの負荷入力増減に対する応答性

水素エンジンの特性に合わせる為、実証試験用

のポンプ容積制御機を用いて可変容積式ポンプの

制御を行う。これによりポンプ容積の増加速度を

変化させる事で、エンジンにかかる負荷の増加を

緩やかにする事が可能となり、実証試験の中で水

図 2-1 水素エンジン油圧ショベルのレイアウトイメージ

図 2-2 開発したエンジンの外観
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素エンジンに適したポンプ容積の変化速度を導出

する。 
ポンプの容積制御とエンジン回転数制御を併用

し、エンジン回転数安定性向上を目指す。ポンプ

の容積制御を水素エンジン特有のトルク特性、応

答性に対応させることで、オペレーターのディー

ゼル機に対する違和感を最小限にすることを試み

る。 

(3)水素エンジンのトルク特性とエンジン回転速度

制御の関係

定格運転時に無負荷状態から急激に高負荷をか

けると出力の増加に時間がかかり回転数が不足す

る。その程度によってはトルクカーブの値が低い

ところにかかる事があり、更にはその時点での排

気エネルギーが低下する事で過給遅れも伴い出力

の増加に対して不利な状況となる。その為出来る

だけ回転数が不足するのを防止する目的でフライ

ホイールの慣性重量を増加して対策した。

増強ウェイトを付けた場合のウェイトメントは

純正フライホイールの約 1.6 倍となる。 

図 2-3 は製作したウェイトをフライホイールに

組付けた状態である。 

(4)スロットルバルブの開閉によるエンジン回転

数制御 

目標回転数に製定する為にエンジン回転速度制

御を行う。（以降回転数制御とする）回転数制御

はスロットルバルブを制御する事でエンジン回転

数を一定の回転数に制御するものである。回転数

の差に応じたエンジン出力の制御を行う必要があ

り、負荷＞エンジン出力の状況ではエンジン回転

数が下がり、目標との差に比例しスロットルバル

ブを開きエンジン回転数を復帰させる制御を行う

が、ターボラグの特性も相まって出力増加が間に

合わない状況では回転数が瞬時に上昇せず、更に

トルクが低い回転数まで下がった時は速やかに回

転数が上昇せず、回転数制御は差分に比例しスロ

ットルバルブを大きく開く。その後過給圧が上昇

し回転数が復帰し始める時には急激にトルクが上

昇し、負荷＜エンジン出力となる為、目標回転数

よりも上昇してしまうが過給の勢いが強いためス

ロットルバルブを閉じてもトルクの減少が間に合

わず過回転になる。この場合油圧ポンプへの影響

もある為過回転を防止しなければならず、スロッ

トルバルブによる回転数制御とは別に燃料噴射量

制御等の出力制御を併用する事で過回転を防止す

る制御を行う必要がある。エンジン回転数の低下

量を小さくするために更なるエンジンの低速トル

クの増強を課題としてＶＧターボの制御調整等を

行う予定である。また当初のエンジン回転数変動

幅目標は±200rpm 以内とした。

（5）空燃比制御によるエンジン回転数制御

過回転を防止するにあたりスロットルバルブだ

けでの制御では製定しきれない状況があり、エン

ジン制御の回転リミッターによる制御を試みた

が、回転リミッター制御は点火や燃料噴射を間欠

的に停止させる制御であり、バックファイアが発

生する為この制御では対応出来なかった。その為

点火時期や空燃比の調整によりエンジン回転数の

製定を試みた。まず点火時期の調整においてはエ

ンジン出力を効果的に下げる事が出来ず、次に空

燃比による調整を行った。燃料噴射マップ上で過

回転領域に燃料噴射量を減らす調整を行ったとこ

ろ、リミッター制御に対し安定した速度制御に近

づける事が出来た。

３．交換式水素カードルの製作と水素エンジン油

圧ショベル運用時の安全性向上の為の対応： 

(1)交換式水素カードルの製作

稼働時間を確保する為 1 基 100m3の水素カード

ルを 3 基製作し交換しながら運用する。使用済み

のカードルは水素充填所に持ち込み再充填を行い図 2-3 フライホイールウェイトの取付状態

図 3-1 カードル内の水素容器のレイアウト
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充填後また作業場所に配送して運用する。 

図 3-1及び 3-2は製作したカードルのレイアウ

トとその完成品である。

(2)カードルの設置、固定、配管配線の接続監視

インターロックの構築

 図 3-3 はカードル自体の設置状態を監視する検

知スイッチである。図 3-6 のレバーロックの検知

及び図 3-7 のケーブルの検知と共にインターロッ

クとして機能し異常時はオペレーターへの警報と

燃料の遮断を行う。図 3-4,3-5はカードルの固定

具の図である

(3)水素漏洩検知システムの構築：

エンジンルーム及びカードル内部に水素センサ

ーを設置し漏洩検知時は燃料遮断と警報を発し、

センサー故障時は警告表示を行う。

図 3-8 は安全装置としての水素燃料遮断弁作動

条件の図である。これはエンジンに水素燃料を供

給する為の条件となる。それぞれの条件において

エンジン回転中に信号はエンスト時には速やかに

遮断弁を閉じ、水素漏洩の検知時は燃料の遮断が

図 3-2 カードル 3 基が完成した状態

図 3-2 カードル 3 基が完成した状態

図 3-3 カードル検知スイッチ

図 3-4 カードル下部コンテナブロックの取り付けイメージ

図 3-5 コンテナツイストロック

図 3-6 レバーロックの検知機構

図 3-7 カードル上部配管と配線の接続状態
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必須であり、カードルが正しく設置搭載固定され

ていることを監視するものとして、カードル有検

知・レバーロック検知・ケーブル検知の条件があ

る。併せて非常停止スイッチはオペレーターが危

険を感じた際に任意に水素エンジンの運転を停止

し燃料を遮断できるものである。これらをすべて

アンド条件として安全装置としている。

図 3-9 はオペレーターが確認できる水素エンジ

ン関連のモニターディスプレイである。

ディスプレイのレイアウトを図 3-10,3-11 に示

す。 

(4)水素エンジン油圧ショベル稼働時の周知：

まだ一般的でない水素エンジン油圧ショベルの

稼働時には青色のパトライトを点滅し周囲に対し

稼働を周知する。図 3-12 は実機のパトライト及

び安全ポールの取り付け状態を示すものである。 

後方視界用カメラについて標準機はカウンター

ウェイト上部に取り付けられていたが、交換式カ

ードルへの取り付け及び交換時のカードルの移動

経路に設置出来ない為カードルの下部ベースフレ

ームに取り付けた。

４． まとめ

 今年度の検討結果を踏まえ、今後の方針を以下

に示す。 

(1)エンジンベンチで開発した水素エンジンを実

機に搭載し実際の現場における運用時の課題の抽

出と対策を実施。

(2) 油圧ショベルの要求性能に対する水素エンジ

ンの適用性と、油圧制御の最適化の検証を実施。

(3)水素エンジン油圧ショベルの環境性を評価す

る基準として、ディーゼルエンジン油圧ショベル

の環境性の検証を実施。

(4)製作した交換式水素カードルの実機での運用

時や交換作業時における課題の抽出や実用性の検

証を実施。

(5)水素油圧ショベルの導入及び水素運搬によっ

て排出されるにおける CO2排出量削減効果を評価

する。

図 3-8 水素燃料遮断弁作動条件

図 3-9 水素エンジン情報ディスプレイ

図 3-10 ディスプレイ表示（正常時）

図 3-11 ディスプレイ表示（異常時）

図 3-12 パトライト及び安全ポールの設置状態
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21．建設機械分野の脱炭素化に向けた政府の取組について 

環境省 水・大気環境局 モビリティ対策課 

脱炭素モビリティ事業室 

○ 植竹 康朋

須山 友貴

１．はじめに 

環境省では、国土交通省、経済産業省と連携し

て建設機械の電動化を促進するため、令和６年度

から「産業車両等における脱炭素化促進事業（建

設機械の電動化促進事業）」を開始した。 

2050年カーボンニュートラルの実現に向けた脱

炭素戦略が求められる中、日本の CO2総排出量の

うち約 0.5％が建設機械の稼働により排出されて

いる。これまでも作業効率や燃費性能の向上によ

る省 CO2化を進めてきているが、カーボンニュー

トラルの達成には、中長期的には抜本的な動力源

の見直しも含めた取組が必要である。

この事業はグローバル市場への展開も念頭にお

きながら、ミニ・小型ショベル等の開発・普及を

促進するため、国内の需要喚起と、多様な現場に

おける電動建機による施工のモデルケースの形

成、今後の電動建機の普及拡大に向けた必要な知

見の収集を行うことを目的としている。 

本論文は、こうした事業の背景と課題、政府の

取組について紹介し、建設機械の脱炭素化推進の

一助とするべく、まとめたものである。 

２．地球温暖化対策への取組み 

まず，地球温暖化対策計画と、建設機械市場に

ついて概観する。 
2.1 事業背景 

「2050 年カーボンニュートラル（CN）宣言、

2030 年度 46％削減目標（2013 年度比）」の実現

に向けて、地球温暖化対策推進法に基づく政府の

総合計画が閣議決定されてから、３年近くが経過

する。令和 4 年度（2022 年度）における日本全

体の CO2 排出量は、約 10 億 3,668 万トンにおよ

び、そのうち約 34.0％が産業部門から排出されて

いる。このうちの 1.7％が建設機械の稼働による

CO2 排出で、その量は 587 万トンになる。これ

までは国土交通省が主導して、ICT 施工による作

業効率の向上や建設機械の燃費性能の向上による

省 CO2 を進めている。しかしそれだけでは目標

には届かず、CN の達成に向けて中長期的には抜

本的な動力源の見直しも含めた検討が必要であ

る。 

図-1 日本の部門別二酸化炭素排出量の割合 

(2022 年度) 

  出典：温室効果ガスインベントリオフィス 

2.2 海外における建設機械の脱炭素化 

海外においては、CN 化・脱炭素化に向け建設

機械に特定して支援をしている事例はまだ少な

い。事例として、政府レベルではスウェーデンが

「気候変動対策支援金制度」、ノルウエーが「ゼ

ロエミッション建機購入支援事業」、オランダが

「クリーン・ゼロエミッション建設機械補助事

業」で補助制度の導入をしている。地方自治体レ

ベルでは、韓国の複数の自治体が電動建機の普及

に向けた補助、アメリカやカナダの一部の自治体

が建機以外の船舶やトラクターなども含めた支援

制度が存在する。一方、ドイツやイギリス、中国

などのその他の国々では、電動建機を対象とした

公的支援制度は確認ができていない。

2.3 建設機械分野における日本メーカー

建設機械の市場規模(国内・輸出)は、3 兆 3,736

億円(2023 年)（(一社)日本建設機械工業会より）

であり、そのうち国内向けは 1 兆 1,307 億円であ

る。一方、輸出は２兆 6,052 億円と建設機械市場

の７割近くを占める。このため、日本メーカーに

とって国際ルールとグローバル市場への対応は必
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須であり、各国の制度を先にらみし、世界市場に

向けても脱炭素化を着実に実行していく必要があ

る。 

国内建機分野において日本メーカーのシェアは

７割を超える。特に油圧ショベルの国内市場シェ

アは、大手５社（コマツ、日立、キャタピラー、

コベルコ、住友）で９割程度を占め、油圧ショベ

ルにおいては強い競争力を有すると考えられる。

一方で、中型から超大型建機のカーボンニュー

トラル対応に関しては、技術動向やインフラ設備

の推進状況を引き続き見極めながら、電動化、Ｆ

Ｃ（水素電池）、水素内燃機関、合成燃料などか

ら適切な方策を選択していく必要がある。

こうした状況を踏まえ電動建機の普及に向けて

は、まずは強い競争力を持つ油圧ショベル分野を

強化することが得策である。今後 10 年間でミ

ニ・小型電動建機（ショベル）の「開発」・「性能

向上」・「車両導入」への投資を優先・重点的に促

し、進化させることで、建設機械分野での CN 化

が加速していくと考えられる。

2.4 ミニ・小型ショベルの市場

電動建機は静穏性、無排ガス、モーター特有の

操作性にメリットがある。一方、バッテリー稼働

時間、パワー、給電環境についての制約がある。

これらの特徴を活かしたミニ・小型電動建機（シ

ョベル）の使用現場は、都市部や小規模な施工と

の相性が良いと考えられる。 

 

図-2 ミニ・小型ショベルが適合する現場 

たとえば、住宅関連街路事業や住宅街における

除雪、都市公園、交通施設等都市施設、電気ガス

上下水道などの現場が適すると考えられる。また

民間ビル、道路、河川、港湾空港事業においても

規模と場所によって、適切な現場が多数あるもの

と考えられる。 

このような分野から国が電動建機普及初期の導

入を支援し、公共工事を中心に電動建機使用の経

験を積んでもらう。CO2 削減量や現場の種類、

稼働日数など、使用についてフォローアップす

る。多様な現場で使用されることで広く普及し、

民間工事へ波及させることを想定している。 

３．建設機械の電動化促進事業 

このような背景を踏まえ、国土交通省、経済産

業省と連携して、令和６年度から「産業車両等に

おける脱炭素化促進事業（建設機械の電動化促進

事業）」を創設した。以下、同事業の概要につい

て説明する。 
3.1 事業概要 

建設機械の電動化促進事業は、GX 建機（後

述）を導入する事業者に対し、建設機械や充電設

備の購入に係る経費の一部を補助し、多様な現場

における電動建機による施工のモデルケースを形

成することを目的としている。併せて、ＧX 建機

を使用する事業者等からのヒアリング、施工等に

係る情報収集、CO2 削減効果の確認等を行い、

今後の電動建機の普及拡大に向けて必要な知見を

得るものである。 

2024 年度の補助事業の予算規模は、約 2.1 億

円である。補助対象は建機本体と、商用電源が届

かない現場を想定した充電設備、データ収集等サ

ポート関連の委託費用を対象としている。建設機

械の補助率は、車両本体価格に対して同等仕様の

従来機との差額の３分の２、充電設備については

本体価格の２分の１を、民間事業者・団体などに

対して補助する。 

補助対象となる建機本体（GX 建機）は、国土交

通省が実施する「GX 建設機械認定制度」（以下、

「認定制度」）で認定された型式の建機である。

GX 建機とは、建設施工現場における電動建機の

普及を促進し脱炭素化を図るため、国土交通省の

創設した建設機械認定制度の認定を受けた電動建

機である。公募開始の 2024 年 5 月時点では、電

動油圧ショベル 15 機種及び電動ラフテレーンク

レーンの 1 機種が GX 建機として認定されてお

り、今後も随時、認定が追加される見込みであ

る。

3.2 事業で得ようとする知見

本事業では電動建機の普及のため、施工管理と

電動建機の使用方法を一体で考えて、様々な現場

における電動建機の現場適用性を確認する。まず

エリア別の視点から、様々な地域の事業を採択す

ることにより、寒暖や風雪など、地域の違いによ

るデータの取得を行う。また工事現場の種類とし

ては、道路関係では道路の新設工事や橋梁下部の

工事、維持修繕工事では河川工事のうち小規模な

工事や河川構造物設置工事など、ミニ・小型ショ

ベル等による作業が中心の現場を想定している。

建機の稼働は、同一年度内で複数の現場で使用

される可能性が高いため、工事現場での稼働に加

えて、保守体制等を含む実運用の観点からの建機

のデータを取得することも有益と考えられる。 
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補助金受給機の使用に係る情報の他に集めるべ

きデータとしては、工事における基本作業、工事

計画検討に必要な事項、CO2 削減効果などの確

認の検証事項を想定している。事例データや留意

点をまとめ、業界団体等を通じて広く周知するこ

とを想定している。 

このようにして得られた知見をもとに、経験の

無いあるいは少ない中小企業や小規模自治体が、

電動建機を用いた工事を受注又は発注しやすい環

境を整備することを目指している。 

3.3 補助事業のスキーム 

建機の所有形態としては、建設会社が自社で所

有する形態やリース会社を通じて購入する形態が

ある。また、建設機械は用途が特殊であるため、

レンタル会社が所有し必要に応じてレンタルされ

る形態もある。本補助事業において補助を受ける

対象者は電動建機の購入者としており、購入者は

施工会社・リース会社およびレンタル会社を想定

している。

リース会社が電動建機を購入した場合には、補

助金相当分をリース料から減額することを補助要

件として、利用者の負担増をカバーしてもらう。

事業終了後、一定期間後に稼働率を確認し、悪か

った場合には補助金返還を求めるなどにより、執

行の正当性を担保する。 

レンタル会社が電動建機を購入した場合も補助

金の受給は可能とするが、補助金相当分をレンタ

ル料から減額することは補助要件とはしない。こ

れは、レンタル料の算出には様々な因子があり、

確たるレンタル料算出式が無いのが実態であり、

レンタル料の中で正当な補助金相当額を定義する

ことが難しいからである。実際の工事において、

レンタルを利用する割合も多いことから、実証事

例を確保するため、レンタル事業者による補助金

の活用も可能とするのが現実に即していると考え

ている。

実証事例は、公共工事に加え、民間工事も対象

とする。 

3.4 公募の状況  

 建設機械の電動化促進事業は 2024 年 4 月に補

助事業者（執行団体）を決定し、5 月 27 日から

補助事業概要について執行団体を通じて公表、9

月末までの公募を開始した。7 月末までに受付を

した申請について、第 1 次の採択審査を８月に実

施し、計 22 台約 58 百万円の交付予定金額の採択

を行った。多様な現場における電動建機による施

工のモデルケースを形成するという観点では機

種・メーカー別に複数の応募があり、エリアとし

ては東北・北陸地区以外のほぼ全国から応募があ

った。工事の種類は当初想定していた工事種類の

半数程度ではあるが、8 月末現在公募は続けられ

ており、できるだけ多様な現場に利用してもらえ

るような申請がなされるよう、引き続き関係先に

働きかけを行っている。 

図-3 令和６年度 建設機械の電動化促進事業 

４．電動建機の普及に向けた課題と施策 

 今後、補助事業の公募と結果によって新たな有

益な知見がもたらされるであろうが、現時点で指

摘されている、電動建機に特有の普及に向けた課

題について考察する。 

4.1 ラインナップの拡充 

建設機械には油圧ショベル、ホイールローダの

他にも、ブルドーザー、クレーン、ダンプなど多

種類にわたる機械がある。パワーや稼働時間の観

点から電動には不向きな大きさあるいは種類もあ

るが、工事の規模や種類による様々なニーズに対

応できるよう、相当のラインナップが拡充される

ことが望ましい。その一方で、いたずらに機種を

拡大しても、使用シーンが限定されているため量

産効果が発揮されないという課題も見えている。

たとえば、電動建機の充電方法によるラインナッ

プがある。建設機械への充電には以下の 3 種類の

方法がある。 

A.バッテリーを搭載し、商用電源から給電

B.バッテリーを搭載し、急速充電設備から給電

C.ケーブルにより商用電源から給電する方法。

このうち C.は数十年前から、トンネル内の掘削

など排気ガスを出すのが望ましくない閉鎖空間に

おける工事などで利用されている、古くから存在

する技術である。しかし、市場規模の小ささある

いは使い勝手の悪さにより、新しい建機があまり

製造されていない。このため、利用したい時に機

械が調達できない、あるいは古い機械に多額のメ

ンテナンス費用をかけないと利用できないという

課題が指摘されている。

4.2 企業規模による導入の違い

民間企業における電動建機の使用例は、企業規

模により違いがある。投資家からの要請もあり、
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体力のある大手企業は自社でリスクを取り、自主

的に電動建機の使用を始めている。たとえばゼネ

コンによる建築工事や、レンタル業者による電動

建機のラインナップなどである。一方で国内に数

多く存在する中小企業の中には、電動建機の使用

に関心を示しつつも、高額な電動建機の導入には

踏み切れずにいる企業が存在する。

工事金額、件数と企業規模の関係は、以下のよ

うに整理している。一般的な国発注土木工事の国

土交通省等級のＡランク企業（7 億 2,000 万円以

上の工事を受注できる）は、全国規模の経営であ

り、電動建機導入に関して自社でリスクを取れる

体力を持っている。しかし、Ａランクの工事は件

数が非常に少ない。一方、国土交通省等級の C ラ

ンク企業（３億円までの工事を受注できる）は、

多くが都道府県単位での経営規模の、地場の中小

企業が該当する。この C ランクの工事は、全体の

工事件数のうち 9 割弱、工事金額でも国内の約半

数を占めるボリュームゾーンである。これらの工

事で C ランク企業が電動建機を使えるようにする

ことが電動建機普及のカギとなる。しかし C ラン

ク企業は電動建機導入に対して自社でリスクを取

ることは厳しい。このため国による支援により、

電動建機導入へのハードルを下げることが求めら

れる。また、公共工事で使用経験を積ませること

で、国内中小企業も電動建機を使いこなせる環境

を整えることが必要である。

4.3 電動建機導入のインセンティブ

国土交通省においては、既に次のような取り組

みを実施している。一部の地方整備局では、公共

工事の中で環境対策型建設機械を用いて工事を行

った受注者に対して、工事終了時の工事成績で加

点する措置を実施している。加点があると、次の

公共工事入札時に有利になる。この加点対象に電

動建機も含めている例として、北海道開発局の公

共調達におけるカーボンニュートラルがある。 

 道内建設業において率先して CN の取組を進め

るため、北海道開発局および北海道、札幌市が発

注工事において「北海道インフラゼロカーボン試

行工事」を新設した。工事成績でインセンティブ

を付与することで、道内建設業における CN の意

識醸成を図っている。燃費基準達成建設機械認定

制度の認定型式などの「環境対策型建設機械の使

用に対して」加点措置等を実施、工事終了時に発

注者が工事成績におけるインセンティブを付与す

る。工事成績での加点は次の入札で有利になるた

め、よりインセンティブが大きくなるという仕組

みである。 

 また、『認定制度』を活用した電動建機普及の

枠組みも検討されている。これは、公共工事発注

時の契約書内で 電動建機の使用を位置づけ、電

動建機の普及促進を図るものである。公共工事で

使用可能な電動建機については、「認定制度」に

より性能の担保を図る。普及促進の枠組みとし

て、契約図書での認定型式の使用の位置づけを公

共工事発注者から行い、「認定制度」にて型式認

定された電動建機を利用させる。このことにより

公共工事を含め、日本国内の建設施工現場への電

動建機の普及を推進させるものである。 

 これらはいずれも公共工事におけるインセンテ

ィブの例であるが、民間工事においても電動建機

の利用に資する効果的なインセンティブが欲しい

ところである。 

世界の主要国における電動建機に関する規制

(使用原則など)は、排ガスに関する規制はいずれ

の国でも実施しているが、それ以外の規制は、北

欧各国で自治体レベルでの実施が確認されるのみ

であり、国単位での実施は確認されていない。

2024 年度にわが国が国単位で行う規制的措置：

公共工事で GX 建機を契約図書に位置づける措置

(2024 年度から実施予定)が、世界初の事例となる

可能性がある。これにより、建設工事・土木工事

における稼働実績大幅増により、市場性のある価

格の早期実現から、民間工事への波及効果を期待

したい。 

５．今後の方向性について 

我が国では電動建機に関する検討が引き続き進

んでおり、例えば、2024 年 6 月の「経済財政運

営と改革の基本方針 2024」および「新しい資本

主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 年改

訂版」では、電動建機の導入促進について言及が

されている。 

 引き続き、関係省庁と連携しつつ、建設機械の

電動化を促進してまいりたい。 

６．おわりに 

日頃より、建設施工分野の関係機関、関係団体

等の皆様にはご協力を頂き、感謝申し上げます。

現在進行中の補助事業であり、本年度の成果をで

きるだけ速やかに還元してまいります。引続きよ

り良い地球温暖化対策施策を実施するべく、ご指

導ご鞭撻のほど、よろしくお願いいたします。 
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22．ディーゼルエンジン用水素アシスト技術の評価に関する研究 

エンジンベンチ試験による燃費向上及び CO₂排出削減効果の検証

西松建設株式会社 ○ 戸田 泰彰

西松建設株式会社 石渡 寛之 

久留米工業高等専門学校 坂田 瑠琉 

久留米工業高等専門学校 中武 靖仁 

株式会社アクティオ 山口 利治 

１．はじめに 

水素アシスト技術とは，既存のディーゼルエン

ジンに後付けで吸気口（エアインテーク）から燃焼

室に水素を送り込み，燃料と混焼させることで，燃

費向上と CO₂排出量の削減を行うものである。本

技術はディーゼルエンジンを動力源とする発電機

や重機といった建設機械だけでなく，バス，トラッ

ク，船舶等の輸送機械へも幅広く利用可能であり，

また後付け（レトロフィット）可能で，装置取付け

直後から軽油や重油の使用量を抑制し，CO₂排出量

が削減できる。また吸気に水素を混ぜるため，万が

一水素の供給が停止してもエンジンの異常や故障

に繋がることはない安全な技術である。本技術に

関する燃費向上の実験結果等が報告されているが，

定量的な評価としては十分ではなく，また様々な

エンジン形式（排気量，燃料噴射方式）に対する最

適な水素供給量やその効果については実験，検証

がなされていない。

本研究ではエンジンベンチ試験機を用いて，小

型ディーゼルエンジンを対象とした負荷試験を実

施する。さらに排出ガス測定により，排出ガス基準

項目（CO，HC，NOx，黒煙）と CO₂の排出量から，

水素供給時のエンジンの燃焼効率を評価する。 

２．実験装置および方法 

2.1 水素アシスト技術 

ディーゼルエンジン用水素アシスト技術（図-1）

は，水電解により水素を生成し吸気部から供給す

ることで，燃費向上と CO₂排出削減を実現する。

海外における既出の報告 1)では，排気量 10000cc の
ディーゼルエンジンに対して 4L/minの水素を供給

することで，最大で約 10%の燃料消費量が低減（燃

費向上）された事例がある。さらに付随する効果と

して，水素供給によりエンジン内部のカーボンス

ラッジ等の堆積物を低減させ，エンジンや排気シ

ステムの高寿命化，排気再循環バルブの交換など

のメンテナンス頻度，コストの削減が期待される。 
2.2 実験装置 

実験装置（図-2）は供試機関，動力計，排ガス測

定機器，電子天秤，および水素供給装置等で構成さ

れる。動力計には吸収動力 150 PS の水動力計を用

いた。燃料消費量は燃料タンクの質量を電子天秤

で測定した。また本実験では電気分解による水素

生成・供給ではなく，水素ボンベから減圧し流量を

制御して供給する方式とした。 
2.3 供試機関 

(1) 機械式燃料噴射方式

図-1 ディーゼルエンジン用水素アシスト技術 

図-2 実験装置概略図 
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機械式の供試機関として使用した，ヤンマー社

製水冷単気筒ディーゼル機関 NF-19SK（排気量：

1,007cc）の外観（写真-1）を示す。 
(2) コモンレール式燃料噴射方式

コモンレール式の供試機関として使用した，ヤ

ンマー社製水冷単気筒機関 NDF150-E（排気量：

760cc）の外観（写真-2）を示す。

2.4 実験方法 

(1) 機械式燃料噴射方式

吸気管から水素を供給し，空気と水素の予混合

気を用いて性能実験を行った。燃料は軽油を使用

し，回転数 2,000 rpmにおいて負荷 75%（荷重 120N），

50%（80N），25%（40N），12.5%（20N），6.25%（10N）

での軸出力や燃料消費量，排ガス成分量を計測し

た。計測データからエンジンのサイズに依存しな

いエンジン負荷に相当する正味平均有効圧力 Pmec 
[kPa]，燃料消費率 BSFC [g/kWh]，正味窒素化合物

BSNOx [g/kWh]を算出した。 
水素供給量は供試機関の排気量 1,007cc に対し

て 0.4L/min を基準として，最大で 20L/min まで供

給量を増加させて評価を行った。ここでエンジン

吸気量に対する水素供給量（水素濃度）としては，

20L/min の供給で 1.986vol%であり，水素の希薄可

燃限界濃度 2)4vol%と比較して十分低い値である。 
さらに本実験では，燃料にバイオディーゼル燃

料（BDF）を使用して性能実験を行った。 
(2) コモンレール式燃料噴射方式

前述の機械式と同様に水素を供給し，回転数

2,000rpm，燃料噴射時期 BTDC10°において負荷

87.5%（荷重 175N）から負荷 12.5%（25N）での軸

出力や燃料消費量，排気ガス成分量を計測した。水

素供給量は供試機関の排気量 760cc に対して

0.3L/min を基準として供給量を変動させる。 
2.5 水素供給方法 

吸気管への水素供給部（写真-3）を示す。水素供

給装置はFCデザイン社製GFC-KRM-2023である。 
2.6 排ガス測定装置 

排気ガスは CO，CO₂，HC，NOx，オパシティ（光

透過式黒煙）の 5 種類を測定した。CO，CO₂，HC
の計測には HORIBA 製の MEXA-1170HNDIR を用

いた。測定原理は非分散赤外線吸収法（加熱式）で

あり，測定範囲は CO：0-1/3/6/12 vol%，CO₂：0-
10/16/20/25 vol% ， HC ： 0-1000/2000/3000/5000 
ppmC6（ヘキサン換算）である。 

NOx の計測には HORIBA 製 MEXA-720NOx を

用いた。測定原理は直挿式ジルコニアセラミック

センサであり，測定範囲は 0-3000 ppm である。

オパシティに関しては HORIBA 製オパシメータ

MEXA-60SW を用いて計測した。測定原理は光透

過方式（パーシャルフロー排圧式）であり，測定範

囲は 0-99.9 %である。 
2.7 エンジン燃焼圧計測装置 

エンジン燃焼圧計測装置（YOKOGAWA 製スコ

ープコーダ DL850E）を使用し，取得データからエ

ンジン燃焼圧解析パッケージにより燃焼圧，平均

熱発生率を算出した。

2.8 燃料

本実験では，JIS2 号軽油とバイオディーゼル燃

料（BDF）の 2 種類の燃料を使用して（表-1），水

素アシスト技術に与える影響を調査した。 

写真-1 ヤンマーディーゼル NF19SK 

写真-2 ヤンマーディーゼル NFD150-E 

ディーゼルエンジン 動力計 

コモンレール

温調付き 
冷却装置 

吸気 排気 

写真-3 吸気管への水素供給部 

水素 

吸気用サージタンク 

表-1 軽油と BDF の成分 

項目 JIS2 号軽油 BDF 
密度 kg/m3 @15℃ 823.2 882.8 
粘度 cSt@40℃ 2.68 4.4 

引火点 ℃ 63.5 65 
流動点 ℃ －12.5 －7.5 

低位発熱量 MJ/kg 43.1 37.01 
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３．実験結果 
3.1 機械式燃料噴射方式 

燃焼性能の評価結果として，縦軸に正味燃料消

費率 BSFC，横軸に機関の負荷を示す平均有効圧

Pmec のグラフ（図-3）を示す。水素供給量 0.4～
1.2L/min程では，低負荷 12.5%（平均有効圧 89.4kPa）
で若干の消費燃料の低減（燃費向上）が見られる

が，高負荷を含めた全域ではほとんど影響が見ら

れない。 
次に水素供給量を 10 倍の 4～12L/min に増やし

た結果を図-4に示す。さらに横軸は同様とし，縦

軸に正味二酸化炭素排出量 BSCO₂（図-5）とした

グラフを示す。この条件では負荷変化のほぼ全域

で水素供給による燃費向上の効果が認められる。

また図-5 からは燃費向上とともに CO₂排出量の

低減が確認できる。 
燃料に BDF を使用した場合の燃焼性能を図-6

に示しており，軽油と同様に負荷変化の全域で燃

費向上の効果が確認できる。 
水素供給時の軽油と BDF の燃費性能の比較（図

-7）を示す。縦軸に Control を基準とした燃料消費

変化率，横軸を水素供給量とし，正味平均有効圧

は負荷 12.5%（89.4kPa）である。この結果から水

素が燃料としての役割を果たし，軽油や BDF の消

費量を低減させたと考察される。また軽油と比較

した場合に BDF の方が若干高い燃料消費変化率

を示しており，20L/min の水素を供給した場合に

は，14.7%の BDF 消費量の削減効果が得られた。

次に水素の発熱量を基に，水素 1L 当たり

BDF0.29g と換算して燃料消費変化率を示す（図-

8）。結果として水素供給量の増加に伴って変化率

も増加（損失が増加）しており，20L/min 供給時に

は約 25％の水素が燃焼に使われていないことを

示している。これはディーゼルエンジンの特性で

あるバルブオーバーラップ（排気時に排気弁と吸

気弁が同時に開いている状態）が関与したと考え

られ，吸気で取り入れた水素と空気の予混合気の

一部が排気弁から放出され，燃焼に使用される水

素量が減少している可能性がある。 
燃焼中の筒内燃焼圧と平均熱発生率を示す（図

-9）。仮説として，燃費向上は水素混入によって燃

焼温度が上昇したためと考えていた。しかしこの

結果から，水素供給時には燃焼圧が低下し，燃焼

温度も低下，また燃焼圧の微分である熱発生率の

ピーク値も低い。これにより水素はあくまで燃料

を代替する役割を果たしていると考察される。

さらに燃焼温度の低下によって，NOx 排出量の

低減も確認された。BDF 燃焼時には水素供給によ

って，最大 8.9%のNOx排出削減効果が得られた。 
3.2 コモンレール式燃料噴射方式 

水素供給量を 3～9L/min としたときの燃焼特性

図-3 燃料消費率 BSFC（機械式，軽油） 

図-4 燃料消費率 BSFC（機械式,軽油） 

図-5 二酸化炭素排出量 BS CO₂（機械式，軽油） 

図-6 燃料消費率 BSFC（機械式，BDF） 

図-7 軽油/BDF の燃料消費変化率の比較（機械式） 
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（縦軸：正味燃料消費率 BSFC）を示す（図-10）。

機械式燃料噴射方式の結果と同様に，負荷変化の

全域で燃費向上の効果が確認できる。 
水素供給量に対する燃料消費変化率を示す（図-

11）。図-8と同様に，水素を燃料として換算（水素

1L 当たり軽油 0.25g）した場合の変化率を破線で

示している。平均有効圧は負荷 12.5%に当たる

93kPa とした。コモンレール式においては，水素供

給量 9L/min に対して燃料消費削減率が約 6%（線

形近似）となり，燃費向上の効果は機械式よりも低

い。また機械式と同様に，供給した水素の一部が燃

焼されずに排気されていると考えられ，9L/min 供

給時には約 20%の損失が生じている可能性がある。 

４．まとめ 

4.1 成果 

本研究では，水素アシスト技術の燃費，排ガス及

びエンジン燃焼圧に対する影響を調査するため，

エンジンベンチ試験機による評価を実施した。

(1) 吸気に水素を供給することでディーゼルエン

ジンの燃費が向上する。

➢ 機械式（1,007cc）で軽油を使用，水素供

給量12L/minのとき約7%の燃費向上

➢ コモンレール式（760cc）で軽油を使用，

水素供給量9L/minのとき約5%の燃費向上

(2) 水素アシスト技術はエンジン低負荷条件の方

が燃費向上の効果が高い。

(3) 水素アシスト技術によりCO₂排出量を削減で

きる。一方でNOx排出量は増加しない。

(4) 水素アシスト技術は燃料の消費量を低減でき

る一方，供給した水素が未燃分として排出さ

れている可能性がある。そのため，供給した

水素の発熱量を軽油分として換算した全体と

しては，燃費が悪化する傾向が見られた。

4.2 建設機械等へ本技術の適用に向けた課題 

建設工事におけるCO₂排出削減に向けて本技術

の適用を検討する場合に，水素供給の実装上の課

題が挙げられる。重機，発電機等の建設機械では

5000cc以上の大型のディーゼルエンジンが一般的

に使用され，そこで今回程度の燃費向上を狙う場

合には，50L/min程の水素供給が想定される。ど

ういった方法（水電解または水素ボンベ）で大量

の水素供給が実現可能か，さらに全体のコストメ

リットを考慮した供給方法を選定する必要があ

り，水素サプライチェーンの整備に関わる部分は

業界全体で取り組むべき重要な課題と考える。

参考文献 

1) Whitaker,Richard・Rechberger,David・ Jokinen,Kristian：
Innovative Dual Fuel Aftermarket Emissions Solution ，

USDOE Office of Energy Efficiency and Renewable Energy，

EE0007800，2019 
2) 小林伴星・宮本亨・三上真人・小嶋直哉・椛島一・島崎

勇一：ディーゼルエンジンにおける少量水素添加時の燃

焼・排気特性，日本機械学会講演論文集 No.085-1，2008

図-8 燃料消費変化率（機械式，BDF） 

図-9 筒内燃焼圧と熱発生率（機械式，BDF） 

図-10 燃料消費率 BSFC（コモンレール式,軽油） 

図-11 燃料消費変化率（コモンレール式，軽油） 

筒内燃焼圧 

熱発生率 
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23．湯気や土埃が発生する実施工現場において安全性を向上させる 

高精度検知システムを搭載した緊急ブレーキ装置の開発 

酒井重工業株式会社 ○ 遠藤 涼平

１．はじめに 

近年，建設現場における安全性の向上がますま

す重要視されている。特に，ロードローラを用いた

締固め作業では，オペレータが進路方向の安全確

認やロール・タイヤへのアスファルト合材の付着

防止，締固め路面の品質確認など，多岐にわたる項

目を同時に行う必要がある。さらに，アスファルト

合材の温度が下がる前に転圧作業を完了させる必

要があり，オペレータには常に高い注意力と迅速

な対応が求められる。このような作業環境下では，

事故やトラブルのリスクが高まる。令和 5 年の統

計によれば，締固め用機械に関連する死傷災害(休

業 4 日以上)の件数は 77 件 1)に達し，そのうち 57
件 1) (74%)が激突や巻き込まれによる事故である。

このため，締固め作業中の安全性を向上させるた

めのさらなる対策が求められている。 
安全対策の強化には，以下の 3 つのアプローチ

が挙げられる。第一に，作業者や障害物との接触を

回避，または被害を軽減するための緊急ブレーキ

システムなどの安全装置の普及促進である。これ

により作業時の事故リスクの低減が期待される。

第二に，安全装置の機能精度をさらに向上させる

必要がある。車両に安全装置が搭載されていても，

実際の施工環境において十分に機能しない場合や，

安全装置の導入が作業性を著しく悪化させ，その

結果，現場で使用されない状況が生じる場合には，

死傷災害の減少は困難となる。第三に，現場作業者

の安全意識をさらに向上させていくことが重要で

ある。これは安全装置によって従来わからなかっ

た危険な状況をリアルタイムに注意喚起すること

で，作業者にさらなる危険予知(KY)活動へと結び

付けることが期待できる。

安全対策に用いられる安全装置の一つである緊

急ブレーキシステムは，以下の 3 つの要素で構成

される。まず，進路上の障害物を検知する「検知

部」，次に，車両の速度や周囲の状況に応じて検知

した物体の危険度を判断する「判定部」，最後に判

定された危険度に応じて警報や緊急ブレーキを作

動させて車両を停止させる「実行部」である。 
本稿では，安全装置の機能精度，特に検知部の検

知精度に焦点を当て，検知センサとして使用され

る 3D-LiDAR が抱える 2 つの課題に対し，ソフト

ウェアとハードウェア(以下，ソフト，ハードと称

する)の両側面からアプローチし，改善を図った。

その結果，実施工現場を想定した湯気や土埃が発

生する環境下でも従来よりも高い検知精度を実現

することができた。その成果について報告する。

２．3D-LiDARの特性と 2つの課題 

安全装置の機能精度を向上させるためには，セ

ンサの検知精度の向上が必要不可欠である。自動

車や建設機械に使用される検知センサには，光学

系センサとして LiDAR や ToF カメラ，電波を使用

するミリ波レーダ，さらに光学系のカメラなど，多

くの種類が存在し，目的，環境，コストなどに応じ

て選定される。表-1 には，当社の試験によって比

較した各センサの特徴を示す。当社では車両ごと

の使用環境 2)に合わせて大型車両のロードローラ

には 3D-LiDAR を，小型車両のロードローラには

79GHz 帯ミリ波レーダを搭載している。

舗装施工現場には，プレートコンパクタやラン

マ，ハンドガイドローラに加え他の転圧機械も進

捗に応じて一時的に置かれ，障害物となる場合や，

壁やガードレールなどにギリギリに寄せて施工す

ることが多い。このような状況下では，オペレータ

が施工路面の品質に集中しすぎるあまり，障害物

に気づかず接触してしまう可能性がある。この場

合，オペレータは何に接触したかを瞬時に正しく

認識することは難しく，軽度のパニック状態に陥

表-1 各種センサの比較結果（当社試験による) 

各項目 3D-LiDAR
3D-ToF
カメラ

79GHz帯
ミリ波レーダ

カメラ

距離精度が高い ◎ 〇 △ ×

画素数が多い
（形状認識しやすい）

〇 〇 × ◎

直射日光に強い ◎ △ ◎ △

夜間でも使用できる ◎ ◎ ◎ △

湯気の影響を受けない △ × ◎ △

低コスト × × △ △
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り回避行動を取ることで二次被害が発生する恐れ

がある。そのため，緊急ブレーキシステムによって

進路上の障害物をオペレータに確実に認識させる

ことが重要である。また，警報によって，現場全体

の KY 活動にも繋げられ，万が一接触の危険があ

る場合には，緊急ブレーキの作動によって，安全性

の向上にも寄与し，その後，施工作業を続けて行う

ことができる。そのため，現状のシステムでは，作

業者だけでなく壁などの他の対象物も検知できる

センサと検知アルゴリズムを採用している。

こうした要求を解決する上で，表-1 に示すよう

に 3D-LiDAR は高い距離精度と解像度を有するた

め，非常に有効な検知手段である。一方で，一般的

に検知精度は感度を上げると誤検知が増え，感度

を下げると誤検知が減るトレードオフの関係があ

る。ロードローラの転圧作業では，湯気や土埃が発

生するため，この影響による誤検知を抑制しつつ，

感度を上げて検知精度を向上させる必要があった。 
2.1 課題①:検知対象物の反射強度による影響 

3D-LiDAR を含む光学系センサでは，一般的に赤

外線のパルス光を照射し，物体に当たって戻って

くる時間とその反射強度を測定して，照射や受光

の角度と時間から物体までの距離を算出する。ま

た，原理的に建設現場で多く発生する湯気や土埃

も測距するため，ソフトによって湯気や土埃を除

去し，誤検知を抑制するためのフィルタ処理が行

われることが多い。一般的には，湯気や土埃の反射

強度はその先にある物体の反射強度と比べて同等

もしくは低い傾向にあるため，一定の閾値以上の

反射強度を持つデータを採用することで，つまり

感度を下げることで誤検知を抑制していることが

多い。特に，作業者が着用する再帰性反射チョッキ

(以下，反射チョッキと称する)のように非常に高

い反射強度のみに反応させるフィルタを設定する

こともある。 
従来の検知アルゴリズムでは，路面や外乱状況

に応じてリアルタイムにフィルタを自動制御し，

誤検知の抑制を行っていた。例えば，舗装施工時の

ホットアスファルトのような反射強度が低い黒色

系の路面では，フィルタの閾値が下がり感度が上

がっても，発生する湯気の反射強度も低い傾向に

あるため，誤検知を抑制し，高い精度で障害物の検

知が可能となる。一方で，コンクリートなどの白色

系の反射強度が高い路面では，フィルタの閾値が

高く設定されることにより感度が低下する。その

結果，誤検知の抑制効果は高まるものの，検知精度

が低下してしまう。 
また，検知したい対象物の色や素材，表面性状な

どによっても反射強度は変化するため，フィルタ

の強さと検知対象物の反射強度のバランスによっ

て検知精度は変化する。そのため，安全性を向上さ

せるためには，図-1 に示すように反射チョッキや

明色系の作業着を着用することが有効であった。

しかしながら，建設現場においては，汚れが目立ち

にくい暗色系の作業着が多く着用される傾向があ

り，また，反射チョッキも着用されないことが多い。

着用されても，反射面積が小さく認識しにくいこ

ともあった。そのため，これらの状況に対応した検

知精度の向上が求められていた。 
2.2 課題②:濃い湯気や土埃による影響 

ロードローラの舗装転圧作業では，ローラのタ

イヤやロール表面に散水してアスファルト合材の

付着を防止する。また，道路を早期に解放するため，

転圧後にアスファルト合材の温度を下げる目的で

路面に散水することがある。このような作業環境

下では，特に冬季に白く濃い湯気が大量に発生す

る。また，路盤などの転圧作業では，乾燥している

路面でロールを振動させて転圧を行うと，土が巻

き上げられて土埃が発生する。特に土埃は発生す

ると空中に長時間滞留し，消失するまでに時間が

かかることが多い。

従来搭載していた 3D-LiDAR とその検知アルゴ

リズム(以下，従来型と称する)では，湯気や土埃を

透過した先に障害物がない路面であれば，前述し

たようにフィルタが機能し，誤検知の抑制が可能

である。しかし，湯気や土埃の先に比較的高い反射

強度を持つ障害物（例えば作業者など）が存在する

場合，障害物よりも手前の湯気や土埃を検知した

位置で誤検知することがある。さらに，濃い湯気や

土埃が発生する環境下では，フィルタの閾値が上

がるため，正確な位置での検知や誤検知もされず，

反応できない状態になることがある。このため，こ

のような環境下でも正確な位置で検知できるセン

サと検知精度の向上が求められていた。

３．改善手法と改善結果について 

 従来型の検知センサが抱えていた 2 つの課題に

対し，ソフトとハードの両面から改善を図った。ソ

フトでは検知アルゴリズムを見直し，ハードでは

3D-LiDAR にマルチエコー機能を搭載した。これに

より，従来型に比べて検知精度を大幅に向上させ

ることに成功した。以下に，これら 2 つの課題に

対する改善手法とその試験結果について示す。図-1 従来型 3D-LiDAR における課題 
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3.1 課題①:ソフトウェアの改善と試験結果 

 従来型の検知アルゴリズムでは，路面の反射強

度からフィルタの閾値を決定していた。これによ

り，湯気や土埃による誤検知の抑制を図っていた

が，検知対象物の反射強度の大半が路面の反射強

度よりも低い場合，フィルタによって除去されて

しまう。その結果，本来検知したい暗色系の作業着

を着た作業者などが検知できない場合があった。 
ソフトとハードを改善した 3D-LiDAR(以下，改

善型と称する)の検知アルゴリズムでは，ラベリン

グ技術によって検知物体を分類し，従来型のフィ

ルタを基に各物体を構成する点群のレベルを決定

した。次に，その分布に基づいて，検知対象物が実

像であるか，誤検知である虚像であるかの判断を

行った。その結果，従来では除去していた測距デー

タも考慮することが可能となり，暗色系の作業着

を着用した作業者など，反射強度の低い検知対象

物においても高い検知精度を維持することできた。

これにより，改善型は従来型に比べて検知精度を

大幅に向上させることができた。また，これらの検

知アルゴリズムは特許出願した独自技術である。

改善型と従来型の 2 種において，同時に測定し

た試験結果を図-2 に，検知対象物と試験の様子を

写真-1に示す。試験条件として，検知対象物には，

青色作業着と反射チョッキを着用したマネキン

(高さ約 1.7m)を使用し，測定路面には反射強度が

やや高い既設アスファルトを選定した。測定は，

5m 以上離れた位置から検知対象物に向かって近

づき，約 0.5m まで接近した時点で停止させ，その

後再び 5m 以上まで離れる動的な挙動で行った。 
図は，縦軸に検知対象物までの検知距離，横軸に

経過時間を 5 秒分ずらして示しており，下軸に改

善型の，上軸に従来型の経過時間を表示している。

この試験結果から改善型が従来型に比べて検知開

始距離が向上し，さらに途切れることなく検知し

ていることが確認できる。 
同様の測定条件において，作業着を濃紺，青，橙，

薄灰色の 4 種類に変更し，検知対象物の反射強度

の違いによる検知精度を比較した。その結果を表-

2に示す。表における「検知開始距離」は，接近時

の対象物が最初に検知された距離を示しており，

「検知率」は，3D-LiDAR の搭載位置から算出した

仕様上の最大検知距離 4.5m から，接近して停止す

るまでの衝突の可能性が高い状況における検知性

能を評価したものである。具体的には，3D-LiDAR
の測距周期から算出される理論上の最大検知数に

対する実際の検知数を基に算出した。結果として，

従来型では，作業着の色によって検知開始距離と

検知率が大きく変化することがわかる。特に，暗色

系の作業着において検知開始距離が短く，検知率

が低下する傾向が見られた。一方で，改善型では，

作業着の色に依存せず，常に長い検知開始距離と

高い検知率を維持できることが確認された。改善

型は従来型に比べて，検知開始距離が最大 77%，

検知率が最大 40%向上しており，検知精度が大幅

に改善されたことがわかった。 

3.2 課題②:ハードウェアの改善と試験結果 

 改善型は，湯気や土埃などの透明や半透明な物

体を透過してその先にある物体を測距できるマル

チエコー機能を搭載した。従来型では 1st-Echo で

湯気や土埃を測距してしまい，その先にいる本来

検知したい作業者が測距できない状況があったが，

表-2 作業着の色の違いによる検知精度の比較結果 

図-2 対象物に近づく際の動的な挙動による検知結果 

写真-1 3D-LiDAR の搭載位置から見たの試験の様子 
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改善型では，システム的な制限があるものの，1st-
Echo で湯気や土埃を測距しても，2nd-Echo によっ

てこれらを透過した先にある作業者を測距するこ

とが可能になった。改善型のマルチエコーの効果

を示した検知結果を図-3 に示す。なお，試験は実

現場における湯気や土埃を定量的に発生させるこ

とが難しいため，スモークマシンを使用して，実際

の舗装現場で発生するよりも濃く，先が見通せな

いレベルの湯気を疑似的に発生させて行った。図

に示された 1st-Echo および 2nd-Echo，検知結果の各

データは，白いほど測定距離が近く，黒いほど遠い

ことを示している。図より，湯気がない状態では，

1st-Echo によって検知対象物が検知されているの

が確認できる。一方で，湯気を発生させた場合，1st-
Echo が湯気を測距し，2nd-Echo によって濃い湯気

を透過して検知対象物が検知されていることが確

認できた。また，土埃では湯気と比べて粒子径が大

きく，2nd-Echo 以降のデータは測距し難い傾向であ

ったが，肉眼で先を見通せるレベルの土埃であれ

ば同じように測距できることを確認している。 
 図-3の試験において，検知対象物を 2.5, 3, 4m の

距離に設置した条件と，検知対象物がない状態で，

湯気を発生させた場合の検知精度を比較した。そ

の結果を図-4に示す。測定は 30 秒間行い，「検知

率」は 3D-LiDAR の測距周期から算出される理論

上の最大検知数に対する実際の検知数から算出し

た。また，設置距離から±0.25m 以上離れた測定値

を「誤検知」と定義し，その数から「誤検知率」を

算出した。湯気は風などの外乱条件により濃度が

変化するため，同時に測定した従来型と改善型の

増減割合に着目して評価した。その結果，検知対象

物がない状態で湯気のみ発生させた場合，従来型

と改善型のいずれも検知がなく，誤検知が抑制さ

れていることがわかった。次に，設置距離を変化さ

せた場合，改善型の検知率が従来型に比べて最大

41％向上しており，また，すべての設置距離におい

て改善が見られた。特に，3m の設置距離では，従

来型の検知率に対し 87％（誤検知率/検知率）が誤

検知となっているが，これは，検知対象物が手前の

近い位置にある湯気の反射強度に強く影響を及ぼ

したためと考えられる。一方で，同じ設置距離にお

ける改善型は，誤検知率が 1.3%と大幅に低下して

おり，正確な位置での検知が可能となった。このた

め，改善型は湯気のある環境下においても検知精

度が大幅に改善されたことがわかった。 

４．まとめ 

ロードローラの実施工現場において安全性を向

上さるためには，安全装置の普及促進，機能精度の

向上，作業者の安全意識のさらなる向上という3つ
のアプローチが挙げられる。本稿では，安全装置の

一つである緊急ブレーキ装置について，機能精度

の向上に着目し，障害物を検知するセンサである

3D-LiDAR が有する 2 つの課題について，ソフト

ウェアとハードウェアの両側面から検知精度の改

善を図った。その結果，検知が困難であった反射強

度の低い対象物に対しても高い検知精度を維持す

ることが可能になった。また，濃い湯気や薄い土埃

が発生する環境下においても，その先にある危険

な障害物をより正確に検知することが可能になっ

た。これより，従来では非常に困難であった検知感

度の向上と誤検知の抑制を両立させる新たな検知

アルゴリズムを開発することに成功した。

しかしながら，周囲環境や検知対象物の状況に

よっては，必ずしも正確に検知できず，安全装置が

十分に機能しない場合がある。そのため，安全装置

を過信せず，危険予知(KY)活動を通じて各作業者

が自身の安全意識を高めるよう心掛けていただき

たい。その結果，安全性を向上させる一助となれば

幸いである。また，i-Construction で推進される自

動運転車両などへの応用を進めることで，現場全

体の安全性と作業性の向上を図り，建設現場での

事故撲滅を目指していきたい。 

参考文献 

1) 厚生労働省：職場のあんぜんサイト, 労働災害統計,
令和和5年死傷災害統計確定値

2) 遠藤涼平・森岡則雄：緊急ブレーキ装置搭載コンバイン

ド型振動ローラの開発，建設機械施工, Vol.73, pp.50～55,
2021図-4 濃い湯気が発生する条件下での検知精度の比較 

図-3 濃い湯気の存在下でのマルチエコーの効果 
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24．指向性スピーカを使用した施工現場の騒音低減システムの開発 

鹿島道路株式会社 機械部 ○内山 智史

阪田 正弘

１．はじめに 
 工事現場では，重機や作業員の接触事故防止の

ため，AIカメラや超音波を用いた注意喚起装置を
重機に取り付け，事前に設定したエリア内に作業

員が入った際に警告音を発するように対策する方

法や，重機が動く際にクラクションを鳴らして重

機周辺の作業員に注意喚起を行う方法が広く使わ

れている。しかしこれらの警告音は，注記喚起すべ

きエリア以外にまで届くため，警告音に対する意

識の低下や近隣住民に対する騒音となるなどの課

題を抱えていた。 
そこで当社では，指向性スピーカを活用し，必要

な方向にのみ注意喚起することが可能なシステム

を開発した。本稿ではシステムの概要および性能

検証結果について報告する。 

２．現状の警報装置 
 工事現場にはローラやダンプトラックといった

重機や車両が混在する状況が多い。ダンプトラッ

クの荷台に資材を積み込むときなど，重機と車両

が連携する作業も多く，このような場面では合図

を送る手段としてクラクションがよく用いられる。

また，車両が後進する際には運転手は目視にて後

方の安全確認を行うが，人や重機・車両に対し接触

および巻き込み事故を防止する注意喚起として周

囲に警報音を発信するバックブザーを備えている

ものが多い。しかし，これらのクラクションやバッ

クブザーは同心円状に音が広がっていくため，警

報の対象となる車両や作業員のみならず，周囲全

体に音が聞こえるよう大音量に設定されている。

そのため作業現場の周辺の住宅などにまで音が届

き，生活環境に影響を及ぼすことがある（図-1）。  

３．指向性スピーカによる警報システムの開発 
3.1 開発経緯 

これらの問題点を解決するため，指向性スピー

カを活用した注意喚起装置の現場適用を検討した。 
指向性スピーカとは，全方位に一様に音が拡散

する一般的なスピーカと異なり，音が拡散せずに

直線的に進む指向性という性質を持つ（図-2）。そ
のため，特定の方向にいる人にピンポイントで音

を届けることができることから，商業施設や美術

館などの音声案内などですでに利用されている。

これを舗装工事現場に応用することで，近隣住民

に対してクラクションやバックブザーによる騒音

が抑えられると考え，開発するに至った。 

図-1 バックブザーの拡散イメージ 

一般的なクラクション     指向性スピーカ 
図-2 音の拡散イメージ 

3.2 仕様決定 

システムを開発するにあたり，1ユニットあたり
50個の超音波発振子で構成される市販の指向性ス
ピーカユニットを使用し，指向性の確認，発するこ

とができる最大音量の確認，音声を発した際の聞

こえ方など各種検証を行う予備検証機を製作した

（写真-1）。音の拡がり，音量の比較対象として，
重機に用いられている汎用のクラクションを用い

た。（写真-2） 

音源 
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写真-1 予備検証機  写真-2 クラクション 

3.3 予備検証 

予備検証は，図-3で示すように延長方向へ 30m，
横方向に 10mのエリアを設け，延長方向は 5mピ

ッチ，横方向は 0，3，5，10m の地点において，

普通騒音計を用いて A 特性音圧レベルの測定を

行った。音源は予備検証機（写真-1）とクラクシ
ョン（写真-2）とし，音源の設置高さは 1.2m，測
定高さは 1.2m とした。なお予備検証機からは録

音したクラクション音を発した。 
 予備検証の結果，音源の延長方向では距離によ

らず80~90dB程度の音圧レベルが測定され，十分な
音量を発せられることを確認できた（図-4）。また，
音源から横方向に10m離れた線上において，クラク
ションは延長方向と同等の音圧レベルだったのに

対し，指向性スピーカは50dB程度であった（図-5）。
以上より，指向性スピーカから発する音の直進性

を確認することができ，特定の人のみに音を届け

るという目的達成に有効であることを確認するこ

とができた。

 また，使用する超音波発振子の個数を変えて50，
100，300個の条件でそれぞれ音圧レベルを測定し
た結果，個数が多いほうが高い音圧レベルとなる

傾向を得られた（図-6）。 

図-3 音圧レベルの測定点 

４．試作機における検証 
4.1 試作機の概要 

 予備検証機をもとに試作機を製作した（写真-3）。
超音波発振子の個数を 300 個とし，雨への対策と
してホーンを新たに設けたほか，複数の音声デー

タを記録した操作ボックスを製作し，ボタン操作

で発する音を切り替えられるようにした。この試

作機を用いて予備検証と同様の検証を行った結果，

予備検証機と同様の音量・音の拡がりが発せられ

ることを確認できた。

図-4 延長方向におけるクラクションと 

指向性スピーカの音圧レベル比較 

図-5 横方向10mにおけるクラクションと 

指向性スピーカの音圧レベル比較 

図-6 延長方向における超音波発振子の 

個数による音圧レベル比較 

表-1 音圧レベルの目安1) 

音圧レベル 騒音の目安 

90dB パチンコ店内 

80dB 
ゲームセンター店内 
航空機の機内 

70dB 
主要幹線道路周辺（昼間） 

鉄道の車内 

60dB 
一般道路周辺（夜間） 

ファミリーレストランの店内

50dB 
役場の窓口周辺 
書店の店内 
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写真-3 試作機外観 

4.2 前方車両への注記喚起の検証 

スピーカの前方にいる車両の運転手に合図を送

ることを想定した検証を行った。写真-4に検証測
定状況を示す。試作機をダンプトラックの運転席

高さ相当の2.4mに設置し，大型自動車を試作機の
前方10，15，20mの地点にアイドリング状態で停車
させ，キャビンの外，窓を開けた状態の運転席，窓

を閉めた状態の運転席の3条件にて，それぞれの距
離における音圧レベルの測定を行った（図-7）。 
 検証の結果，キャビンの外と比較して運転席で

は音圧レベルが低くなることがわかった（図-8）。
実際に聞いた感覚としては，キャビンの外ではよ

く聞こえる，運転席・窓開けでは問題なく聞こえる

レベルであったのに対し，窓を閉めた状態では注

意深くしないと音を聞き取ることが難しかった。

この原因は，運転席は荷台や窓で遮られたことで

音が伝わりにくくなったからと考えられる。以上

の結果から，前方車両の運転手に音を伝えるとき

は，運転手に窓を開けた状態にしてもらうなどの

条件が必要であることがわかった。

図-7 前方車両の音圧レベル計測位置 

写真-4 前方車両への注意喚起検証 

図-8 前方車両における音圧レベル 

５．試作機の改良 
5.1 改良に向けた検証 

 前方車両への注記喚起とは別に，車両後進時に

おける作業員に対して注意喚起する装置を製作し

た。車両へ搭載するため，装置を小型化し，さらに

降雨時の耐久性を考慮した改良を加えた。この改

良装置を用いて性能検証を行った。検証エリアは

図-3のうち延長方向15mまでのエリアとした。検討
内容を以下に示す。 

① ホーン長さ

長さ300mmの試作機のほかに，予備検証機に
100mmと200mmの2種類の長さのホーンを取
り付けて発音し，音圧レベルを比較した。

② メッシュのサイズ

スピーカユニットの浸水対策としてホーン開

口部にメッシュを取り付けることを検討した。

ホーン先端に18，20，24，30メッシュ（写真-5）
のカバーを取り付けた状態で発音し，音圧レベ

ルに与える影響について検証した。

写真-5 メッシュのサイズ 
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表-2，表-3に音源の延長方向における音圧レベル
の比較を示す。測定時の条件としてホーン長さを

変更して（メッシュは無し）それぞれ比較したとこ

ろ，検証を行った条件内では，ホーンの長短による

音圧レベルへの影響はほとんどなく，改良に向け

てサイズを小さくできると判断した。 
表-3で示すとおり，30メッシュのカバーを装着

したところ，メッシュなしと比較して音圧レベル

の低下はみられるものの15m離れた位置でも70dB
以上であり，必要な音圧レベルは得られている。し

たがって浸水対策に優れた細かいメッシュを採用

しても性能上問題ないと判断した。 

表-2 ホーン長さによる音圧レベル変化 

ホーン長さ
音源からの延長距離 

0m 5m 10m 15m 

300mm 
音圧 
レベル

93dB 87dB 79dB 75dB 

低下率 - - - - 

200mm 
音圧 
レベル

94dB 87dB 81dB 77dB 

低下率 +1% ±0% +2% +2%

100mm 
音圧 
レベル

92dB 87dB 80dB 76dB 

低下率 -1% ±0% +1% +1%

表-3 メッシュのサイズによる音圧レベル変化 

メッシュのサイズ
音源からの延長距離 

0m 5m 10m 15m 

メッシュ

なし

音圧 
レベル

94dB 88dB 81dB 77dB 

低下率 - - - - 

18 
メッシュ 

音圧 
レベル

94dB 87dB 80dB 76dB 

低下率 ±0% -1% -1% -1%

20 
メッシュ 

音圧 
レベル

94dB 85dB 78dB 75dB 

低下率 ±0% -3% -4% -3%

24 
メッシュ 

音圧 
レベル

94dB 84dB 78dB 74dB 

低下率 ±0% -4% -4% -4%

30 
メッシュ 

音圧 
レベル

93dB 83dB 77dB 74dB 

低下率 -1% -5% -5% -4%

5.2 実用機 

 写真-6，写真-7に実用機の外観を示す。実用機は
超音波発振子の数を200個とし，操作ボックスの内
部に切替スイッチを設け，動作する超音波発振子

の個数を100個または200個に切り替えられるよう
にした。これにより試験機からサイズの縮小をし

つつ現場ごとに最適な超音波発振子数で音を発せ

られるようにした。また，ホーンの長さは100mmと
し，ホーン先端に30メッシュの金網を設け，スピー
カユニットへの浸水対策を施した。このほか，操作

ボックス内部にUSBメモリ差し込み口を新たに設
け，最大10秒程度の任意の音声データをUSBメモ
リから内部記憶装置に書き込むことにより，人の

声などを再生できるようにソフトウェアの変更を

行った。

写真-6 実用機外観 

写真-7 実用機操作部 

６．まとめ 
 指向性スピーカの有効性を確認し，重機後方に

いる特定の作業員への注意喚起システムを開発し

た。今後，実用機を使用し現場で稼働する重機に取

り付けて性能確認を行う。また，重機のオペレータ

が発した肉声をリアルタイムで発音できるように

するなど機能向上も検討している。 
本システムの開発を通して，現場の安全性向上

と騒音低減の両立につなげていきたい。 

参考文献 
1) 全国環境研協議会 騒音調査小委員会：全国環境研会誌

Vol.34 No.4(2009)「騒音の目安」作成調査結果について

バック音選択スイッチ 

クラクション
発音スイッチ

電源スイッチ 
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25．建設機械設置地盤の地耐力調査に関する実験的考察 

(独)労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 ○ 堀 智仁 

(独)労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 玉手  聡 

１．はじめに 

移動式クレーンや大型建設機械の転倒を防ぐた

めには，事前に地盤の支持力を把握することが重

要である。しかし，現場の支持力はしばしば目視や

踏査などの経験的な判断に依存し，これが原因で

支持力不足による転倒災害が発生している。地盤

の支持力を直接調査する方法として「平板載荷試

験」があるが，計測に長時間要するため，機械の安

定性評価にはあまり利用されていないのが現状で

ある。本研究では，平板載荷試験と同様に重機を反

力として用い，短時間で支持力調査が可能な「現場

地耐力試験」による計測を推奨している。 

一方，支持力を間接的に求める方法として，ラン

マーの落下の衝撃を利用した試験がある。この試

験は１箇所の計測に要する時間は1分程度であり，

簡易な試験方法から大型建設機械の安定性評価に

利用されている事例が多く見受けられる。そこで

本論文では，現場地耐力試験のような「載荷試験」

による方法と，簡易支持力測定器のような「衝撃試

験」による方法で地盤調査をおこない，両試験から

得られた結果を比較した。

２．試験の概要 

2.1 現場地耐力試験(BCT)の概要 

現場地耐力試験（BCT）は，平板載荷試験（PLT） 
と基本的に同様の手法であるが荷重の載荷方法が

変位制御である点で異なる。PLT は計画最大荷重

を5〜8段階に分割して段階的に荷重を分割して段

階的に荷重を載荷するのに対し，BCT では載荷速

度を一定として荷重を載荷する。これにより，PLT
が 1 箇所の計測に 5〜8 時間要するのに対し，BCT
は変位速度を 5mm/分とした場合，試験時間を約 10
分程度に短縮することが可能となる。この速度は

現場CBR試験のそれを載荷板の直径比で換算した

ものである。図-1 に試験の概要を示す。これまで

の研究から両試験の結果はほぼ一致することが確

認されている 1)。さらに，BCT は載荷圧力 q と沈

下量 s の連続データを取得することができ q-s 関

係の弾性域や曲線の屈曲の程度などを詳細に把握

することが可能である。なお，試験の詳細について

は，既報を参照されたい 2)。 
2.2 簡易支持力測定器による試験の概要 

簡易支持力測定器（以下，CAS という）は，地

盤の支持力を迅速に評価するための装置である。

ランマー（質量 44.1N、直径 50mm）を一定の高さ

から地盤に自由落下させ，その際に発生するイン

パクト値（Ia）を測定する。このインパクト値から，

CBR値，K30値，qc値，c値，φ値などの地盤定数

を換算して求める試験である。図-2 に簡易支持力

測定器による試験の様子を示す。

CAS の最大の特徴は，重機などの反力を必要と

しないため，重機の搬入が困難な狭隘な現場でも

実施できることである。このため，都市部の狭い道

図-1 現場地耐力試験(BCT)の概要 図-2 簡易支持力測定器による試験の様子 
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路や建設現場，山間部などアクセスが限られた場

所でも活用されている。また，試験に要する時間が

非常に短く，1 箇所あたり約 1 分程度で完了する

ため，短時間で多地点の調査が可能である。そのた

め，CAS は，その簡便さと迅速性から，小規模な

土木工事や建築物の初期地盤調査に広く利用され

ている。

2.3 試験現場の地盤条件 

試験は地域の異なる 4 箇所で行った。本試験で

は，それぞれを No.1〜No.4 と呼ぶことにする。現

場内から採取した土試料の物理特性を表-1 に示す。

物理試験の結果から，No.1〜No.3 は礫および砂質

土，No.4 はシルトであった。 
BCT については各地点で複数箇所実施し，CAS

は BCT の試験箇所を取り囲むよう各点 5回実施し

た。なお，No.3 および No.4 においては，平板載荷

試験（以下，PLT という）も実施した。 

３．試験結果 

3.1 BCT 試験の結果 

図-3〜図-6 に BCT 結果を示す。図中には試験の

位置関係も示している。No.1 の結果を示した図-3

表-1 各調査地点における土の物理特性 

計測点 
rs 

(g/cm3) 
rd in-situ 
(g/cm3) 

w 
(%) 

rdmax 
(g/cm3) 

wopt 

(%) 
Dmax 
(mm) 

地盤材料の分類名

No.1 2.601 1.192 32.5 1.400 29.8 125.0 細粒分質砂質礫 (GFS-R) 

No.2 2.642 1.602 13.92 1.778 14.5 37.5 細粒分質礫質砂 (SFG) 

No.3 2.652 1.691 18.52 1.756 15.0 190.0 礫まじり細粒分質砂（SF-G） 

No.4 2.733 1.170 38.99 1.275 23.0 2.0 シルト（MH） 

図-3 BCT 試験結果（No.1） 図-5 BCT 試験結果（No.3） 

図-4 BCT 試験結果（No.2） 図-6  BCT 試験結果（No.4） 

1m
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BCT 1-1
BCT 1-2

BCT 1-3

BCT 1-4

2m

試験箇所

1.5m

PLT
1.5m

BCT 3-2BCT 3-1

試験箇所

試験箇所

1m
BCT 2-2

BCT 2-3BCT 2-5

約10m

1m

BCT 2-1

1m

2.7m

未舗装道路

BCT 2-4

1.5m
PLT 1.5m

1.5m 1.5m

BCT 4-4 BCT 4-3

BCT 4-2BCT 4-1
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では，試験箇所の比較的近い BCT1-1 および BCT1-
2の載荷圧力 qと沈下量 sの関係は，概ね s＜100mm
の弾性域での傾きに差が見られるものの，q の最大

値は同様の値であり，q-s 関係も類似している。そ

れに対して，BCT1-1 から 2m離れた地点で実施し

たBCT1-4は弾性域の傾きはBCT1-1とほぼ等しい

が，q-s 関係に明確な屈曲が見られず，BCT1-4 の

最大 q は未計測であり，その値は BCT1-1 に比べ

非常に高いと推定できる。一方，BCT1-3 から 5m
離れた地点で実施した BCT1-3 は弾性域の傾きは

他の結果と同じであるが，最大 q は約 1/2 であっ

た。この結果から，同一現場内においても最大 q の

値に差が見られた。

No.2 の結果を示した図-4 においても q-s 関係に

差が見られる。調査地点の近い BCT2-1 と BCT2-2
を比較すると，BCT2-1 は，s の増加とともに q も

増加し続けており q-s 関係にピークが確認できな

い。それに対して，BCT2-2 では，q-s 関係に明確

なピークが見られ，弾性域での傾きもやや小さい

結果であった。一方，BCT2-3〜2-5 を比較すると，

いずれも明確なピークが確認できないことは共通

しているが，q-s 関係の傾きに差が見られる。特に

BCT2-3 については，最大 q は高いものの発生する

沈下量も大きい。

図-5 に No.3 の結果を示す。No.3 については先

の結果と異なり，BCT3-1 と BCT3-2 の差はわずか

である。また，平板載荷試験（PLT）の結果を見る

と BCT に比べやや高い値であるが，両試験結果は

ほぼ一致している。BCT の試験時間は 10 分程度で

あるのに対して，PLT は 5 段階で載荷しているた

め試験時間は 150 分（30 分×5 段階）である。そ

のため，両試験の載荷速度は大きく異なる。一般的

に載荷速度が速い場合，強度が高くなる傾向にあ

るが，PLT の結果は BCT よりもわずかに強度が高

いことから，変位速度の違いによる影響がないと

考える。

図-6 に No.4 の結果を示す。No.4 についても BCT
のバラツキは少なく，BCT と PLT に良好な一致が

確認できる。

以上の結果から，No.1 と No.2 に共通して同じ現

場内であっても q-s 曲線には差が見られた。これは

現場地盤が平面的にバラツキを有したためと考え

られる。一方，No.3 および No.4 の q-s 曲線はほぼ

一致しており，現場内のバラツキが小さい地盤で

は BCT の結果に再現性があることがわかった。 

3.2 地盤反力係数の比較 

BCT および CAS の結果から地盤反力係数 K を

求めて比較する。ここで，地盤反力係数 K とは載

荷圧力の変化に対する載荷板の変位の割合である。

本研究では，BCT の q-s 関係の弾性域における傾

きを K とした。一方，CAS については，得られた

インパクト値 Ia を式（1）に示す換算式に代入して

K を求めた。なお，BCT から求めた K を KBCT，CAS
から求めた K を KCAS と定義した。

 (1) 
図-7 に BCT および CAS から求めた K の比較を

示す。両試験から求めた K を比較すると No.1 の結

果（●印）は KBCT と KCAS の間に明確な相関関係が

確認できない。一方，No.2 の結果（▲印）には，

良好な相関関係が確認できる。また，No.3 の結果

（■印）および No.4 の結果（◆印）については，

ラインよりも上側に位置している。No.1 の結果も

一部ラインの上側に位置していることから，CAS
から求めた K は過大評価となることを示している。 
3.3 許容支持力 qaの比較

次に，CAS で得られた Ia から内部摩擦係数f等の

地盤定数を求め，式（2）および式（3）に示す，国

土交通省告示第 1113号の短期に生ずる力に対する

地盤の許容応力 qa を算出した 3)。 

 （砂質土） (2) 

 （粘性土） (3) 

ここで，B は基礎幅（=0.3m）である。形状係数

aおよびbは正方形であるためa=1.2，b=0.3 である。

g1 は地盤の単位体積重量である。Ng および Nc は支

持力係数である。

図-8 に BCT から求めた極限支持力 qu を短期の

安全率Fs=1.5で除して求めた許容応力 qBCTとCAS
から求めた許容応力 qCAS の比較を示す。 
物理試験の結果から，No.1〜No.3 は「砂質土」

である。砂質土の結果はラインよりも下に位置し

KCAS = − 37.58 + 8.554 × Ia

qCAS = 2
3 × β × γ1 × B × Nγ

qCAS = 2
3 × α × c × Nc

図-7 地盤反力係数 K の比較 

K
C

A
S

KBCT
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ており，qBCT に比べ，qCAS の値が著しく小さい。こ

の結果から，CAS で求めた支持力は安全側の評価

となることがわかる。一方，粘性土である No.4 の

結果はラインより上に位置しているため，qBCT に

比べ，qCAS の値の方が 2〜4 倍高い結果であった。

すなわち，qCAS の値は砂質土においては過小評価，

粘性土では過大評価となることがわかった。

許容支持力 qCAS は前述した方法以外に，現場の

密度g1 が既知である場合，Ia から粘着力 c と内部摩

擦角fを求めて，式（4）に代入して qCAS を算出す

ることができる。 

 (4) 

式（4）から求めた qCAS と qBCT の比較を図-9 に

示す。式（4）から求めた結果（白抜き）は，一部

を除いてラインの上側に分布しており，qBCT に比

べ全体的に非常に高い値であった。

以上の結果から，CAS は簡便な試験であるが，

結果の解釈を誤ると著しく危険側の評価となる。

そのため，利用手引き 3)に従った方法で支持力を評

価する必要がある。

４．まとめ

地盤の支持力を直接的に求める現場地耐力試験

（BCT）と間接的に求める簡易支持力測定器（CAS）
を 4 現場で実施し，地盤反力係数 K および許容支

持力 qa の結果を比較した。その結果，K について

は，一部 BCT と CAS の間に正の相関関係が認め

られたが，4 現場のうち 3 現場の結果は有意な関

係が認められず，かつ結果が過大に評価されるこ

とがわかった。

一方，qa については CAS により求めた qCAS と，

BCT により求めた qBCT を比較した結果，砂質土で

は qCAS は qBCT に比べ著しく小さく，粘性土では反

対に qCAS は qBCT よりも大きな値であった。 
Ia から粘着力 c および内部摩擦角fを求めて支持

力公式から qCAS を算出した場合，qBCT よりも著し

く大きく，危険側の評価となることがわかった。簡

易支持力測定器の利用手引きでは qCAS 算出に際し

て土質が砂質土か粘性土を分類する必要がある。

しかしながら，設置地盤には砂質土や粘性土に分

類しにくい「中間土」も多く，技術者が判断を誤と

危険な可能性があり，注意が必要と考える。

近年，自然災害の頻発・激甚化により，災害復旧

現場では一刻も早く建設機械を投入せざるを得な

い状況も考えられる。しかしながら，機械を安全に

使用するためには PLT や BCT 等の載荷試験を実

施して地盤の支持力を確認することが必要不可欠

と考えられる。
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図-8 BCT と CAS の許容支持力の比較 図-9 支持力公式から求めた許容支持力との比較 
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26．振動加速度レベルによる除雪トラックフレームに作用する 

作業種別毎の負荷傾向について 

(国研)土木研究所寒地土木研究所 ○植野 英睦

(国研)土木研究所寒地土木研究所 山田  充

１．はじめに 

積雪寒冷地における冬期の円滑な道路交通の確

保は，地域住民の生活にとって必要不可欠であり，

確実な道路除雪体制が求められている。 

一方で近年，購入・整備予算の逼迫により，除雪

機械の更新が遅れ，老朽化した機械が増加し，除雪

トラック（写真-1）のフレームの破断（写真-2）な

どによる突発的な作業不能、ひいては廃車となる

ケースが見られるなど，除雪作業の停止日数も増

加傾向にあり，道路除雪体制への影響が懸念され

る。そのため，限られた予算の中，除雪機械の効果

的かつ効率的な維持管理手法が求められている。

寒地土木研究所では，この維持管理手法の提案

に向け，指標となる除雪機械の劣化に対する定量

的評価手法や，車両を構成している部位部品の劣

化度診断手法などの構築に取り組んでいる。 

その一つとして，破断時即廃車となる危険性の

高い除雪トラックフレームの診断手法について、

フレームにかかる外力などによる負荷を振動加速

度レベルで検証 1)している。

本報は、除雪作業種別による除雪トラックフレ

ームの負荷について、新たに振動加速度レベルを

追加し検証したので報告する。 

２．振動加速度レベルの測定 

除雪トラックのフレームは破断時，即時廃車と

なる場合もあるなど，重要構成部品の一つである。 

寒地土木研究所では，その除雪トラックフレー

ムの劣化度診断手法の構築について検討しており，

まず、除雪トラックのフレームに掛かる負荷傾向

について，振動加速度レベルでの把握を検証した。 
2.1 振動加速度レベル

振動加速度レベルは，加速度ピックアップを設

置して測定が可能で，振動の物理的なエネルギー

の大きさをデシベル(dB)で表わしたもので，建設

作業振動や工場振動，道路交通振動等の計測で広

く活用されている。 
振動加速度レベルは，次式で定義される。 

La=20Log（a／a0） 
La ：振動加速度レベル（dB） 
a  ：振動の振動加速度（m/s2） 
a0 ：基準となる振動加速度（10-5m/s2） 

数値は運動エネルギーの大きさを示すため，フ

レームの振動加速度レベルの数値が大きいほどフ

レームに作用する外力などによる負荷が大きいと

考えられる。その数値の大きさの目安として，気象

庁震度階級の解説内「気象庁震度階級表」3)より算

出した振動加速度レベルと震度階級の関係を表-1

に示す。

また，加速度ピックアップをフレームの複数箇

所に設置することで，箇所毎，作業種別毎の比較に

よる負荷傾向の把握が期待できる。 
2.2 振動加速度レベルの測定内容 

測定は，北海道石狩市の浜益区，厚田区等の北部

にて，実際に除雪作業をしている除雪トラック（10t
級 6×6，ワンウェイプラウ，路面整正装置）にて

行った。 
写真-1 除雪トラック 2) 

写真-2 除雪トラックフレーム破断イメージ 

表-1 震度と振動加速度レベル(dB) 
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除雪トラックのフレームの底面 8 箇所に加速度

ピックアップを設置し，回送も含め一連の除雪作

業における，3 方向（X，Y，Z）の振動加速度レベ

ルを 3 箇年 10 回にわたり計 1,671 分間測定した

（図-1，表-2）。

加速度ピックアップの設置は，まずフレームに

アルミテープを貼り，その上に瞬間接着剤で固定，

飛散する雪氷からの保護のため，シールパテを盛

り，再度アルミテープにて据え付けた。配線もコル

ゲートチューブにて保護をした（図-2）。

作業種別毎の測定時間を表-3 に，除雪作業の作

業種別と内容を表-4，写真-4に示す。測定は 100ms
間隔の連続データで行っているが，本報は表記の

簡素化のため，主に平均値の結果を示す。 

３．測定結果と検証 

測定結果の例として，4 回目 6:00～7:00 におけ

る作業種別と測点⑤Z 方向で測定した平均値（1 分
毎）のグラフを図-3に示す。この結果から，作業

種別や雪質の違いによる負荷傾向について検証し

た。 
3.1 ３方向の傾向 

X 方向と Z 方向は Y 方向に比べて振動加速度レ

ベルが大きく，①～⑧の全測点で同様の傾向を示

していた。測点⑤の例を図-4に示す。 

表-4 作業種別と作業内容 

写真-4 除雪(I)と除雪(G)の作業イメージ 

図-3 測点⑤Z 方向 4回目 6:00～7:00 時の 
計測結果（平均値〔1 分毎〕） 

図-4 測点⑤ 全方向（全作業種別） 

図-1 フレーム測点と方向 

表-2 測定日時 

図-2 加速度ピックアップ設置状況 

表-3 作業種別毎の測定時間(分)  

測定回 年目 月日

1 回目 1 12/15 14:02 ～ 17:24
2 回目 1 12/16 2:51 ～ 6:41
3 回目 1 12/16 14:01 ～ 15:59
4 回目 1 12/17 2:56 ～ 7:13
5 回目 2 12/16 17:33 ～ 18:48
6 回目 2 12/17 8:32 ～ 9:23
7 回目 2 12/18 3:02 ～ 6:38
8 回目 3 12/19 13:29 ～ 17:14
9 回目 3 12/20 2:59 ～ 6:12
10 回目 3 12/20 14:00 ～ 16:24

時　間

除雪(Ｇ) 
除雪(Ｉ) 
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3.2 フレーム測点毎の傾向 
フレーム測点毎の傾向としては，車両右側前方

の測点⑤が，作業種別によらず大きい傾向を示し

た。作業種別毎，全測点の X 方向の例を図-5 に，

全測点の X 方向，除雪(I,G)の例を図-6に示す。 
測点毎，作業種別毎に一様な関係がみてとれる

ため，数値の大きい測点⑤を基に，測点毎の振動加

速度レベルの相関関係について整理した。除雪

(I,G)の例を表-5 に示す。測点⑤と各測点の相関係

数が 0.7 以上と高く，測点毎にある程度一定の負荷

傾向が確認できた。これにより測点⑤を測定する

ことで全測点の負荷量の把握も期待できることが

わかった。 
3.3 作業種別毎の傾向 
測点毎のトータルの負荷を把握するため 3 方向

の振動加速度レベルを合成した結果を図-7 に示す。  

車体下のブレードを路面に押しつけて作業をする

除雪(I,G)と除雪(G)が，フレームに作用する負荷が

大きい傾向や，さらに除雪作業全般で，車体の前方

及び進行方向に向かって右側の負荷が大きい傾向

も確認できた。 
前方のプラウを接地させることで作業をする除

雪(I)と，ブレードを押しつけて作業する除雪(I,G)
及び除雪(G)との振動加速度レベルの差は大きく，

除雪(G)に除雪(I)が加わる除雪(I,G)の負荷は除雪

(G)よりやや大きい傾向もわかった。

また，稼働中にフレームがうける負荷の総量を、

振動加速度レベルの累積により試算した例を表-6

に示す。 
単年度ではあるが， 測定車両と同一規格で，似

たような稼働実績の除雪トラック A，B について

図-7 の作業種別毎の３方向合成した振動加速度レ

ベルの全測点計に作業稼働時間を乗じ累積振動加

速度レベルとして比較した。稼働の実績値は近い

が，フレームが受けた累積された負荷の総量は除

雪トラック A の方が大きいと推察できた。 
作業種別毎の振動加速度レベルに作業稼働時間

を乗じ総和をとることで，稼働距離や稼働時間以

外のフレームにかかる負荷量把握の１指標として

図-5 全測点 X 方向（全作業種別） 

図-6 除雪（I,G）X 方向（全測点） 

表-5 各測点、方向毎の相関係数（除雪（I,G）） 

図-7 3 方向合成した振動加速度レベル 

（作業種別毎） 

表-6 累積振動加速度レベル比較 例 
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の可能性を確認できた。 
今後，複数の工区や除雪トラックで測定を継続

し，フレームの劣化診断手法構築のため，振動加速

度レベルによる作業種別毎の負荷の定量化や，測

定箇所の集約化について検証していきたい。 
3.4 雪質による作業負荷の傾向 
雪質の違いによる作業負荷への影響についても

振動加速度レベルにて検証した。 
測定した除雪トラックは，積雪 10cm で出動する

ことになっているため，測定回毎に積雪量に大き

な差異はなく，雪質の違いを降水量にて比較した。 
降水量は，降った雪を解かし水量として換算す

るので，同じ積雪量であれば，降水量が少ないと軽

い雪となり，多いと重く湿った雪となる。 
降水量の数値は，作業工区に最も近い石狩市浜

益区のアメダスデータを使用し，前回除雪した後

から道路上に積雪されている分の降水量を累積降

水量として整理した。測定回毎の累積降水量を表-

7 に示す。累積降水量 0.0mm は，降雪があっても

1 時間あたりの降水量が 0.5mm 以下の場合 0.0mm
と記録されるため，そのまま累積降水量も 0.0mm
とした。 
累積降水量毎に振動加速度レベルを整理した結

果を表-8に示す。 
累積降水量は，より傾向が掴めるように降水量

の多い 15mm と 5mm の２つと，降水量が少ないも

のは 0～0.5mm と 1～1.5mm の２つでまとめ，計 4
つの区分で整理した。作業種別は，除雪(I)の測定時

間が計 24 分で各回 0～4 分程度しかないため，あ

る程度まとまった測定時間があった除雪(I,G)，除

雪(G)で整理した。振動加速度レベルは最も負荷の

高い測点⑤の 3 方向合成した振動加速度レベルに

て算出した。 
その結果、作業の平均速度の差異も少なく，累積

降水量の差における振動加速度レベルの明確な差

は確認できなかった。特に 7 回目の降水量 15mm
は，除雪されていない道路では，乗用車は通常走行

が困難な程の重い雪質であったが，特に負荷が大

きい結果とはならなかった。除雪トラックの牽引

力，駆動力に比べ，雪の質量はそれほど大きな負荷

ではなく，かつしっかりブレードを押しつけての

作業のため，積雪 10cm 程度の作業では，差が出な

かったと思われる。 

４．まとめ 
除雪トラックのフレームの劣化度診断手法の構

築に向け，除雪作業種別毎にかかる負荷を振動加

速度レベルにて検証した。 
その結果，以下について確認できた。 

(1) ブレードを押しつけて作業をする除雪(I,G)，除
雪(G)の負荷が大きいことが確認できた。

(2) フレームが受ける累積される負荷量把握の１

指標としての活用の可能性を確認した。

(3) 測定した機種の除雪トラックにおいて，積雪

10cm程度での作業では、雪質の違いによる負荷へ

の影響は確認できなかった。

今後，測定を継続し，振動加速度レベルによる作

業種別毎の負荷の定量化や，測定箇所の集約化に

ついても検証していきたい。 

参考文献 

1) 植野英睦，山田充：振動加速度レベルによる除雪トラ

ックフレームの負荷傾向把握について，令和5年度建

設施工と建設機械シンポジウム論文集・梗概集pp.79～
83，2023年

2) 国土交通省北海道開発局網走開発建設部HP：
https://www.hkd.mlit.jp/ab/douro_seibi/v6dkjr0000002r7c.h
tml(一部加工)

3) 気象庁HP：気象庁震度階級の解説（平成21年3月）（参

考５）「気象庁震度階級表」の気象庁告示（抜粋）p.17
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/jma-shindo-
kaisetsu-pub.pdf

表-7 測定回毎の累積降水量 

表-8 測定回毎の累積降水量 

作業

種別

累積

降水量

(mm)

測定回

作業

時間

(分)

平均

速度

(km/h)

振動

加速度

レベル

(ｄB)

0～0.5 2,5,8,9,10 359 24.1 177.7
1～1.5 1,3,6 232 23.3 176.1

5 4 119 24.7 179.1
15 7 11 23.5 176.2

0～0.5 2,5,8,9,10 91 19.8 174.7
1～1.5 1,3,6 32 20.1 175.1

5 4 8 20.4 175.7
15 7 125 21.2 176.4

除雪(I,G)

除雪(G)
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27．マスプロダクツ型排水ポンプの現場実証と新たな研究開発について

国土交通省 大臣官房 参事官（イノベーション）グループ 施工企画室  ○ 𠮷﨑 雄一 

林 朋幸 

１.はじめに

河川ポンプ設備は高度経済成長期に整備された

ものが多く，設置後 50年以上経過する施設の急

増が見込まれている。また, 河川ポンプ設備は複

数の機器がシステムとして一体となり機能を発揮

するプラント設備であることから，老朽化が進行

すると，部品・機器等の部分交換も限界となり，

システム全体の更新が必要となる。よって，全国

で老朽化した施設が一斉に更新を迎える「大更新

時代」の到来が懸念されている。加えて，河川ポ

ンプ設備を構成する機器は特注・受注生産品であ

るため，扱える技術者が限定されるとともに，故

障時の部品供給に時間を要することから，メンテ

ナンス性の確保も課題となっている。

そこで国土交通省では，経済性，操作性，維持

管理性の向上を目的とし，個別設計・一品生産品

から部品の規格化・量産品の活用へ転換を図る

「マスプロダクツ型排水ポンプ」の開発に着手し

た。 

令和 3年度，主原動機に 100kW 級の量産品エン

ジンを使用した，排水量 1m3/s のマスプロダクツ

型排水ポンプ(以下，「100kW 級マスプロポンプ」

という。) の実証試験を国立研究開発法人土木研

究所の水中環境実験施設で行い，技術の成立性に

ついて確認した。また，社会実装に向けて，令和

4年度から令和 5 年度末までに，秋田県大仙市，

京都府福知山市，広島県三次市，高知県四万十

市，福岡県みやま市及び福智町の 6箇所に 100kW

級マスプロポンプの実証設備を設置し，現場実証

を行っているところである。 

さらに，マスプロダクツ型排水ポンプの適用範

囲拡大を目指し，主原動機に 200kW 級の量産品エ

ンジンを使用した，排水量 2m3/s のマスプロダク

ツ型排水ポンプ（以下，「高出力型マスプロポン

プ」という。）の研究開発を令和 4 年度末から進

めているところである。

本稿は，100kW 級マスプロポンプの現場実証

と，高出力型マスプロポンプの研究開発について

経過報告するものである。 

２. 100kW 級マスプロポンプの現場実証

ここでは，令和 4 年度より進めている 100kW 級

マスプロポンプの現場実証について報告する。

2.1 現場実証の目的

100kW 級マスプロポンプは，主に地方公共団体が

管理する小規模排水機場への導入を想定している。

今後の社会実装に向けて，実際に使用が想定され

る環境下に設備を設置し，出水時の排水運転等に

より，耐久性，操作性，維持管理性などを確認する

ことが現場実証の目的である。 

2.2 現場実証の内容 

現場実証では，出水時の排水運転による操作性

や耐久性の確認，点検やエンジン交換試験により

点検や交換保全の容易性等の維持管理性の確認を

行うものである。 

2.3 実証設備の設置状況 

6 箇所の実証設備の主要諸元は表-1，設置状況は

表-2のとおりである。 

項目 秋田県大仙市 京都府福知山市 広島県三次市 高知県四万十市 福岡県みやま市 福岡県福智町 

ポ
ン
プ

メーカ
電業社 

機械製作所 
酉島製作所 クボタ 荏原製作所 

日立インダストリ

アルプロダクツ
鶴見製作所 

仕様 φ700mm 横軸斜流ポンプ（1m3/s×6m） 

エ
ン
ジ
ン

メーカ
三菱ふそう 

トラック・バス

三菱ふそう 

トラック・バス
三菱自動車 豊田自動織機 豊田自動織機 三菱自動車 

定格出力 98kW 98kW 107kW 105kW 100kW 109kW 

最大トルク 520N･m 520N･m 360N･m 450N･m 450N･m 360N･m 

定格回転数 1,900min-1 1,900min-1 3,400min-1 3,400min-1 3,400min-1 3,400min-1 

表-1 実証設備の主要諸元（100kW 級マスプロポンプ） 

- 113 -



2.4 現場実証の状況 

(1)秋田県大仙市

令和 6年 7月 9～10 日，25～26 日の 4日間で延

べ約 16 時間の実排水運転が行われた（写真-1）。 

運転中の異常等は特に無く，正常に機能すること

を確認した。 

(2)京都府福知山市

福知山市の実証設備は，バイパス管を使用した

管理運転が可能であり，令和 6 年 5 月に管理運転

を実施した。管理運転時の排水量（計算値）、エン

ジ 

ン回転数を図-1 に示す。運転中の排水量，エンジ

ン回転数とも安定して推移している。

(3)広島県三次市

完成後，まだ実排水運転を行っていないが，今後

行われる実排水運転で確認予定である。 

(4)高知県四万十市

令和 5年 6月の台風 2 号に伴う出水時に約 20

時間の実排水運転が行われ（写真-2），運転中に

大きく 2 つの異常が生じた。1つは落水検知によ 

実証箇所 秋田県大仙市 京都府福知山市 広島県三次市 

設置場所 
雄物川水系丸子川左岸 1.0k 付近 

（大曲浜町地先） 

由良川水系蓼原川左岸 25.5k 付近

（大江町河守地先） 

江の川水系江の川 149.4k 付近 

（秋町亀甲地先） 

設置時期 令和 5 年 12 月 令和 5 年 7 月 令和 6 年 3 月 

写 真 

実証箇所 高知県四万十市 福岡県みやま市 福岡県福智町 

設置箇所 
渡川水系中筋川左岸 8.4k 付近 

（楠島地先） 

矢部川水系矢部川左岸 12.5k 付近 

（瀬高町本郷地先） 

遠賀川水系彦山川左岸 3.6k 付近 

（草場地先） 

設置時期 令和 5 年 5 月 令和 5 年 12 月 令和 5 年 5 月 

写 真 

エンジン

主ポンプ 

主ポンプ 

エンジン

エンジン

主ポンプ 

主ポンプ 

エンジン エンジン 主ポンプ エンジン

主ポンプ 

写真-1 排水運転状況（R6.7 大仙市実証設備） 

表-2 実証設備の設置状況 
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排水量［m3/s］ 回転数［min－1］ 

時間［分：秒］ 

図-1 管理運転データ（R6.5 福知山市実証設備）

エンジン回転数 

排水量 
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る運転停止，もう 1つはエンジンの冷却水温上昇

による運転停止である。落水検知は 2回発生した

が，いずれも主ポンプを一旦停止して再度運転す

ることで故障復帰した。これにより，実際に落水

現象が発生したのではなく，配管内の空気溜まり

を誤検知したと推測される。エンジン冷却水温度

の上昇については，エンジンの熱を放出するた

め，応急的な対応としてエンジンパッケージの扉

を解放して運転を継続できた。この事象を踏ま

え，パッケージには新たに給排気ファンを追加す

る対策を実施した。 

(5)福岡県みやま市

令和 6 年 7 月の出水時に約 4 時間の実排水運転

が行われた。運転中にポンプが「主原動機重故障」

により複数回停止する事象が発生した。運転時の

排水量（計算値），エンジン回転数を図-2 に示す。

エンジン回転数は安定して推移しているが，排水

量が 2m3/s を示す等不安定である事を確認した。

原因については現在調査中である。

(6)福岡県福智町

令和 5 年 7 月の出水時に約 3 時間の実排水運転

が行われた（写真-3）。運転時に大きな異常等は確

認されなかった。 

 6 箇所の実証設備について，本年度も引き続き現

場実証を行っていく予定であり，現場実証で確認

した課題等についてとりまとめる予定である。 

３. 高出力型マスプロポンプの研究開発

続いて，令和 4 年度末より着手した高出力型マ

スプロポンプの研究開発について経過報告する。

3.1 研究開発の目的

 高出力型マスプロポンプは，主に直轄排水機場

への導入を想定しており，本研究開発では，主原動

機に量産品エンジンを使用した，排水量 2m3/s の

立軸斜流ポンプの開発を目的として，実証設備の

製作，据付及び試験を実施する。なお，エンジンに

ついては交換が容易となるよう，100kW 級マスプロ

ポンプと同様にパッケージ化する。 

実証現場は，過去の排水実績や設置スペースを

考慮し，近畿地方整備局淀川河川事務所が管理す

る針ノ木排水機場を予定している。針ノ木排水機

場は計画排水量 6.0m3/s のうち，現在の必要排水

量3.0m3/sの主ポンプ1台が昭和51年度に設置さ

れ，現在まで運用されている。将来の主ポンプ設置

予定箇所を利用して実証試験を行う予定である

（写真-4）。 

3.2 今年度の実施内容 

 昨年度に設計・製作が完了した実証設備につい

て，今年度は実証現場への据付のほか，排水性能試

験，エンジン交換試験を行う予定である。 

(1)排水性能試験

写真-2 排水運転状況（R5.6 四万十市実証設備） 
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図-2 実排水運転データ（R6.7 みやま市実証設備） 

エンジン回転数 

排水量 

写真-3 排水運転状況（R5.7 福智町実証設備） 

写真-4 高出力マスプロポンプ実証設備設置イメージ 

主ポンプ エンジン

既設主ポンプ 既設エンジン 
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 針ノ木排水機場は自然流下ゲート利用循環方式

による管理運転が可能である。これを活用し，始動

試験，負荷変動試験，連続運転試験を実施し，排水

性能の確認を行う。なお，後述するエンジン交換試

験後も含めて 2 台のエンジンについて，軸受温度

や振動値等の傾向を確認し分析を行う。 

(2)エンジン交換試験

異なるメーカのエンジンパッケージの交換試験

を行い，互換性等について確認する。また，交換後

の芯出しの管理基準値について，従来の機械工事

施工管理基準（案）の管理基準値による据付（以下、

「通常据付」という。）と，交換作業の容易性のた

めに許容値を大きくした据付（以下、「簡易据付」

という。）のそれぞれについて行い，排水性能試験

で，軸受温度や振動値等の傾向を確認し分析を行

う。 

3.3 実証設備の概要 

実証設備の主要諸元を表-3 に示す。なお，エン

ジンは前述の交換試験のため，予備機を含めて異

なるメーカの 2 台を使用する。エンジンは，量産

品の発電機用ディーゼルエンジンを採用した。発

電機用エンジンは一定負荷状態において一定回転

数で連続運転するもので，使用条件が類似してい

ること、自動車用エンジンでは必要だったエンジ

ン制御装置との信号調整が不要であることから，

主ポンプ駆動用エンジンへの適合性が期待できる。 

 

項目 諸元 

ポ
ン
プ

メーカ 荏原製作所 

仕様 φ1000mm 立軸斜流ポンプ（2m3/s×6m） 

エ
ン
ジ
ン

メーカ
ヤンマーエネルギー

システム
コマツ

定格出力 200kW 275kW 

定格回転数 1500min-1 1500min-1 

また，エンジンと減速機を接続する中間軸継手

は，着脱の容易性やミスアライメントの許容範囲

の広さを考慮したカップリングを採用した。これ

によりエンジンの交換作業が迅速化されるかを今

後のエンジン交換試験で検証する予定である。 

3.4 現在の進捗と今後の予定 

令和 6 年 8 月末現在，実証設備の製作が進めら

れており（写真-5）,出水期明けに据付を行う予定

で，令和 7 年 1 月下旬から 2 月末まで排水性能試

験、エンジン交換試験を予定している。 

来年度以降についても，エンジン交換試験、排水

性能試験や維持管理性の検証等を実施し，2台のエ

ンジンパッケージそれぞれについて 200 時間以上

の運転を目指し，実証試験を行う予定である。

４. おわりに

マスプロダクツ型排水ポンプは，全国の河川機

械設備の「大更新時代」到来が懸念されているなか

で，個別設計・一品生産品から部品の規格化・量産

品の活用という発想の転換により生み出され，ポ

ンプ業界と自動車業界の異業種連携の試みで開発

が始まった。

マスプロダクツ型排水ポンプは,これまでの実

証試験等の検証結果から,今後の治水対策手法の

１つの選択肢としての可能性が示されている。 

国土交通省では，引き続きマスプロダクツ型排

水ポンプの実証試験を行い，そこで得られた知見

を集積し，技術指針（案）を取りまとめて導入促

進を進めていく所存である。 

参考文献 

1) 国土交通省, 社会資本整備審議会河川分科会河川機

械設備小委員会答申 河川機械設備のあり方について

, 令和4年7月

2) 一般社団法人河川ポンプ施設技術協会, ぽんぷ,

No.70, 令和5年9月

表-3 実証設備の主要諸元（高出力型マスプロポンプ） 

写真-5 200kW 級エンジンパッケージ製作状況 
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28．砂質土における油圧ショベルの掘削動作による 

地盤強度推定に向けた実験的検討

コベルコ建機株式会社 ○ 島津 泰彦

コベルコ建機株式会社 関塚 良太 

コベルコ建機株式会社 小岩井 一茂 

国立研究開発法人土木研究所 遠藤 大輔 

国立研究開発法人土木研究所 橋本 毅 

１．はじめに 

 国土交通省が策定した「i-Construction 2.0」1)で

は，建設現場の省人化対策として「施工のオート

メーション化」に取り組む方針としている。

現在，油圧ショベルの掘削動作では，オペレー

タが地盤のかたさに応じて，レバーを適切に操作

することで仕事量の効率を高めている。通常，現

場で実施される土質試験はサンプリング数が少な

いため，ショベルの作動範囲を網羅することは難

しい。また，天候や地下水位などの影響も受ける

ため，作業中の土質をあらかじめ把握するのは難

しいと考えられる。そのため，油圧ショベルの作

業の自動化を実現するためには，作業対象物であ

る地盤の性状を機械が動作中に検知し，その状態

に合わせて機械の動作計画や作業中の動作修正を

行うことが必要になると考えられる。

 筆者らはこれまで，砂質土地盤を対象に，掘削

作業における油圧ショベルのバケットに作用する

掘削抵抗と地盤挙動との関係性を明らかにしてき

た 2)。具体的には，油圧ショベルの作業装置に取

り付けた各種センサの計測データから算出したバ

ケットに加わる掘削抵抗値が，McKyes と Ali3)の

提案する 3 次元地盤変形を考量した土圧式による

理論値と同等の値になること，地盤の破壊形態や

すべり線の発生の仕方が，実験と理論で同様にな

ることを示した。

本発表では，含水比や締固め条件により，かた

さを変えた複数の実験用地盤を対象に，油圧ショ

ベルの掘削動作で地盤性状を検知することが可能

か否かについて，検知方法の検討と実機実験によ

る検証を行ったので，その結果を報告する。 

２．実験概要 

2.1 使用機械 

実験には 20 t 級油圧ショベルを用いた。0.8 m3バ

ケットを装着しており，バケット口幅はサイドカ

ッタを含まず 1060 mm である。 
本実験用にブーム，アーム，バケットを動かすた

めの各油圧シリンダの変位量およびヘッド側圧力，

ロッド側圧力並びにバケット進行方向に対する車

体の傾斜角を計測するためのセンサを取り付けて

いる。

また，本機械には 2D マシンコントロール（以降，

MC と省略する）機能が搭載されており，バケット

爪先の掘削軌道を制御することができる。また，計

測用に 2D マシンガイダンスシステムも追加搭載

した。 
2.2 実験地盤 

実験は屋内実験施設で行った。原地盤を掘削し，

幅 10 m，長さ 8 m，深さ 0.8 m のピットを作成し

た後，図-1 に示すように，幅方向を 3 分割する仕

切り板を設置した。各レーンには 2.3 章に示す条件

の地盤を準備し，各レーンで 1 回または 2 回の掘

削実験を行った。 

図-1 実験地盤 

2.3 地盤条件 

 供試材料は山砂と，締固まりやすくするために

細粒分を多く含むロームを山砂に混ぜた混合土の

2 種類を使用した。混合土は作成した時期の違いに 

仕切り板 仕切り板 

レーンⅠ レーンⅡ レーンⅢ
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図-2 粒径加積曲線 

表-1 材料の物理特性 

呼称 
土粒子密度 

𝜌௦ (𝑔 𝑐𝑚ଷ⁄ )

最適含水比 

𝑤௧ (%)

最大乾燥密度 

𝜌ௗ௫ (𝑔 𝑐𝑚ଷ⁄ )

山砂 2.694 16.6 1.681 

関東ローム 2.723 ― ― 

混合土 A ― 19.9 1.558 

混合土 B ― 20.3 1.570 

表-2 地盤条件と物性値 

条件 供試材料 締固め条件 
含水比 

𝑤 (%) 
湿潤密度 

𝜌௧ (𝑔 𝑐𝑚ଷ⁄ ) 
乾燥密度 

𝜌ௗ (𝑔 𝑐𝑚ଷ⁄ ) 
内部摩擦角 

𝜙௨ (°) 
粘着力 

𝑐௨ (𝑘𝑁 𝑚ଶ⁄ ) 

1 山砂 緩詰め 8.8 1.395 1.282 25.6 0.0 

2 混合土 A 転圧 0.5 往復 19.8 1.642 1.371 27.0 24.8 

3 混合土 A 転圧 7 往復 20.3 1.796 1.492 28.3 23.4 

4 混合土 A 転圧 7 往復 17.9 1.694 1.436 29.6 27.8 

5 混合土 B 転圧 2 往復 12.9 1.480 1.312 31.8 14.3 

6 混合土 B 転圧 2 往復 20.9 1.740 1.439 22.9 24.1 

7 混合土 B 転圧 2 往復 22.3 1.875 1.534 23.4 31.1 

より，配合の近しい 2 種類がある。各材料の粒径

加積曲線を図-2 に，物理特性を表-1 に示す。 
上記 2 種類の材料を用いて，次の影響確認を行

うため，表-2 に示す計 7 条件で実験を行った。 
(1) 締固めによる影響

含水比を最適含水比相当に調整し，ピットに材

料を投入後，締固めを行った。 
緩詰めは土砂を締め固まらないようにレーン内

に投入した後，地表面を均した。 
締固めは，各層の締固め後厚さが約 20 cm にな

るように一定深さごとに行い，極力深さ方向の締

固め状態のばらつきが発生しないようにした。土

砂を投入後，その上を 3 t 級ミニショベルで 1 往

復走行し，軽く締固めを行う。その後，機械質量

300 kg の前後進コンパクタで，走行回数により締

固めエネルギーを変えて，かたさの異なる条件

2~4 の地盤を作成した。 
(2) 含水比による影響

前記締固め条件は同じとし，含水比が異なる条

件である条件 5~7 を作成した。 
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2.4 土質試験 

実験前に対象地盤の一部を内径 0.1 m，高さ 0.1 
m のコアサンプラーを用いて採取し，JGS1613-
2003 「コアカッターによる土の密度試験方法」

に基づいて，表-2 に示す各条件の密度および含水

比を計測した。 
対象地盤の土の強度定数である内部摩擦角𝜙௨ 

(° )と粘着力𝑐௨ (𝑘𝑁 𝑚ଶ⁄ )は，前記の計測値をもと

に供試体を作成し，JGS0521 土の三軸圧縮試験に

基づき計測した。その際側圧は 50，100，200 kPa
の 3 条件とし，掘削という短時間における現象で

あることから，非圧密非排水 (UU) 条件とした。 
2.5 原位置試験 

作成した実験地盤の原位置試験として，軽量動

的コーン貫入試験と簡易支持力測定器による試験

を実施した。計測はともに各レーンで 4 か所ずつ

計測を行い，その平均値で評価を行った。 
軽量動的コーン貫入試験の装置概要を図-3 に示

す。ハンマーによる打撃でロッドと 2 cm2の先端

コーンを地盤に打ち込みながら，打撃毎の貫入抵

抗値と貫入深さを計測することで，浅い地盤の硬

軟や締め固め状況の確認を行うことができる。今

回は深さが 0.8 m になるまで計測した。詳細な使

用方法などは参考文献 4)，5)を確認されたい。

簡易支持力測定器(キャスポル)を用いて，地盤

剛性を地盤反力係数 K30で計測した。ただし，条 

図-3 軽量動的コーン貫入試験機 

件 1 の地盤に関しては計測器設置時に自重で沈み

込み，計測できなかったことより，ゼロとみなし

た。 
2.6 実験方法 

図-4 に油圧ショベルの初期姿勢を，図-5 に掘削

動作の模式図を示す。クローラがバケット進行方

向と平行になるように機体を掘削レーン後方に設

置する。バケット爪先が地表面に接地し，バケット

底面が鉛直，アームシリンダ最縮となる状態を初

期姿勢とする。その際の爪先位置を起点として，水

平面に対して 20度の傾きをもつ直線をMC 機能で

の掘削軌道として設定する。これによりオペレー

タのマニュアル操作によるばらつきを抑え，動作

の再現性を持たせている。

オペレータは，計測を開始し，MC 機能を有効に

した上で，初期姿勢からアーム引きレバー操作を

行う。MC 機能によりバケット爪先が目標軌道に沿

うようにブーム上げ操作が自動で行われる。 
掘削開始後，バケットが移動するにつれて，掘削

深さおよびバケットで抱えこむ土量が多くなり，

掘削抵抗は増大していき，機械が出力可能な掘削

力と掘削抵抗がつり合うことで，ショベルの動作

は停止する。その後，10 秒程度レバー操作を継続

した後，計測を終了する。 

図-4 掘削時初期姿勢 

図-5 掘削動作模式図 

20 度 

↑目標爪先軌道 

掘削 

開始姿勢 

つり合い時 
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図-6 掘削後停止状態での実験状況 

表-3 バケット爪先の水平方向移動距離および掘削深さ 

条件 1 2 3 4 5 6 7 

掘削深さ(cm) 90 70 49 52 60 54 45 

水平方向移動距離(cm) 314 261 216 255 247 249 220 

条件 実験状況 バケット周辺の地表面形状 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

w=8.8% 

w =19.8% 

w =20.3% 

w =17.9% 

w =12.9% 

w =20.9% 

w =22.3% 
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図-7 各種土質定数と水平掘削距離，掘削深さの関係 

表-4 貫入抵抗および地盤反力係数 

条件 1 2 3 4 5 6 7 

貫入抵抗値(MPa) 1.32 3.88 8.00 6.45 5.24 4.07 3.44 

地盤反力係数 K30(MN/m3) 0 54.0 95.6 78.6 13.2 70.8 57.2 
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３．実験結果 

図-6 に各条件での，掘削後停止状態での実験状

況およびバケット周辺の地表面形状を示す。 

含水比が低い場合は，掘削後地表面に細かなせ

ん断線が発生し，バケット内に多くの土砂が堆積

している。一方で，含水比が多い場合は，掘削中地

表面の土塊がせん断線に沿って，分断されて移動

する様子が確認された。また，せん断破壊された土

塊の大きさも含水比の増加につれて，大きくなっ

ていることが掘削後の写真からも分かり，掘削後

の土砂堆積量が少ない。 

掘削開始点を基準として，2D マシンガイダンス

システムで計測した各条件での掘削停止時のバケ

ット爪先の水平方向移動距離および掘削深さを表

-3 に，各条件の貫入抵抗値と地盤反力係数を表-4
に，土質定数等と水平方向移動距離，掘削深さの関

係を図-7 に示す。湿潤密度，乾燥密度，含水比，粘

着力は水平掘削距離または掘削深さと決定係数で

およそ 0.64 以上，相関係数で−0.8 から−1.0 であり，

強い負の相関があることが分かった。また，貫入抵

抗および地盤反力係数 K30 は同様に相関係数が約

−0.7 程度であり，負の相関がみられた。

４．考察 

筆者らは先行研究 2)にて平坦な砂質土地盤を油

圧ショベルのバケットで掘削する際，McKyes と

Ali が提案する 3 次元地盤変形 3)が発生し，その理

論から算出される掘削抵抗値と，機体のセンサ値

と作業装置部のリンク機構の力学モデルから算出

される油圧ショベルのバケットに加わる掘削抵抗

値が同等の値になることを確認した。その際，切削

刃に加わる水平方向の抵抗𝑃ுは，土の密度𝛾，土の

粘着力𝑐，載荷重𝑞，掘削深さ𝑑，壁体幅𝑏とすると，

式(1)のように表される。 

𝑃ு = ൫𝛾𝑑ଶ𝑁 + 𝑐𝑑𝑁 + 𝑞𝑑𝑁൯𝑏  ………(1) 

ここで𝑁，𝑁，𝑁はそれぞれ土の自重，粘着力，

上載圧に関する切削抵抗力係数である。詳細に関

しては参考文献を確認いただきたい。 
今回の実験では，機械が出力可能な掘削力と掘

削抵抗がつり合うまで掘削を行っている。そのた

め，式(1)の抵抗値は各条件で一定になっていると

考えられる。式(1)において，係数を除くと，第 1
項では湿潤密度と掘削深さ，第 2 項では粘着力と

掘削深さの積で構成されている。そのため，掘削

深さと各土質定数が強い負の相関を示したと考え

られる。また，貫入抵抗および地盤反力係数は密

度と関連があるため，同様に負の相関を示したと

考えられる。 

今回の実験では，水平面に対して 20 度傾いた

掘削軌道となるように MC 機能により掘削操作の

制御を行っている。そのため，水平掘削距離と掘

削深さは図-7 に示すとおり，正の強い相関を示し

ている。これより，水平掘削距離も各土質定数と

強い負の相関を示したと考えられるが，式(1)には

掘削深さが変数として含まれているため，水平掘

削距離よりも強い負の相関を示したと考えられ

る。 

各土質定数の決定係数に着目すると，湿潤密度

や乾燥密度に対して，含水比が低い値となってい

る。これは，含水比では締固めによる体積変化が

考慮されないためと考えられる。 

５．まとめ 

砂質土をベースとした同一材料において，含水

比と締固め状態が異なる地盤を用意し，油圧ショ

ベルを規定の動作で掘削操作すると，土質定数と

掘削距離および掘削深さに強い負の相関があるこ

とが分かった。 

すなわち，上記の関係性があらかじめ分かって

いれば，同手法において機械で計測可能な掘削深

さや掘削距離をセンシングすることで土質の変化

を把握出来る可能性があることが分かった。 

 今後は，土の材料による影響やショベルの操作

を実作業に近づけての検証が必要と考えられる。 

最後に,本研究は，国立研究開発法人土木研究所

との共同研究「土工・舗装工における施工工程デー

タ等を活用した生産性向上技術に関する研究」に

おいて実施したものである。
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29．建設現場におけるマニピュレータ型鉄骨溶接ロボットの開発

鹿島建設株式会社 水谷 亮

横山 太郎

○ 菊地 望

１．はじめに 

近年、建設就労者の高齢化と若年層の入職者不

足に伴い、高度な技能を有する熟練溶接工の減少

が懸念されている。一方で大型超高層ビルは多数

計画されており、鉄骨溶接作業量の増加が見込ま

れている。そこで、溶接量が多い大型柱を対象とし

て、全自動で高品質に現場溶接を行う「マニピュレ

ータ型鉄骨溶接ロボット」を開発し、実用段階に至

った（写真-1）。以下にその内容について示す。

２．システム概要 

柱１本の溶接を全自動

化することで溶接作業員

を溶接場所から解放し、他

業務との並行作業や多数

のロボットの並行運用が

可能となる。これにより溶

接作業員の生産性向上が

図れ、熟練溶接工不足の対

応に貢献できる。 

当ロボットは、小型軽量

の 6軸マニピュレータを使

用し、柱周囲に設置したレ

ール上で移動と溶接を繰

り返して柱全周を自動で

溶接するシステムである。マニピュレータに設置

したセンサで接合部（開先形状）を計測して部位ご

とに溶接条件を算出するため、鉄骨建て方の誤差

を考慮でき、現場での全自動溶接を実現している。 
図-1 にロボット溶接のフローを示す。溶接に伴

う一連の付帯作業もすべて自動化しているため、

溶接作業員はロボットから離れて別の作業ができ

る。 

図-2 に当ロボットの運用の一例を示す。溶接作

業員 2 名で溶接完了までに 4 日かかる超大型柱で

は、同じく 2 名が 5 セットのロボットを運用する

と出来高は 4 日/1 本から 1 日/1 本と 4 倍になり、

溶接作業員の生産性を大幅に向上できる。さらに

昼休みや夜間もロボットに溶接させれば工期短縮

にもつながる。

図-3 にシステムの構成を示す。当ロボットは「溶

接ロボットシステム」、「自動溶接制御システム」、

「スラグ除去システム」の 3 つのサブシステム、

及びシステム養生・移設運搬設備から構成される。

次章以降、これらについて説明する。

図-1 自動フロー 

写真-1 マニピュレータ型鉄骨溶接ロボット 

図-3 システム構成 

図-2 ロボット複数の運用パターン 

*□:1 日単位
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３．溶接ロボットシステム 

現場溶接ロボットで一般的な小型可搬式ロボッ

トでは4面ボックス柱の角部の連続溶接は難しく、

エンドタブや継部処理に溶接作業員の手作業が生

じる。マニピュレータ型のロボットを使用するこ

とで角部でのトーチ姿勢変更のための複雑な動作

ができ、4 面ボックス柱角部の連続溶接が可能にな

るため、手作業がなくなり、全自動化を図れる。

当ロボットはレール上をマニピュレータが移動、

柱全周を 8 ブロックに分けて溶接と移動を繰り返

すことで、柱 1 本の多層盛り溶接を全自動で行う

（写真-2、図-4）。

3.1 マニピュレータ

レール上を移動させることでマニピュレータを

小型化、約 30 ㎏と軽量なためデッキプレート上で

の取り回しも良好である。一方で可搬重量は3kgと
小さいため、トーチやセンサ、ツールチェンジャな

どのエンドエフェクタは軽量化に努めた。

3.2 走行レール 

マニピュレータはレールに沿って設置されたラ

ックとキャリッジ内部のピニオンギアにより移動

する。走行レール（写真-3）は角丸型で、4 つのコ

ーナーピースと直線ピースで構成している。直線

ピースの長さや数を変更することで異なる大きさ

の鉄骨柱に対応できる（図-5）。マニピュレータで

溶接するため、１種類のコーナーピースで角部が

立った４面ボックス柱でも角部に R がついたコラ

ム柱でも対応できる。

レールはアルミ製で 1 ピース 10kg 程度のため人

力での組立も容易である。レール受け材の上にレ

ールを載せて固定する。レールの位置決め調整作

業をなくすよう、ボルトを入れて締めこむだけで

組立精度を確保できるような工夫をしている。

3.3 キャリッジ 

角丸レールの走行時は曲線と直線を通るため、

レールの曲率が変わってもギアの嚙込みやバック

ラッシュが発生せず、高精度に位置決めができる

キャリッジを開発した。図-6 に示すように、直線

部の走行時はキャリッジとレールは平行だが、曲

線部の走行時は斜めになりピニオンギアとガイド

の間を広くする必要がある。そこで、ピニオンギア

支持フレームを揺動させてレール外側方向に変位

できる機構とした。ピニオンギアをコイルバネで

ラックに押し当ててバックラッシュをなくすこと

でマニピュレータの位置決め精度を向上し、溶接

ワイヤ先端の狙い精度を確保している。

写真-2 溶接ロボットシステム外観 

図-4 溶接区間とマニピュレータ停止位置 

写真-3 角丸レール本体 

図-5 異なる鉄骨サイズへの対応 

図-6 ギャップ調整機構 

① 直線走行中

② R部走行中

③ R部通過後
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４．自動溶接制御システム  

一般の工場溶接ではティーチングプレイバック

で溶接が可能だが、現場溶接の場合は建て方誤差

を含むため、開先形状が一定ではない（図-7）。当

システムでは、このような各鉄骨の施工状況（鉄骨

の目違いや傾きなど）に対して、各々の開先形状に

合わせたパスや溶接条件で溶接することで、建築

現場での全自動溶接を実現している。

制御フローを図-8

に示す。ロボットを設

置して位置決めを行っ

た後から、レール移

動、開先計測、溶接、

トーチクリーンおよび

スラグ除去を自動で実

行する。

ハードウェアは制御

用 PC と開先センサな

どで構成されており、

実際の開先形状を開先

センサで計測して積層

計画及び溶接条件の算

出を自動で行い、算出

した溶接条件等を基に

ロボットに溶接を実行

させる。

4.1 開先センシング

マニピュレータに設置した開先センサを使って

開先形状を取得し、特徴点を抽出することで開先

形状をデータ化する（写真-4）。溶接品質を確保す

るため狙い位置は 1mm 以下の位置決めを要求さ

れ、光切断法によりその精度を確保している。

4.2 溶接条件算出アルゴリズム 

熟練溶接工のノウハウに基づいて溶接条件など

を算出するアルゴリズムを開発した。当アルゴリ

ズムでは、センサで取得した開先形状からパス計

画と溶接条件計画を行う。

パス計画では、計測した開先形状から積層数お

よび各層でのパス数、及び各パスの狙い位置を決

定する（図-9、写真-5）。

溶接条件計画では、各パスの断面積を元に溶接

電流、電圧、溶接速度等を算出する。なお開先の目

違いや開き方などによって 1 パス中でもパス断面

積は異なるため。複数区間に分割して溶接条件を

生成している。

4.3 溶接パラメータの調整

上記のアルゴリズムを元に、溶接品質を確保す

るためのパラメータの調整を行った。特に溶接継

ぎ目には融合不良などの溶接欠陥が発生しやすく、

また鉄骨角部では余盛不足やビード垂れ、アンダ

ーカットが発生しやすい。

パラメータ調整を行うにあたっては定量的に形

状を把握できる 3D ハンディスキャナを使用した。

従来からの、溶接外観が「痩せている」「太ってい

る」といった定性的評価や、溶接ゲージによるピン

ポイント計測では、定量的で的確な対策を決める
写真-4 計測状況 

図-8 制御フロー 

図-7 施工状況によって異なる開先形状 

図-9 パス計画アルゴリズム 

写真-5 狙い位置計画 
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ことは難しい。3D スキャナで各層ごとの形状を取

得して積層状況を定量的に把握し、これを超音波

探傷（UT）や溶接条件と照らし合わせて分析する

ことで、欠陥の位置や原因を特定して効果的な対

策を打つことができた（図-10，11）。

このように、溶接パラメータ調整と UT や外観

検査、機械試験に加え、3D スキャナによって積層

経過を把握することで、当ロボットの溶接品質の

エビデンスを確保している。

５．スラグ除去システム 

当ロボットは溶接コストの面から通常の鉄骨溶

接と同じくソリッドワイヤと CO2 ガスを使用して

おり、溶接欠陥を防ぐため各層ごとにスラグを除

去する必要がある。今回、当スラグ除去システムを

開発・実装したことで前述のフロー（図-1）の全自

動化を実現し、溶接作業員が溶接場所から離れら

れることとなった。

今回、ツールチェンジャを用いて溶接トーチと

スラグ除去装置（ジェットタガネ）を持ち替え、マ

ニピュレータでスラグを自動除去する構成とする

ことで装置をコンパクトにしている。スラグ除去

時のタガネ動作は溶接パスより生成しており、溶

接ビードに沿ってタガネ先端を接触させながら移

動することで、ビード上のスラグを効率的に除去

する。

5.1 基本設計、構想

スラグ除去を自動化するにあたり、レール上に

別の装置を設ける方法を検討したが、現場設置作

業に時間がかかることやコストが高くなることか

ら不採用とし、前述のツールチェンジ方式を採用

した（写真-6）。なお、当方式の実現には以下２点

の課題があった。

・マニピュレータに取付けるツールチェンジャと

スラグ除去装置や溶接トーチ+センサを合わせ

て可搬重量 3 ㎏に収めなければならない

・マニピュレータの破損及び過負荷によるエラー

を防ぐため、スラグ除去時の振動・衝撃を抑え

なければならない

これらの課題を解決するため、以下の部品選

定や PoC、振動・衝撃吸収機構の開発を行った。 

5.2 ツールチェンジャ 

市販のツールチェンジ

ャを比較・検討し、軽量

（0.24 ㎏）ながら可搬重量

10 ㎏のツールチェンジャ

を採用した（写真-7）。キ

ャリッジに電磁弁マニホ

ールドを設置し、ロボット

コントローラからの信号

により自動でツール交換

及びタガネの作動・停止を

している。自動ツール交換

は繰り返し試験を行って

おり、連結不良などの不具

合は発生せず、良好にツー

ル交換ができることを確

認している。

5.3 振動・衝

撃吸収機構

タガネの振

動・衝撃を吸

収してマニピ

ュレータの破

損や異常停止

を防止しなが

写真-7 ツールチェ 

ンジャ

写真-6 スラグ除去システム概観 

図-10 超音波探傷検査(UT) 

図-11 積層状況の分析 

写真-8 振動・衝撃吸収機構 
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ら、常にタガネを溶接ビードに軽く接触させてお

く機構を開発した（写真-8）。ゴムでタガネ支持ブ

ロックをマウントしてピッチ・ヨー方向の衝撃、荷

重を吸収し、バネ機構によってスラグ剝離時のタ

ガネ前後方向の振動・衝撃を吸収する。

5.4 スラグ除去性能の実証

スラグの剥離性を確認したうえで当スラグ除去

システムをロボットシステムに実装。一連の自動

溶接フローを動作させて、システムの動作と除去

性能の実証を行った（写真-9、写真-10）。表-1 に

実証条件の一例を示す。ビードの隙間には一部ス

ラグが残存したが、続く層の自動溶接においても

スラグ巻き込み等の欠陥は発生せず、剝離性が十

分であることを確認した。

６．システム養生・移設運搬設備 

以上のように全自動溶接は完成しても、ロボッ

トの準備や移設に時間が掛かったり、風の影響に

よる欠陥で補修が発生したりすると、実運用は難

しい。そのため、今回はロボット開発と並行して

実運用のための付帯設備の開発も行っている。

6.1 システム養生

当マニピュレータは産業用ロボットに該当する

ため、ロボットを囲う安全柵やインターロックが

必要になる。一方、全自動溶接では監視人無しで

も最終層まで安定した品質で溶接できることが重

要で、風をシャットアウトしてブローホールなど

の欠陥を未然

に防ぐ必要も

ある。これに

雨からロボッ

トを守る要求

も加えて、現

場溶接用のシ

ステム養生を

開発した。

しかし、養

生システムの

設置撤去、移

設はクリティ

カルとなるた

め現場運用上

の大きな弱点

であり、短時

間で行える必

要がある。そ

こで、これら

を満たすテン

ト式システム養生を開発した（図-12、写真-

11）。折畳み式骨組み、天幕、はめ込み式の側壁

パネルやシートなどで構成され、作業員 2 名で簡

単に設置できる。図-12 の左右２分割のユニット

をそのまま運搬して隣接柱に移設することで、約

30 分で盛替えをすることができた。 
6.2 ロボット移設台車 

ロボッ

トの設

置・撤去

について

もクリテ

ィカルに

なるため

短時間で

行う必要

があり、

コーナー

レールと

ロボット

を一体で

移設する

ことで、

作業の簡

素化を図

っている

（写真-

12）。

またロ

ボット移

写真-9 スラグ除去状況 

写真-10 スラグ除去後外観 

表-1 スラグ除去条件一例 

写真-12 盛替え状況 

図-13 ロボット移設台車 

写真-11 システム養生 

図-12 システム養生 
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設時はデッキプレート上を移動する必要があり、

専用の台車を開発した（図-13）。オムニホイール

で全方位へ水平移動ができるため設置時のロボッ

トの位置調整が容易で、ロボットの設置や移設を

スムーズに行うことができる。

７．施工実績 

グループ会社による施工体制を構築し、2020 年

から現在までに順次機能を追加しながら 4 現場で

実施工に適用した。これまでに適用した柱の仕様

を表-2、図-14 に示す。角の立った４面ボックス柱

だけでなく、角部がＲ形状のコラム柱にも適用し

てきた。コラム柱は板厚ごとにＲが異なるが、自動

溶接制御システムによる自動パス計画とマニピュ

レータの複雑な動きにより、いずれも良好な結果

を得ている。

図-15 は□800mm、板

厚 36mm の柱を溶接し

た際の積層計画の例で

ある。１溶接ブロック

全体の開先形状を基に

計画するため、同じ板

厚でも施工状況等によ

ってパス数は異なる。

自動溶接中の状況を

写真-13、溶接外観を写

真-14 に示す。計測、溶

接、スラグ除去などの付帯作業を含めた一連のフ

ローを繰り返し、現場における柱全周を自動で溶

接している。自動溶接の品質においても、UT や外

観検査ともに全て合格し、熟練溶接技能者と同水

準の品質を確保できることを確認した。

なお、図-16の現場適用では、当ロボット１セッ

トを溶接作業員 2 名で運用した。システム養生と

ロボットシステムを水平移動で移設し、ロボット

による自動溶接をする。これを繰り返して、実現場

の建て方工程の中でも複数の柱の連続施工が十分

できることを実証した。

８．まとめ

建て方誤差を伴う現場の開先形状に対応でき、

スラグ除去まで自動化した柱１本を全自動で溶接

するロボットを開発した。また当ロボットを効果

的に使用するための養生システムや移設機器など

も同時に開発した。施工体制を構築して４現場の

実施工に当ロボットを適用、各種の柱仕様で熟練

溶接工と同等の品質であることを確認した。

今後は t80mm 以上の厚板や超大型柱、狭開先な

どでの実証・評価を行って当ロボットの適用拡大

を図っていく予定である。また、当ロボットはビ

ル建築の現場溶接のみでなく、その他の現場溶接

を要する工事、サイトプレファブなどの鉄骨加工

などへの展開も期待できると考えている。

引き続き、システムの改良と現場適用を進めて

生産性向上を図り、熟練溶接工不足への対応に貢

献していきたい。

図-16 ロボット適用対象の柱 

写真-14 溶接外観 

図-15 積層計画図 

写真-13 自動溶接中の状況 

表-2 適用した柱のスペック 

図-14 柱断面図 
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30．道路橋床版更新工事における床版架設機の開発 

－阪神高速３号神戸線（京橋～摩耶間）リニューアル工事における床版更新－ 

清水建設株式会社 ○ 藤吉 卓也

清水建設株式会社 安田 篤司

阪神高速道路株式会社 冨田 涼太郎

１．はじめに 

 道路橋床版更新工事のさらなる品質向上ならび

に急速施工という課題に向け，筆者らは橋軸方向

継手の場所打ち部を省略し床版接合部にプレスト

レスを導入できるジョイントを用いた新しい PCa

床版（以下，PS 接合床版）を開発し（図-1），

2021 年に行われた阪神高速 5号湾岸線中島排出路

の試験工事にて有用性を実証した。後に 2023 年

に実施された 3号神戸線リニューアル工事の床版

更新において PS 接合床版を初めて適用した工事

（以下，本工事）を実施し，併せて現地の条件な

らび PS 接合床版の施工特性を踏まえ床版架設機

を新たに開発した。本稿では床版架設機の開発プ

ロセスと本工事での稼働結果について報告する。

図-1 PS 接合床版概要図 

２．工事概要 

阪神高速 3 号神戸線は，大阪市の阿波座 JCT か

ら神戸市の第二神明道路（月見山）へ至る延長約

40km の高速道路の重要交通区間となっており，

今回の工事場所は神戸市中心部に位置する。 
3 号神戸線の京橋～摩耶間は 1968 年の供用開始

から 50 年以上が経過し，交通量の大幅な増加や

通行車両の大型化などの影響でコンクリート床

版・舗装・伸縮装置等の損傷が顕在化している。

そこで 2023 年 5 月 19 日から 6 月 7 日までの 19
日間，終日通行止めによるリニューアル工事が実

施されることとなった（図-2）。 
本工事はそのうち「神戸線 S391 下り」におい

て床版更新を実施したもので，対象橋梁は橋長

21m，幅員 9.5m の活荷重合成鈑桁橋であり,周囲

には住宅やビルが多く存在している。 

図-2 リニューアル工事概要 

３．施工方法の検討 

 現地の条件より施工方法の検討を行った。工事

対象橋梁は合成桁であり強度的に床版架設用の大

型クレーンの重量を橋梁上に載荷できず，また対

象橋梁の京橋方上空はランプ橋と交差しているた

め（写真-1），クレーン作業ができない。これに

より摩耶方の隣接橋梁上に大型クレーンを配置す

ることになるが，クレーンを大型化するとアウト

リガー反力に対して既設橋が耐力不足となる。こ

のように床版更新工事において一般的に使用され

る施工機械である大型クレーンについて厳しい制

約条件があった（図-3）。

写真-1 工事対象橋梁京橋方状況 
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図-3 大型クレーンの制約条件 

その他の施工条件を含め検討した結果，以下の

施工方法を計画した。 

① 新設床版（10 枚）は既設床版を撤去された状態

から摩耶方から京橋方に向かって順に架設す

る。クレーンは摩耶方既設橋に耐力上限の 60t

吊ラフタークレーンを配置する。

② 2枚目の床版までは，60t吊ラフタークレーン

作業半径内であるためクレーンで直接架設す

る。

③ 3枚目から10枚目の床版架設作業については，

新設床版と鋼主桁の上面を自走して新設床版

を運搬することが可能な床版架設機を新たに

開発するものとする。60t吊ラフタークレーン

の作業半径内に仮置きした新設床版を，床版

架設機にて京橋方の作業半径外所定箇所に順

次運搬し架設作業を行う。

なお開発する床版架設機においては，既設床版

が撤去された後，床版との合成効果がなくなった

鋼主桁上を走行するため，開発にあたっては機体

重量の軽量化が重要課題となった。 

４．床版架設機の開発 

4.1 開発の概要 

  床版架設機の開発においては，PS接合床版架設

作業時の施工特性を考慮した機構の実装が必要で

あった。PS接合床版の接合部には複数のボルトが

配置されており，床版架設時においてはオスボル

トとメスボルトの相対位置を3次元的に高い精度

で合わせた後に，PS接合床版同士を引寄せて接合

させる必要がある（写真-2）。

 中島排出路での試験工事では PS 接合部の軸中

心を合わせる作業を「心出し」と称し， PS 接合

床版の架設作業を行う専用機械「心出し装置」を

開発した。心出し装置は 15t フォークリフトの爪

部に後付けするもので，床版架設作業時に床版の

縦横断方向の勾配調整，回転方向の調整，橋軸方

向の引寄せを行うことが可能である（図-4）。さ

らに床版の昇降と橋軸直角方向の位置調整はフォ

ークリフトの機能を使用し，床版架設作業時に高

い精度で PS 接合床版の位置調整を行うことを可

能とした。 
これらの施工機械を用いて試験工事では計 37

枚の PS 接合床版の架設を行った。 

写真-2 PS 接合床版の接合作業状況 

図-4 心出し装置の概要 

床版架設にかかる機構については心出し装置の

機構や取得した実積データをもとに開発を進める

ものとしたが，本工事では 15t フォークリフト

（車両重量 22t）の採用は対象橋梁の桁補強工事

が甚大となるという理由で断念した。 
これにより今回の機械開発の主題は，フォーク

リフトの代替となる走行機構ならびにその附帯設

備の開発となった。

4.2 床版架設機の仕様検討 

 床版架設機の基本設計段階では初めに構造につ

いて検討を行った。重量物である約 10t の PS 接

合床版の運搬に対して，フォークリフトのように

床版を機械前方で持ち上げる構造では転倒防止の

ために必要なカウンターウェイトの重量が非常に

大きくなるため，床版を抱え込むように吊り上げ

る形状のラーメン構造を採用した。 
つぎに走行機構について検討を行った。対象橋

梁の縦断勾配は約 0.6％であるので，床版運搬時

に高い登坂性能は必要なかった。したがって駆動

装置は門型クレーンの走行モータとして用いられ

ている電動モータのうち小型のものを採用した。 
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また橋軸直角方向には 1.5％の横断勾配がつい

ているため走行時の横滑りが懸念された。検討し

た結果，機械自体に方向修正のための操舵機構を

持たせるのではなく床版および鋼桁上に軌道を設

置してその上を走行するものとした。また施工上

新設床版を設置場所に運搬する際には，進行方向

側の支持脚が既設床版上から低い位置にある鋼桁

上に載り替わる必要が生じる。これは機械の最前

方に伸縮脚を配置し，それを伸長させて鋼桁上の

軌道に受け替えるものとした（図-5）。 

図-5 走行機構の概要 

 床版架設にかかる機構については次のように設

計した。PS 接合床版の昇降は手動チェーンブロ

ック（4 基）を用いて人力で行い，併せて床版設

置時の勾配調整もチェーンブロックを用いて行う

ものとした。PS 接合床版特有の床版引寄せにつ

いては手動チェーンブロックの支持フレームを橋

軸方向にスライドする機構を持たせた。また左右

2 組の支持フレームを独立して動作させることで

床版の回転方向の調整を行うものとした。これら

の機構は走行フレームの上部に載る構造としたう

えで，全体が橋軸直角方向にスライドする機構と

した。 
 電気配線と油圧配管については現場での組立作

業や施工時の取り回しを簡素にするため，油圧ユ

ニット，電気制御機器類は機体に搭載するものと

して電源は 3 相 200V を移動式ケーブル 1 本で供

給するものとした。 

4.3 実物大施工性確認試験 

本工事に先立ち工事対象橋梁の主桁を模した鋼

製架台を構築し実物大PS接合床版を用いて施工性

確認試験を行った（写真-3）。 

 開発途中である床版架設機においては，本工事

を想定しながら，現地への輸送計画から作業者の

動き方，使用機材のハンドリングなどを関連作業

全般について確認を行うことにより，潜在する課

題の洗い出しを行った。 

写真-3 実物大施工性確認試験 

(1)搬入組立作業の妥当性確認

床版架設機は最大約2200㎜の幅のPS接合床版を

抱え込むように吊り上げる構造であるため，組み

あがった状態ではトラックの荷台に収まらず分解

した状態でトラックにて運搬し現地で組立作業が

必要となる。 

本工事での組立ヤードは工事対象橋梁の摩耶方

隣接橋梁上，通行止めの高速道路本線上となる。

狭隘かつ制約が多いヤードでの組立作業をできる

だけ短時間で行えるように，最適な分解形状や組

立方法を十分に検討した上で分解輸送計画・組立

計画を立て，試験時にその妥当性を確認した。 

(2)適切な軌道設備の検討

既設床版ならび鋼桁上に敷設する軌道設備を試

作し床版架設機ならびPS接合床版との相性や持ち

運びや取付け取外しといった作業性について実験

し最適な形状を検討した。これらを反映し本工事

向け軌道設備の設計を行った（写真-4）。 

(3)床版架設機のブラッシュアップ

実物大（実重量）のPS接合床版での床版架設作

業や軌道設備を用いた走行試験を行い，床版架設

機自体の問題点や改善項目の抽出を行った。項目

としては試験工事での実績をもとに設定した動作

速度の再調整，作業視認性の改善，安全設備の追

加などが挙がった。 
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また塗装は錆止めのみとしていたが，試験後に

挟まれ防止等の安全性向上の目的で動く部分を分

かりやすくした方が良いという意見があったこと

から，本塗装は本体の動きのないフレームを青色，

床版運搬時および架設時に動作するフレームを白

色に区分し塗装を行った（写真-5）。 

写真-4 試作した軌道部材 

写真-5 本塗装後の床版架設機 

５．本工事での稼働報告 

床版架設機に関する実積工程を以下に示す。 

5月22日早朝，施工箇所付近の通行止め高速道路

上に運搬車両が入場，同日の日中に機械組立を行

い，夕方に動作確認試験までを完了した。 

5月23日，夜勤より床版架設作業開始。計画通り

2枚目までの床版はラフタークレーンにより直接

架設した。 

5月24日，3枚目の床版架設より床版架設機を使

用開始し朝から隣接橋梁の組立架台上から床版架

設機を工事対象橋梁に移動した（写真-6）。初回は

主桁上の軌道の位置調整に若干時間を要したが，

夕方までで4枚目の床版架設まで終了した（写真-7

）。夜勤では配員の見直しを行ったことと作業者の

慣れによりサイクルタイムが大幅に短縮され，夜

勤のみで4枚の床版を架設し8枚目の床版架設まで

を終了した。 

 5月25日，午前中で最終の10枚目の床版架設が終

了し全10枚のPS接合床版のうち8枚について床版

架設機での架設を行った。午後から解体作業を行

い，翌日搬出を行った。 

写真-6 床版架設機投入状況 

写真-7 床版架設機稼働状況 

６．開発まとめ 

 本開発では PS 接合床版架設にかかる仕様検討

においては中島排出路の試験工事で得られた知見

を有効に活用することができた。しかし都市部の

床版更新工事特有の厳しい施工条件に適用できる

新たな走行機構の開発が大きな課題となった。な

かでも床版や鋼桁に敷設する軌道設備に関する計

画に多くの時間を要した。 
既設床版を撤去するまで実物を確認できない鋼

桁への軌道の敷設方法，新設床版に固定する軌道

固定用インサートの計画など，機械本体の開発以

外の検討事項が多く，また判断が難しかった。実施

工向けの機械開発においては工事や工種全般に深

く踏み込むことが重要であると改めて実感した。 
最期に本開発を進めるにあたりご指導頂いた阪

神高速道路(株)を始めとするPS接合床版開発関係

者の皆さま，ならびに機械開発関係者の皆さまに

深く謝意を示します。 

参考文献 

1) 藤吉卓也･安田篤司･岩里泰幸：道路橋床版更新工事にお

けるPCa床版架設機械の開発，建設機械施工，通巻874号

，pp.48～53, 2022.12
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31．円形高層建築建物解体への自動昇降足場の適用 

ＦＣＦ工法 円形建築建物解体への挑戦 

株式会社フジタ ○ 中鉢 和敏

野正 裕介

大谷 愛斗

１．はじめに 

現在、日本の建築物は 300ｍを超す高層建築物も

出現し年々その建築数は増加している一方、高度

成長期に建築された高層建物の多くが老朽化や再

開発事業によって解体の対象となり、解体工事が

増加していくことが考えられる。 

従来、建築物の解体では外周部に養生用足場を

設置し、建物最上階に解体作業を行う重機を揚げ

て順次地上階まで降りてくる工法が用いられてい

る。高層建築物の解体作業現場では建物の外周部

に設置する養生用足場の使用量増加とそれに伴う

作業時間の増加、また作業員の高所作業に伴う飛

来、落下災害の危険もあり、これらのリスクを低減

することが課題である。 

本論文で扱う解体対象の建物は、狭い敷地に位

置し、ターミナル駅に近い人通りの多いエリアで

の施工が求められ、工期の短縮が急務であった。こ

のため、当社は高層建築物の解体工事に「自動昇降

足場システム」（以下「ＦＣＦ工法」と称する）を

採用したＦＣＦ－リバース解体工法を導入し、上

記の施工上の課題および施工条件を克服した。ま

た、今回の対象建物は円形であり、ＦＣＦ－リバー

ス解体工法による施工は初めての試みとなる。本

論文では、ＦＣＦ工法のシステムの特性、各構成装

置、施工結果について記述し、当工法の有効性につ

いて論じる。

２．工法の構成及び概要 

2.1 ＦＣＦの構造について 

ＦＣＦ工法の構造に関する概要を図－１に示す。

躯体の周囲には、システムの支持構造であるメイ

ンフレームが設置され、躯体のサイズに応じて通

常 4 本～8 本の鋼管ロッドを介して周囲に配置さ

れる。鋼管ロッドは、ロボットジャッキの昇降時に

おけるガイドとしての役割と、足場ステージ全体

の鉛直荷重を支える機能を果たしている。各ロッ

ドは、所定の間隔で座屈防止のための金具ロッド

ステイによって躯体に固定され、水平荷重（風荷重）

は躯体に接触したローラによって減衰される。

 

 図－１ ＦＣＦ工法構造概要 

2.2 ＦＣＦシステムの概要 

本システムは、昇降ロボットジャッキ本体、中

央制御盤、レベルセンサの三つの主要な構成要素

から成り立っている。昇降ロボットジャッキは、メ

インシリンダ、油圧制御装置、チャック装置、及び

各種センサを含む構造を持ち、まず構造物の周囲

にメインフレームを組み立て、その後に昇降ロボ

ットジャッキを配置する。各ジャッキの伸縮量は、

レベルセンサから得られる情報を基に中央制御盤

にて制御する。

また昇降ロボットジャッキ本体中心部には、上

下に配置されたチャック装置が存在し、昇降用ロ

ッドがこれらのチャック装置を貫通している。ロ

ッドがチャック装置によって把持されることによ

り、昇降を行う。上昇時の手順を図－２に下降時の

手順を図－３に示す。

昇降ロボットジャッキの仕様を表－１、ＦＣＦ

工法を用いた施工例を写真－１、昇降ロボットジ

ャッキを写真－２に示す。

メインフレーム

中央制御盤

外部足場

ロッドステイ

ロッド

昇降ジャッキ 
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図－２ FCF ジャッキ上昇時手順 

図－３ FCF ジャッキ下降時手順 

ジャッキ能力 １５０ｋＮ／台 

油圧 １３ＭＰａ 

電動機 1.5kw、3φ×200ｖ 

表－１ 昇降ジャッキ仕様 

写真－１ FCF 工法 

写真－２ 昇降ロボットジャッキ 

2.3 ＦＣＦシステムのフロー

（１）レベル制御 

  足場フレーム上に設置した昇降ロボットジャ

ッキにレベルセンサを取付け、センサの水位の高

さを計測することによりメインフレームの相対的

な水平度を測定する。各昇降ロボットジャッキの

レベルセンサのデータと作動情報を中央制御盤に

送信する。中央制御盤は、これらの情報をもとに各

昇降ロボットジャッキ位置の高低差を算出し、こ

の高低差（レベル差）が設定した許容範囲内に収ま

るようにそれぞれの昇降ジャッキを制御する。こ

の制御データに従いそれぞれの油圧ユニット及び

鋼管を把持するためのチャックを作動させること

で、本システムはメインフレーム設備の許容レベ

ル差を保って上昇あるいは下降させることができ

る。

ジャッキ縮み ジャッキ伸長 上昇完了

（1） （2） （3） 

ジャッキ縮み 下チャック解放 ジャッキ伸長

上チャック解放後

ジャッキ縮め下降

下降完了

（1） （2） （3） 

（4） （5）
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（２）上昇・下降制御 

１回の上昇・下降ストロークは 150 ㎜であり、

この動作を繰り返し所定の高さ分の移動を行う。

昇降ロボットジャッキシステムは、反力を伝える

ロッド（直径 76 ㎜長さ 3ｍ）を把持し、フレーム

全体を水平に維持しながら上昇あるいは下降でき

る。ロッドは必要に応じて継ぎ足し、一定の間隔ご

とにロッドステイを用い建物と繋ぐことで座屈を

防止し垂直性を担保している。設置するロボット

ジャッキの台数、ロッドステイの取り付け間隔は

搭載するユニット足場の形状・重量、解体建物高さ

に応じて異なる。

（３）中央制御盤

上昇できるだけでなく、下降もできることを最

大の特徴としており、本システムの制御はフレー

ム上に配置された中央制御盤をホストコンピュー

タとし、タッチパネルディスプレイより入力され

たデータを基に、各昇降ロボットジャッキ内のロ

ーカルマイコンに制御司令を送ることで行われて

いる。タッチパネル上には、各ジャッキ位置のレベ

ル差が表示されるとともに、各ロボットジャッキ

の動作状況等が表示される。中央制御盤を写真－

３に示す。

写真-３ 中央制御盤 

３．解体工法の検討 

現在、多くの解体現場で用いられている総足場

工法による全面養生について、ビル建設の高層化

が進む中でいくつかの問題点が挙げられる。

（１） 高所作業に伴うリスク

足場組立・解体作業は高所作業のため墜落災害

などが起こると重大事故となる。

（２） コストの増加

総足場のため足場材等の資機材量が多く、リー

ス費や組立解体労務費の増加が問題となる。

（３） 環境への影響

足場組立・解体作業により、騒音の発生が増加す

る。また、資機材運搬車両が交通環境に与える影響

も大きくなり、騒音や振動が増加する。 

これらの問題を解決すべく、解体工事実績のあ

る保有技術 ＦＣＦ－リバース解体工法が適用さ

れた。 

本工法の有効性としては、 

（１）昇降可能なシステムであり、足場組立・解体

作業が地盤面の低位置となるため高所作業を大幅

に減少となる。 

（２）足場材等の資機材量が必要最小限となり、リ

ース費・労務費のコスト削減となる。 

（３）足場組立・解体作業が各１回のみとなり、騒

音が削減、また資機材運搬車両も減少となる。

４．施工 

4.1 施工建物概要 

今回、解体工事実施した対象建物は、直径φ３１

ｍの円形（２６面体）であり建物高さ１２３ｍと高

層であった。またフロア高が高く飛散養生のＦＣ

Ｆ搭載足場フレーム高さも１２ｍ必要であった。

施工建物を写真－4、建物概要を表－２に示す。 

写真－4 施工建物 

表－２ 解体建物概要 
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4.2 導入前実証実験 

今回対象建物は円形（２６面体）であるため、Ｆ

ＣＦ搭載足場フレームが昇降時に回転しないか、

スムーズな昇降が可能か等の懸念があったので作

業所導入前に実証実験を実施した。

実証実験は実験ヤード敷地広さの制限より実際

の４０％・直径φ１２．５ｍの大きさの模擬足場に

て実施した。実験設備の外観写真を写真－５、設備

概要を表－３に示す。

写真－５ 実験設備外観 

表－３ 実験設備概要 

実証実験の結果、ロッドの鉛直１．５度以上倒れ

が発生すると自動モードでの連続したジャッキダ

ウンが難しい傾向になることが判明した。よって

実際の施工にてロッドの鉛直度を±１．５度以内

に収めることを管理基準とし昇降する事とした。

またＦＣＦシステムの下記機器の改良も実施し

施工に臨んだ。

（１） 昇降ジャッキのオーバーホールおよび油

圧ニードルバルブを追加しシリンダーの

同調性を向上

（２） 制御ソフトの改良

・ より水平を担保しながら昇降できるよう

制御改良

・ レベル制御の機構、１サイクルごとダウ

ン量を１３５ｍｍ→１５０ｍｍに変更し

下降速度改良

4.3 ＦＣＦ搭載足場の設置 

今回対象建物は高さ１２３ｍ円形建物に高さ３

０ｍ・６階の低層部が接合している建物である。Ｆ

ＣＦ搭載足場フレームは低層部を超えた７階に設

置とした。施工建物を写真－６に示す。昇降ジャッ

キは１３台を等間隔に設置することで、より全体

のバランスを保ちながら昇降することのできる設

備とした。ＦＣＦ搭載足場フレームを図―４（平面

図）図－５（断面図）に示す。

写真－６ 施工建物 

図―４ ＦＣＦ搭載足場フレーム平面図 

高層部

FCF 搭載足場 

低層部

FCF 搭載足場フレーム 
昇降ロボットジャッキ

直径φ３１ｍ 
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図－５ FCF 搭載足場フレーム断面図 

ＦＣＦ搭載足場フレームは円周方向に１３分割・

縦方向に６分割されており、まず地盤面で１分解

ごと地組しクレーンにて設置階へ揚重、分割接合

し設置した。ＦＣＦ足場の設置状況を写真－７に

示す。

写真－７ ＦＣＦ足場の設置状況 

4.4 ＦＣＦ搭載足場の上昇 

 ＦＣＦ搭載足場フレーム設置後、上昇作業実施

した。今回ロッド支持のロッドステイは２．１ｍピ

ッチであり、ロッドステイ設置毎に実証実験で得

た±１．５度以下となるよう鉛直管理・調整を実施

した。鉛直調整は写真－７に示すロッドステイの

ジャッキベースとターンバックルを伸縮させ調整

実施した。ＦＣＦ搭載足場の組立後･上昇後を写真

－８に示す。

写真－７ ロッドステイ 

写真－８ FCF 足場（左:組立完了 右:上昇完了） 

4.5 躯体解体工事とＦＣＦ搭載足場の下降 

ＦＣＦ搭載足場フレームが上昇した後、躯体の解

体作業を行った。解体は最上階より１フロアごと

に実施され、その後 FCF 搭載の足場を下降させた。

躯体解体のサイクルについては以下に示す。

1. 最上スラブ道路カッター

2. 外壁ＰＣコア抜き

3. コア部先行吊切り

4. スラブ吊切り

5. コア部スラブ吊切り

6. ＰＣ版吊切り

7. 外周部柱・梁切り

8. 支保工解体

9. ＦＣＦ搭載足場の下降

ＦＣＦ足場の下降状況を写真―９、躯体解体状況

を写真－１０に示す。

写真－９ FCF 足場（左:下降前 右:下降完了）

1 段目 

2 段目

3 段目

4 段目

5 段目

6 段目 

12m 

FCF 搭載足場フレーム 

昇降ロボットジャッキ
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写真－１０ 躯体解体状況 

５．施工結果

5.1 ＦＣＦ搭載足場の上昇結果 
 ＦＣＦ搭載足場フレームの上昇量は平均約６ｍ

／日、日数１２日間で７４．１６ｍ最上部へ上昇さ

せた。ＦＣＦ上昇時の鉛直度結果は、初回６２０ｍ

ｍ上昇時１ヶ所で許容範囲の１．５度を超え、最大

で１．９４度となった。グラフ―１に鉛直度結果を

示す。

 

グラフ―１ 鉛直度結果 

上昇９ｍ迄は鉛直倒れが大きかったが、それ以

降は特に支障無くスムーズな上昇を続けることが

できた。施工前に回転について懸念されていたが、

ロッドステイ２．１ｍピッチ設置毎に鉛直計測し

倒れ修正を実施した事がスムーズな上昇へとつな

がった。

5.2 ＦＣＦ搭載足場の下降結果

ＦＣＦ搭載足場フレームの下降作業は、階高３．

２ｍのフロアを２２回実施した。各回の所要時間

は約２時間であり、作業は順調に進行した。下降

作業は大きなトラブルは発生せず、躯体解体工事

は５日サイクルから下降９回目より４日サイクル

に短縮された。その結果、当初の工程よりも１９

日間の短縮が実現した。順調に下降できた要因は、

①上昇時に２．１ｍピッチ毎に鉛直計測し倒れ修

正を実施した事が大きいが、②昇降ジャッキのオ

ーバーホールとニードルバルブ追加による同調性

向上、③制御ソフトの改良、も総合的な要因とし

て考えられる。

６．おわりに

ＦＣＦ工法は約４０年前の１９７０年代より高

橋脚の施工を目的として開発が始まり、その後の

改良を経て、近年はその特徴を活かし既存ビルの

解体工事や ビル改修工事へも活用されている。

今回の施工により、円形高層建築建物の解体工事

にも威力を発揮できる工法である事が確認できた。 
最後に、本工法の特徴を以下にまとめる。

（１） 施工高さに制約がなく、案件に応じた昇

降ジャッキの台数を配置することで、大

小さまざまな現場に対応可能である

（２） 高層になるほどシステムの特徴が発揮さ

れ、工程、経済的な面での優位性が増す

（３） 昇降が可能なため地上で組立および解体

ができ、安全性が向上し省力化が可能で

ある

（４） 鉛直荷重を、基礎上に設置した鋼管ロッ

ドで支持するため、躯体の強度に影響さ

れずに昇降することができる

（５） 操作はコンピュータにより一括制御する

ため特殊技能工を必要とせず省力化がで

きる

 今後、更なる改良を実施し建設現場の生産性の

向上に貢献していきたい。 

高さ（mm） 

鉛
直

角
度
（

度
）
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32．CSG ダムにおける自動ダンプトラックを用いた材料運搬システム

鹿島建設株式会社 技術研究所  ○石川 貴大，高木 優

鹿島建設株式会社 機械部  服部 良彦，福原 正晃，矢冨 孝治，伊勢 卓矢

１．はじめに 

建設業では近年，人手不足，高齢化に伴う熟練

技能者不足や時間外労働規制による建設工事での

生産性低下，及び安全性の低下が懸念されている。

こうした課題に対し，生産性と安全性の向上手段

として，自動化された建設機械等を用いて施工を

行う自動化施工の適用が期待されており，国土交

通省が建設現場のオートメーション化実現を目指

す i-Construction 2.0 を策定する等，自動化施工の

実現へ向けた様々な取り組みがなされている。

鹿島建設では，建設機械の自動化技術を核とす

る次世代建設生産システム A4CSEL®（クワッドア

クセル）の研究開発を進めており，大分川ダムや

小石原川ダム等での実証試験を経て，成瀬ダムの

実施工へ本格適用してきた。A4CSEL は，現場条

件に応じて立てた最適な作業計画を基に，定型作

業を自動化建機で施工するシステムである。図-1
に示すように，施工領域外にいる管制員が 1 人で

複数の自動化建機を稼働することができるため，

生産性と安全性の向上が期待される。成瀬ダムで

は，最大 98%の自動化施工率（打設リフトの施工

面積に対し自動化施工を実施した面積の割合）を

達成 1）し，ダム工事の月間打設量国内最高記録を

樹立する等，生産性の向上を実現している。

2022 年度まで成瀬ダムでは，ブルドーザと振動

ローラによる自動化施工の適用を推進してきた。

今般，自動化率の向上による，さらなる生産性向

上を目的とし，新たに開発した自動ダンプを用い

た材料運搬システムを実施工へ導入した。しかし，

本システムを実施工へ導入するためには，3 つの

課題が存在した。1 つ目の課題は，最適なタイミ

ングでの積込みの実現である。製造と施工の最大

能力を発揮するためには，積込み待ち時間を最小

とするようダンプを運用する必要がある。2 つ目

は，複数台の自動ダンプを安全に運用する方法の

確立である。施工領域長と運搬量から自動ダンプ

の稼働台数を 7 台としており，ダンプを衝突する

ことなく運用しなければならない。3 つ目は，

GNSS に依存しない自動走行機能の確立である。

材料積込み設備付近において GNSS による姿勢の

計測精度が低下することが確認されたため，

GNSS を用いない自動走行が求められる。 
本論文では，実施工適用へ向けた各課題を解決

するために実施した，材料搬送設備と自動ダンプ

の開発について述べる。材料搬送設備に関しては，

1 つ目の課題を解決すべく，積込み状況等を

A4CSEL と共有し，搬送設備の積載状況等から求

めた積込み可能予測時間を用いることにより，待

ち時間を最小とするようダンプを誘導するシステ

ムを構成した。自動ダンプに関しては，2 つ目と

3 つ目の課題を解決するため，予測位置等を用い

た衝突防止機能及び推定値を用いた自動走行機能

の開発を実施した。そして，成瀬ダムの実施工へ

適用し，有用性の実証を行った。

本論文の構成を以下に示す。第 2 章では，材料

搬送設備と自動ダンプの概要を述べ，自動ダンプ

による材料運搬システムを説明する。第 3 章では，

実適用へ向け改良した自動走行制御について，実

験結果とともに述べる。第 4 章で実適用結果を紹

介し，第 5 章で本論文をまとめる。 

２．自動化施工システム

本章では，成瀬ダムの工事概要，材料搬送設備

及び自動ダンプの概要を紹介し，自動ダンプを用

いた材料運搬システムについて述べる。

2.1 成瀬ダムの工事概要 

 成瀬ダムは，秋田県雄勝郡東成瀬村椿川地内に

建設される，洪水調節，流水の正常な機能の維持，

かんがい，水道用水の貯水，発電を目的とした多

目的ダムであり，堤体積約 4,850,000m3，堤頂長

図-1 A4CSEL による施工イメージ 
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755.0m，堤高 114.5m の国内最大級の台形 CSG
（Cemented Sand and Gravel）ダムである。2018 年

から本体工事に着手しており，2026 年度（執筆時

点）の完成を目指し施工が進められている。成瀬

ダムが位置する東成瀬村は豪雪地帯であり，冬季

の堤体打設工事が困難である。そのため，大量高

速施工を実現すべく A4CSEL が適用されている。

2022 年度までは，堤体を左右岸で分断し施工して

いたことや材料搬送設備の設置工程等の理由から，

ブルドーザと振動ローラによる自動化施工を実施

し，ダンプトラックはオペレータが運転していた。

2.2 材料搬送設備 

大量高速施工を実現するためには，最適なタイ

ミングで材料をダンプへ積込むことが必要となる。

そこで，A4CSEL との連携を可能にすべく，製造

設備と搬送設備の自動化を実施した。本節では，

そのシステムについて述べる。

成瀬ダムにおける高速施工では，時間当たり約

900m3 の材料供給が必要となる。そのため，SP ミ

キサ 2）を主要製造設備とする CSG 製造プラント

（1 系列当たり 300m3/h）を 3 系列構成する。

製造した CSG 材は，延長約 800m の長距離ベル

トコンベア（写真-1）によって右岸天端まで搬送

される。その後，写真-2 に示す SP-TOM（Special
Pipe TranspOrtation Method）3）やホッパを介して

右岸天端から堤体上へ搬送し，ディストリビュー

タによってダンプへの積込みを行う。ダンプは，

写真-3 に示すように，堤体上で積込んだ CSG 材

をまき出し位置へ運搬する。

本システムは，ベルトコンベアの積載状況やホ

ッパ内の残量を基に，CSG 材の積込み可能時刻を

秒単位で予測することが可能である。そのため，

3 系列ある積込み先のうち，最速で積込み可能と

なる系列へダンプを誘導できる。また，自動化施

工システムに対し，積込み可能予測時刻やホッパ

で計測した積込み量に基づいた積込み完了信号を

送信することにより，A4CSEL と連携し，最適な

タイミングでの積込みが実現可能となる。

2.3 自動化施工システムと自動ダンプ

自動化施工マネジメントシステムを図-2 に示す。

本節では，このシステムのうち自動ダンプに関す

る内容を説明する。その他自動化建機における各

システムの機能や詳細については，文献 4,5）を参

照されたい。施工計画システムは，施工するエリ

ア情報や作業に必要な台数等の機械情報を基に，

施工計画を作成するシステムである。施工管制シ

ステムは，積込み可能予測時刻や積込み進捗に基

づき，積込み先及び施工計画システムで事前計画

したまき出し位置へ材料を運搬する自動ダンプの

割り当てを行う。また，割り当て状態や自動ブル

ドーザの作業進捗に応じて自動ダンプに作業指示

写真-3 堤体全景と材料搬送設備 

図-2 自動化施工マネジメントシステム 

写真-2 材料搬送設備配置：右岸天端から堤体へ 

写真-1 材料搬送設備配置：製造設備から右岸天端へ 
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を出す。管理システムは，目標地点まで走行する

経路の生成や自動ダンプ同士の衝突防止を行いつ

つ，施工管制システムからの作業指示に基づき，

各ダンプに対し走行や荷下ろしの指示を出す。自

動運転プログラムは，ダンプに車載した PC（イ

ンターフェース社 ECC-E211C(s)）上で動作して

おり，センサ値の計測及び管理システムからの作

業指示に基づく電磁制御弁の操作を行う。

自動ダンプ（写真 -4）は，小松製作所製の

HD465（車長約 9.4m，車幅約 4.6m，車重 44.6t）
をベースに，ステアリングやベッセル等の油圧回

路を自動操作するための電磁制御弁を設置し，自

動制御が可能となるよう改造されている。GNSS
アンテナ，GNSS 受信機を搭載した方位計，ジャ

イロセンサ等の計測用センサ及び安全装置を取り

付け，姿勢の計測や緊急時の停止を実施している。

ここで，位置計測には，RTK-GNSS（Real-Time
Kinematic-GNSS）を用いており，方位及び測位状

況が Fix 解における位置計測精度はそれぞれ，

0.3°と 2cm 以内である。また，ジャイロセンサに

よる角速度の計測精度は，±0.5°/s±1%である。

2.4 自動ダンプを用いた材料運搬

自動ダンプの走行模式図を図-3 に示す。実車は

材料を積載した状態を，空車は積載していない状

態を示す。実車経路は材料を積載した状態で荷下

ろし位置へ走行する経路，空車経路は荷下ろし終

了後に積込み位置へ走行する経路を示しており，

両経路間は，積込み位置や荷下ろし位置付近で経

路が交差する箇所を除き，すれ違い可能である。

実車経路と空車経路の直線部分は，同一直線上の

経路を走行する。堤体上には，管理・点検用エレ

ベータを設置するための空間となるエレベータシ

ャフト（EV）等の構造物が存在しており，ダン

プは構造物を迂回し，迂回箇所で片側交互通行を

実施する。外部コンクリート等の作業を実施して

いるエリアに対しては，ダンプが進入しないよう

走行領域を設定し，安全を確保する。材料の運搬

及び荷下ろし手順を以下に示す。

(手順1) ベルトコンベアと SP-TOM を用い，プラ

ントで製造した CSG 材を堤体上へ搬送する。

(手順2) 3 系列の積込み先のうち，最短で積込み

可能となる系列のディストリビュータ下へダ

ンプが前進で自動走行する。

(手順3) 一定量の CSG 材をダンプへ積込む。こ

のとき，ホッパにて積込み量の計測を行う。

(手順4) 積込み完了信号を受けた自動ダンプは，

荷下ろし位置へ後進で走行し，材料の運搬及

び自動ブルドーザと連携した荷下ろしを行う。

 自動ダンプの走行方式における特徴は，前進で

の走行を基本とするオペレータの運転と異なり，

積込み位置から荷下ろし位置までの最長 600m の

経路を後進で走行する点である。これにより，経

路途中での切り返し動作を無くすことができ，走

行時間と距離の短縮が可能となる 1）。 
管理システムは，構造物を迂回し，積込み位置

と荷下ろし位置を結ぶ経路を動的かつリアルタイ

ムに生成する。これにより，積込み先と荷下ろし

先を動的に割り当てることができ，時々刻々と変

図-3 自動ダンプ走行模式図 

写真-4 自動ダンプ外観 
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わりゆく施工状況への柔軟な対応が可能となる。

３．現場適用へ向けた自動走行制御機能

 現場への適用では，材料運搬を実現する機能に

加え，次に示す課題を解決することが求められる。 

(課題1) 最大 7 台の自動ダンプを衝突することな

く，安全に運用する必要がある。

(課題2) 積込み設備付近において GNSS による姿

勢の精度が低下するため，GNSS に依存しな

い自動走行が必要となる。

本章では，各課題を解決するために改良した自

動走行制御機能について述べる。

3.1 複数台ダンプの衝突防止 

成瀬ダムの自動化施工では，最大 7 台の自動ダ

ンプが連携して走行する計画である。このとき，

図-3 に示すように，実車経路と空車経路の直線部

で同一経路を走行するため，先行するダンプへの

衝突が懸念される。また，荷下ろし位置付近等，

経路が交差し，すれ違いができない箇所での衝突

を防止することも必要となる。そこで，自動ダン

プ同士を衝突させず安全に運用するため，以下に

説明する衝突防止機能を管理システムに実装する。 
他のダンプとの干渉回避の模式図を図-4 に示す。

各ダンプは，機体周囲に安全マージンを設定した

干渉判定領域を有する。そして，点線で示す走行

速度を用いて計算した t 秒後の予測位置と他ダン

プの判定領域との重複を確認する。この領域の重

複によって衝突を予測し，予測時間に応じて減速

や停止指示を与えることで衝突を防止する。ここ

で，停止距離は，運用時の走行速度等の観点より

15m（約 1.5 車長）と設定した。この値は，現場

や施工条件に応じて変化する値である。図-5 に示

す荷下ろし位置付近では，実車ダンプは，実車の

直線経路から荷下ろし位置へ，荷下ろしを終えた

空車ダンプは，荷下ろし位置から空車の直線経路

へ走行する。そのため，経路交差箇所でのすれ違

いは困難である。そこで後着したダンプは停止し

て先着ダンプの通過を待ち，1 台ずつ順番に交差

部を走行させる排他制御によって衝突を防止する。

片側交互通行部や積込み位置付近も経路が交差す

るため，同様に排他制御を行い，衝突を防止する。

図-4 に示す干渉回避機能の実機検証結果を写真

-5 に示す。写真より，約 1.5 車長の距離を保って

停止していることが確認できる。経路交差箇所で

は，複数台が交差部に到着した状況においても 1
台ずつ順に進入していることを確認した。以上よ

り，自動ダンプを安全に運用する機能を確立した。

3.2 推定値を用いた自動走行 

成瀬ダムでの施工では，2.2 節にて述べたよう

に，製造プラントから堤体上まで材料を搬送し，

ダンプへの積込みを行う。積込み時は，写真-6 に

示すように，車体前方に設置した GNSS アンテナ

と方位計の上空がディストリビュータによって遮

蔽された状態で停止する。構造物に一部でも囲ま

れると GNSS 信号の遮蔽やマルチパスが発生し，

位置と方位の計測精度が低下する 6）ため，ここで

も遮蔽による計測精度の低下が確認された。例え

ば，RTK-GNSS による位置計測では，通常の Fix
解（2cm 以内）から Float 解（30cm から 3m）ま

で低下し，方位計測では，5°程度のノイズや最大

30°程の値飛びが発生した。こうした状況下にお

いて連続的に自動走行を行うためには，GNSS に

依存しない自動走行機能が必要となった。

この自動走行機能として，車速𝑣𝑣とジャイロセ

ンサで計測されたヨー軸周りの角速度𝜔𝜔から，位

置(𝑥𝑥, 𝑦𝑦)と方位𝜃𝜃を推定するオドメトリ 7）を用い，

非 GNSS 環境下での自動走行を実施する。ステッ

プ𝑡𝑡における推定値は，次式によって求められる。

�
𝑥𝑥𝑡𝑡
𝑦𝑦𝑡𝑡
𝜃𝜃𝑡𝑡
� = �

𝑥𝑥𝑡𝑡−1
𝑦𝑦𝑡𝑡−1
𝜃𝜃𝑡𝑡−1

�+ ∆𝑡𝑡 �
cos𝜃𝜃𝑡𝑡−1 0
sin𝜃𝜃𝑡𝑡−1 0

0 1
� �
𝑣𝑣𝑡𝑡−1
𝜔𝜔𝑡𝑡−1

�

写真-5 干渉回避機能での停止状況 

図-5 荷下ろし位置付近での経路交差箇所 

図-4 干渉回避の模式図 
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ここで，計算誤差等の観点から，オドメトリを

用いた自動走行では，以下の条件を設定する。 

(条件1) 走行可能な経路は，ディストリビュータ

から一定距離以内の直線のみとする。

(条件2) 切り替え直前の計測値を初期姿勢とする。 
(条件3) 対象とする動作は，ディストリビュータ

下への前進進入，荷こぼれ防止を目的とし材

料形状を 2 山にするための 2m 程の後進移動，

及び積込み完了後の後進退出とする。

(条件4) 方位は推定値を用いる。位置は，測位状

況が Fix 解であれば GNSS による計測値を，

それ以外であれば推定値を用いる。

目標位置に対する許容停止精度は，積込まれた

材料形状の安息角より幾何的に，手前側に 100cm
以内，奥側に 50cm 以内と定めた。走行時の経路

追従許容誤差は，ダンプ同士の衝突を防止するた

め，100cm 以内とし，ディストリビュータ下での

走行速度は 10km/h 以下とした。 
実機検証結果を述べる。3 系列あるディストリ

ビュータのうち，センサ上空の遮蔽度合いが最も

大きく，条件が最も厳しい中央のディストリビュ

ータにて検証を実施した。対象とする動作のうち，

GNSS 測位状況が Fix 解から Float 解へ変化し，制

御に用いる位置が計測値から推定値へ切り替わる

ことが予想される，ディストリビュータ下への前

進走行における結果を示す。自動走行時の GNSS
計測位置（十字）と推定位置（三角形）を図-6 に

示す。原点は，積込み時の目標停止位置であり，

縦軸と横軸は，左右と前後方向の位置を示す。図

より，走行中に測位結果が Float 解へ低下したた

め，GNSS による計測位置において，進行方向に

対して横方向に約 40cm 程度のずれが生じている。

この結果より，GNSS のみを用いた自動走行では，

経路へ追従できず衝突する恐れがあることが分か

る。ディストリビュータ下での自動走行の制御で

用いた位置と目標経路（直線）を図-7 に示す。図

に示すように，走行中に測位結果が Float 解に低

下した時，制御に使用する位置を，GNSS による

計測位置から推定位置へ切り替えていることが確

認できる。推定値使用時の走行における，左右方

向の経路追従誤差は約 16cm，停止時の前後方向

の距離は，約 80cm 手前側であり，要求仕様を満

たしていた。また，（条件 3）にて述べた，材料形

状を 2 山にするための後進移動及び積込み完了後

の退出動作も，オドメトリを用いて自動走行可能

であることを検証した。以上より，位置と方位の

計測精度が低下するディストリビュータ下におい

て，GNSS に依存せず自動走行を継続する手法を

開発した。これにより，荷下ろし位置から積込み

位置まで，経路への追従精度を担保しつつ連続的

に自動走行することが可能となった。

４．現場適用

開発した機能を実装した自動ダンプを複数台走

行させ，材料搬送設備や自動ブルドーザとの連携

試験を実施した後，成瀬ダムの実施工へ適用した。

実車経路走行時における，自動ダンプの走行軌

跡と目標経路への追従誤差を図-8 及び図-9 に，実

車経路上の構造物付近での自動走行の状況を写真

-7 に示す。図-8 と写真-7 より，実車経路の直線上

に存在する構造物を迂回し走行していることが確

認できる。図-9 に示す追従誤差の符号は，経路に

対する位置関係を表しており，追従誤差は平均約

6.6cm，最大約 21.9cm であった。実適用時におけ

る自動ダンプの目標経路に対する平均追従誤差は

約 10cm，目標位置に対する荷下ろし精度は±50cm
以内であり，次工程の自動ブルドーザによるまき

出し作業への円滑な移行が可能な精度であった。

図-6 GNSS 計測位置と推定位置 

図-7 自動走行で用いた位置と目標経路 

写真-6 ディストリビュータ下の停止状況 
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実施工での自動ダンプ運用期間は，延べ 3.5 か

月間であり，1 日の最大運搬時間と運搬台数は，

それぞれ約 4 時間と 47 台であった。この運用期

間において，自動ダンプ同士の衝突が発生するこ

となく，安全な運用を実施することができた。デ

ィストリビュータ下での GNSS による姿勢の計測

精度が低下した状況においても，推定した姿勢を

用いることにより，経路追従精度を担保しつつ連

続的な走行を実施した。さらに，A4CSEL と連携

した最適なタイミングでの材料搬送と積込み，及

び後進を基本とする自動ダンプの走行方式による

走行時間と距離の短縮により，CSG 材の連続かつ

最速運搬を実現した。加えて，1 人の管制員で最

大 7 台の自動ダンプを稼働することにより，これ

までの成瀬ダムでの自動化施工と比較し，最大 6
人の省人化を実現した。

以上より，成瀬ダムの実施工において，自動ダ

ンプを用いた材料運搬システムの安全な運用を継

続的に実施し，その有用性を実証した。

５．おわりに 

本論文では，自動ダンプを用いた材料運搬シス

テムの概要を示し，実適用へ向けて必要となった

自動走行制御の改良について，実験結果を用いて

紹介した。そして，本システムを導入した自動化

施工システムの成瀬ダムへの実適用結果を基に，

十分な成果が得られたことを確認した。

今後，他現場，他工種への展開を目指し，勾配

路等の多様な走路環境に対応した自動制御システ

ムの確立へ向けた開発に取り組む。造成等の現場

では，これまで A4CSEL を適用してきたダム現場

の堤体等における平坦な走路上での走行と異なり，

勾配路での走行が必要となる。また，つづら折り

箇所等での衝突防止や離合機能等も求められるで

あろう。今後，これまでに開発してきた制御シス

テムや衝突防止機能等の管理システムの機能を発

展させ，さらなる生産性向上の実現を目指す。
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模システムの制御系設計論の構築を目指して，計測と

制御，60巻7号，pp.504~508，2021
6) 塙ら：衛星測位に用いる受信機の性能評価方法の提案，

土木情報学シンポジウム講演集，39巻，pp.236~240，
2014

7) 美多：非線形制御入門―劣駆動ロボットの技能制御論"，
昭晃堂，2000

図-9 目標経路に対する追従誤差 

図-8 実車経路の自動走行時における走行軌跡 

写真-7 構造物付近での自動走行 
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33．施工システムからの指示に基づいて動作する自律型油圧ショベル 

日立建機株式会社 ○ 井村 進也

日立建機株式会社 伊東 勝道

日立建機株式会社 石井 宏紀

１．開発の背景 

建設業においては，生産労働人口の減少や熟練

技能者の高齢化を背景として，省人化による生産

性の向上が課題となっている。その解決策のひと

つとして自律型建設機械の開発に期待が寄せられ

ている 1)。 
建設機械は様々な現場で使われており，同じ作

業を繰り返す現場もあれば，工事の進展に伴って

作業内容が変化する現場もある。同じ作業を繰り

返す現場を対象として自律型建設機械を開発する

場合，作業内容を事前に細かくプログラミングし

たとしても開発工数は多くならない。しかし，工事

の進展に伴って作業内容が変化する現場を対象と

する場合，全ての作業内容を事前に細かくプログ

ラミングすると開発工数が膨大になってしまう。

そこで本研究では，工事の進展に伴って人が都

度，大まかな作業指示を送ることを前提にして，送

られてくる作業指示から細かな動作を自律的に判

断して動作することができる自律型油圧ショベル

を開発した。人が作業指示を送る時に用いるシス

テムは，今後，様々なものが開発されることを想定

し，作業指示を送るシステムと自律型油圧ショベ

ルの間の通信には，汎用性，拡張性を考慮して，世

界的に広く使われている ROS2 (Robot Operation
System 2) を用いた。また，開発した自律型油圧シ

ョベルを検証するために，前田建設工業株式会社

と株式会社イクシスが共同開発した施工システム

と接続し，実証試験を行った。

２．自律型油圧ショベルの構成 

図- 1 に開発した自律型油圧ショベルの外観を示

す。また，図- 2 に自律型油圧ショベルのシステム

構成を示す。自律型油圧ショベルは，施工システム

から送られてくる作業指示に基づいて自律運転す

る。自律型油圧ショベルは，市販の（人が搭乗して

操作する）油圧ショベルに，自律化システムと車体

制御システムを追加して構築した。 
自律化システムは，コントローラと，周囲情報

（地形や支障物などの情報）を取得するセンサな

どで構成する。自律化システムは，施工システムか

ら作業指示を受け取り，周囲情報，車体位置，車体

方位，車体姿勢（ブーム角度，アーム角度，バケッ

ト角度，旋回角度，ピッチ角度，ロール角度）など

に基づいて車体をどのように動かすかを決定し，

車体制御システムへ角速度指令（ブーム角速度指

令，アーム角速度指令，バケット角速度指令，旋回

角速度指令）や速度指令（右クローラ速度指令，左

クローラ速度指令）を送る。

車体制御システムは，コントローラ，車体の位置

と方位を計測するシステム，車体姿勢を計測する

センサ，アクチュエータを制御する電磁弁などで

構成する。車体制御システムは，自律化システムか

ら角速度指令などを受け取り，車体姿勢などに基

づいて電磁弁を制御して，車体を動作させる。

図-1 自律型油圧ショベルの外観 

図-2 自律型油圧ショベルのシステム構成 
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３．自律型油圧ショベルの機能 

3.1 遠隔油圧ロック・解除機能 

開発した自律型油圧ショベルは，車体が動く可

能性がある時に人が車体に近づかなくても済むよ

うに，遠隔からパイロット油圧回路を遮断（以後，

油圧ロックと呼ぶ）して，車体を動かなくすること

ができる。 
車体を動かす時は，油圧ロックしたままエンジ

ンを始動し，車体から離れてから油圧ロックを解

除するようにする。車体に近づく時は，遠隔から油

圧ロックした後，車体に近づくようにする。

3.2 周囲情報取得機能 

自律型油圧ショベルは，複数の LiDAR (Light 
Detection and Ranging) を搭載し，車体から周囲の

物体（地面や支障物など）までの距離を計測する。

また，GNSS (Global Navigation Satellite System) を
用いて車体の位置と方位を計測する。車体から周

囲の物体までの距離と，車体の位置と方位から，周

囲の物体の位置を計算することができ，周囲の地

形や支障物などの情報を取得することができる。 
取得した周囲情報は，自律型油圧ショベルから

施工システムへ送信する。人は施工システムを用

いて，現場の状況を確認しながら作業指示を送る

ことができる。 

3.3 自動掘削・放土機能 

人が施工システムを用いて，掘削範囲と放土範

囲を指定して自動掘削・放土の実行を指令すると，

自律型油圧ショベルは指定された範囲を掘削して

指定された範囲に放土する。 
自律型油圧ショベルは，指定された掘削範囲の

中でどのように掘削すると効率良いかを判断し，

その掘削動作を実現するためのブーム，アーム，バ

ケット，旋回の目標動作を計算する。そして，指定

された放土範囲に放土するためのブーム，アーム，

バケット，旋回の目標動作を計算する。計算した目

標動作は，自律型油圧ショベルから施工システム

へ送信され，人は施工システムを用いて，目標動作

を確認してから実行を指令することもできる。

自律型油圧ショベルは，目標動作で動くための

ブーム，アーム，バケット，旋回の角速度を計算し，

その値と車体姿勢，車体状態に基づいて電磁弁を

制御する。掘削・放土の 1 サイクル毎に指定され

た範囲の掘削を終了したかどうかを判断し，掘削

を終了したと判断したら施工システムへ終了を通

知し，そうでなければ掘削・放土を繰り返す。 

3.4 自動走行機能 

人が施工システムを用いて，目標位置と目標方

位を指定して自動走行の実行を指令すると，自律

型油圧ショベルは目標位置で目標方位を向くよう

に走行する。 
自律型油圧ショベルは，周囲の地形や支障物な

どの情報に基づいて，転倒したり支障物と接触し

たりしない目標経路を計算する。計算した目標経

路は，自律型油圧ショベルから施工システムへ送

信され，人は施工システムを用いて，目標経路を確

認してから実行を指令することもできる。 
自律型油圧ショベルは，目標経路と車体位置・方

位に基づいて電磁弁を制御し，目標位置で目標方

位を向いたら，施工システムへ終了を通知する。 

3.5 遠隔操作機能 

上述した自動掘削・放土機能と自動走行機能を

組み合わせれば，工事の進展に伴って掘削・放土す

る場所が変化する現場にも対応できるが，掘削，放

土，走行以外の動作が必要になる時や，何かしらの

原因で自律運転がうまくできない時は，オペレー

タが遠隔から操作したり，車体に搭乗して操作し

たりすることもできる。

施工システムで，自律型油圧ショベルの制御モ

ード（自律運転モード／遠隔操作モード／制御

OFF）を切り替えることができ，オペレータが遠隔

操作する時は遠隔操作モードに切り替え，車体に

搭乗して操作する時は制御 OFF に切り替える。遠

隔操作モードの時は，オペレータは施工システム

のコントローラを操作し，施工システムはその操

作量を自律型油圧ショベルへ送信し，自律型油圧

ショベルはその操作量に基づいて電磁弁を制御し

て動作する。

3.6 施工システム・自律型油圧ショベル間の信号 

表- 1 に施工システムから自律型油圧ショベルへ

送信する主な信号を，表- 2 に自律型油圧ショベル

から施工システムへ送信する主な信号を示す。な

お，これらの信号は ROS2 で通信可能なトピック

の形式とした。 
施工システムから自律型油圧ショベルへは，自

律運転の時は，自動掘削・放土や自動走行の指令を

送信し，遠隔操作の時は，遠隔操作の操作量を送信

する。 
自律型油圧ショベルから施工システムへは，車

体位置・方位，車体姿勢，車体状態（油圧ロック状

態など），周囲情報，作業情報（自動掘削・放土や

自動走行に関する情報）などを送信する。 

表-1 施工システムから送信する主な信号 

No. 信号内容 送信タイミング 

1 制御モード 切替指令 指令時 

2 自動掘削・放土 範囲 指定時 

3 自動掘削・放土 実行指令 指令時 

4 自動走行 目標位置・方位 指定時 

5 自動走行 実行指令 指令時 

6 遠隔操作 操作量 10 ms 周期 
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表-2 自律型油圧ショベルから送信する主な信号 

No. 信号内容 送信タイミング 

1 車体位置・方位 50 ms 周期 

2 車体姿勢 10 ms 周期 

3 車体状態 100 ms 周期 

4 周囲情報 1 s 周期 

5 制御モード 状態 1 s 周期 

6 自動掘削・放土 目標動作 動作計算時 
7 自動掘削・放土 終了通知 終了時 
8 自動走行 目標経路 経路計算時 
9 自動走行 終了通知 終了時 

４．実証試験 

開発した自律型油圧ショベルを検証するために

実証試験を行った 2)。実証試験は，前田建設工業株

式会社の ICI 総合センターで行った。 
実証試験では，大規模造成工事や都市土木にお

ける土留め内の掘削工事など，2 台の油圧ショベル

が連携して同時に施工する現場を想定し，2 台によ

る土砂の受け渡し動作を検証した。自律型油圧シ

ョベルは同じものを 2 台準備し，施工システムと

無線で接続し，1 人が施工システムを用いて 2 台

へ作業指示を送った。2 台へはそれぞれ作業指示を

送る必要があるが，一度作業指示を送ったら，自律

型油圧ショベルはその作業が終わるまで自律的に

動作するため，2 台それぞれにオペレータが搭乗す

る場合と比べて省人化になる。 
図- 3 に実証試験エリアの模式図を示す。自律型

油圧ショベルが無人機械動作エリアを出ないよう

に作業指示や遠隔操作を行い，人は無人機械動作

エリアと立入制限エリアに入らないようにした。

そうすることで，たとえ車体が無人機械動作エリ

アをはみ出たとしても，はみ出たのが立入制限エ

リア内であれば，人とは接触しない。また，広範囲

の地形を施工システムで確認できるように，

LiDAR を搭載したサイトセンサを 4 台準備して周

囲に配置した。サイトセンサと施工システムは無

線で接続し，サイトセンサから施工システムへ地

形や支障物などの情報を送信した。

実証試験を始める時は，人が無人機械動作エリ

アに入って，自律型油圧ショベルを油圧ロックし

たままエンジンを始動し，車体から離れて立入制

限エリアの外に出て，遠隔から油圧ロックを解除

した。実証試験を終える時は，遠隔から油圧ロック

した後，人が無人機械動作エリアに入って自律型

油圧ショベルのエンジンを停止した。

図- 4 に実証試験の様子を示す。また，図- 5 に図

- 4 と同じ時刻における施工システムの画面を示す。

図- 4 に示した実際の地形および自律型油圧ショベ

ルの位置・姿勢と，図- 5 に示した施工システムの

画面の地形および自律型油圧ショベルの位置・姿

勢は同じであり，施工システムが実際の状況をリ

アルタイムに把握していることを確認できた。

図-3 実証試験エリアの模式図 

図-4 実証試験の様子 

図-5 施工システムの画面 

図- 6 に自動掘削・放土の指示を行う時の施工シ

ステムの画面を示す。人が施工システムのマウス

を操作して，掘削範囲と放土範囲を指定して自動

掘削・放土の実行を指令すると，自律型油圧ショベ

ルが指定された範囲を掘削し，指定された範囲に

放土する動作を繰り返し行うことを確認した。ま

た，掘削範囲の土がなくなった時に，自律型油圧シ

ョベルが施工システムへ，自動掘削・放土の終了を

通知することを確認した。

図- 7 に自動走行の指示を行う時の施工システム

の画面を示す。人が施工システムのマウスを操作

して，目標位置と目標方位を指定して自動走行の
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実行を指令すると，自律型油圧ショベルが目標位

置で目標方位を向くように走行することを確認し

た。また，走行を終えた時に，自律型油圧ショベル

が施工システムへ，自動走行の終了を通知するこ

とを確認した。 
図- 8 に遠隔操作の様子を示す。施工システムで

自律型油圧ショベルの制御モードを遠隔操作モー

ドに切り替えて，オペレータが施工システムのコ

ントローラを操作すると，自律型油圧ショベルが

操作通りに動作することを確認した。

図-6 自動掘削・放土の指示 

図-7 自動走行の指示 

図-8 遠隔操作の様子 

５．まとめ 

施工システムから送られてくる作業指示に基

づいて自律的に動作することができる自律型油圧

ショベルを開発した。人が施工システムを用いて，

掘削範囲と放土範囲を指定して自動掘削・放土の

実行を指令すると，自律型油圧ショベルは指定さ

れた範囲を掘削して指定された範囲に放土する動

作を繰り返し行い，掘削範囲の土がなくなった時

に終了を通知する。また，目標位置と目標方位を

指定して自動走行の実行を指令すると，自律型油

圧ショベルは目標位置で目標方位を向くように走

行し，走行を終えた時に終了を通知する。さらに，

施工システムで遠隔操作モードに切り替えてコン

トローラを操作すると，自律型油圧ショベルは操

作通りに動作する。

実証試験では，1人が2台の自律型油圧ショベル

へ作業指示を送り，2台がそれぞれ自律運転を行う

ことを確認し，省人化の見通しを得ることができ

た。 
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34．盛土施工現場における自動施工の評価 

株式会社熊谷組 ○ 飛鳥馬 翼

株式会社熊谷組 北原 成郎

株式会社熊谷組 竹下 嘉人

１．はじめに 

近年，建設業界では，生産年齢人口の減少と高齢

化が顕著となり，業界全体にとって重大な課題と

なっている。加えて，2024 年 4月から働き方改革
関連法が建設業界にも適用され，時間外労働や休

日出勤に対する規制が強化されたことから，生産

性向上および働き方改革が急務となっている。さ

らに，2024 年 4 月に国土交通省が発表した「i-
Construction 2.0」(1)においては，「建設現場のオート

メーション化」が掲げられ，2040 年度までに省人
化を少なくとも 3 割，すなわち生産性の 1.5 倍向
上を目標とされている。我々施工者側も，抜本的な

省人化対策を講じる必要がある。

「建設現場のオートメーション化」の一環とし

て「施工のオートメーション化」が進められており，

1 人のオペレータが複数の建設機械の動作を管理
することで省人化が図られている。また，2024 年
3月には「自動施工における安全ルール Ver.1.0」(2)

が策定され，建設現場における建設機械の自動化

が加速することが予想される。 
筆者らは，災害復旧現場で活用されている無人

化施工技術を応用し，遠隔操作式建設機械および

自動制御式建設機械を複合的に活用することで，

フィルダムの盛土施工に適用し，作業員 1 人当た
りの生産性向上を図った。本稿では，実施工現場に

おける実証実験概要とその適用効果について報告

する。

２．自動施工のコンセプト 

筆者らは，自動施工のコンセプトとして，無人化

施工技術を中核に据え，遠隔操作と自動制御が連

携した施工システムを構築することを提案する。

自動制御のベースが遠隔操作にあるため，自動制

御に不具合が発生した場合でも，遠隔操作による

バックアップが可能である。また，遠隔操作をベー

スとすることで，建設機械の管理はすべて遠隔操

作室内で完結し，リアルタイムで施工データを取

得することで，施工状況の見える化(3)も容易となる。 

さらに，自動施工のシステム全体の運用を簡素

化することで，オペレータのみで操作可能なシス

テムを構築し，建設現場への導入をより容易に実

現できると考える。

「1 人のオペレータが複数の建設機械の動作を
管理する」ことは「遠隔操作室」で「簡素なシステ

ム」を運用することにより実現可能である。

３．自動制御式建設機械の導入 

本稿における実証実験では筆者らが開発したシ

ステムを搭載した 11t 積不整地運搬車(写真-1)と
Caterpillar 社が開発した『 CatⓇ Command for
Compaction』(4)を搭載した 13t 級振動ローラ(写真-
2)を導入した。筆者らが開発したシステムは 3-1節
で説明する。Caterpillar社のシステムは，転圧エリ
アや転圧回数等のオペレータの入力に基づいて締

固め施工を自動制御し，オペレータをアシストす

る半自律型のシステムである。

3.1 自動制御式不整地運搬車

本技術は，単独の不整地運搬車に対する自動制

御技術と，AIによる制御を組み合わせたものであ
り，複数台の不整地運搬車の効率的な運行と省人

化を実現する。(5)(図-1) 

写真-1 11t積不整地運搬車 
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写真-2 13t級振動ローラ 

図-1 自動制御式不整地運搬車の構成 

仮想レールによる運行管理を実施しており，テ

ィーチングプレイバック方式を採用することで，

オペレータが仮想レールを自由に設定することが

可能である。複数の仮想レールが複雑に重なり合

っている場合でも，AIが運行管理を行い，レール
の切り替えも自動的に行われる。(図-2)
本技術の特長を下記に示す。 

(1)ティーチングプレイバック方式の採用
本技術は，車両にティーチングさせることによ

り，現場環境に適応した経路生成が容易に可能で

ある。自動制御を行う前に，走行させたい経路を遠

隔操作することで，地面の凹凸に応じて速度を調 

図-2 仮想レール方式 

整したり，障害物を回避したりすることがティー

チングデータとなり，そのデータに基づいてプレ

イバック制御が行われる。この方式により，センサ

に依存することなく安全な自動制御を実現する。

また，熟練オペレータがティーチングすることに

よって，走行精度が向上し，生産性の向上も期待で

きる。

(2)自動制御と AI制御の独立システム
本技術では，自動制御車両群を AIが制御するが，

自動制御と AI 制御はそれぞれが独立したシステ
ムとなっている。本技術では自動走行する不整地

運搬車を使用しているが，同様の制御システムを

持つ他の車両群でも，本技術の AIによる制御を適
用することが可能である。

(3)安全監視の重層化
自動制御と AI 制御の各システムによる安全監

視を利用することで，いずれかの安全監視に不具

合が発生した場合でも，もう一方の安全監視で確

実に車両を停止させることが可能である。 

４．実証実験概要 
本実験は，熊本県発注の大切畑地区県営農地等

災害復旧事業第 1 号工事において実施された。工
事概要を表-1 に示す。フィルダムの堤体盛土作業
において，①バックホウ 1台による積込作業，②
不整地運搬車 2 台による運搬作業，③ブルドーザ
1 台による敷均作業，④振動ローラ 1 台による転
圧作業の一連のサイクルを実施し，「有人施工」， 
「無人化施工(遠隔操作)」(以下，無人施工とする)，
無人化施工＋自動施工」(以下，自動施工とする)の
3パターンにおいて歩掛を調査した。 

表-1 工事概要 
工事名 大切畑地区県営農地等災害復旧事業第 1号工事 

発注者 熊本県農林水産部 

工事場所 熊本県阿蘇郡西原村小森地内 

ダム諸元 

型式 前面遮水ゾーン型フィルダム 

堤高 28.5m 

堤長 237.7m 

堤体積 457,000m3 

総貯水量 600,000m3 
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図-3 実験エリア平面図 

図-4 実験エリア斜め俯瞰図 

実証実験エリアの平面図と斜め俯瞰図をそれぞ

れ図-3，図-4 に示す。図-3 において不整地運搬車
の走行経路延長は往復で約 500mである。また，本

実験は 2023年 10月下旬から 11月上旬にかけて実
施されたため，2024 年 3月に策定された「自動施
工における安全ルール Ver.1.0」に準拠していない
が，無人化施工を実施するにあたり，安全確保の観

点から図-4 のように無人化施工エリアを区分し，
立入禁止措置を講じた上で実験を実施した。 
実験の 3 パターンにおける作業内容と作業人員

の割り当てを表-2 に示す。有人施工においては，
不整地運搬車の荷下ろし場所や振動ローラの転圧

作業を誘導するために，誘導員が 1 名必要であっ
た。一方，無人施工および自動施工では，建設機

械の周囲状況を把握するために，現場に複数の固

定カメラを配置し，それを制御するカメラオペレ

ータが求められる。無人施工では，敷均し作業を

行うブルドーザの動きに合わせて固定カメラを制

御するオペレータと，運搬作業を行う不整地運搬

車の動きに合わせて固定カメラを制御するオペレ

ータの合計 2名が必要であった。これに対し，自 

表-2 作業人員の割り当て 
有人施工 無人施工 自動施工 

0.8m3級 
バックホウ 
操作 

1 人 1 人 1 人 

11t 積 

不整地運搬車 

操作(2 台) 
2 人 2 人 0 人(自動) 

16t 級 
ブルドーザ 
操作 

1 人 1 人 1 人 

13t 級 
振動ローラ 
操作 

1 人 1 人 0 人(自動) 

誘導員 1 人 0 人 0 人 
カメラ

オペレータ
0 人 2 人 1 人 

合計人員 6 人 7 人 3 人 

表-3 実験結果 
実験パターン 有人施工 無人施工 自動施工 
作業人員[人] 6 7 3 
施工土量[m3] 

※仕上土量 
278.0 133.1 120.4 

施工時間[h] 7.86 5.45 5.92 
歩掛[m3/h] 35.4 24.4 20.3 
労働生産性 

[m3/人・h] 
5.9 3.5 6.8 

動施工では，不整地運搬車が自動制御となるため，

カメラオペレータは不要となり，ブルドーザの動

きに合わせて固定カメラを制御するオペレータ 1
名に省人化することが可能となった。

５．実証実験結果 
5.1 労働生産性 

実験結果を表-3 に示す。施工土量はドローンに
よる空中写真測量を用いて算出した。施工時間は，

バックホウが 1 台目の不整地運搬車に積込作業を
開始してから，振動ローラが転圧作業を終了する

までの時間とした。 
施工土量に着目すると，有人施工が最も多く，自

動施工が最も少ない結果となった。また，歩掛に関

しては，有人施工が 35.4 m³/h，無人施工が 24.4 m³/h，
自動施工が 20.3 m³/hであった。これにより，無人
施工は有人施工に対して約 0.69 倍，自動施工は約
0.57 倍となった。一般的に無人化施工の施工能力
は，有人施工の算定式に無人化施工係数 0.6を掛け
た値で算出されることが多い。(6)したがって，本実

験において無人施工および自動施工の歩掛が無人

4 
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化施工係数に近い値に落ち込んでいることが確認

された。 
次に，労働生産性に着目すると，有人施工は 5.9 

m³/人・h，自動施工は 6.8 m³/人・h であり，自動施
工は有人施工に対して約 1.15 倍の生産性向上を示
した。一方，無人施工の労働生産性は，作業人員が

最も多く，施工土量も有人施工より少ないため，最

も低い結果となった。 
5.2 転圧作業の効率性 

 振動ローラには転圧管理システムを搭載してお

り，各転圧回数を色分け表示することで，転圧不足

が発生しないよう管理している。本工事における

規定転圧回数は 6 回となっており，6 回以上の転
圧についてはすべて同色とすることができるが，

効率性の評価を目的として，6回以上の転圧回数に
ついても色分けを行い表示した。ただし，導入して

いる転圧管理システムの仕様により，色分けは最

大 9 回までとし，9 回以上の転圧はすべて同色で
表示した。 
 実験パターンにおける転圧回数比率のグラフを

図-5 に示す。本工事における規定転圧回数が 6 回
であることから，理想的な転圧分布としては，ラッ

プ率を考慮すると 6回転圧と 12回転圧が多く含ま
れることが望ましい。具体的には，「6回」と「9回
以上」のカラーマップが多く，「7回」や「8回」の
カラーマップが少なくなることが理想である。転

圧回数の分布において，「6 回・9 回以上」の割合
は，有人施工で 72%，無人施工で 65%，自動施工
で 88%となり，自動施工は有人施工に対して約 1.2
倍，無人施工に対して約 1.4 倍の効率化が達成され
た。

６．本実験のまとめ 
・フィルダムの堤体盛土工事に無人施工および自

動施工を導入した。

・施工土量は有人施工が最も多く，自動施工が最

も少ない結果となった。

・無人施工と自動施工の歩掛が有人施工に対して

無人化施工係数に近い値に落ち込んでいることを

確認できた。

・自動施工は有人施工に対して，約 1.15 倍の生産
性向上となった。

・転圧作業に関して，自動施工は有人施工に対し

て，約 1.2倍の効率化が達成された。

７．おわりに 
本稿では，実施工現場における自動施工の適用

とその効果を評価した。労働生産性については，有

人施工に対して約 1.15 倍の向上が確認されたもの
の，国土交通省が目標とする 1.5倍には達していな
い。この結果を踏まえ，今後はさらなる効率的な自 

図-5 転圧回数比率 

動制御システムを開発していく所存である。 
最後に，現場実証をさせていただいた発注者の

熊本県農林水産部，無人化施工のオペレータ支援

を戴いた共栄機械工事(株)，技術支援を戴いた(株)
ファテックと(同)エコボット，その他関係者の
方々に深く御礼申し上げる。

参考文献 

1) 国土交通省：「i-Construction 2.0」を策定しました，国土
交通省HP，https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_
001085.html，2024年8月30日参照

2) 建設機械施工の自動化・自律化協議会：建設機械施工の
自動化・遠隔化技術，国土交通省HP，
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000
049.html，2024年8月30日参照

3) 飛鳥馬翼・北原成郎・天下井哲生：無人化施工の発展の
歴史と今後の展望，土木施工，Vol.63，No.6，pp.118～121
，2022

4) Caterpillar Inc.：Command for Compaction，Caterpillar Inc.
HP，https://www.cat.com/en_US/products/new/technology/
command/command/102740.html，2024年8月30日参照

5) 飛鳥馬翼・北原成郎・畑本浩伸：AI制御による不整地運
搬車の自動走行技術に関する研究－AIによる運行管理
システムの評価－，第20回建設ロボットシンポジウム論
文集，2022

6) (一財)先端建設技術センター：「遠隔操縦における作業
効率向上に資する技術(無線通信技術，映像処理技術)」
の要求性能に対する意見募集を行います 参考資料-2，(
一財)先端建設技術センターHP，https://actec.or.jp/netis_
qs_thema2018/pdf/08.pdf，2024年8月30日参照

- 152 -
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１．アクティオカーシェアスポット「アクスポ」

無人でレンタカーの貸出・返却ができる新サービス

株式会社アクティオ 〇深沢 拓 

■概要

総合建設機械レンタルの株式会社アクティオ

は、無人で建設車両をレンタル可能な新サービ

ス「アクスポ」を 2024 年 1 月 18 日（木）から

開始いたしました。 

現在、様々な業界で人手不足がさけばれてお

り、限られたマンパワーでの業務効率化とそれ

に伴う労働者の就業環境改善は喫緊の課題とな

っています。建設業界でも、高齢化や労働人口

の減少に伴う人材不足で長時間労働が常態化し

ており、2024 年問題に対応するため、さらなる

作業の効率化や省人化が求められています。 

今回サービスを開始する「アクスポ」は、建

設車両のレンタルを無人化することで、お客様

の利便性を高め、業務の効率化や生産性の向上

に貢献する事業として新たに展開をしていきま

す。また、土日・祝日の無人出庫対応など、全

国へ「アクスポ」の無人化システムを横展開し

ていくことで、従業員の就業環境の改善も図っ

ていきます。 

■「アクスポ」のメリット

アクスポをご利用いただいた際のお客様のメリ

ットは下記の通りです。 

① お客様の利便性の向上

貸出日、返却日ともに、365 日 24 時間いつでも

自由に利用可能 

② 業務の効率化

長時間労働の削減 

③ 夜間・早朝対応の無人化

従来、早朝作業では前日に車両をレンタルする

必要があったが、当日にレンタルすることがで

きるため、コスト削減が可能 

アクティオのメリットは下記の通りです。

① 土日・祝日の無人出庫対応

時間外労働時間の削減 

② カーシェア以外の当社保有の様々なレンタル

商材の無人貸出・返却などの新たなサービス

の創成

今後は、無人化システムをさらに進化させ、

様々なレンタル商材の無人貸出・返却など水平

展開予定 

●ポスターセッション要旨
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２．環境負荷を大きく低減する地盤改良工法

リソイルPro 工法 

株式会社不動テトラ ○永石 雅大 

株式会社不動テトラ  髙田 英典 

株式会社不動テトラ  冨田 晃弘 

1.「リソイルPro工法」の概要 

 液状化対策工法として多くの実績を有するサンドコ

ンパクションパイル（以下，SCP）工法は，地盤中によ

く締まった砂杭を造成することで，周辺地盤の密度を

増加させる工法である.その中詰め材料には，一般的に

良質な砂や砕石が使用されるが，スラグや再生砕石と

いったリサイクル材料を使用する機会も増加している.

そして，建設現場で発生する土（以下，建設発生土）

についても中詰め材料としての適用を試みてきた.静

的締固め砂杭工法において，含水比および細粒分含有

率が 30％程度までの建設発生土を石灰で改質して使

用した事例はあるが，通常の静的締固め砂杭工法に比

べ，改質によるコストの増加や，施工能率が低下する

といった課題があった.これらの課題を解決するため

に図－1 に示す施工機を改造し「新たな材料供給シス

テム」を開発した. 

 本報では，建設発生土を砂杭の中詰め材料として有効活用

可能にした「リソイルPro工法®」の特徴と，実大実験によ

る施工検証結果について報告する.なお，本報における建設

発生土とは，現場内で発生した盛り上がり土や掘削土を主な

対象としている.施工現場で発生する盛り上がり土の状況例

を写真-1に示す. 

図-1 発生土利用を可能にした新たな材料供給システム 

2.「リソイルPro工法」の特長 

(1) 新たな材料供給システム

SCP工法における砂杭打設工程では，中詰め材料

は施工機械の昇降バケットに投入され，ホッパー，

ケーシングパイプを通過して地盤内へと運搬される.

このとき，中詰め材料の含水比や細粒分含有率が高

くなるほど通過性が悪くなり施工性の低下等に繋が

る.建設発生土は含水比や細粒分含有率が高い場合が

多く，中詰め材料として直接利用することが困難で

あった.これまで発生土を利用する場合には，図-2の

下側に示すように発生土に石灰等を混合し改質する

方法や，礫材料と混合し粒度調整を行う方法で施工

可能な性状に変化させ，中詰め材料として使用して

きた.しかし，コストの増加や施工能率の低下といっ

た課題があった. 

 これらの課題を解決するために開発された新たな

材料供給システム(図-1)では，各部材での材料通過性

を向上させることで，そのままでは利用できなかっ

た材料の直接利用が可能となった. 

写真-1 盛り上がり土の発生状況例 

図-3 リソイルPro工法における建設発生土の利用方法 
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 バケットには，ホッパーへ投入するときの閉塞を

防ぐために底部からエアーを噴出させる機構を追加

した.ホッパーには，ケーシングパイプへ材料を強制

排出させるスクリューを追加することで材料による

閉塞を防ぐようにした.ケーシングパイプは，空気配

管をパイプ断面内に埋め込むことで，ケーシングパ

イプ内の突起物を排除し，材料が通過する抵抗を最

小限とした. 

(2) 建設発生土の直接利用可能な範囲 

本工法では，含水比と細粒分含有率がいずれも30％

以下までの発生土であれば，改質せずに，中詰め材料

として直接利用することが可能となった.本工法で直

接利用できない発生土でも，礫材混合による粒度調整

や石灰改質によって適用でき，中詰め材料として利用

可能な範囲が広くなった.ただし，建設発生土を直接利

用する際，75mm以上の礫や異物が混入している場合

は，分級するなどの事前処理が必要となる. 

(3) 環境負荷の低減（CO2を最大50％削減） 

従来の SCP 工法では，中詰め材料を採取地で掘削

し，施工箇所まで運搬する.さらに，施工で発生した盛

り上がり土も建設発生土として運搬処分されており，

これらの過程で CO2 排出などの環境負荷が生じてい

た.本工法により建設発生土を有効活用することで，搬

入搬出する工事車両の台数が激減し，自然砂の採取量

も減少することで環境負荷低減に期待できる. 

 従来の良質な砂を用いた静的締固め砂杭工法に対

して，発生土を全て直接利用した場合，最大でCO2排

出量を50％削減することが可能である. 

 CO2 排出量の試算条件を図-3 に示す.CO2 排出量は

各重機の燃料使用量から算出した. 

図-3 CO2排出量の試算条件 

(4) トータルコストダウンに寄与 

建設発生土の使用に伴う施工サイクル低下の可能

性が考えられるが，良質材料購入費と発生土処分費の

削減により全体的なコストダウンが期待できる. 

3.施工性検証の確認 

 本工法の施工性検証の確認を目的として，実物大実

験土槽で施工実験を実施した.実験で使用した材料は，

従来材料（行方産山砂），建設発生土，改質土の3種類

を用いた.材料の粒度分布を図-4,含水比と細粒分含有

率の関係と，従来設備または新装備の施工機での施工

可能範囲を図-5に示す. 

図-4 実験材料の粒度分布 

図-5 実験材料のFc及び含水比w関係 

 従来材料は，良質な購入砂である.建設発生土は，自

然土材料を数種類混合し，所定の含水比wと細粒分含

有率Fcとなるように作製した.物性値はw＝21.6％，

Fc＝27.3％である.改質土は， w＝48.6％，Fc＝61.4％

の粘性土を 50kg/m3 の生石灰で改質した.いずれの材

料も従来の施工機では適応外の材料である. 

 施工性検証の結果，建設発生土は従来材料と同等の

施工能率であった.改質土では，従来材料に比べ3割程

度施工時間が増加したが施工自体は可能であった. 

 打設後の砂杭径計測結果を写真-2 に示す.全ての材

料で設計値であるφ700mmを満足した. 

写真-2 砂杭出来形計測結果 
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３．BIM/CIMを活用した土工事の自動施工『自動施工計画・管理システム』 

前田建設工業株式会社  〇秋田 剛 

日立建機株式会社 井村 進也 

 株式会社イクシス 山崎 文敬 

１．はじめに 

一人で複数台の建設機械をオペレーションでき，省

人化による生産性向上を図るとともに，同一のシステ

ムで他の建設機械および様々な現場シーンでも利活用

できる汎用性を持った仕組み（ROS2，BIM/CIM 等に対

応したシステム）を構築することを目指し，前田建設

工業株式会社，日立建機株式会社，株式会社イクシス

の各社で開発中のシステム（第1図）を接続し，３社

共同で複数台の自律型油圧ショベルを用いた自動施工

技術の実証試験を行った．  

２．システム概要 

油圧ショベルによる自律運転の実証試験においては，

各社で開発中の①自動施工計画システム（前田建設），

②自動施工管理システム（前田建設・イクシス），③自

律型油圧ショベル（日立建機）を使用した．各システ

ムの概要を以下に示す．  

（１）自動施工計画システム 

自動施工計画システム（第2図）は，施工計画段階の

BIM/CIM モデルを基に，自動施工に必要な情報のみを

自動で抽出・出力し，自律型油圧ショベルによる自動 

施工を指示・管理するシステム「自動施工管理システ

ム」に向けてシームレスにデータを送るシステムであ

る．本システムにより，工事全体の施工計画情報

（BIM/CIM モデル）から，油圧ショベルの作業内容や

手順を具体化した「作業計画モデル」を自動に生成す

ることができ，自動施工のための作業指示・管理に必

要なデータ作成等の作業について効率化が図られる． 

第2図 作業計画モデルの自動生成 

（２）自動施工管理システム 

自動施工管理システム（第3図）は，自動施工計画

システムより出力された「作業計画モデル」を基に，

複数の自律型油圧ショベルに対して作業を指示・管理

するシステムである．なお，掘削作業の進捗状況など

施工管理を円滑に行えるように，計画上の仮想空間（サ

イバー空間）と実現場である現実空間（フィジカル空

間）とが連動するデジタルツインを採用した． 

 第1図 システム構成（概念図）及び各社の役割分担 

BIM/CIMモデル（作業計画モデル） BIM/CIMモデル（全体施工計画モデル） 
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本システムにより，現場の建設機械や資機材などの

オブジェクトと，掘削順序等の計画情報とが一元的か

つ，リアルタイムに 3次元（BIM/CIMモデルおよび点

群データ）でモニタに表示され，複数台の自律型油圧

ショベルへの指示や進捗等の管理を一人で円滑に行う

ことができる．さらに，遠隔操作機能を搭載し，現場

の状況に合わせて自律運転と遠隔操作とを簡単に切り

替えられるインターフェースを構築した．また，機能

の拡張性を考慮し，BIM/CIMおよびROS2に対応したシ

ステム基盤およびデータフォーマットを採用した． 

第3図 自動施工管理システム 

作業を指示・管理する機能として，以下を実装した． 

1) 指示機能：掘削・放土，走行，遠隔，複数台連携

2) 管理機能：進捗，工程，安全，支障物

第4図 自動施工管理システムの機能 

（３）自律型油圧ショベル 

自律型油圧ショベル（第5図）は，自動施工管理シ

ステムからの指示に基づいて自律運転する．自律型油

圧ショベルは，市販の（人が搭乗して操作する）油圧

ショベルに，自律化システムと車体制御システムを追

加したものである．自律化システムは，コントローラ

と，車体の周囲の地形や支障物を検出するセンサなど

で構成される． 

自律化システムは，自動施工管理システムから作業

指示を受け取り，車体姿勢，車体内部情報，周囲情報

などに基づいて車体をどのように動かすかを決定し，

車体制御システムに，油圧ショベルの各アクチュエー

タの速度指令（速度目標値）を送る．車体制御システ

ムは，コントローラ，車体姿勢を検出するセンサ，車

体を制御する電磁弁などで構成される．車体制御シス

テムは，自律化システムから各アクチュエータの速度

指令を受け取り，車体姿勢や車体内部情報に基づいて

電磁弁を制御し，車体を動作させる．また，自動施工

管理システムで遠隔操作が行われた場合は，遠隔操作

の操作量に基づいて電磁弁を制御し，車体を動作させ

る．なお，自動施工管理システムと自律型油圧ショベ

ルの間は，ROS2で通信して汎用性を持たせている． 

第5図 自律型油圧ショベルのシステム構成 

３．おわりに 

今回の３社共同での実証試験（写真 1）により，自

律型油圧ショベルによる施工の計画から指示・管理，

実行までの複数のシステムを接続し，ROS2，BIM/CIM，

3 次元点群データなどをシステム間でシームレスにデ

ータ交換できる汎用的な機能の実用性を確認できた． 

これにより，他の自律型建設機械やシステムへの接続

が容易になり，各社が開発中のシステムの拡張性が高

まった． 

写真１ 実証試験の様子（複数台連携） 

場所： 
前田建設工業  
ICI総合センター 
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４．チルトローテータを遠隔操作することによる、飛躍的な生産性向上

小規模土工での省人化３割を目指して 

梅田土建株式会社   山田 潤 

Steelwrist Japan株式会社  五十嵐 卓次郎 

株式会社カナモト 庄野 和隆 

小規模土工での省人化３割を目指して 

国土交通省は、今後の更なる人口減少への対策とし

て「i-Construction 2.0」構想を発表し、2040年度ま

でに建設現場の省人化を少なくても３割を目指し、「施

工のオートメーション化」を柱の一つとしてあげてい

る。施工のオートメーション化に向け、生産性の高い

自動施工に向けては、通常工事への遠隔施工技術の導

入が不可欠としている。これまで、ダム工事等の大規

模土工での、自動施工・遠隔施工の事例は、報告され

ていた。一方、工事件数では多数を占める小規模土工

でも、チルトローテータとＩＣＴ施工を組み合わせで、

施工効率・省人化・安全性の大幅な向上が実現されて

いる。 

チルトローテータによる小規模土工 省人化 事例 

 チルトローテータは、油圧ショベルのアタッチメン

トをチルト（傾き）させたり、ローテート（回転）さ

せたりすることが出来る機構である。この機能により

アーム正面を斜面に正対する必要がなく、これまで不

可能であった狭小地で、機械化施工が可能となる。 

さらに、バケットだけでなく、掴む、締固め、整地、

掃除などの、多種類のアタッチメント(ワークツール)

を、作業員不要で、短時間で交換することに可能で、

手元作業員無しで、様々な作業を行うことができる。 

図−１ チルトローテータの機能 

図−２ チルトローテータ 実事例 法面整形 

表−1 法面整形 比較表 

チルトローテータの遠隔操作化 

チルトローテータにより、小規模土工の現場で、手

元作業員無しで、油圧ショベルのみで様々な作業を完

了することが可能である。このチルトローテータを遠

隔操作することにより、小規模土工の現場での省人化

が、大きく進むことが期待される。チルトローテータ

の遠隔操作化が開発されており、実現場での実証が期

待される。 

図−３ チルトローテータ遠隔操作コンセプト
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５．柵っとバリケード 

クレーン旋回範囲・立入禁止エリアを簡単設置 

株式会社レンタルのニッケン   

梶川 太郎 

安全対策・労働災害・予防安全 

はじめに、移動式クレーンとは大きく２種類があり、

アウトリガーを支えとするラフタークレーンとクロー

ラーを支えとするクローラークレーンが存在する。ラ

フタークレーンも同様に旋回範囲の立入禁止処置は必

要だが、アウトリガーがある事により見た目でも危険

エリアの把握がし易い。一方、クローラークレーンに

おいてはアウトリガーを必要としないので、旋回体接

触範囲がわかりづらい。 

 旋回範囲内への立入禁止の方法として（下記、図１）

カラーコーンやＡ型バリケードを用いるのが一般的で

はある。そのため走行するたびに、カラーコーンの撤

去、盛替え、新設が必要となる。この移動作業におい

てはオペレーター自身が行う事が多く、頻繁に移動す

ると作業量が増加し、揚重作業が削られることになる。

次に移動量の多い作業所においてはクローラーに単管

を直接固定し、立入禁止処置を講じる場合もあるが、

誤って可動部分に固定してしまうと、機械の破損にも

繋がる事から、専門の知識が必要になる。 

柵っとバリケードとはクローラー本体に、マグネッ

トが取付けられたＨ型の固定治具を直接取り付け、各

パイプを３本連結しクローラーとの離隔距離を確保し

ている。また先端部には安全ポールを取付け、専用の

安全ポール固定治具にはロープを固定できる構造にし

ている。そのためクローラークレーンの旋回範囲内へ

の進入を防止することができる。設置したまま走行が

可能なため、走行中においても立入区画が維持できる。 

カラーコーンやＡ型バリケードの盛替えが不要にな

り、移動に伴うオペレーターの作業量が削減される事

により、揚重効率の向上に貢献できると考えている。

さらに、移動中においても「はさまれ・巻き込まれ・

衝突」を未然に防ぐことができる。先端部には、安全

ポールを取付けることにより視認性も良く、移動前に

障害物の干渉を目視により確認することも可能なため、

重機の衝突事故も未然に防ぐ事が可能となっている。 

おわりに、本年度４月１日より時間外労働の上限が 

建設業においても適用され、限られた時間内で効率よ 

く業務を進めることが求められている。柵っとバリケ

ードは簡単に設置ができ且つ、事故の抑制にも貢献で

きる商品として今後も展開を進めて行く。 

余白24mm 

（図１） 

（柵っとバリケード） 
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６．デジタルツイン技術を活用した、 

月面環境に適応する建設機械実現のための研究開発 

コマツ   〇菊池 直彦 

コマツ  杉村 俊輔  

コマツ     宮井 慎一郎 

1. 目的および背景

本プロジェクトは，「宇宙開発利用加速化戦略プログ

ラム」（スターダストプログラム）の一環として，2021
年7月に選定された「宇宙無人建設革新技術開発」（国

交省主担当，文科省連携）の公募に応募し，選定を受

けたことから始まった．  

応募にあたり，地上の建設現場で喫緊の課題となっ

ている人手不足と働き方改革への対応と生産性の向上

や環境問題を解決するために実施している建設機械の

電動化と自動化・自律化，建設現場のDX化の先に，

月面での無人施工の実現があると考え，月面建設機械

の研究開発を提案した（図 1）． 

図 1 未来の現場と月面建設機械 

2. 掘削シミュレータ

月面建設機械の開発は地上の建機と異なり，現地で

の実機による試験や確認が困難なため，まずは高精度

な「デジタルツイン技術」構築が必要と考えた．その

可能性を検証するために，現場環境と建設機械をサイ

バー空間上に再現して掘削シミュレーションを実施し

た．本研究では，マルチボディダイナミクスと離散粒

子シミュレーションの連成が可能であり，リアルタイ

ムレベルでの高速計算が可能な市販の物理エンジン

AGX Dynamics（以下，AGX）を用いて，建設機械と土

のモデル化を行った． 

2.1. 月面建機モデル 

本研究では，月面で稼働することを想定して地上建

機の3トンクラスのショベルをベースにモデル化した．

作業機はブーム，アーム，バケットの3つのリンクを

回転ジョイントで結合し，回転アクチュエータで駆動

するモデルとした．本シミュレータでは，バケットの

刃先位置と姿勢が目標に沿うように，各アクチュエー

タの回転角度や角速度を入力して作業機を動かした． 

2.2. 月面の土モデル 

本研究では，AGXの土モデルの中でもAGX Terrain
モジュールを用いた．このモデルは，グリッド要素と

粒子要素で構成される．グリッド要素は連続体として

解くことで土の圧縮挙動を，粒子要素は個々の接触計

算によって掘削時の土の不連続な挙動を表現する 1)．

グリッド要素と粒子要素の境界は，バケット位置と土

質力学に基づいて決定される． 

月面環境を想定した土質パラメータは月面模擬土

(FJS-1)を用いて検討した．ここでは，土を掘削する装

置であるバケットへ作用する掘削抵抗力Fと，バケッ

ト周りの土挙動ならびに掘削土量について，シミュレ

ータと実験を比較することで決定した．図 2，3に土

挙動，バケット掘削抵抗力について，シミュレータと

掘削ベンチ試験の比較をそれぞれ示す．試験，シミュ

レータともに同条件で5回実施した結果の平均抵抗力

として示す．掘削終了時（12 秒）の Fz の値が掘削土

量であり，シミュレータと試験で精度良く一致するこ

とが確認できた．掘削終了時までの掘削抵抗の変化，

バケット周りの土挙動についても概ね再現できた．  
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図 2 バケット周りの土挙動の比較 

図 3 バケット掘削抵抗の比較 

2.3. 月面建機モデルによる掘削シミュレーション 

月面建機モデルと月面の土モデルで掘削シミュレー

ションを実施した（図 4）．車体と地面の接地面の長さ

を前方は+30%，後方は+10%として，また作業機の動

かし方の工夫を加えることで，低重力下でも車体重量

を大きくすることなく，目標とする1杯200kg程度の

掘削ができることを確認できた．また，1 回の掘削に

必要なエネルギー量は，機械や電気的なロスを考慮せ

ずに，約8kJであることが確認できた． 

また，月面建機を用いた施工を評価するための準備

として施工シミュレータのフレームワークを作成した．

施工シミュレータは，目標土量や目標地形形状を施工

指示として入力し，複数の作業から構成される施工計

画のもとで，施工は順次実施され，施工指示の履行を

目指す．シミュレーション結果として，各作業の作業

時間，土量，エネルギー消費等を出力する．本フレー

ムワークを活用し，施工の評価を進め、月面建機のよ

り最適な形状や制御を探求する（図 5）． 

図 4 月面建機での掘削 

図 5 施工シミュレータの動作一例 

3. 今後の計画

今後，地上での施工の自動化の開発進捗を反映させ

ることで月面建設機械の具体化を進め，今後の月面建

設計画に従い月面施工の実現性を検証していく．  
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７．ICT建機のための現況計測用カメラシステム

株式会社トプコン  ○重田 将宏 

株式会社トプコン   深谷 暢之 

株式会社トプコン 椴山 誉 

背景 

当社製品の杭ナビショベルは、中小規模現場におけ

るICT施工に最適なマシンガイダンスのシステムであ

り、ワンマンで効率的に測量業務や施工業務を行うこ

とが可能である。本発表では、重機の上にカメラを搭

載し、杭ナビショベルを用いた作業と同時に出来形管

理に使用可能な現況計測を行うシステムを提案する。

本システムは、杭ナビショベルのアップグレード製品

として導入しやすいような、取付け時の複雑なキャリ

ブレーションが不要となるシステムを目指す。 

提案手法 

 取付け時の複雑なキャリブレーションを行わない場

合、画像とプリズム位置の取得時刻の同期が取れず、

重機の上のカメラとプリズムの位置姿勢関係も不明と

いう課題がある。それを解決するために簡易的なキャ

リブレーションを提案する。最初に図 1 のような回

転・直進動作を行い、動作中に取得した画像を用いて

SfM を行い、画像の位置姿勢と特徴点群を生成する。

回転動作時に得た画像の位置とプリズム位置の関係か

ら、画像取得時刻とプリズム位置取得時刻の時間ずれ

量を計算する。また、直進動作時に得た画像の位置と

プリズム位置の関係、及び回転動作から求めた時間ず

れ量を用いて、スケール調整と座標系合わせを行う。

以上により求まった三次元情報を初期値として、プリ

ズム位置情報を拘束条件としたバンドル調整を行い、

カメラとプリズムの位置姿勢関係を推定できる。 

実験・結果 

提案手法の原理検証を行うために実験を行った。ミ

ニショベルの上にPCと4台のカメラを設置して撮影し

つつ、杭ナビショベル用に設置してあるプリズムの位

置情報をトータルステーションで取得しながら走行し

た。実際の現場の点群と走行経路（白線）、検証点（紫

点）の場所を図2に示す。画像は1Hz、プリズムは20Hz

で取得した。4 台のカメラの撮影タイミングは電気信

号による同期がとれており、合計で 696 枚の 1920×

1200の画像を撮影した。そのうち48枚が回転動作時、

36枚が直進動作時に得た画像である。提案手法を用い

て計算し、高さ方向のみ手動で調整した結果、3 次元

計測技術を用いた出来形管理要領の地上移動体搭載型

レーザースキャナーによる出来形計測で定められた測

定精度である±50mm以内の精度を達成できた。 

今後はリアルタイム化・高精度化、実際の掘削中にも

使用できるような改良も行う予定である。また、撮影

した画像に高さ方向の変化がなく手動で調整する必要

があったため、自動で調整可能なキャリブレーション

を検討する。 

図2. 実験現場の点群 

図1. キャリブレーション時の重機の動作 

回転 直進
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８．発注・管理者の業務効率化とステイクホルダー満足度向上への大規模言語

モデルを用いたAIシステム開発 

立命館大学経営学部  ◯善本哲夫 

立命館大学総合科学技術振興機構 福原大祐 

滋賀県庁土木交通部 西村智寛 

背景 

本発表は発注・管理者の業務効率化と地域ステイク

ホルダーの満足度向上の両立を達成する AI システム

の概念実証を報告するものである。具体的には，大規

模言語モデル(LLM)および深層学習を用い，発注・管理

者側蓄積している課題等に対する解決策やノウハウ，

知見を現役・次世代の発注・管理側人材へ承継する仕

組みによって有効活用し，地域ステイクホルダーが抱

える要望等に対するスムーズな対応の実現を目指す。 

発注・管理者側では多くの業界同様に人手不足が深

刻になり，一人あたりの業務工数負担が増加傾向にあ

る。従来から現在まで，ステイクホルダーへの対応は

属人的な経験に頼っている側面が強く，経験や知見に

乏しい人材にとって大きな心身的負担になっている。  

業務効率化による発注・管理者の心身的疲労軽減と

適切な要望等対応はインフラ整備・維持・管理にとっ

て重要な論点である。AIシステムの実用化に向けて滋

賀県庁土木交通部，滋賀県建設技術センター，立命館

大学の3者で概念実証とプロトタイプ検証およびスー

パーコンピューターによる深層学習をスタートさせた。 

1．AIシステム概要

本AIシステムは、図1に示すように発注・ 管理者

が電子ファイルや紙ベースで蓄積している過去の要望

等の具体的対応や問題解決策，ノウハウを活用し、LLM

とRetrieval-Augmented Generation (RAG)の技術を組

み合わせることで、施工現場等にかかる地域ステイク

ホルダーからの要望等への効率的な対応と，その背景

にある知識やノウハウ，論点の現役・次世代人材への

承継の実現を目指す。RAGとは，LLMが外部のデータソ

ースからリアルタイムで情報を検索し、それをもとに

応答を生成する技術である。RAGを利用することでLLM

内部の知識に依存および制約されることなく，常に最

新の情報を取り入れた応答を生成できるため、より豊

かで多様な信頼性の高い対応が可能となる。本 AI シ

ステムは具体的には，以下の機能を有する。 

1−1.問題解決策の提案機能 

要望等で対応を必要とする内容の発注・管理者の問

い合わせに対して、AIが最適な解決策を提案し、リア

ルタイム応答を行う。これは，蓄積してきた知見やノ

ウハウ，過去の解決策といった過去のデータや類似ケ

ーススタディをベースに，具体的な行動案や改善策を

図1 AIシステム処理フロー図 

大規模言語モデル

要約・回答文生成

関連知識

データベース

知見

関連情報の取得

クエリ生成
情報検索

補助プログラム

質問
最終回答

利用者

回答に必要な
情報を検討

回答文の検証・訂正
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提案し、迅速な問題解決を支援する機能である。 

また、繰り返し発生するFAQのような質問や、より

複雑な問い合わせにもリアルタイムで対応可能なチャ

ットボットを通じ、即時かつ的確な回答を提供する。

これにより、ステイクホルダーとのコミュニケーショ

ンの効率化を図り，かつ経験やノウハウに裏付けられ

た内容を提供することができ，ステイクホルダーの満

足度を向上させることが期待される。 

1-2. 文書生成機能 

LLM を用いて、発注・管理者がステイクホルダーと

のコミュニケーションや対応に必要な文書（例えば，

報告書や議事録など）を自動的に生成する。これによ

り、ドキュメント作成にかかる時間を削減し、正確か

つ迅速な対話を可能にする。 

また、管理者や発注者が多くのドキュメント確認作

業を効率化することを目的に，LLM が自動的に要約を

生成する。この機能は、長大なレポートや複雑な内容

などを短時間で理解，評価するのに役立ち、意思決定

のスピードを向上させるものである。 

1-3. 知見共有機能 

LLM と RAG を活用して、現役および次世代の発注・

管理者が保有する知見やノウハウを自動的に分析・整

理し、ナレッジデータベースとして集約する。このナ

レッジデータベースは、問題解決策の提案機能や文書

生成機能で活用され、効率的な業務遂行と迅速な意思

決定をサポートする。 

この知見共有機能を基盤にすることで、LLM を通じ

たデータ活用がさらに強化され、一貫性を保ちながら、

スムーズな問題解決と効率的な文書生成を実現する。 

2．圧縮経験環境構築の可能性 

インフラにかかる地域ステイクホルダーからの要望

等は多岐に渡る。また，数年に1度あるいかないかと

いった低頻度の要望等は，その内容や具体的対応策な

どの承継が難しい。本システムは，これまで属人的で

あった知見やノウハウを誰もが共有することができる

アシスタント機能とともに，発注・管理者による人材

育成ツールとして実装することを狙っている。言葉を

変えれば，AIシステムによって短時間での追体験とも

いえる仮想の圧縮経験環境を作り出すことで，業務年

数が短く，経験や知見に乏しい人材であっても，実体

験での要望等対応に関する知識や業務を身につける手

助けとなる可能性も考えられる。 

先述の3つの機能1−3が検証を進めている機能であ

るが，これらを具体化するためにはLLMの学習が不可

欠である。LLM は、一般的な言語パターンや幅広い知

識の学習をもとに基礎的な質問には対応できるが、特

定の専門領域で活用するには限界がある。そのため，

インフラ整備・維持・管理業務に固有の専門用語や問

題解決手法を学習させることによって、正確で一貫性

のある内容を提供できるようになる。このように，業

務に特化した学習プロセスは、建設業や発注・管理者

業務固有の専門性に基づいた高度な応答を実現するた

めに不可欠であり，本研究では滋賀県内土木事務所を

はじめとする電子ファイル・紙ベースの情報，知識・

知見を一元的に収集し，また，プロトタイプ利用者の

フィードバックを通じてLLMの学習を進めている。 

おわりに 

要望等へのより正確で効果的な対応は，地域ステイ

クホルダーとの良好な関係性を考える上で極めて従業

である。今後の展望として、利用者のフィードバック

やスーパーコンピューター利用をもとにLLMを継続的

に学習・改善させる、AI システムの精度を向上させ，

また、技術的には写真分析機能を導入し、報告書やプ

ロジェクト文書に含まれる画像や写真から重要な情報

を自動的に抽出・分析することで、データ活用の幅を

広げ、より包括的な業務支援を実現する仕組みを展開

する計画である。さらに、LLM 活用によって大量のデ

ータからレポートを自動生成し、分析結果を自然言語

で要約する機能を強化させていく。AIシステム活用は，

要望等対応への意思決定スピードやシステム全体のデ

ータ活用効率による業務のパフォーマンス向上をもた

らし，このことが地域ステイクホルダーの満足度向上

に寄与すると筆者らは考えている。 
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９．建設機械の遠隔運転シミュレータ

トンネル切羽ブレーカーはつり作業の遠隔運転をサイバー空間で練習する 

西松建設（株）技術研究所 ○平野 享 

西松建設（株）技術研究所 髙原裕介 

西松建設（株）技術研究所 辻岡高志 

１．開発目的 

山岳トンネル切羽作業の安全と環境を抜本的に改善

するには切羽の無人化が得策である。無人化を自律機

械でカバーできない部分のつなぎは、建設機械の遠隔

運転を充てることが有効と考えている。現在の遠隔運

転の技術では、遠隔機械の操作応答にあと少しの遅延

が残ること、二次元のモニター画面を頼りに運転する

ことなどから、運転者は実搭乗と異なる特異な環境に

置かれる。そこで、遠隔運転化にあたって運転者に遠

隔運転の練習機会を十分与えるとともに、第三者に安

全で失敗が許される練習フィールドの確保が課題とな

っていた。これを実地（フィジカル）空間で提供する

ことは制約が多いため、代替に仮想（サイバー）空間

で練習環境を提供できる本シミュレータを開発するに

至った。 

２．本シミュレータの構成 

 本シミュレータは、プログラムで仮想空間に模擬現

場と模擬機械を実装し、教習生に模擬機械を模擬運転

席から操縦させて、模擬現場で起こる環境変化を体験

学習してもらう。これはありきたりだが、模擬する環

境を実搭乗でなく遠隔運転とし、それゆえ運転席も搭

乗機の運転席ではなく、あえてモニター画面だけが目

視できる遠隔運転席としていることが新しい（図１）。 

３．遠隔運転シミュレータのリアリティ 

フィジカル空間での遠隔運転の実状をみると、前述

のような実搭乗のリアリティが欠損した環境にて、運

転者は仕事をこなしている。作業精度や周囲への安全

配慮が実搭乗に劣ることは否めないが、無人フィール

ドでの作業に限定するなど、運用面で補われている。 

さて、これを仮想化する場合、模擬現場と模擬機械

のリアリティ追求の面では、遠隔モニター画面の視認

から判別できない情報は、シミュレータ実装で省略で

きると考える。実装コスト面でこれは有利である。 

４．遠隔運転シミュレータの機能 

目的 
モニター画面だけの目視、操作反応の遅延
などの、実搭乗のリアリティが欠損した環
境に慣れるための練習環境を提供 

内容 
①自由操作、②時間制限内に課題とする動
作を完了できるかの試験 

実装 

シミュレータソフトを搭載する PC１台を、
ゲームコントローラを介したサイバーの遠
隔運転席に、又は、直接フィジカルの遠隔
運転席に、どちらか接続する 

付帯 

機能 

①遠隔カメラ位置の変更 
②運転レコーダーとリプレイデモ 

５．まとめ 

 山岳トンネルで遠隔運転が必要とされたので、遠隔

運転の持つ特異性を踏まえて、十分な練習機会の提供

ができる遠隔運転シミュレータを開発した。シミュレ

ータ導入効果の評価について結論は得られていないが、

観察では、本物の遠隔運転のベテランはシミュレータ

でも最初から上手であることが見られ、技能に共通性

が窺える。したがって逆方向となる教習生の訓練効果

は少なからずあるものと期待している。 図１ 仮想再現された遠隔運転席からの視野 
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10．建設業向けＡＩ安全帯不使用者検知システム「ＫＡＫＥＲＵ」 

西尾レントオール株式会社 通信測機機材部 阪下  晃則 

１．背景 

２０２３年に発生した国内建設業の労働災害は、墜落

や転落によるものが最も多く、死亡者数は８６人、死

傷者数は４，５５４人に上っています。厚生労働省は、

労働安全衛生法の改正を行い、２０１９年２月１日か

ら、高所作業で使用する安全帯の規格はフルハーネス

型を原則とし、名称を「墜落制止用器具」に改めるな

ど、安全基準を厳格化しました。こうした中、建設現

場における墜落転落災害の撲滅に向けて、より効果的

な安全対策を実現する事が求められています。 

西尾レントオール株式会社（以下、西尾レントオール）

では多数の安全対策商品の開発や広報誌「安全くん」

の発刊など、従来より建設現場の安全対策に注力して

参りました。より安全な現場環境の実現に向け、当シ

ステムをレンタルで活用いただくことで現場導入のハ

ードルを下げ、現場の安全対策へ貢献することを目指

す事に着手しました。 

２．システム概要 

西尾レントオールは株式会社 奥村組（以下、奥村組）

及び株式会社 日立ソリューションズ（以下、日立ソリ

ューションズ）と共同でハードウェアや通信確認等を

行い、レンタル商品としての開発を行いました。 

「ＫＡＫＥＲＵ」の画像認識ＡＩ（人工知能）技術は

奥村組と日立ソリューションズが共同開発したものを

活用しています。本技術は、鉄骨上作業等における墜

落制止用器具（安全帯）のフック不使用者を自動的に

検知※１し、一定時間不使用の状態が続いた場合に通

知を行います。奥村組の建設現場での検証において、鉄

骨上作業におけるフック不使用者を９０％以上の精度で

認識できること※２を確認済み※３です。施工管理者は

遠隔地から作業員の不安全行動を検知することができ

ます。また、不安全行動の映像はクラウド上に保管さ

れるため、作業者への安全教育や事故の傾向分析など、

墜落・転落事故の発生防止に活用することができます。 

※１ 特願２０２２－０４３５４１、特願２０２２－０

４３５４２、特願２０２２－０４３４３４（出願

人 奥村組、日立ソリューションズ）事前学習済

のＡＩモデルを活用し、建設現場 のカメラ映像

から親綱支柱や親綱、フックを検出し、フックが

親綱にかかっていない不使用状態を自動判定。 

※２ カメラと対象の作業員の距離が１５ｍ以内、かつ

人や物が重なっていないという条件下において

検証。 

※３ ２０２２年４月２１日リリース 墜落制止用器具

フック不使用者を自動検知するＡＩモデルを構

築・検証。 

https://www.hitachi-

solutions.co.jp/company/press/news/2022/0421.html 

■判定イメージ 

３．導入により期待される効果 

１）画像認識ＡＩ技術の活用により、鉄骨上及び土留
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め切梁作業等におけるフック不使用者を検知し、通

知（または警報）を発することで、不安全行動を抑

止し、事故軽減に貢献します。 

２）現場にいなくても、カメラ映像から作業員の不安

全行動を検知するため、管理者の負荷を軽減します。 

３）不安全行動のデータを蓄積しておくことで、教育

や傾向分析などにも活用が可能です。 

■システム構成・仕様 

４．今後について 

ソフト及びハードのバージョンアップを行う予定です。

その結果、より多くの工種や現場環境への対応を実現

化し、安全性の向上を図っていきます。 
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11．オペレータトレーニングシステムの開発 

株式会社 小松製作所 車両第一開発センタ  〇三本 喬之 

株式会社 小松製作所 車両第一開発センタ  浅井 康介 

株式会社 小松製作所 試験センタ    平林 憲 

1. 開発の背景

建設機械を操作するオペレータの高齢化に伴い、熟

練したオペレータ不足が深刻化しており、新人オペレ

ータの短期間での技能習熟が求められている。そのよ

うな中で新人オペレータが運転技能を学習できるツー

ルを活用し、自立的に運転技能を習熟してゆくことが

望まれる。そのツールの従来技術として燃費や掘削量

の評価を提供するものはあるが、評価が悪かった場合、

オペレータは具体的にどのように改善すればよいかわ

からないという課題があり、新人オペレータを短期間

で技能習熟させることはできていない。 

そこで、上記問題を解消する技術として、熟練オペ

レータの運転技術をデータ化して新人オペレータの問

題点をデータから把握し改善を促す事で短期間での技

術習熟を可能とするオペレータトレーニングシステム

を開発し、新人オペレータの技能習熟効果の確認を行

った。 

2.オペレータトレーニングシステムについて 

建設機械、特にホイールローダなどの作業機を有す

る機械の場合、掘削や積込など作業の種類によって最

適なアクセル操作が異なる。燃費を良くしたいという

ニーズに対し、アクセルをあまり踏まなければ燃費は

良くなる一方で作業時間は長くなり掘削量も少なくな

るので作業効率が悪化してしまうという問題がある。 

 そこで本システムはホイールローダのVシェイプロ

ーディングを対象とし、一連作業を工程毎に分解して

推奨オペレーションとの技能の違いを評価し、燃費及

び作業効率の視点から、どの工程に問題があり、どの

ようにすれば改善できるのかをメッセージで提供する。 

2-1.システム構成 

本システムの構成を図1に示す。車両制御装置と表

示器が車両ネットワーク(CAN)で接続されており、逐次

車両から取得したデータをもとに表示器にて計算して

結果を表示する。 

図1 システム構成 

2-2. システム概要 

本システムは、あらかじめ取得しておいた熟練オペ

レータの運転パターンを教師データとする。燃費[L/h]

および作業効率[ton/L]を V シェイプローディングの

作業工程(空荷前進、掘削、積荷後進、アプローチ、排

土、空荷後進)ごとに計算し、教師データに対するオペ

レータの運転データの達成率をレーダチャートで表示

する。教師データに対し未達になっている作業工程の

アイコンを押すと、リコメンドメッセージを表示して

改善方法を提供し、教師データ相当に到達した作業工

程のアイコンを押すと賞賛メッセージを表示してモチ

ベーションUPを図る。 

図2 トレーニング画面表示 
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オペレータトレーニングシステムでは、オペレータ

の運転データの各評価項目(エンジン回転数、アクセル

開度、移動距離、所要時間、ブレーキ時間、積込量、

燃料消費量)が、教師データの評価項目からどれほど外

れているかでその評価項目の良し悪しを判定する。あ

らかじめ16回分の教師運転データを取得し、Vシェイ

プローディングの作業工程別に分類する。次に図3に

示すように異なる2つの評価項目間における相関を計

算する。 

図3 教師データ相関計算 

図4 オペレータ運転データ評価 

オペレータ運転データの評価方法を図4に示す。作

業工程ごとに各評価項目のオペレータ運転データと教

師データの「かい離度」を計算し、各評価項目ごとに

平均値を算出する。平均値が一定値以上の評価項目を

教師データから外れた主要因(改善指摘の対象)と判定

し、対応したリコメンドメッセージを表示させる。 

3.トレーニング効果の確認 

 当社試験センタの初～中級者オペレータ(運転経験

1～6年)4名を対象に、本システムを用いたトレーニン

グ効果の確認を行った。結果を図5に示す。 

図5 トレーニング効果確認結果 

本ツールのガイダンスに従って1時間程度運転を繰

り返したところ、いずれのオペレータも作業効率

(ton/L)の改善が見られ、最大で27%改善したことが確

認できた。またオペレータの使用感に対するヒヤリン

グ結果を下記に示すが概ね高評価を得た。 

 初心者オペレータは、自分の運転の何が悪かったの

かにそもそも気づいていない場合があり、本システム

により運転を行った直後にオペレーションの問題点を

指摘することで、修正すべき点が明確になり、改善に

つながったと考えられる。以上の結果より、オペレー

タトレーニングシステムが初心者オペレータの短時間

での技能習熟に有効であることが確認された。 

4.今後の展望 

 対象となる機種の拡張等も踏まえ、本システムの商

品化に向けての開発を進めてゆく。またVシェイプロ

ーディング作業以外にも適用できるように更なる改善

を進めていく。 

＜オペレータからのヒヤリング結果＞ 

・「今の動き」が「今わかる」のは良い。 

・結果を見せるのみではなく、具体的にどうすれば

よくなるかを提示してくれるので良い。 

・スコアを良くしたいというモチベーションに

なり、ゲーム感覚で楽しめる。

・高評価でほめてくれるのは嬉しい。
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